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監 査 公 表

静岡市監査公表第10号
地方自治法第199条第12項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、これを公表する。
平成16年３月18日

静岡市監査委員 亀 山 博 史
同 大 畑 武 重
同 藤 田 卓 次
同 平 垣 陸 雄

記
指摘事項等 措置の状況
学校用地の行政財産の目的外使用許可に伴う収入事務において、収入科目に誤りが認められたので、収入科目を更正された
い。
（平成15年度第１回定期監査）[教育部 教育施設課]
当該学校用地は民間からの借地で、その一部に行政財産の目的外使用許可を与えたものであったため、雑入として処理してい
たが、行政財産の目的外使用許可に係る使用料に関する条例に基づく収入として、該当する７件49,500円を平成16年1月21日
に収入金更正処理等により教育使用料に調定、収納しました。

（平成16年２月12日 報告）
教養教室等の会費収入及び材料費等の支出が公金として処理されていなかったので、公金として処理されたい。
（平成15年度第１回定期監査）[教育部 清水教育事務所 生涯学習課]
平成16年４月１日より、公民館の主催する教養教室等については、その歳入歳出を予算に計上し、その範囲内で執行することと
しました。
なお、平成15年度については、公民館職員が管理している教室等の経理における残金は、平成15年度事業終了後、諸収入とし
て歳入いたします。

（平成16年２月４日 報告）

指摘事項等 措置の状況
授業料の収入事務において、休学した学生に対し、還付対象とならない授業料を還付していたので、早急に還付取消しの手続き
を進められたい。
（平成15年度第１回定期監査）[病院局 清水看護専門学校]
予備監査で指摘を受けた後、休学した学生に連絡をとり、内容を説明、再度徴収する旨の了解を得た上で、11月11日徴収稟議
を起こし納付書を発行した。

12月２日付で納付されていることを確認しました。
今後このようなことが起こらないよう、次のような措置を講じた。
休・退学を申し出た学生に対し、申し出の翌月から還付が発生することを説明した後、請求を受けることにより、再発を未然に防ぐ
よう職員に徹底した。

（平成16年２月13日 報告）



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 2

静岡市監査公表第11号
地方自治法第199条第４項の規定による監査を行った結果は、次のとおりである。
同条第９項の規定により、これを公表する。
平成16年３月18日

静岡市監査委員 亀 山 博 史
同 大 畑 武 重
同 藤 田 卓 次
同 平 垣 陸 雄

記
監査の種別 定期監査
監査の対象 総務部、健康文化部、経済部、建設部、選挙管理委員会事務局

以上の部から抽出した課
監査の方法 ・予備監査（監査委員事務局職員による関係書類等の審査）

・本監査 （監査委員による説明聴取、質疑）
監査の範囲 平成15年度（４月１日～11月末日）における財務に関する事務の執行等が適正かつ的確に行われているかについ

て対象課の事務を抽出して監査した。
監査の日程 平成15年12月24日～平成16年２月12日
監査の結果 対象課所管の事務の執行について関係書類等を監査した結果は後述のとお りであり、おおむね適正に処

理されているものと認められた。

(注) 報告書は、次の扱いにより記載してある。
(1) 金額は原則として万円単位で表示し、単位未満は切り捨ててある。
(2) 歳入予算に係る名称は、原則として節名で記載してある。

総 務 部

秘 書 課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳出予算
ア 市長など三役の各種会議出席及びその随行のため、旅費235万円を支出していた。
イ ノートパソコン賃貸借(７～９月)は、単独随意契約により契約を締結し、賃借料５万円を支出していた。
ウ 静岡県市長会に対し、負担金251万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

職 員 課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 社会保険料収入は、非常勤嘱託職員の社会保険料個人負担分の収入で、調定額１億1,745万円に対し、１億
1,737万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額７万円のうち納期を経過した実質収入未済額は２万円であった。

(2) 歳出予算
ア 職員研修のため、旅費1,597万円を支出していた。
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イ 婦人科検診その１業務委託は、単独随意契約により単価契約を締結していた。
ウ 静岡県市町村職員共済組合に対し、職員定期健康診断に伴う、負担金363万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められたが、納期を経過した収入未済額があったので、納期内納付を
徹底し、未納防止に努められたい。

静岡行政事務所

地域総務課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 各種発行物売払収入は、市勢要覧等の売払収入で、調定額203,600円に対し201,450円が収入済となっていた。

なお、収入未済額は、全額月末納付のため事務処理上翌月の収入となったものである。
イ 雑収は、情報公開条例施行規則及び個人情報保護条例施行規則に基づく写しの代金収入等で、調定額48万円に対
し47万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額は、全額月末納付のため事務処理上翌月の収入となったものである。

(2) 歳出予算
ア 地区センター文書送受委託（７～３月）は、見積合せにより131万円で契約を締結し、委託料58万円を支出して
いた。

イ 市政情報コーナーの運営のため、臨時職員を雇用し、賃金100万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

清水行政事務所

地域総務課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 雑収は、清水市制79年メモリアル事業実行委員会交付金の清算金収入及び情報公開条例施行規則等に基づく写し
の代金収入等で、調定額1,274,205円に対し1,272,975円が収入済となっていた。
なお、収入未済額は、全額月末納付のため事務処理上翌月の収入となったものである。

(2) 歳出予算
ア 職員の健康管理等安全衛生のため、産業医及び健康相談医を委嘱し、報償費56万円を支出していた。
イ 行政文書配付委託（７～３月）は、見積合せにより295万円で契約を締結し、委託料131万円を支出していた。
ウ 各種文書の筆耕翻訳業務は、単独随意契約により単価契約を締結し、役務費27万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

健 康 文 化 部

イベント推進課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 土地貸付収入は、青葉イベント広場使用料で、調定額670万円に対し613万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額56万円のうち納期を経過した実質収入未済額は21万円であった。

(2) 歳出予算
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ア イルミネ－ション設置等業務委託（青葉シンボルロ－ド）は、７者によるコンペ方式で業者を決定した後、単独随
意契約により693万円で契約を締結していた。
イ 静岡市街観光巡回バス運行業務委託（７～３月）は、単独随意契約により2,073万円で契約を締結し、委託料717
万円を支出していた。
ウ 新市・静岡誕生記念祭実行委員会に対し、新市・静岡誕生記念祭ハ－バ－ドリ－ム2003開催事業費補助（10月実
施）として、補助金2,400万円の交付決定をしていた。
エ 新市・静岡誕生記念祭実行委員会に対し、新市・静岡誕生記念祭開催事業費補助（４月実施）として、補助金4,500
万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められたが、納期を経過した収入未済額があったので、納期内納付を

徹底し、未納防止に努められたい。
２ 要望事項
大道芸ワールドカップ事業等の各種イベント事業と観光事業は、本市を活性化させるうえで密接不可分であるので、両
事業のより一層の相互協力体制のもと、一体化した事業展開が図られるようにされたい。

静岡健康文化事務所

文化振興課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 美術館使用料は、芹沢銈介美術館入館料で、調定額517万円に対し506万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額10万円は、全額月末納付のため事務処理上翌月の収入となったものである。

イ 教室等会費収入は、静岡音楽館が開催するリコーダー・アンサンブル講座及び子どものための音楽ひろばの受講者
から徴収した教室会費収入で、調定額79万円に対し全額収入済となっていた。

(2) 歳出予算
ア 静岡音楽館管理運営業務委託は、単独随意契約により１億511万円（暫定予算分）で契約を締結したあと、２億444
万円を増額する変更契約を締結し、委託料２億4,311万円を支出していた。
イ 科学館宣伝広告ＰＲ業務委託は、７者によるコンペ方式で業者を決定した後、単独随意契約により804万円で契約
を締結していた。
ウ 静岡駅南口第二地区市街地再開発ビル内に本市が設置する科学館施設に充てるため、静岡駅南口第二地区市街地再
開発組合と、建築物、建築敷地等に係る公有財産購入費41億2,284万円の売買契約を締結していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

２ 業務改善実施事項
市民文化会館及び静岡音楽館は、月曜日が祝日と重複しても休館日としていたが、利用者からの月曜日が祝日と重複す
る日は開館して欲しいという要望に応えて、平成15年度から開館し、その翌日の火曜日を休館日とし、市民サービスの向
上に努めていた。

静岡国体推進事務所

国体推進課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 雑収は、平成14年度国民体育大会開催準備負担金に係る精算金で、調定額2,291万円に対し全額収入済となってい
た。

(2) 歳出予算
ア 第３回全国障害者スポーツ大会水泳競技関係看板等作成、設置及び撤去業務委託は、見積合せにより契約を締結し、
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委託料102万円を支出していた。
イ 静岡国体推進課の事務所借上げのため、４～６月の賃借料として348万円を支出していた。
ウ ＮＥＷ?わかふじ国体静岡市静岡実行委員会に対し、国民体育大会開催負担金として、５億255万円（暫定予算分）
の交付決定をしたあと、３億8,244万円を増額する変更交付決定を行い、負担金８億255万円を支出していた。なお、
各種開催事業について効率的運営に努めた結果、事業費縮減の見込みとなったため、負担金を３億2,000万円減額さ
れたい旨の市長あて変更申請書が提出され、所管課（国体推進課）が変更承認手続きを進めていた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

２ 要望事項
46年ぶりに本県を会場として行われたＮＥＷ?わかふじ国体は、盛況のうちに終わったが、この大会で盛り上がった気

運を一過性のものとすることなく、引き続き本市スポ－ツのより一層の振興を図るよう要望する。

清水健康文化事務所

文化振興課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 文化振興費寄附金は、羽衣まつり「三保羽衣薪能」公演のための指定寄附金で、調定額200万円に対し全額収入済
となっていた。

イ 各種公演入場料は、清水文化センターの自主事業入場料収入で、調定額820万円に対し全額収入済となっていた。
ウ 雑収は、平成14年度清水文化センター駐車場管理業務委託に係る精算金等で、調定額9万円に対し全額収入済と
なっていた。

(2) 歳出予算
ア ふれあい音楽運営委員会に対し、ふれあい音楽事業費補助として、補助金216万円を支出していた。
イ 羽衣まつり運営委員会に対し、羽衣まつり事業費補助として、補助金１,000万円を支出していた。
ウ 清水文化センター上清水・春日町駐車場管理業務委託（４～６月）は、単独随意契約により契約を締結し、委託料
316万円を支出していた。
エ 清水文化センター敷地・駐車場の土地借上げのため、地権者10人と2,334万円で契約を締結し、賃借料1,167万円
を支出していた。
これらの事務は、おおむね適正に処理されているものと認められたが、事務処理の一部に次のような改善を要する事項

がみられた。
清水文化センターの自主事業入場料収入において、入場料（現金）の収納金の一部が預金通帳で管理され、会計規則に
規定する「即日又は翌日指定金融機関等に払い込まなければならない。」という収納手続がされていなかったので早急に改
善されたい。

清水国体推進事務所

国体推進課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳出予算
ア ＮＥＷ?わかふじ国体実施に係る競技調整のため、旅費18万円を支出していた。
イ ＮＥＷ?わかふじ国体静岡市清水実行委員会に対し、国体開催費負担金として、２億700万円（暫定予算分）の交
付決定をしたあと、9,300万円を増額する変更交付決定を行い、負担金２億1,700万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

２ 要望事項
46年ぶりに本県を会場として行われたＮＥＷ?わかふじ国体は、盛況のうちに終わったが、この大会で盛り上がった気
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運を一過性のものとすることなく、引き続き本市スポ－ツのより一層の振興を図るよう要望する。

経 済 部

清水港振興課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 港湾管理使用料は、日の出センター、魚市場施設等の使用料で、調定額2,339万円に対し2,292万円が収入済とな
っていた。
なお、収入未済額46万円は、納期未到来のもの及び月末納付のため事務処理上翌月の収入となったものである。

イ 雑収は、清水港岸壁の使用及び魚市場施設土地（県有地）貸付にかかる収入で、調定額432万円に対し420万円が
収入済となっていた。
なお、収入未済額12万円は、全額納期未到来であった。

(2) 歳出予算
ア 港湾会館清水日の出センター運営業務委託（７～３月）は、単独随意契約により4,708万円で契約を締結し、委託
料3,200万円を支出していた。

イ （仮称）海づり公園整備工事は、単独随意契約により、平成14年度に債務負担行為を設定して５億4,495万円の
契約を締結した後、3,562万円を減額する変更契約を締結し、平成15年度の支払額３億7,312万円を支出していた。

ウ 清水港の利用促進を図るため、海外の船主、荷主を訪問し清水港の優位性やメリットをアピールする清水港海外ポ
ートセールスの参加費として、負担金118万円を支出していた。

これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。
２ 要望事項
清水漁民会館は、県から委任を受けて市が管理しているものであるが、今後における会館存続の必要性及び運営主体等
について、県と協議を進め、早期に方針決定されるよう要望する。

静岡経済事務所

商業労政課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 教室等会費収入は、勤労者福祉センター（ラペック静岡）における勤労者向けのパソコン講座等の会費収入で、調
定額219万円に対し217万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額は、全額月末納付のため事務処理上翌月の収入となったものである。

(2) 歳出予算
ア 勤労者住宅建築資金利子補給事業は、勤労者の住宅取得を援助するため貸付金の利子補給を行うもので、貸付を行
っている静岡県労働金庫に対し、前期分として補助金488万円を交付していた。

イ 勤労者福祉センター管理業務及び使用料徴収事務委託は、単独随意契約により1,090万円（暫定予算分）で契約を
締結したあと、2,673万円を増額する変更契約を締結し、委託料2,923万円を支出していた。

ウ 商店街環境整備事業として、街路灯の設置事業を実施した葵町発展会に対し、補助金420万円の交付決定をしてい
た。

これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。
２ 業務改善実施事項
新規事業者等を資金面で支援するため、開業・転業支援資金利子補給制度があるが、県の制度に条件の良い資金ができ
たことにより利用が減少していたところ、利率の引き下げ等制度の見直しを実施したことにより利用件数が増加していた。
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観 光 課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 観光施設使用料は、温泉使用料、温泉浴場使用料、ロッジ使用料等で、調定額881万円に対し823万円が収入済と
なっていた。
なお、収入未済額57万円のうち1,050円は、還付に伴う減額調定漏れのため収入未済(12月に手続き済)となった

ものであり、納期を経過した実質収入未済額は36万円であった。
イ 雑収は、平成14年度口坂本温泉浴場管理業務委託に係る精算金等で、調定額184万円に対し全額収入済となって
いた。

(2) 歳出予算
ア 湯ノ島温泉浴場源泉井戸清掃業務委託は、見積合せにより契約を締結し、委託料411万円を支出していた。
イ リバウェル井川スキー場管理運営業務委託(７～３月)は、単独随意契約により2,604万円で契約を締結し、委託料
630万円を支出していた。

ウ 登呂まつり実行委員会に対し、事業費補助として、補助金180万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められたが、納期を経過した収入未済額があったので、納期内納付を
徹底し、未納防止に努められたい。
２ 業務改善実施事項
合併により広域化した観光資源を効果的にＰＲするため、「静岡ならでは」の自然や文化をゆったり楽しむ旅(スローツ
ーリズム)をテーマにキャッチフレーズを「ヒーリング紀行 静岡市」とした観光ポスターを作製し、新市の新たな魅力の
ＰＲに努めていた。
３ 要望事項
本市の観光振興と活性化をより一層図るために、市内各所の景勝地や観光施設の整備を進めることはもとより、新たな
観光資源の掘り起こしや有効活用にも積極的に取り組まれたい。
また、観光事業と大道芸ワールドカップ等の各種イベント事業は、本市を活性化させるうえで密接不可分であるので、
両事業のより一層の相互協力体制のもと、一体化した事業展開が図られるようにされたい。

農林施設課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
〔一般会計〕
(1) 歳入予算
ア 林道使用料は、林道の行政財産目的外使用料で、調定額169万円に対し164万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額は、全額納期を経過していた。

(2) 歳出予算
ア 林道東俣線建設機械借上げ業務は、単独随意契約により単価契約を締結し、賃借料613万円を支出していた。
イ 農道上ノ山線新設工事は、指名競争入札により1,344万円で契約を締結した後、220万円を増額する変更契約を締
結し、工事請負費1,564万円を支出していた。

〔農業集落排水事業会計〕
(1) 歳入予算
ア 農業集落排水施設使用料は、調定額977万円に対し823万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額154万円のうち、納期を経過した実質収入未済額は133万円であった。

(2) 歳出予算
ア 有東木外３地区農業集落排水処理施設浄化槽その２管理委託は、単独随意契約により559万円で契約を締結し、委
託料186万円を支出していた。
両会計のこれらの事務は、適正に処理されているものと認められたが、納期を経過した収入未済額があったので、納
期内納付を徹底し、未納防止に努められたい。
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水産漁港課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 漁港管理使用料は、漁港施設等の使用料・占用料で、調定額2,581万円に対し2,517万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額63万円のうち、納期を経過した実質収入未済額は46万円であった。

(2) 歳出予算
ア 広野防潮林枯損木伐採等林地管理業務委託は、見積合せにより553万円で契約を締結し、委託料270万円を支出し
ていた。

イ 安倍藁科川漁業協同組合に対し、水産業振興事業補助金90万円(暫定予算分)の交付決定をしたあと、83万円を増
額する変更交付決定をしていた。

ウ 用宗沖第２離岸堤築造工事は、指名競争入札により１億3,965万円で契約を締結したあと、478万円を増額する変
更契約を締結し、前払金5,586万円を支出していた。

これらの事務は、適正に処理されているものと認められたが、納期を経過した収入未済額があったので、納期内納付を
徹底し、未納防止に努められたい。

清水経済事務所

観 光 課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 観光費寄附金は、静岡市の観光振興に資するため寄附された収入で、調定額2,500万円に対し全額収入済となって
いた。

(2) 歳出予算
ア 清水港船宿記念館管理運営業務委託(７～３月)は、単独随意契約により502万円で契約を締結し、委託料251万円
を支出していた。

イ 三保真崎海水浴場仮設事務所及び清水三保海の家仮設便所等賃借は、見積合せにより契約を締結し、賃借料136万
円を支出していた。

ウ 清水地球元気村実行委員会に対し、運営費補助として、補助金70万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

２ 要望事項
本市の観光振興と活性化をより一層図るために、市内各所の景勝地や観光施設の整備を進めることはもとより、新たな
観光資源の掘り起こしや有効活用にも積極的に取り組まれたい。
また、観光事業とみなと祭り等の各種イベント事業は、本市を活性化させるうえで密接不可分であるので、両事業のよ
り一層の相互協力体制のもと、一体化した事業展開が図られるようにされたい。

農林施設課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
〔一般会計〕
(1) 歳入予算
ア 林業総務使用料は、営農飲雑用水使用料等で、調定額479,390円に対し471,900円が収入済となっていた。

なお、収入未済額は、全額納期を経過していた。
(2) 歳出予算
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ア 森林公園維持管理業務委託(７～３月)は、単独随意契約により300万円で契約を締結し、委託料167万円を支出し
ていた。
イ 興津清見寺地区農道整備工事は、指名競争入札により1,004万円で契約を締結し、前払金401万円を支出していた。

〔農業集落排水事業会計〕
(1) 歳入予算
ア 農業集落排水施設使用料は、調定額264万円に対し198万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額66万円は、全額納期未到来及び月末納付のため事務処理上翌月の収入となったものである。

(2) 歳出予算
ア 布沢・土農業集落排水処理施設管理業務委託(７～３月)は、単独随意契約により166万円で契約を締結し、委託料
55万円を支出していた。
イ 葛沢農業集落排水処理施設保守点検委託(７～３月)は、見積合せにより59万円で契約を締結し、委託料19万円を
支出していた。
両会計のこれらの事務は、おおむね適正に処理されているものと認められたが、事務処理の一部に次のような改善を要す

る事項がみられた。
葛沢農業集落排水処理施設保守点検委託において、業務の一部を再委託していたが、契約書第4条の再委託にかかる規定
に基づいた事務処理がされていなかったので、契約書の規定に基づいた処理を徹底されたい。
また、営農飲雑用水使用料収入において、納期を経過した収入未済額があったので、納期内納付を徹底し、未納防止に
努められたい。

建 設 部

土木政策課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 社会保険料収入は、臨時職員雇用に伴う社会保険料個人負担分の収入で、調定額９万円に対し全額収入済となって
いた。

(2) 歳出予算
ア 道路整備に係る各種会議出席等のため、旅費41万円を支出していた。
イ 雨水対策基本計画策定業務委託は、見積合せにより1,522万円で契約を締結していた。
ウ 静岡南部地区建設発生土受入業務委託は、見積合せにより単価契約を締結し、委託料218万円を支出していた。
エ 清水海岸侵食災害防止対策促進期成同盟会に対し、運営費補助として、補助金53万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。
２ 要望事項

都市化の進展に伴い、雨水流出による浸水被害を軽減するため、静岡市雨水流出抑制対策委員会（庁内）を設置した
とのことであるが、市民生活の安全確保の観点から関連各課と協力し、総合的な雨水流出抑制対策を積極的に推進する
よう要望する。

静岡建設事務所

道路維持課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 雑収は、静岡駅前地下道ショーケースにかかる電気料等の収入で、調定額1,488万円に対し1,451万円が収入済と
なっていた。
なお、収入未済額36万円は、全額納期未到来であった。
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(2) 歳出予算
ア 道路反射鏡設置業務委託は、見積合せにより単価契約を締結し、委託料545万円を支出していた。
イ 橋梁点検業務委託は、見積合せにより477万円で契約を締結していた。
ウ 市道の陥没等による道路事故に対する賠償金として、101万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

河 川 課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 河川費委託金は、樋管操作業務委託に伴う国庫委託金収入で、調定額31万円に対し全額収入済となっていた。

(2) 歳出予算
ア 安東川橋梁詳細設計業務委託は、指名競争入札により640万円で契約を締結し、前払金190万円を支出していた。
イ 内宮川改修工事は、指名競争入札により3,501万円で契約を締結し、前払金1,400万円を支出していた。
ウ 浜川改修事業のため、4,665万円で土地売買契約を締結していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

住 宅 課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 住宅管理使用料のうち市営住宅使用料は、入居者からの家賃収入で、調定額13億7,437万円に対し６億8,848万円
が収入済となっていた。
なお、収入未済額６億8,589万円のうち、納期を経過した実質収入未済額は３億6,101万円であった。

イ 土地貸付収入は、元市営住宅敷地等の貸付料で、調定額1,071万円に対し788万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額283万円は、全額納期未到来であった。

(2) 歳出予算
ア 市営住宅管理業務委託は、単独随意契約により9,746万円（暫定予算分）で契約を締結したあと、１億181万円を
増額する変更契約を締結し、委託料１億5,402万円を支出していた。
イ 東新田高層団地第3号棟耐震補強工事は、指名競争入札により9,387万円で契約を締結し、前払金3,754万円を支
出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められたが、市営住宅使用料については、実質収入未済額が多額とな
っていることから収納体制を強化し、より一層の縮減を図ること。

清水建設事務所

道路維持課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 保険金収入は、道路事故等の賠償に伴い請求する保険金で、調定額7万円に対し全額が収入未済となっていた。
なお、収入未済額７万円は、全額納期未到来であった。

(2) 歳出予算
ア 維持管理業務委託（草刈）は、単独随意契約により契約を締結し、委託料2,100万円を支出していた。
イ 市道１０６７号線災害に伴う安全管理業務委託は、単独随意契約により契約を締結し、委託料177万円を支出して
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いた。
ウ 交通安全施設設置工事（その２）は、指名競争入札により617万円で契約を締結していた。
エ 市道６４２６号線（草ケ谷大内線－4線）道路改修工事は、指名競争入札により351万円で契約を締結したあと、
35万円を増額する変更契約を締結し、工事請負費387万円を支出していた、
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

河 川 課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳出予算
ア 西山沢改修に伴う物件調査等業務委託は、指名競争入札により契約を締結し、委託料102万円を支出していた。
イ 新川改修工事は、制限付一般競争入札により1,375万円で契約を締結し、前払金550万円を支出していた。
ウ 雨水の流出抑制と地下水の涵養を図るため、巴川流域に位置する区域等において、雨水貯留浸透施設を設置する者
に対し、雨水貯留浸透施設整備事業費補助金２件12万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

住 宅 課

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 住宅管理使用料のうち市営住宅使用料は、入居者からの家賃収入で、調定額６億3,079万円に対し２億7,922万円
が収入済となっていた。
なお、収入未済額３億5,156万円のうち、納期を経過した実質収入未済額は１億1,635万円であった。

イ 土地貸付収入は、元市営住宅敷地の貸付料で、調定額821万円に対し354万円が収入済となっていた。
なお、収入未済額467万円のうち、納期を経過した実質収入未済額は332万円であったので、納期内納付を徹底し、
未納防止に努められたい。

(2) 歳出予算
ア 市営住宅給水設備保守点検業務は、見積合せにより204万円で契約を締結し、委託料68万円を支出していた。
イ 清水旭ケ丘団地1号棟外壁改修工事は、指名競争入札により契約を締結し、工事請負費1,202万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められたが、納期を経過した実質収入未済額があったので、納期内納
付を徹底し、未納防止に努められたい。
なお、市営住宅使用料については、実質収入未済額が多額となっていることから収納体制を強化し、より一層の縮減を
図ること。
２ 要望事項
清水追分団地建設事業においては、一部住民の理解が得られず、設計内容（平成14年度実施設計委託 3,097万円）
を変更（内部設計）し建設するとのことであるが、建設計画の策定に際しては事前に十分な調査を行い、地元住民はもと
より関係機関等と連絡・調整を図り実施するよう要望する。

選挙管理委員会事務局

１ 抽出監査した事務の名称及び状況は、次のとおりである。
(1) 歳入予算
ア 静岡県議会議員選挙費委託金は、県議会議員選挙に係る県からの委託金で、調定額１億3,842万円に対し全額収入
済となっていた。
イ 衆議院議員選挙最高裁裁判官国民審査委託金は、衆議院議員選挙等に係る県からの委託金で、調定額１億5,007万
円に対し全額収入済となっていた。



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 12

(2) 歳出予算
ア 駅南地区選挙事務補助者派遣業務委託は、見積合せにより契約を締結し、委託料62万円を支出していた。
イ ポスター掲示場保守・撤去業務委託は、単独随意契約により契約を締結し、委託料377万円を支出していた。
これらの事務は、適正に処理されているものと認められた。

２ 業務改善実施事項
旧静岡市においては、選挙人１人に投票所入場券として葉書１枚を送付していたが、同一世帯で到達する日が違うため
問い合わせが多く、またプライバシーが他人に漏れる可能性があるため、同一世帯の投票所入場券を封書化した。その結
果、問い合わせ件数が減少し、入場券郵送料が削減（約700万円）され、また、個人情報の保護にもつながった。

静岡市監査公表第12号
地方自治法第252条の37第5項の規定により、包括外部監査人山下和俊から監査の結果に関する報告書の提出があったので、
同法第252条の38第3項により次のとおり公表する。
平成16年３月26日

静岡市監査委員 亀 山 博 史
同 大 畑 武 重
同 藤 田 卓 次
同 平 垣 陸 雄

記

包括外部監査の結果報告書

第1．外部監査の概要

１．外部監査の種類

地方自治法第252条の37第1項の規定に基づく包括外部監査

２．選定した特定の事件

下水道事業の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理

３．事件を選定した理由

下水道は、公衆衛生に寄与し、あわせて公共用水域の水質の保全に寄与するために整備される市民生活に必須の社会
的インフラである。この下水道施設の整備、改善等には多額の建設投資資金を必要とし、損益的には減価償却費や企
業債の支払利息を通して下水道事業会計を圧迫している。その結果、下水道事業会計で負担しきれないいわゆる赤字
額の補填が一般会計からの補助金として、平成14年度に旧静岡市2,469百万円、旧清水市2,324百万円支出されてい
る。
また、平成14年における静岡市の下水道普及率は、旧静岡市72.9％、旧清水市54.5％となっており、今後普及率を



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 13

より高めることが求められている。これに加え、設備の老朽化、合流式下水道の改善等の課題も抱えている現状であ
る。
これらの状況から、下水道事業が市の財政に及ぼす影響は極めて大きいと考え、特定の事件として選定した。

４．外部監査の方法

（１）監査の要点

ア．出納・資金管理
① 入金・出金手続が法令・条例・規則等（以下、「規則等」という。）に基づき適正に行われているか
② 現金の管理手続が規則等に基づき適正に行われているか
③ 小切手等の管理手続に問題はないか

イ．収入・債権管理
① 下水道使用料等収入は規則等に基づき適正に収受されているか
② 債権の管理は規則等に基づき適正に収受されているか
③ 滞留債権は発生していないか

ウ．固定資産・物品・商品管理
① 固定資産・物品・商品は実在するか
② 保管は規則等に基づき適正に行われているか

エ．企業債
① 企業債の発行・償還手続が規則等に基づき適正に行われているか
② 企業債の管理が適正に行われているか
③ 支払利息が適正に支払われているか

オ．その他資産・負債・資本項目
① 貸借対照表計上各科目の管理が規則等に基づき適正に計上されているか
② 各科目の管理が適正に行われているか

カ．一般会計の経費負担
① 一般会計からの繰入が規則等に基づき適正に行われているか

キ．使用料と処理原価
① 下水道使用料の決定が規則等に基づき適正に行われているか
② 処理原価が能率的な経営の下における適正なものとなっているか

ク．予算と事業計画
① 下水道事業会計の予算執行が適正に行われているか
② 事業計画は進捗状況になっているか

ケ．人件費
① 給与計算が規則等に基づき適正に行われているか

コ．外部委託・工事請負
① 契約の方法及び手続は、規則等に従って適正に行われているか
② 委託業務が適正に履行されていることを確認しているか
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③ 契約代金の支払は規則等に従って適正に行われているか

（２）主な監査手続

諸規程、決算書、予算書、理事会議事録・稟議書等意思決定関係書類、経営情報関係書類、会計帳簿・台帳その他必

要書類の閲覧、関係者への質問、証憑突合及び現地視察その他必要と認めた監査手続を実施した。

なお、具体的手続については、「第２．外部監査の結果 Ⅱ．静岡市下水道事業の監査結果」の中で個々 に記載し
ている。

５．監査対象期間

原則として平成14年度
ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。

６．監査の実施期間

平成15年7月16日から平成16年3月9日まで

７．包括外部監査人及び補助者

（１）包括外部監査人
公認会計士 山下和俊

（２）補助者
公認会計士 杉山昌義
公認会計士 戸谷雄一
公認会計士 大塚高徳
会計士補 高林裕之

（注）
１．平成15年4月1日、旧静岡市と旧清水市は合併し静岡市となっている。本報告書では、合併前の静岡市、清水市を
それぞれ「旧静岡市」、「旧清水市」、現在の静岡市を「静岡市」と呼称している。

２．報告書の中にある表は単位未満切捨てで表示している。したがって、合計値と内訳の集計値とが一致しない場合が
ある。また、「0」は表示単位未満の数値が存在することを示し、「－」は数値がない（零）ことを示す。
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第２．外部監査の結果

Ⅰ．静岡市下水道事業の概要

Ａ 下水道の概要

１．下水道の位置付け

人間の暮らしになくてはならない水は自然の中で大きな循環システムを形成しており、人間の活動はこの水循環の中
で行われている。下水道は、河川等の公共用水域から取水され、様々 な用途に利用された水を浄化して再び公共用水域
に戻すことによって水循環を保全したり、水の循環的な利用を可能とするなど、人間の活動と自然の循環システムを健
全に保つための重要な要素であると位置付けることができる。

２．下水道の目的

1. 生活環境の改善
下水道の整備により、トイレは水洗化され、くみ取り便所や汚れたドブがなくなり、清潔で快適な生活環境を確
保できる。

2. 水質の保全
家庭や工場から排出される汚水を処理場で浄化し、河川や海等に放流することにより水質の保全を図る。特に、
湖沼等の閉鎖性水域、水道水源河川等において積極的に高度処理を実施する。

3. 浸水の防除
都市に降った雨水を下水管渠を通して河川等へ排除したり、貯留・浸透することにより、浸水から街を守る。

３．下水道の種類

下水（生活排水、工場排水、雨水等）を処理する施設は、次のように分類される。この中で、今回の監査の対象とし
ているのは、公共下水道（広義）事業であり、静岡市（旧静岡市、旧清水市ともに）においては、地方公営企業法を適
用（任意適用）している（静岡市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例第3条、旧静岡市水道事業及び下水道
事業の設置等に関する条例第2条の2、旧清水市公営企業の設置等に関する条例第2条）。
なお、特定環境保全公共下水道としては、平成元年度に三保真崎地区の市街化調整区域30.9haについて認可を取得
し、公共下水道南部浄化センターへ圧送し処理を行っている。現在30.9haすべてが整備完了し平成7年度より供用開
始している。また、特定公共下水道はない。
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合 併 処 理 浄 化 槽

下水道法以外
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地 域 し 尿 処 理 施 設
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単独公共下水道

流域関連公共下水道
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公共下水道

（狭義）

都市下水路

下水道法上の
下水道

特 定 公 共 下 水 道

農 業 集 落 排 水 施 設

漁 業 集 落 排 水 施 設

林 業 集 落 排 水 施 設

簡 易 排 水 施 設

下
水
処
理
施
設

小規模集合排水処理施設

特定地域生活排水処理施設

個 別 排 水 処 理 施 設

国
土
交
通
省
所
管

農
林
水
産
省
所
管

環
境
省
所
管

総務省所管

総務省所管

集合処理施設

個別処理施設
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公共下水道（狭義） : 主として市街地における下水を排除し処理するために地方公共団体（原
則として市町村）が管理する下水道で、終末処理場を有するか、流域下
水道に接続するもので、かつ、汚水を排除する排水施設の相当部分が暗
渠である構造となっているもの

単独公共下水道 : 独自に終末処理場を有する公共下水道
流域関連公共下水道 : 流域下水道へ接続する公共下水道
特定環境保全公共下水道 : 市街化区域以外（自然公園、農山村漁村、水質保全上特に必要な地区）

において設置される公共下水道
特定公共下水道 : 特定の事業者の事業活動に主として利用される公共下水道
流域下水道 : 複数の市町村の公共下水道から排除される下水を受け処理する下水道

で、原則として県が管理するもの
都市下水路 : 主として市街地の雨水を排除し防除することを目的とした市町村が管理

する下水路で、原則として排水施設の構造は開渠とし、処理場は有さな
い

農業集落排水施設 : 農業振興地域内で計画規模20戸以上概ね1,000人以下
漁業集落排水施設 : 漁港の背後の漁業集落で計画人口概ね100～5,000人
林業集落排水施設 : 森林整備市町村で20戸以上（原則）
簡易排水施設 : 山村振興地域等で3戸以上20戸未満
小規模集合排水処理施設 : 10戸以上20戸未満の規模の施設整備を地方単独事業で実施
コミュニティ・プラント : 計画人口101人以上30,000人未満
合併処理浄化槽 : 集合処理が非効率若しくは、整備が遅れる区域において個人等に市町村

が補助して整備される施設
特定地域生活排水処理施設 : 水道水源の水質保全等を目的として市町村が設置する合併処理浄化槽

個別排水処理施設 : 集合処理区域の周辺地域等において市町村が設置する合併処理浄化槽
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Ｂ 旧静岡市

１．事業の沿革

旧静岡市の市域は南北に長く、南は駿河湾に面し、北は赤石岳等3,000ｍ級の南アルプスからなる山岳地帯となってい
る。市街地は、市域を二分して流れる安倍川の扇状地にあり、地形は南に向かって緩やかに傾斜している。
旧静岡市の下水道事業は、大正10年に調査を始め、大正12年2月に事業認可を得て、翌大正13年8月に第1期事業
に着手した。当時の市街地は、排水路が未整備であったため、大雨の度に雨水があふれ、浸水対策上は勿論、環境衛生
のうえからも下水道の早期整備が望まれていた。
旧静岡市の公共下水道事業の沿革は以下のとおりである。

大正12年2月
〃13年8月
昭和5年1月
〃6年8月
〃12年11月
〃13年2月
〃21年1月
〃21年3月

〃27年10月
〃35年11月
〃52年3月
〃57年12月
〃60年10月

平成2年3月
〃3年3月
〃4年9月
〃9年6月
〃11年4月
〃12年1月
〃14年6月

第1期下水道事業認可
第1期下水道事業着手
第2期下水道事業認可
第2期下水道事業着手
第3期下水道事業認可
第3期下水道事業着手
戦災復興下水道事業着手
第3期事業区域の大部分は戦災復興区域に包含されたため
第3期下水道事業を打切る
公営企業法適用とともに第3期下水道事業を再開
高松下水処理場供用開始
城北下水処理場供用開始
中島雨水ポンプ場供用開始
中島下水処理場供用開始
小鹿汚水中継ポンプ場供用開始
西大谷汚水中継ポンプ場供用開始
中島下水処理場汚泥処理施設供用開始
静清浄化センター供用開始
下川原雨水ポンプ場供用開始
中島下水処理場汚泥焼却施設供用開始
長田浄化センター供用開始

２．公共下水道計画の概要

（１）公共下水道全体計画

旧静岡市の公共下水道全体計画（目標年次：平成22年）は次のようになっている。
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ア．汚水計画

計画汚水量（? /日）
処理区名 排除方式

計画面積
(ha)

計画人口
(人) 日平均 日最大 時間最大

高 松 合流式 705 70,200 113,470 132,420 180,200

城 北 合流・分流 1,150 83,400 40,550 51,390 72,760

中 島 分流式 3,294 180,500 109,380 134,640 205,020

長 田 分流式 1,296 68,700 38,660 46,900 72,510

美 和 分流式 307 11,100 4,610 5,950 8,450

静 清 分流式 950 56,610 32,932 40,974 61,576

計 7,702 470,510 339,602 412,274 600,516

イ．雨水計画

ブロック 排水区 排水面積(ha)

10 46 6,124

ウ．浄化センター計画

処理人口 計画処理水量（? /日）
センター名 処理方法

(人) 日平均 日最大 雨天時

高 松 高速ｴｱ/標準法 70,200 114,000 133,000 519,000

城 北 標準活性汚泥法 83,400 41,000 52,000 133,000

中 島 標準活性汚泥法 180,500 110,000 135,000 -

長 田 標準活性汚泥法 68,700 39,000 47,000 -

美 和 標準活性汚泥法 11,100 5,000 6,000 -

静 清 標準活性汚泥法
166,500

(旧静岡分
53,600)

109,000 134,000
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エ．汚水中継ポンプ場計画

敷地面積 揚水量 排水面積
ポンプ場名

(㎡) (?/min) (ha)

西大谷 1,150 6.10 409

小 鹿 960 13.84 460

用 宗 1,820 12.18 312

オ．雨水ポンプ場計画

敷地面積 揚水量 排水面積
ポンプ場名

(㎡)
排水区名

(?/min) (ha)

中 島 14,000 土場川 1,550 175

下川原 7,700 下川原 1,931 223

（２）事業計画

事業計画（目標年次：平成17年、変更認可平成13年3月）は次のようになっている。

ア．汚水計画

計画汚水量（? /日）
処理区名 排除方式

計画面積
(ha)

計画人口
(人) 日平均 日最大 時間最大

高 松 合流式 705 70,200 112,990 131,940 179,240

城 北 合流・分流 984 81,200 39,480 50,030 70,830

中 島 分流式 2,378 151,200 94,020 115,380 176,550

長 田 分流式 1,031 63,300 34,380 41,980 64,330

静 清 分流式 856 50,290 29,613 36,402 54,701

計 5,954 416,190 310,483 375,732 545,651

イ．雨水計画

ブロック 排水区 排水面積(ha)

9 30 83,270
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ウ．浄化センター計画

処理人口 計画処理水量（? /日）
センター名 処理方法

(人) 日平均 日最大 雨天時

高 松 高速ｴｱ/標準法 70,200 113,000 132,000 518,000

城 北 標準活性汚泥法 81,200 40,000 51,000 131,000

中 島 標準活性汚泥法 151,200 95,000 116,000 -

長 田 標準活性汚泥法 63,300 35,000 42,000 -

静 清 標準活性汚泥法
135,130

(旧静岡分
50,290)

81,500 99,700 -

エ．汚水中継ポンプ場計画

敷地面積 揚水量 排水面積
ポンプ場名

(㎡) (?/min) (ha)

西大谷 1,150 4.88 188

小 鹿 960 13.70 460

用 宗 1,820 10.62 195

オ．雨水ポンプ場計画

敷地面積 揚水量 排水面積
ポンプ場名

(㎡)
排水区名

(?/min) (ha)

中 島 14,000 土場川 1,220 175

下川原 7,700 下川原 1,931 223

（３）現在の整備状況（平成14年度末）

平成14年度末における整備状況は次のようになっている。

ア．汚水整備状況

処理区名 排除方式 事業計画
面積(ha) 整備面積(ha) 整備率

(%) 処理面積(ha)

高 松 合流式 705 704 99.9 704

城 北 合流・分流 984 924 93.9 924

中 島 分流式 2,378 2,281 95.9 2,281

長 田 分流式 1,031 432 41.9 398

静 清 分流式 856 671 78.4 586

計 5,954 5,012 84.2 4,893

イ．雨水整備状況

排水面積(ha) 整備面積(ha) 整備率(%)

6,124 3,418 55.8

ウ．浄化センター（現有能力）
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センター名 処理方法 処理能力(?/日)
日最大

供用開始
年月

高 松 高速ｴｱ／標準法 206,000 昭和35年11月

城 北 標準活性汚泥法 55,800 昭和52年4月

中 島 標準活性汚泥法 84,400 昭和60年10月

長 田 標準活性汚泥法 17,000 平成14年6月

静 清 標準活性汚泥法 50,250 平成9年6月

エ．汚水中継ポンプ場（現有能力）

ポンプ場名 敷地面積
(㎡)

揚水能力
(?/min)

西大谷 1,150 9.00

小 鹿 960 14.00

用 宗 1,820 9.20

オ．雨水ポンプ場（現有能力）

ポンプ場名 敷地面積
(㎡) 排水区名 排水量

(?/min)
排水能力
(ha)

中 島 14,000 土場川 1,222 175

下川原 7,700 下川原 1,608 223
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３．組織・人員の状況
平成15年3月末現在

（注）下水道部以外に、下記の水道部職員が下水道事業の一部を担当している。

課 人員数 担当業務

水道部水道総務課 1 契約事務

水道部営業課 14 検針、調定、徴収事務

庶 務 係(5)

経 理 係(4)

改 良 係(5)

設 計 係(8)

計 画 係(7)

建設第 1 係(7)

普及促進係(12)

下
水
道
建
設
課(41)

下
水
道
施
設
課(71)

水
道
局

水
道
部
（
注
）

下
水
道
部(171)

下
水
道
管
理
課(23)

下
水
道
維
持
課(35)

保 全 係(9)

管 理 係(6)

排水設備係( 8 )

雨水きょ係( 5 )

管 理 係(5)

建設第 2 係(7)

建設第 3 係(8)

水 質 係(8)

整 備 係(4)

高松浄化センター(19)

城北浄化センター(19)

中島浄化センター(9)

長田浄化センター(8)

水
道
事
業
及
び
下
水
道
事
業
管
理
者

( )は人員数
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４．財務の状況
平成14年度の財政状態及び損益の状況は次のとおりである。

（単位：百万円）

貸借対照表 損益計算書

【資産の部】 営業収益 10,141
固定資産 214,031 下水道使用料 6,715

有形固定資産 209,714 雨水処理負担金 3,390
土地 16,170 受託工事収益 33
建物 8,883 その他営業収益 1
構築物 152,698 営業費用 8,177
機械及び装置 25,733 管渠費 335
車両、運搬具 5 ポンプ場費 98
工具、器具及び備品 46 高松浄化センター費 563
建設仮勘定 6,176 城北浄化センター費 531

無形固定資産 4,316 中島浄化センター費 719
施設利用権 4,309 長田浄化センター費 153
その他 6 受託工事費 32

投資 0 流域下水道事業維持管理費 210
流動資産 4,001 業務費 283

現金預金 2,000 総務費 472
未収金 1,290 減価償却費 4,754
有価証券 2 資産減耗費 20
前払金 708 その他営業費用 0

資産合計 218,033 営業利益 1,963
【負債の部】 営業外収益 2,856
固定負債 36 受取利息 0

引当金 36 他会計負担金 346
流動負債 1,123 他会計補助金 2,469

未払金 395 国庫補助金 26
未払費用 41 雑収益 13
前受金 672 営業外費用 4,918
預り金 11 支払利息及び企業債取扱諸費 4,812
預り保証有価証券 2 雑支出 106

負債合計 1,159 経常利益 △98
【資本の部】 特別利益 83
資本金 122,122 固定資産売却益 83

自己資本金 5,399 その他特別利益 -
借入資本金 116,723 特別損失 -
企業債 116,723 過年度損益修正損 -

剰余金 94,750 当年度純利益 △15
資本剰余金 94,257 前年度繰越利益剰余金 91
受贈財産評価額 12,015 当年度未処分利益剰余金 76
国庫補助金 73,685
県補助金 327
他会計補助金 408
工事負担金 1,205
受益者負担金 6,613
寄附金 1

利益剰余金 493
減債積立金 33
建設改良積立金 383
当年度未処分利益剰余金 76

資本合計 216,873
負債資本合計 218,033

Ｃ 旧清水市

１．事業の沿革

旧清水市は駿河湾に面し、市街地は中央部を流れる巴川の沖積平野を中心に発達してきた。巴川は静岡市北東部を源と
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し、駿河湾（清水港）に流れ込んでいる河川で、古来より水利の動脈としての役割を果たしてきたが、都市型河川ゆえ
周辺の都市化が進むにつれ、生活排水や工場排水等による水質汚濁が進行し、加えて、豪雨時には浸水や冠水などの被
害を市民生活に及ぼすようになり、改善を求められた。
そこで、昭和30年11月に最初の下水道事業認可を取得し、昭和31年4月より事業に着手した。
旧清水市の公共下水道事業の沿革は以下のとおりである。

昭和30年11月
〃31年4月
〃33年3月
〃41年5月
〃47年4月
〃48年7月
〃52年4月
〃55年7月
〃56年11月
〃62年4月

平成9年6月
〃10年4月
〃4年9月

下水道事業認可
下水道事業着手
中央ポンプ場（現築地ポンプ場）供用開始
江尻ポンプ場（現愛染ポンプ場）供用開始
南部終末処理場供用開始
清開ポンプ場供用開始
浜田ポンプ場供用開始
三保ポンプ場供用開始
北部浄化センター供用開始
折戸（雨水）ポンプ場、宮加三ポンプ場供用開始
静清浄化センター供用開始
折戸（汚水）ポンプ場供用開始
静清浄化センター供用開始
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２．公共下水道計画の概要

（１）公共下水道全体計画

旧清水市の公共下水道全体計画（目標年次：平成17年）は次のようになっている。

ア．汚水計画

計画汚水量（? /日）
処理区名 排除方式

計画面積
(ha)

計画人口
(人) 日平均 日最大 時間最大

南 部 合流・分流 1,717 99,050 68,939 83,169 128,468

北 部 合流・分流 571 26,030 23,735 27,379 44,996

静 清 分流式 2,240 112,870 75,844 92,773 142,656

計 4,528 237,950 168,518 203,321 316,120

イ．雨水計画

ブロック 排水区 排水面積(ha)

6 57 3,817

ウ．浄化センター計画

処理人口 計画処理水量（? /日）
センター名 処理方法

(人) 日平均 日最大 雨天時

清水南部 標準活性汚泥法 99,050 70,000 84,000 161,000

清水北部 標準活性汚泥法 26,030 24,000 28,000 70,000

静 清 標準活性汚泥法 166,500 109,000 134,000 -

（清水分 112,900）

エ．雨水ポンプ場計画

敷地面積 揚水量 排水面積
ポンプ場名

(㎡) (?/min) (ha)

築 地 3,450 （汚）
（雨）

30.2
935.0 122.5

浜 田 4,920
（汚）
（雨）
(合)

25.5
440.0
9.8

210.0

清 開 8,040 （汚）
（雨）

33.0
854.0 283.2

宮加三 5,030 （汚） 66.4 946.0

折 戸 3,460 （汚）
（雨）

21.0
473.0 365.3

愛 染 4,890 （汚）
（雨）

38.0
934.0 76.0

三 保 4,060 （汚）
（雨）

13.5
1,201.5 411.7

（２）事業計画

事業計画（目標年次：平成17年、変更認可平成13年3月）は次のようになっている。
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ア．汚水計画

計画汚水量（? /日）
処理区名 排除方式

計画面積
(ha)

計画人口
(人) 日平均 日最大 時間最大

南 部 合流・分流 1,225.3 85,208 56,005 67,956 104,341

北 部 合流・分流 435 23,544 21,203 24,405 40,288

静 清 分流式 1,441.6 84,840 51,810 63,265 95,986

計 3,101.9 193,592 129,018 155,626 240,615

イ．雨水計画

ブロック 排水区 排水面積(ha) 幹線(ｍ)

5 16 3,817 16,210

ウ．浄化センター計画

処理人口 計画処理水量（? /日）
センター名 処理方法

(人) 日平均 日最大 雨天時

清水南部 標準活性汚泥法 85,208 57,000 68,000 136,000

清水北部 標準活性汚泥法 23,544 22,000 25,000 64,000

静 清 標準活性汚泥法 135,130 81,500 99,700

（清水分 84,840）

エ．雨水ポンプ場計画

敷地面積 揚水量 排水面積
ポンプ場名

(㎡) (?/min) (ha)

築 地 3,450 （汚）
（雨）

30.2
935.0 122.5

浜 田 4,920
（汚）
（雨）
(合)

25.5
440.0
9.8

210.0

清 開 8,040 （汚）
（雨）

33.0
854.0 283.2

宮加三 5,030 （汚） 66.4 580.3

折 戸 3,460 （汚）
（雨）

21.0
473.0 239.3

愛 染 4,890 （汚）
（雨）

38.0
934.0 76.0

三 保 4,060 （汚）
（雨）

13.5
1,201.5 68.0

（３）現在の整備状況（平成14年度末）

平成14年度末における整備状況は次のようになっている。
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ア．汚水整備状況

処理区名 排除方式 事業計画
面積(ha)

整備面積(ha) 整備率
(%)

処理面積(ha)

南 部 合流・分流 1,225.3 1,002 81.8 1,002

北 部 合流・分流 435 302 69.4 302

静 清 分流式 1,441.6 680 47.2 678

計 3,101.9 1,984 64.0 1,982

イ．雨水整備状況

排水面積(ha) 整備面積(ha) 整備率(%)

3,817 1,249 32.7

ウ．浄化センター（現有能力）

センター名 処理方法 処理能力(?/日)
日最大

供用開始
年月

清水南部 標準活性汚泥法 58,000 昭和47年4月

清水北部 標準活性汚泥法 20,000 昭和56年11月

静 清 標準活性汚泥法 50,250 平成9年6月

エ．雨水ポンプ場（現有能力）

ポンプ場名 敷地面積(㎡) 揚水量(?/min)

築 地 3,450 (汚)
(雨)

68.0
520.0

浜 田 4,920
(汚)
(雨)
(合)

10.0
390.0
34.0

清 開 8,040 (汚)
(雨)

7.0
629.6

宮加三 5,030 (汚) 64.0

折 戸 3,460 (汚)
(雨)

14.0
576.0

愛 染 4,890 (汚)
(雨)

44.0
956.0

三 保 4,060 (都) 720.9
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３．組織・人員の状況
平成15年3月末現在

下水道経理担当(4)

流域下水担当(1)

南部管理担当(7)

設 計 担 当(6)

工事第 1 担当(7)

計 画 担 当(6)
企
業
局

北部管理担当(7)

管理維持担当(6)

工事第 2 担当(6)

水洗普及担当(8)

公
営
企
業
管
理
者

清開ポンプ場(10)

総 務 担 当(5)

水道経理担当(3)

下水道建設課( 2 7 )

浄水管理事務所(21)

水 道 整 備 課(25)

営 業 課(18)

企 業 総 務 課(13)

下水道維持課( 1 5 )

下水道管理事務所(24)

水道事業担当部署

水道・下水道両事業担当部署

下水道事業担当部署

( )は人員数
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４．財務の状況
平成14年度の財政状態及び損益の状況は次のとおりである。

（単位：百万円）

貸借対照表 損益計算書

【資産の部】 営業収益 4,515
固定資産 130,001 下水道使用料 1,885

有形固定資産 123,479 雨水処理負担金 2,629
土地 2,755 その他営業収益 0
建物 8,889 営業費用 4,228
構築物 97,926 管渠費 233
機械及び装置 13,882 ポンプ場費 380
車両、運搬具 3 南部浄化センター費 561
工具、器具及び備品 15 北部浄化センター費 333
建設仮勘定 7 流域下水道管理費 362

無形固定資産 6,522 総務費 227
施設利用権 6,521 減価償却費 2,082
その他 0 資産減耗費 46

投資 - その他営業費用 0
流動資産 736 営業利益 286

現金預金 125 営業外収益 2,543
未収金 486 受取利息 0
その他流動資産 124 他会計負担金 215

資産合計 130,738 他会計補助金 2,324
【負債の部】 国庫補助金 -
固定負債 - 雑収益 3
流動負債 465 営業外費用 2,876

未払金 453 支払利息及び企業債取扱諸費 2,699
預り金 12 利子補給金 2

負債合計 465 負担金 117
【資本の部】 雑支出 57
資本金 76,918 経常損失 46

自己資本金 5,797 当年度純純損失 46
借入資本金 71,120 前年度繰越利益剰余金 126

剰余金 53,354 当年度未処分利益剰余金 172
資本剰余金 53,419
受贈財産評価額 5,275
国庫（県）補助金 43,009
工事負担金 871
受益者負担金 4,262

利益剰余金 △65
減債積立金 70
建設改良積立金 37
当年度未処分利益剰余金 △172

資本合計 130,272
負債資本合計 130,738
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Ⅱ．静岡市下水道事業の監査結果

１．現金及び預金の管理

（１）実施した監査手続

① 現金の入金・出金手続及び管理手続について概況を把握した。
② 現金の入金・出金手続及び管理が規則等に従い適切に行われているかについて、担当者への質問、出納記録簿の
閲覧、証憑類との突合、及び現金実査を行って確かめた。

（２）結果

ア．概要

（ア）旧静岡市
平成14年度末の残高は、現金618千円、預金2,000,189千円、合計2,000,808千円である。

ａ．現金
旧静岡市の下水道事業会計における現金は、下水道料金の還付資金（管理責任者は水道事務所の営業課長）
と下水道管理課（現下水道維持課）の受益者負担金のつり銭用の両替資金（管理責任者は下水道管理課長、現
下水道維持課長）である。
受益者負担金とは、都市計画法第75条に定める負担金のことであり、「国、都道府県又は市町村は、都市計
画事業によって著しく利益を受ける者があるときは、その利益を受ける限度において、当該事業に要する費用
の一部を当該利益を受ける者（受益者）に負担させることができる。」とされている。旧静岡市では、都市計画
事業として施行する公共下水道事業に要する費用の一部に充てるため、これを受益者より徴収している（旧静
岡市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例第１条）。

（ａ）下水道料金の還付資金
下水道料金の還付資金は、毎月、小口現金100万円を下水道事業会計（下水道管理課経理係）から水道事業
会計（営業課）に渡され、使用分が月々 補充される。不足する場合には、不足分を上乗せして支給される。
平成14年度の貸借対照表の現金残高は、水道事業会計の営業課に保管されているこの下水道料金の還付資金
残高のみである。

（ｂ）受益者負担金のつり銭用の両替資金
下水道管理課（現下水道維持課）の受益者負担金のつり銭用の両替資金は、各年度当初に同課経理係から担
当者へ15千円支給され、常時金庫内に保管される。金種構成は変わるが、手許に存在する金額は15千円で
一定である。なお、年度末には普通預金に預け入れるため、貸借対照表上は預金残高となる。

ｂ．預金
下水道事業会計の預金は全て市指定の公金取扱金融機関の普通預金で管理されている。平成14年度末の残高
はこの普通預金残高である。ただし、支払いの便宜上、当座預金口座を設けている。外部への支払金額は、一
旦普通預金口座から当座預金口座へ振替え、その後同額の小切手を振出し、当該当座預金口座から支払う方法
をとっている。預金口座、小切手帳の管理責任者は、企業出納員である下水道管理課長（現下水道総務課長）
である。

ｃ．小切手
振出した小切手は、「小切手振出済通知書」を作成し、これに小切手番号、金額、内容、日付を記入する方法
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を取っており、連番管理が行われている。書損小切手は、廃棄印を押し、折畳んで、無効化している。未使用
の小切手帳、使用控え（ミミ）の現物は、下水道総務課内の金庫に保管されている。

（イ）旧清水市
平成14年度末残高は、現金は無く、預金125,617千円である。

ａ．現金
各月、下水道使用料は、水道使用料とともに水道事業会計営業課で一括回収され、一旦、水道事業会計に預
り金として収納される。下水道使用料の二重納付等の還付金があればこれを水道事業会計で精算し、下水道使
用料の収入額を確定後、翌月、当該確定額を下水道事業会計の普通預金口座に振替える方法をとっている。よ
って、旧静岡市のように下水道使用料の還付金を自ら現金で支出することはなく、還付金の返済資金としての
手許現金はない。
また、受益者負担金（旧清水市都市計画下水道事業受益者負担金徴収条例及び同施行規程）のつり銭の支払
は、口座振替若しくは市役所内に開設されている指定金融機関の派出所で納付する方法に限定しているため、
受益者負担金の現金による精算事務はなく、つり銭資金を現金で保有する必要がない。

ｂ．預金
預金については、全額旧清水市指定の指定金融機関の普通預金口座ないし別段預金口座で管理している。別
段預金口座は、金融機関側が公金管理のための口座を明確化する意図で設定したものであり、市の意向による
ものではない。なお、平成14年度末において開設されていた旧清水市の預金口座は、普通預金、別段預金共に
平成15年度期首に全て解約し、預金残高を静岡市の下水道事業会計に移管した。外部への支払は、旧静岡市と
同様に、当座預金口座を設定し小切手を振出す方法をとっている。預金口座、小切手帳の管理責任者は、企業
出納員である企業総務課長（現下水道総務課長）である（旧清水市企業局会計規程第3条、第4条）。

ｃ．小切手
小切手の管理は旧静岡市と同様であるが、振出した小切手の管理簿が、市の作成する帳簿ではなく金融機関
の発行する判取帳である点が形式的に相違する。未使用の小切手帳、ミミは現下水道総務課内の金庫内に保管
されているが、静清合併により当該小切手帳は今後使用しないことが確定している。

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。

（４）指摘事項

ア．旧静岡市

（ア）担当者レベルでの日常的な現金実査の必要性
手許現金の現物確認については、市の監査委員事務局による年2回の実査を受けているが、現場担当者レベル
では、実施すべき出納簿への記帳と月末の実査が徹底されておらず、日常的な管理体制が十分にできているとは
いえない。金額が小さく残高は一定であるが、現金は最も不正・事故の発生しやすい性格を持つ勘定科目の1つ
であるから、金額の多寡を問わず、現物の管理体制を徹底することが不可欠である。
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２．収入・債権管理

（１）実施した監査手続

① 平成14年度末の残高内訳資料を入手し、担当者への質問、証憑突合により、内容について検討した。
② 徴収及び滞納整理事務の流れについてフローチャートに基づき聴取し検討した。
③ 収入未済額の発生状況を把握し、その内容を分析した。
④ 仮領収書について
・仮領収書滞納者が一部納付した場合の仮領収書を任意に抽出し、正規の領収書と突合した。
・一部納付した納付額が滞納整理簿に消し込みがなされているかを確かめた。
・仮領収書の管理状況を担当者から聴取した

⑤ 徴収事務の外部委託について
・外部委託の状況を担当者から聴取するとともに、委託契約書及び委託業務仕様書を閲覧し吟味した。
・委託業務が契約どおり履行されているかどうかについて旧静岡市が行う検査の内容を検討した。

（２）結果

ア．平成14年度末における未収金の状況

（ア）旧静岡市
平成14年度末における未収金残高1,290,236千円の内訳は、営業未収金1,142,689千円、営業外未収金117,787
千円及びその他未収金29,759千円である。

ａ.営業未収金
営業未収金とは、企業本来の営業活動により生ずる営業収益の未収金額をいう。
平成14年度末における営業未収金残高1,142,689千円の内訳は、下水道料金957,011千円（うち、過年度分は

193,333千円であり、下水道料金未収金額の20.2％に当たる。）、雨水処理負担金149,980千円及び受託工事収益
35,697千円である。
下水道料金は下水道事業サービスを受ける者が支払うべき使用料金であり、本来の事業活動による収入である。
雨水処理負担金とは、「雨水公費・汚水私費の原則」に基づき、雨水処理に要する経費として一般会計が負担す
べき金額をいう（詳細は「８．一般会計の経費負担（２）イ」参照）。雨水処理負担金の平成14年度末の未収金
残高は、同年度中の負担金額のうち決算時の精算にて未収金額が確定した分であり、平成15年5月に入金済みで
ある。
受託工事収益とは、下水道事業に係る配管設置、修繕等の工事受託による収益である。受託工事収益の平成14
年度末の未収金残高は、同年度中に生じた1件のみ（内容：日本平動物園内配水管敷設受託工事にかかる工事代
金の未収金）であり、工事の完成が平成14年度末のため残っている。平成15年4月に工事が完了し、全額入金
されている。

ｂ.営業外未収金
営業外未収金とは、企業本来の営業活動以外の経常的活動により生ずる営業外収益の未収金額をいう。
平成14年度末における残高117,787千円の内訳は、他会計負担金31,360千円、他会計補助金81,658千円及び
雑収益4,768千円（うち、過年度分は84千円であり、雑収益未収金額の1.8％である。）である。
他会計負担金とは、下水道に排除される下水の規制に関する事務費や、水洗便所に係る改造命令に関する事務
費、緊急下水道整備特定事業の財源の一部等について、一般会計が負担する金額をいう。他会計負担金の平成14
年度末の未収金残高は、同年度中の負担額のうち、決算時の精算により未収が確定した金額であり、平成15年5
月に全額入金されている。
他会計補助金とは、決算時において収支が赤字の場合に、一般会計から赤字補填を受ける金額をいう。他会計
補助金の平成14年度末の未収金残高は、同年度中の補助金額として財務部財政課との協議により確定した金額の
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うち、決算時に未収となっているものであり、平成15年5月に全額入金されている。
雑収益の未収残高は旧清水市との市境界汚水処理料等の未収金額である。

ｃ.その他未収金
その他未収金とは、固定資産売却代金の未収金額等、営業未収金及び営業外未収金以外の臨時的な収益の未収
金額をいう。
その他未収金の平成14年度末における残高29,759千円の内訳は、受益者負担金20,759千円（うち、過年度分
は12,860千円であり、受益者負担金未収金額の61.9％である。）及び県補助金9,000千円である。
受益者負担金は、下水道事業にかかる費用の負担分である。
県補助金とは、静岡県準用河川等改修費補助金要綱に基づく、都市下水路事業に対する補助金をいう。平成14
年度末の県補助金の未収金残高は、大谷都市下水路築造工事に伴う県補助金であり、工事完成が年度末になった
ことにより補助金の請求額の確定も年度末となったため未収となっている。これは平成15年4月に全額入金され
ている。

（イ）旧清水市
平成14年度末における未収金残高486,113千円の内訳は、営業未収金残高353,057千円、営業外未収金残高

99,260千円及びその他未収金残高33,795千円である。

ａ.営業未収金
平成14年度末残高は全額下水道料である。うち20,093千円は過年度分であり、営業未収金残高の5.7％にあ
たる。

ｂ.営業外未収入金
平成14年度末残高の内訳は、平成14度申告消費税の還付金の未収額99,239千円及び水洗便所改造資金融資金
元本残高返済額の平成15年3月分未収額21千円である。前者は平成15年7月に入金済みであり、後者は毎月
21千円ずつ未収計上され、平成16年3月まで回収が続く。

ｃ.その他未収金
旧清水市の平成14年度末における残高は全額受益者負担金の未収金額であり、うち26,921千円は過年度分
である。

イ．債権管理の状況

下水道使用料を円滑に回収し滞留債権を発生させないことは、下水道事業を安定経営するための重要な要素であ
る。したがって、債権の発生から回収までを組織的に管理することで、滞留債権の発生を事前に防止し、万が一滞
留債権が発生したらそれを最善の方法で処理する債権管理の体制が必要となる。
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（ア）徴収及び滞納処分

上下水道料金等の回収及び滞納処分の流れは以下のとおりである。

ａ．旧静岡市

4月分検針（4/1～4/17）
調定日(4/26)

← ←
（直接納付） （口座制）

ｂ．旧清水市

← ←
（直接納付） （口座制）

請求書(5/2)
納期限(5/31)

定時振替依頼(5/9)
振替日(5/16)
再振替依頼(5/27)
再振替日(6/3)

ハガキによる督促(6/16)
納期限(6/30)

徴収業者（Ｊ社）引渡し
給水停止通知（毎月中旬）

納期限（月末）
給水停止執行（翌月中旬）

4月分検針（4/1～4/19）
調定日(4/20)

請求書(4/20)
納期限(5/5)

定例振替依頼(4/20)
振替日(5/5)
再振替依頼(5/13)
再振替日(5/20)

ハガキによる督促(5/25)
納期限(6/20)

催告(6/25)

納期限(7/20)
給水停止（原則10期未納者、第1,2,3,4火曜日）

納期限（2週間後）

給水停止執行（3週間後）
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（イ）収入未済額の状況

旧静岡市と旧清水市の過去5年間の下水道使用料の実質未収入金の推移は以下のとおりである。

ａ．旧静岡市
（単位：千円）

年度 内訳 下水道使用料 収入額 不納欠損金 収入未済額

収入未済額の

うち納期未経

過額

実質

未収金

収納率

(%)

現年度 5,896,266 5,286,281 609,984 394,527 215,457 96.35

過年度 657,903 556,057 10,113 91,733 91,733 85.84

10

年

度 計 6,554,169 5,842,338 10,113 701,718 394,527 307,190 95.31

現年度 5,891,307 5,273,459 617,848 413,687 204,161 96.53

過年度 714,370 578,055 12,652 123,662 123,662 82.38

11

年

度 計 6,605,677 5,851,514 12,652 714,510 413,687 327,823 95.03

現年度 7,027,730 6,283,704 744,025 493,865 250,160 96.44

過年度 727,207 574,772 14,579 137,855 137,855 80.66

12

年

度 計 7,754,937 6,858,476 14,579 881,881 493,865 388,016 94.99

現年度 7,125,384 6,362,506 762,877 508,361 254,516 96.43

過年度 879,701 686,930 21,465 171,305 171,305 80.04

13

年

度 計 8,005,085 7,049,436 21,465 934,182 508,361 425,821 94.67

現年度 7,051,252 6,287,575 763,677 529,822 233,854 96.68

過年度 933,916 717,292 23,290 193,333 193,333 78.77

14

年

度 計 7,985,169 7,004,867 23,290 957,011 529,822 427,188 94.63

ｂ．旧清水市
（単位：千円）

年度 内訳 下水道使用料 収入額 不納欠損金 収入未済額

収入未済額の

うち納期未

経過額

実質未収金
収納率

(%)

現年度 1,334,668 1,106,338 228,330 212,634 15,696 98.82

過年度 218,679 207,686 10,992 10,992 94.97

10

年

度 計 1553,347 1,314,024 239,323 212,634 26,689 98.28

現年度 1,553,815 1,295,966 257,848 242,294 15,554 99.0

過年度 239,234 223,494 341 15,398 15,398 93.56

11

年

度 計 1,793,050 1,519,461 341 273,246 242294 30,952 98.27

現年度 1,819,352 1,494,891 324,461 305,985 18,475 98.98

過年度 273,005 254,479 615 17,910 17,910 93.44

12

年

度 計 2,092,357 1,749,371 615 342,371 305,985 36,385 98.26

現年度 1,937,394 1,610,832 326,562 286,026 40,535 97.91

過年度 341,611 321,323 798 19,489 19,489 94.29

13

年

度 計 2,279,005 1,932,156 798 346,051 286,026 60,024 97.37

現年度 1,979,862 1,646,898 332,964 285,990 46,973 97.63

過年度 345,949 324,426 1,429 20,093 20,093 94.19

14

年

度 計 2,325,812 1,971,324 1,429 353,057 285,990 67,066 97.12

(注)旧清水市の平成10年度の不納欠損額の記載がないのは、不納欠損処理する日を3月末日から4月1日に変更した
ことによる。
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旧静岡市と旧清水市の平成14年度末における下水道使用料未収入金の発生年度別内訳は以下のとおりである。

ａ．旧静岡市
（単位：千円）

年度
前年度繰越額又
は当年度分

収入済額 欠損処分額 減額処理額 収入未済額

8年度 3,647 30 3,617 0 0

9年度 24,017 868 19,672 0 3,476

10年度 28,242 1,767 0 7 26,467

11年度 40,491 6,140 0 0 34,350

12年度 74,905 20,062 0 15 54,827

13年度 762,877 688,423 0 241 74,212

14年度 7,058,473 6,287,575 0 7,220 763,677

合計 7,992,656 7,004,867 23,290 7,486 957,011

平成9年度に発生した滞留未収入金のうち1期分から5期分までは平成14年度に、6期分は平成15年度にそ
れぞれ不納欠損処理している。

ｂ．旧清水市
（単位：千円）

年度
前年度繰越額又
は当年度分

収入済額 欠損処分額 減額処理額 収入未済額

８年度 1,468 39 1,429 0 0

９年度 2,602 446 0 0 2,155

10年度 3,282 698 0 0 2,584

11年度 4,262 1,240 0 0 3,021

12年度 7,873 3,664 0 10 4,198

13年度 326,562 318,336 0 91 8,134

14年度 1,979,862 1,646,898 0 0 332,964

合計 2,325,914 1,971,324 1,429 101 353,057

旧清水市においては、平成8年度分を全額平成14年度に不納欠損処理している。

（ウ）仮領収書の管理

下水道使用料の滞納者に対して、旧静岡市では外部委託業者が、旧清水市では市の職員がそれぞれ臨戸して滞
納未収金の回収や納付相談にあたっている。臨戸時、滞納者が一部納付を行う場合には、手書きの仮領収書を発
行している。仮領収書は本庁に戻り正規の領収書に振替えられ、滞納整理簿の消込み及び銀行入金が行われる。

（エ）不納欠損の状況

不納欠損とは、すでに調定された歳入が納入義務者の事故等によって徴収できなくなった場合における決算処
理上の措置であり、下記の要件が満たされた時に行われる。
① 消滅時効（5年）が成立したとき
② 法律若しくはこれに基づく政令又は条例の定めにより消滅したとき
③ 議会において権利を放棄する議決があったとき

平成8年度及び平成9年度発生のうち不納欠損として処理したものは、以下のとおりである。
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ａ．旧静岡市
（単位：千円）

不納欠損の事由 内訳 平成8年度発生分 平成9年度発生分
件数 1,417件 2,634件居所不明

金額 13,104 19,697
件数 165件 223件生活困窮

金額 793 2,359
件数 135件 27件倒産失業

金額 1,217 168
件数 136件 75件不明倒産

金額 3,836 7,009
件数 4,012件 3,622件その他

金額 23,048 22,682

件数 5,919件 6,551件合計
金額 42,001 47,462

件数 4,158件 4,377件うち下水道事業分
金額 23,099 23,148

（注）
１．不納欠損金のうち平成7年度以前に発生したものについては、発生事由別に分類をしていない。
２．不納欠損金額の発生事由別の分類は、水道と下水道の合計で行っている。
３．その他の主なものは、井水利用者などである。

ｂ．旧清水市

（単位：千円）
不納欠損の事由 内訳 平成8年度発生分 平成9年度発生分

件数 728件 1,016件居所不明

金額 1,844 3,319
件数 154件 95件生活困窮

金額 508 502
件数 73件 75件倒 産

金額 1,510 928

件数 79件 131件その他

金額 266 428
件数 1,034件 1.317件合計

金額 4,130 5,178
件数 401件 562件うち

下水道事業分 金額 1,429 2,147

（注）不納欠損金額の発生事由別の分類は、水道と下水道の合計で行っている。

（オ）下水道料金の徴収業務委託について

下水道料金滞納者からの徴収については、旧静岡市では従来市の職員が実施していたものを平成13年度よりJ
社に委託した。旧清水市では、市の職員と嘱託員が実施している。
J社に委託する未納料金収納業務は、水道料金等が未納となっている水道使用者等を訪問し、当該料金の請求
及び収納業務であり、具体的には次の業務である（「委託業務仕様書」より）。
① 現地訪問及び水道料金等に係る未収金の収納
② 未納分各種訪問票の作成及び配布
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③ 収納状況の確認
④ 未納整理日報、月報及び未納整理内訳表の作成並びに管理
⑤ 収納金の納入
⑥ 領収日付印の管理
⑦ 転居先の調査

また、徴収業務が委託契約どおりに適正になされているかどうかについては、毎月末に委託業者に出向き以
下のような点検を行っている。
① 時効該当納付書の管理
② 白紙納付書の管理
③ 通常納付書の管理
④ 貸与機器等の管理状況
⑤ 現金の管理体制など

（カ）給水停止について

下水道料金は水道料金とともに納入されるため、料金が納入されなかった場合の措置として水道の給水停止が
ある。静岡市水道事業給水条例によると、指定期間内に料金を納入しない場合には、水道使用者等に対してその
理由の継続する間給水を停止することができると規定されている。旧清水市の場合においても旧清水市給水条例
により同様に規定されている。
給水停止の運用基準は次のように定められている。

ａ．旧静岡市

停止執行前
① 原則として未納期数4期以上を対象
② 原則として停水対象者は委託業者であるＪ社の担当者が選定する。
③ 停水対象者宅に給水停止予告通知書を市の職員とＪ社担当者により臨戸する。
④ 停水執行日までに納付約束、一部納付がない者について停水執行する。

執行停止後
① 完納、一部納付（10期以上の未納者は3期以上の納付、6期から9期以上の未納者は2期以上、5期以下の
未納者は1期以上の納付にて開栓。また、一部納付による開栓については、毎月1期以上の納付約束をとる。）

② 必要に応じて納付誓約書を受領する。
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ｂ．旧清水市

停止執行前
① 原則として、未納期間10期・10万円以上を対象

ただし、電話催告等において、特に悪質と思われる５期以上の未納者についても対象とする。
② 1人暮らしの高齢者世帯、母子家庭世帯などについては、特に配慮する。
③ 水道料金を支払う意思のない人、常習者等

これらに、未納者を対象として、停水会議を開催し、以上の該当者の中から、担当職員が停水執行通知を
発行し、発送後2週間、完納・納付相談若しくは一部（2分の1又は3分の1）納付、納付の確認ができな
ければ閉栓する。

執行停止後
① 基本的には、完納・一部（2分の1又は3分の1）納付、納付約束の確認ができれば開栓する。
② 必要に応じて、納付誓約書（納付計画書）を受領している。

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』１．債権管理」に述べているので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．仮領収書の管理について（旧清水市）
旧清水市においては、職員が臨戸する際に仮領収書を持ち出して回収業務にあたっている。仮領収書は連番で管
理されてはおらず、誰がどれだけ仮領収書を持ち出したかがわからない。仮領収書の連番管理については、規定で
は特に明記されていないが、責任の所在を明確にするなど債権管理上極めて重要であるため、連番管理を徹底する
ことが必要である。
なお、平成16年1月から連番管理をすることとなり、改善がみられた。
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３．有形固定資産の管理

（１）実施した監査手続

① 平成14年度末の残高関係の資料を入手し、担当者への質問、証憑類との突合により、内容の検討を行った。
② 固定資産台帳等を閲覧し、その整備状況を確かめた。
③ 固定資産の耐用年数が地方公営企業法施行規則別表第二号に準拠しているかを確かめた。
④ 取替法で償却すべき資産は全て当該償却方法でなされているかを確かめた。
⑤ 浄化センターを現場視察し、固定資産の現物確認（備品及び一部の機械装置）を行い、備品台帳（旧清水市にお
いては、備品登録票）、固定資産台帳等と現物とを突合して実在性及び管理状況を確かめた。

⑥ 備品には備品票を貼付することになっているため、その貼付状況及びＩＤ番号など備品票の記入事項の状況を確
かめた。

⑦ 年度末に実施する固定資産台帳等と現物とを照合した実地照合表を閲覧した。（旧清水市においては、年に１度
実施）

⑧ 固定資産台帳等を入手し、平成14年度末の建設仮勘定の中で長期間本勘定に振替えられずに滞留しているもの
について、担当者から事情を聴取してその状況を確かめた。

⑨ 長期にわたって未稼働となっている固定資産の内容、今後の予定について担当者に質問をし、現場視察を行った。
⑩ 平成14年度の受贈財産一覧表において受贈財産が適切に受け入れられているかについて、受贈に関する決裁書、
契約書及び承諾書を入手して調査した。また、土地の受贈価額が適正かどうかについて路線価及び固定資産税評
価額の検討を行った。

⑪ 平成14年度に売却及び廃棄された固定資産について決裁書を閲覧するとともに、売却に関わる固定資産台帳等
及び収入調定稟議書を閲覧した。

⑫ 修繕の状況について担当者からヒアリングを行い、修繕費と資本的支出の区分の方法に関して、関係書類を閲覧
し検討を行った。

（２）結果

ア．残高の状況

下水道事業の有形固定資産は、平成14年度において旧静岡市では2,097億円（総資産の96.2％）、旧清水市では
1,234億円（総資産の94.4％）計上されており、下水道事業遂行上、固定資産の管理が極めて重要なものとして位置
づけられる。
平成14年度における旧静岡市及び旧清水市の有形固定資産の残高は以下のようになっている。

（単位：千円）

科目 旧静岡市 旧清水市
土地 16,170,515 2,755,407

建物 8,883,173 8,889,873
構築物 152,698,937 97,926,256

機械及び装置 25,733,393 13,882,142
車両運搬具 5,932 3,267

工具、器具及び備品 46,326 15,158
建設仮勘定 6,176,486 7,401

有形固定資産計 209,714,765 123,479,506

総資産額 218,033,385 130,738,318
総資産に占める割合 96.2％ 94.4％

また、場所別に示すと以下のとおりである。
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（ア）旧静岡市
（単位：千円）

場所 土地 建物 構築物 機械装置 工具器具備品

高松浄化センター 9,652 381,265 3,079,179 2,374,019 3,436

城北浄化センター 375,419 1,340,047 1,554,890 2,507,652 3,393

中島浄化センター 6,340,446 3,371,858 8,566,316 12,083,047 6,928

長田浄化センター 9,035,013 1,310,401 2,905,623 5,028,495 6,953

小鹿ポンプ場 180,979 205,262 9,296 217,883 ―

大谷ポンプ場 111,064 176,955 6,633 136,939 ―

下川原ポンプ場 ― 1,730,867 90,473 2,798,917 ―

用宗ポンプ場 ― 358,064 33,920 509,433 ―

布設下水道 ― ― 136,429,096 ― ―

その他 117,939 8,451 23,507 77,003 25,615

合計 16,170,515 8,883,173 152,698,937 25,733,393 46,326

(注)車両運搬具は、場所別には集計されていない。

中島浄化センターや長田浄化センターが多くの有形固定資産を有しているのは、他の浄化センターよりも建設時期
が新しいことによる。

（イ）旧清水市
（単位：千円）

場所 土地 建物 構築物 機械装置 工具器具備品

南部浄化センター 367,354 2,595,871 895,379 4,269,113 1,984

北部浄化センター 1,398,580 1,416,164 1,928,313 1,740,161 3,112

清開ポンプ場 25,710 300,343 29,074 222,674 ―

築地ポンプ場 207,614 1,268,198 69,560 2,263,214 ―

浜田ポンプ場 74,941 451,867 26,411 816,670 ―

宮加三ポンプ場 378,316 392,475 ― 398,340 ―

愛染ポンプ場 8,676 1,514,539 81,855 2,047,556 ―

折戸ポンプ場 171,246 950,412 223,819 1,639,018 ―

布設下水道 ― ― 93,150,024 ― ―

その他 122,965 ― 1,521,817 485,392 10,061

合計 2,755,407 8,889,873 97,926,256 13,882,142 15,158

(注)車両運搬具は、場所別には集計されていない。

有形固定資産の管理については、旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程（旧清水市においては、清水市企業局
会計規程）に規定されている。

イ．固定資産台帳等の整備状況

固定資産の維持管理のためには、固定資産台帳等を備え付けなければならない（旧静岡市下水道事業会計規程第164
条、旧清水市企業局会計規程第144条、静岡市下水道事業会計規程第160条）。これらの台帳によって、固定資産の
取得、異動、減価償却、売却及び除去等が管理される。

ウ．現物管理

固定資産は、その所有目的に応じて、最も効果的に運用できるよう常に良好な状態において管理しなければならな
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い（旧静岡市下水道事業会計規程第148条、静岡市下水道事業会計規程第145条）。さらに、善良なる注意をもって、
その所管する固定資産を管理しなければならない（旧清水市企業局会計規程第130条）。固定資産は、企業の経営活
動の基礎となる資産であり、その投下資本の回収が長期間にわたるものであるから、その管理は特に重要である。こ
のため、固定資産台帳等により管理するとともに、定期的に台帳と現物とを突合してその実在性及び保管状況を確か
めることが必要となる。規程上も所管に属する固定資産を毎事業年度末に固定資産台帳等と照合しなければならない
とある（旧静岡市下水道事業会計規程第168条、静岡市下水道事業会計規程第164条）。旧清水市においては、少な
くとも1年に１回固定資産台帳等と照合しなければならないとされている（旧清水市企業局会計規程第143条）。

エ．建設仮勘定の状況

建設仮勘定の過去5年間の推移は以下のとおりである。
（単位：千円）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

旧静岡市 21,621,645 26,067,311 25,744,821 32,428,485 6,176,486
旧清水市 1,124,761 865,588 1,154,849 1,113,093 7,401

建設仮勘定とは、建築、造成又は製作途中である有形固定資産をいい、建設が完了し、事業の用に供されるまでは
減価償却の対象とされない。建設が完了した時点でこの勘定からそれぞれの有形固定資産勘定へ振替えられることと
なる。
旧静岡市及び旧清水市ともに建設仮勘定は減少傾向にある。平成14年度の建設仮勘定の残高中、発生年月日から1
年以上経過しているものは旧清水市にはなく、旧静岡市においては地質調査等の業務委託費や設計業務委託費等の支
出額が存在する。

オ．休止固定資産の状況

城北浄化センター、高松浄化センター及び南部浄化センターにおいて、今後事業の用に供する可能性のない休止固
定資産がある。現在、物置として一部使用しているものもあるが本来の事業の用途としては使用していない。平成
14年度における休止（遊休）固定資産の状況は、以下のとおりである。

場所 施設名 資産の種類
15年3月末簿
価（円）

休止となった年月

建物 3,856,541 平成11年12月高松浄化
センター

焼却施設

機械及び装置 33,953,185 〃

建物 77,593,370 平成14年７月城北浄化
センター

汚泥処理施設

機械及び装置 76,663,485 〃
汚泥処理施設 機械及び装置 134,112,762 平成4年３月

消化タンク 構築物 159,610,652
の一部（注）

昭和52年12月

南部浄化
センター

消化施設 機械及び装置 67,976,714
の一部（注）

〃

（注）旧清水市の南部浄化センターにおいては、固定資産台帳等の1つの整理番号で複数の資産が含められている
ため、休止固定資産の金額が算定できなかった。

カ．無償譲受

浄化センター用の土地、排水路用地及び布設下水道（構築物）を無償で譲り受けることがある。平成14年度にお
ける無償で受贈された固定資産は以下のとおりである。
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（単位：千円）
土地 布設下水道 計

旧静岡市 14,015 54,380 68,396
旧清水市 ― 11,322 11,322

計 14,015 65,703 79,719

固定資産を無償で取得するときには、次に掲げる事項について管理者の決裁を受けなければならないとされている
（旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第157条、旧清水市企業局会計規程第124条の2）。

① 名称及び種類
② 理由
③ 見積価額
④ 条件
⑤ その他必要な事項

無償取得について管理者の決裁を受けたのち、固定資産異動通知書を作成し、固定資産台帳等に登録し、固定資産
台帳番号が決定されることとなる。

キ．固定資産の売却及び廃棄

固定資産を売却若しくは廃棄をするときは、次に掲げる事項（廃棄の場合④⑤は該当しない）について管理者の決
裁を受けて行われる（旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第170条、172条、旧清水市企業局会計規程第135
条）。

① 名称及び種類（及び所在地）
② 数量
③ 理由
④ 価額評定調書（予定価額）
⑤ 契約方法
⑥ その他必要事項

管理者の決裁を受けたのち、固定資産異動報告書を作成し、固定資産除去報告書及び固定資産台帳等の除去を行う。

ク．施設の維持管理

管路施設は、管渠、マンホール、取付管等で構成されている。これら下水道施設の維持管理が適切に行われていな
いと、劣化による管路のひび割れ、マンホールのがたつき、管の継ぎ手部のずれ等が拡大し、交通障害や地盤沈下な
どの原因となりかねない。そのため、常にパトロールを行い早期発見、早期修繕に努めるとともに、計画的な調査、
清掃、補修等の維持管理を考慮することが重要になっている。
旧静岡市と旧清水市の過去3年間の管渠修繕の状況は以下のとおりである。

項目 12年度 13年度 14年度

旧静岡市 修繕延長 11,030ｍ 6,987ｍ 9,850ｍ
旧清水市 修繕延長 1,132m 185m 1,264m

固定資産は、一般に所定の耐用年数の期間中の活動に耐えさせ、かつ、そのもっている能率を十分に発揮させるた
めに修繕が行われる。修繕の会計処理としては、本来的には、それが性能の向上、耐用年数の延長をもたらすもので
あれば資本的支出とし、単なる性能の維持であれば収益的支出として処理すべきである。しかし、その区分は実務上
困難であるため収益的支出の区分基準（修繕費支弁基準）を策定して事務処理を行うのが適当であるとされている。
旧清水市には修繕費支弁基準が存在せず、旧静岡市においても明確な区分基準は平成14年2月以前にはなかった
が、平成14年2月に修繕費支弁基準が設けられた。そこには、4条の「資本的支出」になるものとして以下のもの
が示されている。
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① 単位資産あたりの支出額10万円以上のもの
② 仮設物を設置する場合は、資本的支出とならない
③ 周期がおおむね3年以上のものや取替資産として経理するもの
④ 固定資産を増設する場合
⑤ 単位資産あたりの取替部分に要する金額が30％を超えるもの（建物・構築物・機械及び装置）
⑥ 固定資産への付加や部分の取替が、明らかに固定資産の能力、財産価値、安全度、操作能力の向上、耐用

年数の著しい延長をもたらすとき
⑦ 通常、改造又は改築といわれる用途変更のための模様替え等に直接要した経費
⑧ 取替部分の品質の改良に要した経費

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』２．有形固定資産の管理」に述べているので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．固定資産台帳等

（ア）固定資産異動報告書未作成
旧清水市においては、固定資産の用途変更、所管替及び建設改良、又は維持補修工事等により固定資産台帳等
の記載事項に異動が生じたときは、固定資産異動報告書を作成して、企業総務課長に提出しなければならないこ
ととなっている（旧清水市企業局会計規程第131条）。しかしながら、固定資産異動報告書が作成されていなかっ
たものがある。

（イ）固定資産の耐用年数に以下の誤りが見受けられた。
耐用年数とは、減価償却計算の基礎となる重要な要素の一つであり、固定資産の効用持続年数、すなわち通常
の維持管理を行う場合において物的及び経済的に有効に事業の用に供する年数をいう。旧静岡市及び旧清水市と
もに、耐用年数を地方公営企業法施行規則別表第二号に基づいて決めている。固定資産台帳等を閲覧した結果、
以下の資産の耐用年数に誤りがみられた。

耐用年数場所 資産名 取得年月 取得価額
（円） 誤 正

北部浄化センター 三菱ミニキャブバン
（軽自動車）

14年4月 936,700 5年 3年

〃
スズキバン2台
（軽自動車）

9年4月 1,780,000 5年 3年

長田浄化センター ﾎ゚ーﾀﾌ゙ﾙ発電機 15年3月 80,286 15年 10年

（ウ）取替法の計算誤り
旧清水市においては取替法について、「量水器は、取替資産とし、その減価償却は取替法により行い、固定資産
の異動報告は行わないものとする（旧清水市企業局会計規程第141条）。取替法については、資産の100分の50
に達するまで定額法により減価償却を行うものとする（旧清水市企業局会計規程第138条）。」と規定している。
取替法とは、量水器などのように同種の小単位の物品からなっている固定資産において、毎期その一部を取替る
ことにより、全体の使用価値を維持することができる場合、取替に要した支出を毎期の費用とし、旧固定資産の
原価はそのままにしておく方法である。この場合取替とは、取替資産が通常使用に耐えなくなったため取替る場
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合をいい、規模の拡大や増強のための取替え（新設）、又は災害その他の事由により滅失したものを復旧する取替
は該当しない。しかしながら、新規に取得した量水器についても固定資産に計上し減価償却をすることなくすべ
て修繕費として発生年度の費用としている。平成14年度に取得した量水器の状況は次のとおりである。

量水器新規取得額
(本来固定資産として計上すべきところを修繕費として計上した額)

452,442円

上記資産の当期減価償却金額 50,899円

差引（費用の過大計上額） 401,543円

イ．現物管理

（ア）現物が存在しないもの
下記資産は、固定資産台帳等には記載されているが、現物がない。いずれも、廃棄したときの固定資産台帳等
の消しこみもれと思われるが、詳細な原因は不明である。

場所 ID番号 資産名 取得年月
取得価額
(円)

帳簿価額
（円）

北部浄化
センター

356057 資料保存庫
昭和56年
4月

130,000 6,500

〃 356085 純水製造装置
昭和56年
4月

1,500,000 75,000

南部浄化
センター

351028 ＰＨメーター
昭和51年
4月

510,000 25,200

〃 359057
薬品保存用
冷蔵庫

昭和51年
4月

99,800 4,990

〃 362065
パソコン（2台の
うち1台）

昭和62年
4月

2,020,000 101,000

（イ）簿外資産
現物が存在するが、固定資産台帳等に記載されていないものが次のとおりある。
なお、高松浄化センターの定温乾燥機は、簿外物品としての登録もれであることが判明したが、他の物品は原
因が不明のままとなっている。

場所 資産名 数量

北部浄化センター 本館汚泥棟電動ﾎｲｽﾄ 1台
南部浄化センター 乾燥機 1台

〃 遠心分離機 １台
高松浄化センター 定温乾燥機 1台

（ウ）固定資産の現物にＩＤ番号がないもの
固定資産として整理される工具、器具及び備品、その他の動産を受入れたときは、備品票を付して整理しなけ
ればならない（旧静岡市下水道会計規程第167条、第137条、旧清水市物品管理規則第22条）。しかし、備品票
の記入漏れがあるものが以下のとおりあった。備品票の記入を徹底する必要がある。なお、ＩＤ番号については
静岡市と清水市との合併により重複する番号がないように見直す必要があると思われる。
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場所 ID番号 資産名 取得年月
取得価額
(円)

帳簿価額
（円）

北部浄化
センター

356070 定温乾燥機
昭和56年
4月

542,000 27,100

〃 358064 ﾛーﾘﾝｸ゙ﾀﾜー
昭和58年
4月

170,500 8,525

南部浄化
センター

401059 工業用PHﾒーﾀー2台
平成元年
4月

570,000 28,500

〃 402054
顕微鏡及び顕微鏡
用ﾃﾚﾋ゙

平成2年
4月

1,990,000 99,500

高松浄化
センター

1497 高温電気炉
平成13年
3月

297,000 190,800

〃 1498 低温恒室器
平成13年
3月

325,000 208,000

〃 2275 湯煎器
平成14年
3月

395,000 359,450

〃 2276 高圧蒸気滅菌器
平成14年
3月

291,000 247,525

〃 725 ｵーﾄｻﾝﾌ゚ﾗー
昭和58年
3月

1,495000
74,500

（エ）固定資産の現物照合について
年度末又は、1年に1度実施される固定資産の現物照合に関する書類を閲覧したところ、実施者、実施方法等の
明確な記載がなされていなかった。固定資産の現物照合の目的は、資産の実在性の把握と機能性のチェックにあ
り、以下の視点から実施されるべきである。

① 帳簿に記載されている資産があるかどうか。帳簿外の資産がないかどうか。
② 各資産は本来の機能を有効に発揮しているかどうか。
③ 休止資産、老朽化資産等がないかどうか。

したがって、現物照合の結果はこれらの視点から問題があるか否か、結論を明確にしておく必要がある。また、
実施者等の記載は責任を明確にする上でも当然必要な記載事項であると思われる。

ウ．固定資産の売却及び廃棄

（ア）決裁書における廃棄理由の記載
旧清水市の平成14年度の固定資産の廃棄に関する決裁書においては、廃棄理由の記載されていないものが幾つ
か見受けられた。また、廃棄の理由が記載されているものも廃棄理由の記載欄がきわめて小さく、詳細な理由が
書かれていなかった。

（イ）売却の会計処理の誤り
旧清水市の固定資産の売却の状況は、以下のとおりである。

科目 所在地 面積
売却金額
（円）

簿価
（円）

土地 清水市駒越北町391番地の39 4.39㎡
〃 清水市駒越北町391番地の40 1.75㎡

238,000

〃 清水市駒越北町391番地の41 4.58㎡ 178,000
合 計 10.72㎡ 416,000 297,379
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土地売却の会計処理においては、土地の売却代金416,000円を固定資産の簿価から減額している。売却資産の
帳簿価額は売却固定資産の売却時点における帳簿価額をいい、本来は、売却した土地の簿価の金額を土地の簿価
から減額して、売却額と簿価との差額を土地売却損益として計上することになる。本売却土地の簿価を、駒越都
市下水路2号幹線の土地（ＩＤ番号64）面積のうち売却土地の面積の比率で算定すると、297,379円となる。そ
の結果、固定資産売却益118,621円が計上漏れとなり、土地の残高が同額過少計上されていることになる。
なお、これは平成15年度において修正予定である。
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４．無形固定資産の管理

（１）実施した監査手続

平成14年度末の残高関係の資料を入手し、担当者への質問、証憑類との突合により、内容の検討を行った。

（２）結果

ア．施設利用権の状況

（ア）旧静岡市
平成14年度末の残高は、6件4,309,724千円であり、固定資産台帳での管理はなされている。残高は、全件、
静清流域下水道建設費のうち旧静岡市が負担する金額（以下、「静清流域下水道建設費負担金」という。）である。
無形固定資産の減価償却額の計算は、資産計上した年度の翌事業年度から、直接法による定額法によるものと
され（旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第178条）、計算方法は、6件全て規定に則ったものになってい
る。耐用年数は、平成14年度末現在において従来から所有する5件について50年、平成14年度に取得した１
件について55年に設定されている。
固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第三号において、無形固資産の耐用年数を列挙され、脚
注にて、本表に掲げられていない無形固定資産の耐用年数は、本表に規定する耐用年数に準じた耐用年数若しく
は法人税法の減価償却資産の耐用年数等に関する省令（財務省令第38号）に規定する耐用年数によるものとする
旨規定されている。
ところで、下水道建設費負担金については地方公営企業法施行規則別表第三号に耐用年数が規定されていない
ために、旧静岡市としては、他自治体の状況を参考し、また下水道管渠の耐用年数が50年であること等を考慮し
て、これを準用し50年とした。しかし、平成14年度以降の取得資産に関しては、静清合併による会計処理一元
化の観点から、旧清水市の採用する55年に統一した。この55年という耐用年数は、地方公営企業法施行規則別
表第三号に規定されている「ダム使用権」の耐用年数を準用したとの説明である。

（イ）旧清水市
平成14年度末の残高は、19件6,521,811千円であり、うち15件が旧清水市が支払う静清流域下水道建設費負
担金6,520,396千円、4件が、静清流域下水道事業促進協議会に対して支出した負担金1,414千円である。
静清流域下水道事業促進協議会とは、静清流域下水道事業を促進するために設置された機関であり、国・県等
との協議や事業への協力要請、調査研究を行うことを目的としている。そして、本協議会に対する負担金支出の
内容は、協議会総会や幹事会の開催に係る費用である会議費、陳情や先進都市視察に要する費用である事業促進
費、研修会等の開催に係る費用である調査研究費であるとの説明を受けた。
減価償却額の計算は、旧清水市企業局会計規程第138条に従っており、旧静岡市と同様に計算方法自体は、規
定に則ったものになっている。耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第三号に規定するダム使用権の耐用年
数を準用し、従来から全件について55年としている。

イ．電話加入権の状況

（ア）旧静岡市
平成14年度末の残高は、8件946千円であり、固定資産台帳で管理している。電話加入権自体の管理は所管課
が行うが、台帳保管は下水道総務課が担当している。電話加入権の実在性については、逐次、件数と電話番号の
数の照合により確認しているとの説明を受けた。

（イ）旧清水市
平成14年度末の残高は、670千円である。管理台帳は存在せず、残高の内訳に関しては、正確な把握はできて
いない。旧清水市の場合、昭和59年度の決算において電話加入権の残高金額が452千円であることの確認をして



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 50

からは、それ以降の増減についての把握はしている。ただし、出発点である452千円の内訳が現状では分からな
いとの説明であった。

ウ．その他の無形固定資産の状況

（ア）旧静岡市
平成14年度末の残高は、1件5,739千円であり、内容は、電気計算機用のソフトウェア開発費用である。取得
年度は平成3年度であり、平成14年度まで減価償却は、全く行われていない。その理由は、「地方公営企業法施
行規則別表第三号」にソフトウェアの耐用年数を規定しておらず、他自治体の処理方法にも参考となるものが見
当らなかったためである。

（イ）旧清水市
平成14年度残高はない。

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』３．無形固定資産の管理」に述べているので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．施設利用権（旧清水市）
静清流域事業促進協議会負担金1,414千円は、支出の効果が将来にわたって発現するものでなはいので、資産性
はなく支出時に全額費用処理すべきものであったと考える。ちなみに、旧静岡市においては、同支出を支出時の費
用として処理していると説明を受けている。

イ．電話加入権（旧清水市）
（ア）現物確認の実施

現物確認を行い実在性について確かめることが必要である。

（イ）管理簿の作成性
管理簿を作成し、増減及び残高の管理をすべきである。

ウ．その他の無形固定資産（旧静岡市）

（ア）貸借対照表計上金額の修正（減価償却不足額の算定）
ソフトウェアが平成3年度に取得していたにもかかわらず10年間減価償却を行ってこなかった。ソフトウェア
の償却期間については、地方公営企業法施行規則別表三号に規定が無く、したがって、その脚注に従い、法人税
法の減価償却資産の耐用年数等に関する省令の規定により5年を採用したとすると、平成14年度末には本来なら
償却済みであり、残高は存在しない。即ち、資産計上されているソフトウェア残高5,739千円は全額償却不足額
である。
なお、当該ソフトウェアは平成15年度に除却予定である。
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５．たな卸資産及びたな卸資産以外の物品の管理

（１）実施した監査手続

静岡市管轄の全6下水処理施設のうち、旧静岡市、旧清水市各々 から、浄化センターを2施設ずつ選定し、往査日
現在の現品の管理状況及び期末日におけるたな卸の現状について、担当者への質問、関係資料の閲覧、現場の視察を
実施して確かめた。

（２）結果

ア．概要

貸借対照表上たな卸資産は計上されていない。たな卸資産とは、消耗物品、消耗工具・器具・備品、原材料及び
その他の貯蔵品でたな卸整理を行うものをいう（静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第９８条、旧静岡市水道
事業及び下水道事業会計規程第101条、旧清水市企業局会計規程第89条）。また、たな卸資産以外の物品とは、貯
蔵品から払い出した消耗工具、器具、備品、消耗物品及び直購入物品をいう（静岡市水道事業及び下水道事業会計
規程第129条、旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第132条、旧清水市企業局会計規程第118条の2）。以下、
たな卸資産を「貯蔵品」、たな卸資産以外の物品を「簿外物品」、この両者を総称して「物品」という。
物品は、①汚水処理用の薬品・重油類、②消耗資材（蛍光灯、ボルト・ナット、鋼材等）、③水質検査用の薬品・
機械調整用の試薬の3つに分類される。現地視察した施設における物品の管理状況は次のとおりである。

イ．高松浄化センター（旧静岡）

（ア）汚水処理用の薬品（次亜塩素酸ソーダと高分子凝集剤）・重油類
次亜塩素酸ソーダについては、入庫量を薬品費台帳で管理し、残量確認を毎日行い「水処理点検週報」に記
載している。高分子凝集剤については残量不足が見込まれる時に補充するという管理を行っており、台帳によ
る数量管理は実施していない。薬品類はいずれもタンク内に所在し、往査日現在の現物確認及び管理状況の視
察を行ったが保管状況は特に問題ないと思われる。次亜塩素酸ソーダの入庫量の正確性に関してはサンプルで
証憑突合した結果、特に問題なかった。
重油類については、重油発電機用のものと雨水ポンプ用のものがあり、いずれもタンク内に所在する。平時
はほとんど使用されておらず、平成12年1月以降動きはなかった。タンク目盛残量を目分量で測定した数量を
「タンク残油量測定値記録表」に手書き記載するとともに、電算出力される「水処理運転日誌」の記載残量の
変動を見て、タンクからの漏れ事故の有無を日々 確認しているとの説明を受けた。往査当日の残量は、これら
の記録どおりであり、数量管理には特に問題はないと思われる。

（イ）消耗資材
コンピュータプリント基板の数量確認は実施されているが、他の消耗資材については数量確認を行っていな
い。その理由は、ボルト類等細かい品目が多いこと、数量確認するにしても携わる人員が足りないこと、及び
最近は修繕作業を外部に依頼することが多く市職員が自らこれらの資材を用いて修繕作業を行うことはほとん
どないこと等であるものと考えられる。また、鋼材について、一部使用した物とそれ以外とが混在しており整
理不十分な面があったが、。全般的に保管状況は良好である。

（ウ）水質検査用の薬品・機械調整用の試薬
水質検査用の薬品類等については簡易であるが管理簿を整え、適切に受払管理を実施している。また、12月
末に現物確認を行っている。水質検査用の入庫数量の正確性についてはサンプルにつき納品書との突合を行っ
た結果、その限りにおいては特に問題なかった。
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ウ．城北浄化センター（旧静岡）

（ア）汚水処理用の薬品（次亜塩素酸ソーダ及び高分子凝集剤）・重油類
次亜塩素酸ソーダは毎日現物確認を行い、高分子凝集剤も週に一度これを行っている。両者について往査日
現在の残量確認、次亜塩素酸ソーダについてはサンプルで入庫数量の証憑突合を行った結果、その限りにおい
て特に問題はなかった。
重油類については、2週間に一度現物確認を行っている。往査日現在の残量確認を行ったが、特に問題はなか
った。

（イ）消耗資材（蛍光灯類とその他の資材）
蛍光灯類については手書き台帳で受払いを管理しているが、その他の資材については、特に管理しておらず
保管の状況も乱雑であり良好とはいえない。これは、当該浄化センター建設時に資産計上した補充用の資材（取
替部品）の残材であり、既に固定資産の金額に含めて計上され償却も完了していることから管理不要であると
考えられているためである。

（ウ）水質検査用の薬品・機械調整用の試薬
水質検査用の薬品類等は、品目別に手書きの受払簿を作成して管理しているが、保管棚のラベル貼付が徹底
されていなかった。

エ．北部浄化センター（旧清水）

（ア）汚水処理用の薬品（次亜塩素酸ソーダ、酸化第二鉄、消石灰、脱臭次亜塩素ソーダ、脱臭アルカリハイポ（チオ
硫酸ナトリウム））・重油類
薬品類は全品目について日々 残量管理を行い、「業務日誌」に記載しており、管理状況は良好である。これは、
外部の業者に管理委託し、この業者が「業務日誌」を作成して市に報告する方式をとっているためである。各
品目の入庫数量の正確性については、サンプル調査により、納品書と「業務日誌」とを突合したが、その限り
において、問題はなかった。
重油類（Ａ重油と灯油）も薬品類と同じ管理状況である。

（イ）消耗資材
消耗資材は、電気、機械、計装の各部署に区分して、薬品・重油類の管理委託業者と同じ業者に管理委託し、
報告を受ける体制をとっている。当該業者が、新規購入数の確認を4月に行い、在庫数量の確認は、事業年度
末に1度（ゴム製品等の経年劣化品は年に2度）現物確認により行うことになっている。管理状況に大きな不
備は見当らないが、現物のサンプル確認において、管理台帳の数量と現物数量の不一致やラベルの貼付漏れが
数点見られ（電気、機械）、また、廃棄すべき物品が正規の物品と混在していた（計装）。この点に関しては、
当該外部業者に、より厳密な管理体制を要請しなければならないと思われる。

（ウ）水質検査用の薬品・機械調整用の試薬
これらの薬品類の管理は、現場を視察した限り、ここ数年行われていない様子である。手書きのノートが残
されていたことから、かつては管理簿が作成されていたと思われる。受払簿の記帳が中断された経緯は不明で
あるが、薬品類の中には高価な物や有害な物も有るので、管理簿の記帳を行うことが望ましい。

オ．南部浄化センター（旧清水）

（ア）汚水処理用の薬品（放出次亜塩素酸ソーダ、砂ろ過次亜塩素酸ソーダ、塩鉄、消石灰）・重油類
汚水処理用の薬品類は、いずれも清水北部浄化センターと同じ外部業者に管理委託をしており、当該業者が
日々 数量残の確認を行って「薬品等残量記録表」に記載し、市に報告する形になっている。ただし、北部浄化
センターにおいては、「業務日誌」に受払いの記録が記帳されているのに対して、当浄化センターにおいては、
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別の管理簿で受払管理を行っている。入庫数量に関しては、納品書とのサンプル突合を行ったが、その限りに
おいては特に問題はなかった。

（イ）消耗資材
消耗資材の管理も同じ外部業者に委託している。平成15年3月末の管理台帳への記入数量が事業年度末の残
量ではなく、事業年度末日以前概ね1週間以内の日付における残量となっている品目があった。これは、管理
対象品目数が多く、事業年度末日1日のみでは実地たな卸が終了しないと考えられるために、事業年度末日よ
りも数日早い時期から段階的にカウントし、事業年度末までに全品目のたな卸業務を終了させようという意図
によるものである。たな卸を期限内に完結させようとする考え方としては認められる方法であるが、このよう
な場合には、たな卸日から期末日までの受払結果を管理台帳に反映し、記載される残量はあくまでも事業年度
末の残量にすることが必要である。
また、一部の品目に関して、外部の工事業者の持ち物と当該浄化センターの所有物とが同じ品番であったた
め、両者が混在して保管され、管理台帳と大きく数量差が出たものがあった。同じ品番の物品の管理は、所有
者が混同されないように区分管理に注意を要する。

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』４．たな卸資産及びたな卸資産以外の物品の管理」に述べてい
るので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．物品の管理状況

現地における現物の保管状況を確認したところ、帳簿数量と現物数量が不一致のものがあり、また、他者の物や
残材と混在している等良好な保管状態ではないと思われるものがあったので、これらについては改善の必要がある。
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６．企業債

（１）実施した監査手続

① 発行手続が適正に行われているかどうかを確かめるため、平成14年度の企業債発行に関する関係書類を入手し
検討した。

② 償還手続が適正に行われているかどうかを確かめるため、平成14年度の企業債償還に関する関係書類を入手し
検討した。

③ 公債台帳を入手し、記載内容及び整理状況を検討した。
④ 決算書開示内容との整合性を検証した。
⑤ 支払利息軽減の可能性を検討した。
⑥ 縁故債（市中銀行借入）に関しては借入条件の見積あわせの妥当性を検討した。
⑦ 他会計からの一時借入に際して支払利息が妥当に支払われているかを検討した。
⑧ 一時借入と前借制度内容を検討した。
⑨ 未払企業債利息計上が適正に行われているか検討した。

主な関係書類
① 起案書
② 地方債貸付利率見積書
③ 起債許可申請書・起債前貸借入申込書
④ 決定通知書・貸付通知書・貸付予定額変更通知書
⑤ 借用証書・起債前貸借用証書
⑥ 納入済通知書・収入消込確認書
⑦ 支払負担行為伺兼支出負担行為決定書・支払調書兼振替伝票

（２）結果

ア．概要

地方公共団体の歳入は地方債以外の歳入をもって、その財源とすることが原則（地方財政法5条）であるが一定の
場合には地方債をもって、その財源とすることが認められている。公営企業に要する経費財源としての地方債もその
ひとつであり地方公営企業の建設、改良等に要する資金に充てるため地方公共団体が起こす地方債を企業債という
（地方公営企業法22条）。
下水道整備は、その性格上、先行投資が多額となるため、当該先行投資部分の資金を起債により調達し、後年度の
利用者から先行投資部分に対応する償還財源を徴収すべく、調達額を「資本的収入」とし、償還額を「資本的支出」
として企業債の負担を後年度に繰延べている。起債借入れにあたっては県知事の許可が必要となっており（地方自治
法第250条）、起債借入申請は県に対して行い、借入先、借入金額及びほとんどの借入条件も県で決定されるしくみ
となっている。
償還資金又は支払利息及び企業債取扱諸費支払いのための企業債の起債は旧両市とも現在まで存在しておらず、公
営企業借替債（資本費の高い企業に対して、その軽減に資するため高金利債を低金利債に借り替えるもの）も存在し
ていない。
一時的に資金が不足した場合は他会計からの一時借入金で対応することができる。平成14年度、旧清水市におい
て水道事業会計より平成15年1月15日から3月31日までの期間、一時的に借入を行っている。
企業債を起債した場合は原則として企業債利息が発生するが、年度末において利払期日が未到来の場合においては
前利払日から年度末までの間に係る未払企業債利息が存在することとなる。この未払企業債利息の処理に関し、旧静
岡市では過年度からの慣行により１ヶ月以上の未払費用対応期間がある場合のみ計上しているのに対し旧清水市は
未計上である。なお未払企業債利息の認識に関しては、「公営企業実務提要 5計理の方法（６）費用 企業債利息
の取扱いについて」において、「期間損益計算を乱すものでない限り、未払金勘定を設けず実際に支払った利息の額
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を当該年度の費用として計上するのみでよい」旨定められており、また、過去に以下のような見解が示されている。

企業債利息の年度所属区分（昭和43年2月13日・自治企1第12号・京都市監査事務局長あて・公営企業第一課
長回答）
（問）企業債利息の年度所属区分は、地公企令11条1号但書により、保険料、賃貸料その他これらに類するもの

と解して「支払の発生の原因である事実の存した期間の属する年度」によるべきものであるが、この場合に
おいても、支払利息が毎年度ほぼ平均して大差なく支払われる場合には期間損益計算に大きな影響を与える
ものではないので「実際に支払いの事実の存した年度」により処理してさしつかえないものであるか。

（答）お見込みのとおり。

イ．企業債の発行状況

（ア）旧静岡市
旧静岡市企業債の発行状況等は以下のとおりである。

年度 年度発行額 年度償還額 未償還残高 前年度対比

5 7,381百万 2,712百万 82,805百万 106.0%
6 6,814 3,254 86,365 104.3

7 6,946 1,551 91,760 106.2

8 8,321 1,736 98,345 107.2

9 7,627 2,275 103,697 105.4
10 7,622 2,566 108,753 104.9

11 7,360 3,091 113,022 103.9
12 6,531 3,507 116,046 102.7

13 4,415 3,815 116,646 100.5

14 4,436 4,359 116,723 100.1

過去10年度、年度発行額が年度償還額以下となった年度はなく、未償還残高は毎年度増加している。ただし、発
行額は平成8年度以降減少傾向にあり努力がうかがえる。金利を含めた元利未償還残高は平成14年度末において
162,598百万円である。

平成14年度末での借入先内訳は以下のとおりである。

財務省資金運用部 64,583 千円
簡易生命保険積立金 14,116

公営企業金融公庫 36,949
地方公務員共済組合 600

市中金融機関 306

国土交通省 168
計 116,723

支払利息及び企業債取扱諸費の営業収入に占める割合は以下のとおりである。

年度
支払利息及び企業債

取扱諸費
営業収益 負担割合

10 5,120百万円 8,687百万円 58.9%
11 5,067 8,675 58.4

12 5,030 10,123 49.7

13 4,922 10,238 48.1

14 4,812 10,141 47.5%
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毎年度、支払利息及び企業債取扱諸費、負担割合は減少しているものの、依然として高い負担割合である。

（イ）旧清水市
旧清水市企業債の発行状況等は以下のとおりである。

年度 年度発行額 年度償還額 未償還残高 前年度対比
6 8,777 655 48,009 120.4

7 9,260 721 56,548 117.8

8 5,807 817 61,538 108.8
9 5,512 1,042 66,008 107.3

10 3,777 1,206 68,578 103.9
11 2,846 1,524 69,901 101.9

12 2,685 1,949 70,636 101.1
13 2,374 2,288 70,722 100.1

14 2,977 2,579 71,120 100.6

旧静岡市同様、過去9年度、未償還残高は毎年度増加している。発行額は平成8年度以降平成14年度を除き減少
傾向にあり努力がうかがえる。金利を含めた元利未償還残高は平成14年度末において98,899百万円である。

平成14年度末での借入先内訳は以下のとおりである。

財務省資金運用部 24,826 千円
総務省簡易保険積立金 24,064

公営企業金融公庫 21,972

市中金融機関 66

国土交通省 190
計 71,120

支払利息及び企業債取扱諸費の営業収入に占める割合は以下のとおりである。

年度
支払利息及び
企業債取扱諸費

営業収益 負担割合

10 2,855百万円 3,849百万円 74.2%

11 2,863 4,127 69.4%
12 2,826 4,323 65.4%

13 2,761 4,440 62.2%
14 2,699 4,515 59.8%

毎年度、支払利息及び企業債取扱諸費、負担割合は減少しているものの、依然として非常に高い負担割合である。
負担割合は50％を超えており、旧静岡市と比較しても高水準である。

ウ．起債前借制度と一時借入制度について

起債対象事業の繰越等により、次年度事業完成までに当該年度の事業費の支払にあてる資金を借入れる制度を起債
前借制度という。該当年度（4月）に申請し、許可配分された政府資金のうち、起債対象事業が繰越等により年度内
に完成していなければ正式に借入をすることができず、事業が終了するまでは、たとえ全額入金したとしても起債前
借として処理することとなる。起債前借をした場合においても企業債利息は発生してしまうため、事務手数及び金利
負担等を考慮した場合、事業が完了するまで一時的に一般会計等より低利で借入れを行うことは不可能であるか否か
を検討した。
実際、旧清水市は平成14年度において水道事業会計より平成15年1月15日から3月31日までの期間一時的に借
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入を行っている。これは地方公営企業法第29条にいう一時借入である。地方公営企業法第29条にいう一時借入は一
時的に資金が不足した場合に予算内の支出をするために他会計より借入限度額の範囲内で一時的に借入れられるも
のであり、その事業年度内に償還しなければならないものである。
自治法235条の3第3項においても「一時借入は、その会計年度の歳入をもって償還しなければならない」と規定
されており、一時借入金は財源として歳入歳出予算には計上できないものといえる。したがって、一時借入は歳入財
源となる企業債とは性格を異にし、現行制度下においては、起債前借制度の代替制度として一時借入制度は利用でき
ないとの結論に至った。

エ．企業債関連コストの削減策について

（ア）起債時での選択可能性

ａ．借入先の選択
国の補正予算により国庫補助事業の追加配分があった場合、起債充当率を通常の90％（実質45％）から100％
（実質50％）まで引き上げて起債を行うことができる。当該増加する10％（実質5％）部分の起債は市中金融機
関から借入れているが、これに関しては入札にて最適条件者を決定している。したがって現行制度上、借入先の
選択から生ずる企業債関連コストの削減度合は非常に低いといえる。

ｂ．金利の選択
企業債の金利支払方法は平成13年度より固定金利方式と利率見直し方式の選択性になっており、その裁量権は
市側にある。静岡市は財政課が金利の動向等から判断し、現在すべて固定金利方式を採用している。現状の静岡
市側の選択は妥当であると思われる。

（イ）起債後のコスト削減策
ａ．償還途中での借換えの可能性

起債関係書類内「償還の方法」欄には「ただし、財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、若しくは
繰上償還又は低利債に切り換えることができる」と記載されている。この内容について質問したところ、財務省
の起債借入説明会において指示があったもので公営企業借換債制度に対応した文言であり、静岡市は現在借換対
象基準に該当しておらず対象外であるとの回答を得た。したがって借換えは不可能であるといえる。

ｂ．繰上償還
財政融資資金（運用部）に対する平成12年度以前の既往債については任意繰上償還ができないこととなってい
るが、それ以外の借入先に対しては原則として任意償還が可能である。ただし、任意償還にあたっては補償金（繰
上償還に伴う貸付先が損失を受ける額）つまり元金と逸失利益相当分たる利息を支払わなければならず返済財源
に乏しい現状では実質的には不可能であるといえる。

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』５．企業債」に述べているので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．未払企業債利息
未払企業債利息は担当者からの説明どおりに処理されていた。ただし、平成14年度末時点での正確な未払企業債
利息の計算結果は以下のとおりであった。
旧静岡市 124,733千円（うち41,575千円は計上済）
旧清水市 61,318千円（うち計上済み債務はなし）
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平成13年度末の未払企業債利息はシステムが更新されてしまった関係で算出は断念したが仮に各年度の損益に及
ぼす影響額につき「重要性がない」としても重要性がないことを立証できる資料の作成と保存が必要であると考える。
また、旧静岡市においては1ヶ月以上の未払費用対応期間がある企業債利息しかなされておらず、その計上根拠の
妥当性は中途半端なものとならざるをえないと思われる。さらに、旧清水市とは計上根拠が異なっており、新市とな
った平成15年度の処理に充分留意する必要がある。
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７．その他の財政状態に関する事項の検討

（１）実施した監査手続

平成14年度末の残高について、担当者への質問、関係書類の閲覧、現物の実査（出資金、有価証券）により、会
計処理の適否、金額の妥当性、科目の管理状況を確かめた。

（２）結果

ア．概要

（ア）投資（出資金）

ａ．旧静岡市
平成14年度末の残高は265千円であり、静清流域下水道運用開始に伴う水量割により、平成9年度に静岡県下
水道公社に対して資金出資したものである。出資証券は、下水道総務課経理担当にて現物管理している。

ｂ．旧清水市
平成14年度の残高はない。

（イ）有価証券、預り保証有価証券

ａ．旧静岡市
平成14年度末の保管有価証券残高2,000千円は、額面2,000千円、10年ものの利付国債証券を平成13年度に公
金取扱金融機関から、公金出納事務を担うことに関する取引保証担保として受入れたものである（地方公営企業法
施行令第22条の3第2項）。担保資産を金融機関から受入れる際には、市と金融機関の間で、「水道事業及び下水
道事業の公金収納事務取扱いに関する契約」を締結し、金融機関から有価証券の現物を受取ると同時に金融機関に
対して「担保品預り証」を交付する。本契約を解除する際には、市と金融機関の間で、「合意解除契約書」を締結
し、金融機関から、「証券（利札）還付請求書兼領収書」を入手し、これと引き換えに、市は、有価証券の現物を
渡し、「担保品預り証」の返還を受ける。旧静岡市の財産ではないが、管理責任があるため「保管有価証券整理簿」
に記帳し、管理している（旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第83条）。また、貸借対照表上、流動資産の
部に「保管有価証券」として計上し、対照勘定として流動負債の部に「預り保証有価証券」を同額計上している。
なお、平成15年度からは、公金取扱金融機関から受入れた保管有価証券の管理事務を水道事業会計で一括して
行うようになったため、往査日現在（平成15年8月）では、保管有価証券の現物は既に水道事業会計に移管され
下水道事業会計では保有していない。

ｂ．旧清水市
平成14年度末の残高はない。旧清水市では、有価証券を取引保証の担保として受入れる場合には、従来から水
道事業会計において一括管理してきたためである。

（ウ）前払金

ａ．旧静岡市
平成14年度末の残高は、23件708,900千円であり、全て下水道増補等工事請負代金の前払金額である。旧静岡
市建設工事執行規則第48条第6項によれば、許容される工事請負代金の前払金額は、工事請負代金の10分の4相
当額以内とされている。残高金額の全てが、平成14年度の支出であり、工事完成時に精算される。管理責任は、
旧予算配当課（現予算配当課）である。
また、旧静岡市建設工事施行規則第14条第1項第3号の規定により、工事請負金額が１件300万円以上の工事
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契約については、「公共工事の前払金保証事業に関する法律第2条第4項」に規定する保証事業会社の保証が付さ
れている。保証事業会社による保証とは、工事請負業者がその責に帰すべき理由により工事債務を履行しないため
に工事発注者たる市が当該業者との工事請負契約を解除した場合に、市が当該工事請負業者に支払った前払金額か
ら既済の工事部分に対応する代価相当額を控除した金額を、保証事業会社が当該工事請負業者に代わって市に対し
て支払う契約をいう。なお、保証事業会社の選定は、市において行うものではなく、「公共工事の前払金保証事業
に関する法律」により国土交通大臣の登録を受けて前払金保証事業を営む会社が、市の前払金の保証業務を担当す
る。旧静岡市及び旧清水市ともに、「東日本建設業保証株式会社」が保証を行うことになっている。

ｂ．旧清水市
平成14年度末の残高は、3件124,600千円であり全て下水道築造工事請負代金の前払金額である。旧清水市建設
工事執行規則第44条第7項によれば、各工事案件に支払うことが許容される工事請負代金の前払金額は、5,000
万円を上限として、工事請負代金のうち、3,000万円までの金額の10分の4相当額と3,000万円を越える金額の
10分の3相当額の合計額以内とされている。残高金額の全てが、平成14年度の支出であり、工事完成時に精算さ
れる。管理責任者は、旧企業総務課経理担当である。また、旧清水市建設工事施行規則第11条第1項第4号の規
定により、旧静岡市と同様に、同一の保証事業会社による保証が付されている。

（エ）引当金

ａ．旧静岡市
平成14年度末の残高は、退職給与引当金36,250千円である。修繕引当金は会計規程において計上が要請されて
いるが、平成14年度末においては計上されていない。
退職給与引当金は、翌事業年度に退職が予定されている職員に係る退職手当の予算要額を計上している。当初予
算の段階で翌事業年度の退職者が予定されていない場合は、退職者が急遽出現する可能性を踏まえて、部長クラス
の人員1人に係る退職給与の要支給相当額に多少の上乗せ額を加味した金額を計上している。

ｂ．旧清水市
平成14年度末の残高は、退職給与引当金、修繕引当金ともにない。

（オ）未払金

ａ．旧静岡市
平成14年度末の残高は、395,449千円であり、その内訳は営業未払金が363,665千円、その他未払金が31,784
千円である。
営業未払金とは、営業活動に係る通常の取引により発生する未払金であり、その他未払金とは、固定資産購入代
金の未払額、償還期限経過後の企業債の未償還額等営業未払金以外の未払金である（旧静岡市水道事業及び下水道
事業会計規程の下水道事業会計勘定科目表）。
なお、平成14年度末の未払金残高は、全て、平成15年6月までに支払済みである。

ｂ．旧清水市
平成14年度末の残高は、453,760千円であり、その内訳は、営業未払金127,969千円、その他未払金325,791
千円である。
これらは、平成15年4月に全額支払済みである。

（カ）前受金

ａ．旧静岡市
平成14年度末の残高672,581千円は、受益者負担金の前受金であり、管理責任は下水道管理課（現下水道維持
課）にある。
受益者負担金の前受金については、毎事業年度、期首において前事業年度末までの前受額の内、当事業年度に現
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年度を迎えるもの（当事業年度に納期限が到来するもの）が受益者負担金勘定（資本）に振替えられる。受益者負
担金の納期は、原則、12回に分割されており、前受けした金額を納期の到来に合せて、12回に分けて前受金勘定
から受益者負担金勘定に振替えている。
なお、平成15年度以降は、旧清水市及び法適用の他の中核市（旭川市、宇都宮市、長野市、金沢市、浜松市、
豊橋市、岐阜市、堺市、鹿児島市の9市に対してヒアリングを行ったところ、受益者負担金を前受金処理している
市がなかった。）同様、受益者負担金の前受金処理をしない方法に変更した。

ｂ．旧清水市
平成14年度末の残高はない。旧清水市の場合、一括納付された受益者負担金は、納付事業年度に全額調定され、
入金された事業年度に全額資本計上するため、前受金処理は生じない。

（キ）預り金

ａ．旧静岡市
平成14年度末の残高は、11,743千円である。内訳は、職員の平成15年3月分給与に係る源泉税及び社会保険料
の預り金8,799千円、下水道料金預り還付未済金2,944千円である。
下水道料金預り還付未済金とは、下水道利用者から徴収した料金のうち、二重入金等で返還すべき金額で未だ下
水道事業会計で保管しているものをいう。返還は、振込や当事業年度の使用料金からの減額等の方法によりなされ
る。未返済になっているのは、利用者からの還付請求書の提出を待っているためである。

ｂ．旧清水市
平成14年度の残高は、12,149千円である。内訳は、職員の平成15年3月分給与に係る源泉税の預り金額3,365
千円、同じく社会保険料の預り金額85千円、工事請負業者からの預り金及び受益者負担金の過誤納付金額8,699
千円である。
その他預り金に工事請負業者からの預り金8,683千円が含まれている。これはＡ社からの工事契約保証金である。
市は、工事契約締結に際して契約金額の100分の10以上の金銭を、契約保証金として工事請負業者に納付させな
ければならないことになっている（旧清水市契約規則第28条）。また、契約保証金に代わる担保として、銀行その
他市長が確実と認める金融機関又は保証事業会社の保証もある（第29条）。
旧清水市も旧静岡市も保証事業会社による保証を得ているので、通常、業者から直接保証金を受取ることはない。
Ａ社からの工事契約保証金は、Ａ社と保証会社との間のトラブルに起因するもので、Ａ社からの申入れにより受取
ったものである。市の対応自体は旧清水市契約規則第28条に則った処理であり、特に問題はない。当該保証金の
受取りの際には、市は、Ａ社対して、契約保証金預証を交付している。工事契約保証金は、工事債務の履行が完了
すれば、契約保証金預証と引き換えに返金する（旧清水市契約規則第30条）。工事は平成15年12月に完了し、当
該預り金は返金済みである。

（ク）資本金・剰余金

公営企業においては、資本の部は資本金と剰余金に区分され、さらに資本金は自己資本金と借入資本金に、剰余
金は資本剰余金と利益剰余金に区分される。

ａ．資本金

（ａ）自己資本金
旧静岡市の自己資本金の額は5,399,815千円であり、その内訳は、固有資本金65,592千円、出資金（繰入
資本金）4,168,629千円、組入資本金1,165,594千円である。
また、旧清水市の自己資本金の額は5,797,852千円で、内訳は、固有資本金1,050,937千円、繰入資本金

4,599,911千円、組入資本金147,004千円である。
固有資本金とは、地方公営企業法適用前（昭和27年10月1日以前若しくは昭和28年1月1日以前。同法
は段階的に適用されている。）から経営されている企業において、当該法を適用する際に、総資産の額から総
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負債の額を差し引いた残額のうち、国庫補助金、工事負担金、他会計からの出資金等として既に区分するこ
とができなくなったもの、蓄積された剰余金として企業内部に存在するもの、即ち企業開始時からの引継ぎ
資本金をいい、発生年次が古いためにもはや詳細に細分して把握できないものを一括して捉えた科目である。
組入資本金とは、地方公営企業法施行令第25条の規定（自己資本金への組入）により減債積立金を使用し
て企業債を償還した場合、建設改良積立金を使用して建設改良を行った場合、又は、同施行令第24条第4項
の規定（利益処分による特定目的積立金の積立）による積立金を使用して借入資本金である他会計からの借
入金を償還した場合における自己資本金への組入額及び地方公営企業資産再評価規則第11条の規定（資産再
評価差額による資本剰余金積立額の自己資本金への組入）により再評価積立金を自己資本金へ組入れた場合
の組入れ額に相当するもの、即ち企業開始後の利益を源泉とする自己資本造成額をいう。
繰入資本金とは、建設又は改良等の目的に充てるため、地方公営企業法第17条の2の規定（経費負担の原
則）又は同法第18条の規定（出資）により、他会計から出資を受けた金額及び昭和38年の一部改正法によ
る改正前の同法の第18条第1項の規定による繰入金で、昭和38年の一部改正令附則第3項の規定により昭
和39年3月31日までに同法同条第2項但書の規定により繰り戻しを要しない旨議会の議決を得た金額に相
当するもの、即ち企業開始後の追加出資をいう。

（ｂ）借入資本金

地方公営企業では、建設又は改良等の目的のため発行した企業債及び同様の目的で他会計から借入れた長
期借入金に相当する金額を借入資本金として、資本金の構成要素として処理する。民間の企業会計では、社
債や長期借入金は（固定）負債である。
旧静岡市、旧清水市いずれにおいても、借入資本金は全額企業債であり、企業債の明細を作成し、金額の
管理がなされている。
企業債の金額は、電算システムに基データを入力しており、必要に応じて管理簿等をシステムから出力し
て運用管理している。基データは、企業債発行時に、引受先から送付される償還表の記載事項を用いて、そ
の都度電算システムに入力していく。

ｂ．剰余金

（ａ）資本剰余金
剰余金とは、企業の正味財産のうち資本金の額を超過した部分をいい、資本剰余金とは、剰余金のうち資
本取引により生じたもので資本金に属するもの以外のものをいう。
資本剰余金は、固定資産の再評価によって生ずるもの（再評価積立金）、贈与によって生ずるもの（受贈財
産評価額、寄附金等）及びその他の資本剰余金（国庫補助金、県補助金、他会計補助金、工事負担金、受益
者負担金等）に区分される。
再評価積立金とは、新たに地方公営企業法を適用することになった場合、開始貸借対照表の作成にあたっ
て資産の帳簿価額を決定する際に、昭和27年3月31日以前に取得した資産について、同日を基準日とした
再評価を行うことにより生じた評価差益である（地方公営企業法施行令附則第11項（資産の再評価））。平成
14年度の貸借対照表上、旧静岡市、旧清水市ともに、再評価積立金は計上されていない。
地方公営企業法の施行日は、昭和27年と昭和28年にわたり、段階的に適用されているが、旧清水市の場
合、下水道事業への着手が昭和31年4月であるので、昭和27年3月31日以前からの保有資産がそもそも存
在しなかったため、再評価積立金は計上されていない。
他方、旧静岡市の場合には、最初に下水道事業の認可を受けたのは大正12年2月であり、地方公営企業法
が施行された日以前から既に保有する資産は存在したことになる。よって、昭和27年3月31日現在保有す
る資産についての再評価がなされ、その時点で再評価積立金の計上はなされていたと考えられる。ただし、
再評価積立金は、企業外部からの流入による価値の増加ではなく、内部における資産の再評価（貨幣価値の
下落による保有資産の価値修正に基づく資本の修正）による評価差益の額だけ資本を増加させたものである
ので、欠損填補の用途に使える資本剰余金のままにしておくよりも、できるだけ自己資本に組入れて資本の
充実を図ることが望ましいという趣旨により、昭和27年10月１日施行の地方公営企業資産再評価規則第11
条において、当該積立金を再評価日の属する事業年度の翌々 事業年度の末日後（要するに再評価日の属する
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事業年度から数えて4年目の事業年度開始の日以降、つまり、昭和31年度開始日以降）において自己資本金
に組入れることができる旨規定されている。旧静岡市の場合、当時の決算書類が存在しないため確かめるこ
とはできないが、本条の規定により、昭和31年度以降の年度において再評価積立金の自己資本金への振替が
なされたために、当該積立金の残高がないものと推定される。
受贈財産評価額とは、他から贈与を受けた財産の評価額の積立額である。地方公営企業法第18条の規定に
よる他会計から下水道事業会計への財産の移管による現物出資の場合を除けば、他者から下水道事業会計に
対して財産の贈与が行われた場合には、その受入日における適正な見積価額をもって同日に固定資産計上す
るとともに、資本剰余金の部に受贈財産評価額として計上する。
寄附金とは、資本的支出、即ち施設等の建設又は改良に要する費用にあてる目的で受入れた金銭をいう。
受贈財産評価額と同様、地方公共団体から下水道事業会計への出資の場合を除き、資本的支出にあてるため
に地方自治体以外から提出された金銭をもって資本的支出に充当した場合に、その金銭を受入れた日をもっ
て資本剰余金の部に寄附金として計上する。
国庫補助金、県補助金、他会計補助金は、資本的支出に充てる目的で、それぞれ、国、県、他会計から交
付された補助金であり、これらの補助金に相当する資材等及び建設工事費の負担額の交付を受けたものを工
事負担金という。
受益者負担金の使途は、資本的支出のみである。

（ｂ）利益剰余金
利益剰余金とは、剰余金のうち企業の営業活動によって獲得した利益を源泉とする剰余金である。利益剰
余金は、未処分利益剰余金と処分済利益剰余金とに分類され、前者は前事業年度からの繰越利益剰余金と当
期純利益からなり、後者は法定積立金と任意積立金からなる。
未処分利益剰余金は、未だ使途が決まっていない利益金額である。利益のうち地方公営企業法により今後
の使途が定められている利益部分以外の金額は、議会の議決により内部留保されたり、必要に応じて他会計
への繰出に使用され、その残りが未処分利益剰余金に累積される。
平成14年度末の未処分利益剰余金の状況は、旧静岡市は76,255千円とプラス残高であるが少額であり、
旧清水市は△172,167千円とマイナス残（未処理損失金）になっている。両市とも、利益を生み出すことが
苦しい状況であることを示している。
欠損金については、任意積立金の目的外使用（地方公営企業法施行令第24条の3第2項但書前段）、資本
剰余金の取り崩し（同施行令第24条の3第2項但書後段）による填補が認められている。
処分済利益剰余金は、法定積立金（地方公営企業法第32条第1項の定めにより特定の使途が与えられた金
額）と任意積立金（議会の議決を経て使途を定め積立てた金額）とからなる。
法定積立金については、各事業年度において生じた利益をもって繰越欠損金を埋めてなお残額がある場合
に、その残額の20分の１以上の額を毎期必ず減債積立金又は利益積立金として積立てることが要求されてい
る（地方公営企業法第32条第１項、同施行令第24条第1項、第2項）。この場合、事業年度末に企業債を有
している企業は減債積立金を、企業債を有しないか又は企業債と同額までの減債積立金を積立てている企業
は利益積立金を積立てることになる。法定積立金は、いずれもその使用使途は限定されている。即ち、減債
積立金は企業債の償還にあてる場合に、利益積立金は欠損金を補填する場合である（地方公営企業法第32条
第3項、第4項）。旧静岡市、旧清水市のいずれも、平成14年度は赤字であるから、法定積立金の新規積立
ては行っていない。
減債積立金は、企業債の償還により借入資本金が減少した場合に、自己資本金に組入資本金として組入れ
る目的に使用されることで、資本金残高の水準を維持することに資するものである。よって、減債積立金が
企業債残高に比して不足する場合、企業債の償還が資本金の減少をもたらしても、これを補填する原資がな
いことになる。旧静岡市、旧清水市ともに減債積立金は僅か（旧静岡市33,830千円、旧清水市70,000千円）
である。平成14年度末における企業債残高は、旧静岡市が116,723,137千円、旧清水市が71,120,175千円
であるので、減債積立金の金額は企業債残高に対する比率は旧静岡市が0.03％程度、旧清水市が0.10％程度
でしかない。
任意積立金は、原則として、その積立目的を果たす場合のみ使用できるものであるが、必要ある場合には、
議会の議決を経て使用目的の変更が認められている（地方公営企業法施行令第24条第5項）。旧静岡市、旧
清水市ともに、任意積立金として建設改良工事に充てるためにの建設改良積立金を計上している。
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（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』６．引当金」に述べているので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．預り金
旧清水市においては預り金の管理簿がないので、作成し適切な管理を実施する必要がある。

イ．資本項目の管理について
旧静岡市、旧清水市ともに、企業債を除いて貸借対照表の資本の部に属する勘定科目の残高内容が直ちに掴める
管理体制になっていない。これは、資本の部に関し、会計規程で明細書の作成が要求されている勘定科目は企業債
のみであり、他の資本項目については何ら求められていないためであると思われる。
しかし、資本の部は、企業における過去の事業活動の成果の累積を示すもの、換言すれば企業の歴史が詰まった
大切な部分である。したがって、記録管理することが必要と考える。
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８．一般会計の経費負担

（１）実施した監査手続

① 下水道事業会計における一般会計からの収入項目について、聴取及び関係資料閲覧により概況を把握した。
② 旧両市平成13年度会計年度において一般会計と下水道事業会計との関係値の整合性について検討した。
・下水道会計損益計算書（雨水処理負担金＋他会計負担金＋他会計補助金（＋その他特別利益））＝一般会計歳出
土木費（負担金補助及び交付金）となっているか。
・下水道会計資本的支出（出資金）＝一般会計歳出土木費（投資及び出資金）となっているか。
③ 旧両市について一般会計からの負担金、補助金の年度推移を検討した。
④ 一般会計からの支出金の算出結果の妥当性について平成14年度決算数値をもとに検討した。

（２）結果

ア．概要

公営企業は一定の財貨又はサービスを継続的に地域住民に提供しているが、公営企業が提供している便益に対応
する提供コストは受益者が受益の程度に応じて負担することが本来、公平であり、独立採算制が原則とされている。
しかし、公営企業の性格は一般に公共性が強く、また、地方公共団体が一般行政事務を処理しながら公営企業を
経営している点等を考慮して一般会計が公営企業に対し何らかの負担を行うという考え方が存在する。すなわち公
営企業として経済性を発揮しながら公共の福祉の増進に努めるという経営の基本原則を堅持しながら、公営企業の
経営の健全化を促進し、その経営基盤を強化するため、毎年度、地方財政計画において公営企業繰出金を計上し、
一定の基準の下、一般会計が公営企業会計の経費の一部を負担するわけである。
一般会計からの経費負担に関する科目としては、下水道事業会計側において、下水道事業収益科目として「雨水
処理負担金」「他会計負担金」「他会計補助金」が、資本的収入科目として「出資金」「他会計補助金」が存在する。
一方、一般会計側においては歳出科目として「下水道事業会計繰出金」科目内の節として「負担金補助及び交付金」
と「投資及び出資金」が存在する。
イ．雨水処理負担金・他会計負担金

（ア）根拠法令
地方公営企業法第17条の2第1項「経費の負担の原則」
次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において、
出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法により負担するものとする。
・その性質上、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費（第1号）
・その地方公営企業の性格上、能率的な経営を行ってもなお、その経営に伴う収入のみをもって充てることが
客観的に困難であると認められる経費（第2号）

（イ）運用基準
負担区分に伴う一般会計等が負担すべき経費財源は、原則として地方財政計画に計上され、必要に応じ地方交
付税を通じて財源措置が行われている。この地方財政計画に計上すべき額の算出の基本的な考え方を定めている
のが「地方公営企業繰出金について（昭和49年2月22付自治企一第27号 自治省財政局長通知）」である。
下水道事業に係る繰出基準は毎年度の「下水道事業に係る繰出基準及び同運用通知」により具体的にその内容
が決定されている。

（ウ）旧静岡市の繰出基準
平成14年度旧静岡市の一般会計が負担した支出の算出根拠たる繰出基準の内容は以下のとおりである。

① 雨水処理に要する経費
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雨水処理に要する資本費及び維持管理費に相当する額
自然現象に起因する雨水は汚水と異なり、発生原因者を特定できない性質を有する他、雨水排除は都市機
能の保全に重要であり受益が広く一般市民に及ぶため、いわゆる「雨水公費・汚水私費」の原則に基づき全
額一般会計が負担している。
国からは資本費の約50％相当額の普通交付税措置がなされている。

② 流域下水道の建設に要する経費
都道府県の流域下水道事業に対して支出した建設費負担金の40％（単独事業関係は10％）
ただし、平成12年度から平成14年度までの各年度に実施する事業にあっては繰出しに代えて臨時的に発行
する下水道事業債の元利償還金に相当する額

③ 下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費（専ら下水道の施設又は機能の保全のために行う
事務を除く）
特定施設の設置の届出の受理、計画変更命令、改善命令等に関する事務
排水設備等の検査に関する事務
除害施設に係る指導監督に関する事務

④ 水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費
水洗便所への改造命令及び排水設備に係る監督処分に関する事務に要する経費の2分の1

⑤ 不明水の処理に要する経費
計画汚水量を定めるときに見込んだ地下水量を超える不明水の処理に要する維持管理費
これは「下水道施設計画・設計指針と解説（社団法人日本下水道協会発行）」の中で、計画汚水量にあらか
じめ地下水量の一定量（最大汚水量の10～20％）を見込むことという設計基準が示めされており、この設計
基準内の不明水に係る経費は不可避的に発生するとみなされ、使用料の対価経費とすべきとする根拠によっ
ている。
合流区域を有する高松・城北処理区は上限値の20％
その他の処理区は中間値の15％を採用している。

⑥ 普及特別対策に要する経費
下水道事業債（普及特別対策分）の元利償還金の55％

⑦ 緊急下水道整備特定事業に要する経費
緊急下水道整備計画に基づき実施する事業の40％
ただし、平成9年度から平成14年度までの各年度に実施する事業にあっては繰出しに代えて臨時的に発行
する下水道事業債の元利償還金に相当する額

⑧ 下水道事業債（特例措置分）の償還に関する経費
下水道事業債（特例措置分）の元利償還金

⑨ 臨時財政特例債等の償還等に要する経費
臨時財政特例債等の元利償還等に相当する額

（エ）旧清水市の繰出基準
平成14年度旧清水市の一般会計が負担した支出に対応する繰出基準の内容は旧静岡市と算出根拠を対応させる
と以下のとおりである。
① 雨水処理に要する経費
③ 下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費（専ら下水道の施設又は機能の保全のために行う
事務を除く）
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④ 水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費
⑦ 緊急下水道整備特定事業に要する経費
⑧ 下水道事業債（特例措置分）の償還に関する経費

ウ．出資金

（ア）根拠法令
地方公営企業法第17条の2第1項
公営企業の自己資本増加のため現物出資を含む一般会計からの出資であり、自己資本金として整理される負
担区分に基づくものである。
出資金により取得した固定資産は法定の減価償却を行う必要がある。

地方公営企業法第18条第1項
地方公共団体は、17条の2第1項の規定によるもののほか、一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の
特別会計に出資をすることができる。
負担区分に基づく出資金と異なる任意の出資金であり、出資を受けた公営企業は利益の状況に応じ、当該出
資をした一般会計等に対し、適正な納付金を納付する必要がある。
旧両市及び静岡市においては該当する出資金はない。

（イ）算出根拠
平成14年度においては下水道事業に係る繰出基準及び同運用通知のうち以下の基準で算出されている。
② 流域下水道の建設に要する経費

流域下水道の建設（補助事業）に要する建設費負担金の40％（単独事業は10％）の元金償還金
③ 下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費

下水規制事務費
⑧ 下水道事業債（特例措置分）の償還に要する経費

特例措置分の起債の元金償還金の100％
⑨ 臨時財政特例債の償還等に要する経費の元金償還分に見合う財源を

出資金として財政課と協議の上で4条予算化している。
臨時財政特例債の起債の元金償還金の100％

（ウ）旧静岡市、旧清水市の基準
平成14年度において、旧静岡市は上記基準のうち③⑧⑨が、旧清水市は②⑧がそれぞれ対象となっている。た
だし、旧清水市においては4条財源が不足する部分を財政課と協議の上、一般会計から出資を受けている。

エ．他会計補助金

（ア）根拠法令
地方公営企業法第17条の3
地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、一般会計又は他の特別会計から
地方公営企業の特別会計に補助をすることができる。

（イ）算出根拠
収支不足財源として一般会計の予算の範囲内で繰入処理
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オ．一般会計からの受入金の推移

一般会計からの受入金の年度推移は以下のとおりである。

（ア）旧静岡市
（単位：百万円）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

(営業収益)
雨水処理負担金 3,071 3,048 3,430 3,418 3,390

(営業外収益他)

他会計負担金 26 21 360 352 346
他会計補助金 3,778 3,700 2,340 2,518 2,469

その他特別利益 - - - 399 -
(資本的収入)

出資金 104 150 591 220 736
他会計補助金 - - 10 - 104

(合計) 6,980 6,921 6,733 6,909 7,046

平成12年度から新たな財政計画に基づき料金改定を行った際に出資金の算出根拠を変更し、従来「他会計補助金」
として処理されていたものの一部が出資金処理予算として処理可能となったために出資金が増加している。

（イ）旧清水市
（単位：百万円）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

(営業収入)
雨水処理負担金 2,578 2,647 2,590 2,595 2,629

(営業外収益)

他会計負担金 166 161 234 227 215

他会計補助金 2,543 2,580 2,285 2,275 2,324
(資本的収入)

出資金 74 19 172 314 561

(合計) 5,362 5,409 5,283 5,413 5,730

旧静岡市同様、平成12年度より、出資金処理基準を国の通達どおりに見直したために出資金が急増している。

出資金の内訳は以下のとおりである。
（単位 百万円）

11年度 12年度 13年度 14年度

流域下水道建設費負担金
(補助分)×40%(㍻12は25%)

- 52 18 23

流域下水道負担金
(単独分)×10%

- - 0 2

企業債償還金
(特例措置分)

- 120 295 358

建設事業費充当分 19 - - 177



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 69

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』８．一般会計の経費負担」に述べているので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．雨水・汚水経費区分基準（旧清水市）
雨水・汚水経費区分基準に関し、自治省財政局から昭和56年に通知された「公共下水道事業繰出基準の運用について」に示される区分基準と異な

る基準が一部採用されていた。上級官庁からの通知は通達と同様な意味合いがあり、遵守規定あるいは指示規定の性格を有するものと思われるた

め、独自の基準を採用する場合には、それを採用することに合理性がある根拠を明確にしておくべきであると考える。

なお、静岡市が作成した平成15年9月に作成した一般会計からの繰出基準（案）では旧静岡市の基準が採用され、通知内の基準に準拠している。

また、「その他経費」の雨水・汚水経費区分基準として平成12年度から平成14年度まで、平成10年度実績を基準としていた。これは平成12年度

に区分基準の見直しをした際の最新実績数値である平成10年度数値をその後の年度においても継続して使用していたとの回答を得たが、維持管理

費・資本費・建設費、その他経費のそれぞれに対する雨水汚水比率は年度で実態に応じ変動して算定されることが本来的であり、直前年度実績数

値が好ましい。

イ．繰出額の決定
一般会計の歳入歳出予算は最終補正時（2月）に確定させる方式を旧清水市は採用し、旧静岡市のような出納閉鎖期間での最終精算方式の採用は行

っていない。したがって繰出額も厳密には実際数値に基づいていない最終補正時（2月）で決定してしまうこととなる。最終補正予算額と実際額と

の差額が少額であれば大きな問題はないが、旧静岡市の方式の方が妥当と思われる。
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９．使用料と処理原価

（１）実施した監査手続

① 適正使用料水準についての基本的な考え方を聴取した。
② 旧両市の平成14年度の下水道料金体系を検討した。
③ 旧両市の下水道料金と汚水処理原価について検討した。
④ 料金改定時の事務処理の流れを聴取するとともに旧両市の料金改定状況等について検討した。
⑤ 料金改定時に予測した財政計画と実績を比較検討した。

（２）結果

ア．概要

地方公共団体は地方公営企業の給付について料金を徴収することができる（地方公営企業法21条1項）とされて
いるとともに徴収される料金は公正妥当なものでなければならず、かつ能率的な経営の下における適正な原価を基礎
とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなければならない（地方公営企業法21条の2）と
規定されている。
下水道料金に関しては既述のとおり「雨水公費・汚水私費の原則」に基づき、汚水処理に係る費用は維持管理費、
資本費を含めたすべての費用を利用者が負担し、使用料等として回収することが原則とされているが、汚水処理原価
に対する使用料単価の割合たる経費回収率は経営分析指標でも明らかなとおり平成14年度中核市平均71.1％、旧静
岡市72.0％旧清水市45.1％と100％より低い水準となっている。
下水道料金に関する根拠法令たる下水道法第20条の一部分には以下のごとく規定されている。
第１項 公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用する者から使用料を徴収することが

できる。
第２項 使用料は、次の原則によって定められなければならない。

・下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なものであること。
・能率的な管理の下における適正な原価を超えないものであること。
・定率又は定額をもって明確に定められていること。
・特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。

また、第1項をうけて静岡市下水道条例第12条において使用料算出基準が定められる等各条項が整備されている。
使用料に関しては現在、旧静岡市と旧清水市の区域内では異なった料金体系をとっている。

イ．旧両市の下水道料金体系

平成14年度の両市の下水道料金体系は以下のとおりであり、基本料金が大きく異なっている。
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（1ヶ月あたり消費税等抜 円）

区 分 旧静岡市(A) 旧清水市(B) 比較(A-B)

基本料金(10?まで) 1,900 900 1,000

20?まで 53 115 △62

50?まで 124 120 4

100?まで 145 130 15

200?まで 145 150 △5

500?まで 169 160 9

1000?まで 199 170 29

1000?超 2000?まで 229 180 49

2000?超～ 235 180 55

下水道料金は2ヶ月に1回の検針によって測定された使用量から1ヶ月あたりの使用料を算出し当該金額の2ヶ月
分に対し100分の105を乗じて使用料が決定されるため（下水道条例12条・15条）2ヶ月での使用量区分で旧両市
の下水道料金を比較すると以下のとおり旧静岡市がすべての区分で高くなっている。

（1回あたり支払料金比較） （消費税等込 円）

区 分 旧静岡市(A) 旧清水市(B) 比較(A-B)

20? 3,990 1,890 2,100

30? 4,540 3,090 1,450

40? 5,100 4,300 800

50? 6,400 5,560 840

100? 12,910 11,860 1,050

200? 28,140 25,510 2,630

500? 76,330 73,810 2,520

1000? 165,060 157,810 7,250

両市の2ヶ月分の料金を比較すると、低使用口に対する料金差額が目立っているものの、1回当たり（2ヶ月当た
り）の平均排出予測水量（旧静岡市約54?、旧清水市約 57?）レベルでは料金差額は比較的小さくなっている。
これは下水道料金を旧静岡市ベースへ変更した場合は旧清水市の全世帯が負担増となるものの増加負担額は相対
的に少ない領域の市民が多くなることを意味している。

ウ．旧静岡市の1 ?当たりの下水道料金及び処理原価

旧静岡市1?当たりの下水道料金及び処理原価は「市政のあらまし」には以下のような記載がなされている。

年度 下水道料金 汚水処理費 年間有収水量 料金/? 原価/?
5 3,850 百万円 7,182 百万円 37 百万t 102 円 190 円
6 4,018 7,540 39 102 192
7 4,214 8,657 41 102 210
8 5,535 8,811 42 129 206
9 5,574 9,133 42 131 215
10 5,615 8,812 42 131 206
11 5,610 9,008 42 130 209
12 6,693 9,057 43 154 209
13 6,786 9,351 43 157 217
14 6,715 9,326 42 156 217
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汚水処理費を使用料でどの程度回収したか、すなわち経費回収率の年度別推移は以下のとおりとなる。

年度 経費回収率
5 53.5%
6 53.3%
7 48.7%
8 62.8%
9 61.0%
10 63.7%
11 62.3%
12 73.9%
13 72.6%
14 72.0%

平成8年度から回収率は約50％から60％へ、さらに平成12年度からの回収率は60％から70％台へ上昇している。
このことは年間有収水量及び汚水処理費の増加率に平成7年度以降大きな変化が見られないことから、平成8年4月
及び平成12年4月での料金改定による料金収入の増加が影響しているといえる。
経費回収率は平成12年度以降、地方公営企業法適用中核都市平均値たる約70％の水準を若干超えており、全国レ
ベルでは良好な経費回収率であるといえる。

エ．旧清水市の1 ?当たりの下水道料金及び処理原価

旧清水市の1?当たりの下水道料金及び処理原価は関係者から入手した資料によると以下のとおりである。

年度 下水道料金 汚水処理費 年間有収水量 料金/? 原価/?
5 746百万 1,804百万 9 百万t 78円 190円
6 788 1,979 10 78 197
7 834 2,232 10 78 209
8 995 3,099 10 93 290
9 1,153 3,357 11 99 290
10 1,271 3,758 12 99 294
11 1,479 4,001 14 102 277
12 1,732 4,019 14 118 274
13 1,845 4,066 14 124 273
14 1,885 4,181 15 124 275

汚水処理費を使用料でどの程度回収したか、すなわち経費回収率の年度別推移は以下のとおりとなる。

年度 経費回収率
5 41.4%
6 39.8%
7 37.4%
8 32.1%
9 34.4%
10 33.8%
11 37.0%
12 43.1%
13 45.4%
14 45.1%

経費回収率は旧静岡市に比較して低い数値となっている。
回収率は平成13年度の地方公営企業法適用中核都市平均の70％を大きく下回り､公共下水道事業の全国平均たる
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63.9％とも相当の乖離が生じている。普及率が低い（平成14年度中核市平均79.4％に対し54.5％）ことも回収率が
低い理由のひとつとなっていると思われる。

オ．下水道使用料改訂の経緯

（ア）改訂の経過
過去の旧両市の改訂経過は以下のとおりである。

旧静岡市平均改訂率 旧清水市平均改訂率
平成4年度 43.44％ 29.00％
平成8年度 29.48 31.23
平成12年度 19.97 27.00

ただし、旧静岡市は平成4年4月条例改訂部分を平成4年度と5年度で2段階にわけて増額改訂している。また、
平成元年度、消費税導入で消費税分3％が増加し、平成9年度での消費税率改正により消費税等2％部分の自然増
加がある。
旧両市ともに同じサイトで増額改訂を行っているものの改定率は相違している。
旧静岡市は改訂の都度、改訂率は減少してきているが、旧清水市はほぼ一定率（30％程度）である。

（イ）改訂理由
直近の料金改定の際、議会に提出した旧両市の書類を入手し検討したところ、改訂理由は以下のとおりであった。

ａ．旧静岡市における改訂理由
① 前回改訂時の算定期間の終了
② 資本費（私費負担部分）の料金への転嫁率が低い（58.25％）
③ 事務改善、事業効率化を進めるも実質収支は大幅な損失
④ 減価償却費と企業債利息の増加傾向
⑤ 供用区域の拡大による維持管理費の増加が今後予想される
⑥ 下水道収入の伸び悩み傾向
また、以下の資料も整備されていた。
① 料金改定の概要
② 維持管理費・資本費の負担区分及び資本費算入率
③ 改定料金表
④ 年度別排水件数、排水量、料金額一覧表
⑤ 汚水単位あたり処理原価、料金単価の積算内訳
⑥ 財政計画（収益的収支・資本的収支）
⑦ 他都市比較

ｂ．旧清水市における改訂理由
① 前回改訂時の算定期間の終了
② 資本費（私費）の料金への転嫁率が低い（6.9％）
③ 実質収支の大幅な損失を補填する一般会計負担の増大
④ 減価償却費と急激な企業債残高の増加に伴う企業債利息の増加
⑤ 処理施設に対する修繕費の拡大予想
また、以下の資料も整備されていた。
① 現行・改定下水道使用料比較表
② 下水道使用量別料金表
③ 他排水設備使用料比較
④ 年度別資本費算入率表
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⑤ 年度別公費負担経費と汚水処理費の内訳
⑥ 財政計画（3条関係）
⑦ 他都市比較

（ウ）改訂時予想数値と実績値の比較

平成14年度における料金改定時予想財政数値と実績を比較した結果は以下のとおりである。

ａ．旧静岡市
（単位：百万円（税込金額））

改定時予測 実績 差異 予測差異率(%)
収益的収入
下水道料金 7,608 7,051 △557 △7.3
一般会計繰出金 5,910 6,206 296 5.0
その他 93 161 68 73.1

計 13,611 13,418 △193 △1.4
収益的支出
維持管理費 3,507 3,351 △156 △4.4
減価償却費等 4,867 4,775 △ 92 △1.9
企業債利息等 4,945 4,812 △133 △2.7
その他 240 254 14 5.8

計 13,559 13,192 △367 △2.7

資本的収入
企業債 3,662 4,436 774 21.1
補助金 4,077 3,501 △576 △14.1
一般会計出資金 957 736 △221 △23.1
その他 407 510 103 25.3

計 9,103 9,183 80 0.9
資本的支出
工事費 10,084 9,942 △142 △1.4
企業債償還金 4,347 4,359 12 0.3
その他 69 116 47 68.1

計 14,500 14,417 △83 △0.6

普及率 72.2% 72.9% 0.7% 1.0
一般会計繰出金＝雨水処理負担金＋一般会計負担金＋一般会計補助金
減価償却費等＝減価償却費＋資産減耗費
企業債利息等＝企業債利息＋一時借入金利息
補助金＝国庫支出金＋県支出金
普及率＝処理区内人口÷行政区域内人口

改定時予測と比較し、収益的収支では支出は予測時より減少しているものの、下水道料金の未達とそれを補う
一般会計からの繰出金の増加が目立つ。
資本的収支においては補助金と一般会計出資金の未達とそれを補う企業債の増加が目立つ。
普及率は予測値をクリアーしている。「その他」の中に一般会計からの補助金104百万円が存在している。
下水道料金収入の達成率が低く5億円の予測差異が発生しているのは、普及率上昇により一般家庭等小口ユー
ザーは増加しているものの、企業等大口ユーザーの使用量が減少しているためである。また、企業債の予測差異
率が高いのは、予測時において合併が予測できていなかったことが大きく影響しているものと思われる。即ち、
例年多い建設改良繰越を合併前年にはできるだけなくすとの方針により、事業が前倒しで実施されたためその分
企業債の発行が多かったものと考えられる。
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ｂ．旧清水市
（単位；百万円（税込金額））

改定時予測 実 績 差 異 予測差異率(%)
収益的収入
下水道使用料 2,080 1,979 △101 △4.9%
雨水処理負担金 2,923 2,629 △294 △10.1
一般会計繰出金 2,843 2,539 △304 △10.7
その他 109 105 △4 △3.7
計 7,955 7,252 △703 △8.8

収益的支出
管渠費 274 240 △34 △12.4
ポンプ場費 467 393 △74 △15.8
センター費 1,128 933 △195 △17.3
減価償却費等 2,283 2,128 △155 △6.8
企業債利息等 2,877 2,699 △178 △6.2
その他 829 735 △94 △11.3
計 7,858 7,128 △730 △9.3

汚水処理費 4,781 4,181 △600 △12.5

一般会計繰出金＝一般会計負担金＋一般会計補助金
減価償却費等＝減価償却費＋資産減耗費
企業債利息等＝企業債利息＋一時借入金利息

料金改定予測段階において将来の普及率の予測及び資本的収支予測が資料として存在しないことは問題である
と考える。
収益的収入、支出とも改定時予測と比較し大幅に実績は未達の状態であるが収支差額への影響は少額となって
おり、収益的収支への実績未達の影響は少ないといえる。

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』９．使用料と処理原価」に述べているので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．経費回収（旧清水市）

旧清水市の経費回収率は旧静岡市に比較して低い数値となっている。また、10年間大幅な経費回収率
の向上はなされていない。平成12年度からの回収率は40％台と料金改定の影響が反映しているものの
平成8年の料金改定による料金収入の増加は汚水処理原価の増加を補いきれなかったことがうかがえる。
旧静岡市に比し、旧清水市の下水道使用料が低くかつ処理原価が高い現状からは、合併した現在、旧
清水市における料金改定と原価削減の対応が検討課題として挙げられることになろう。今後の実質的合
併に向け慎重に議論していくことが求められるものと考える。

イ．料金改定の根拠

（ア）旧静岡市
料金改定にあたっての検討資料として、詳細なものが作成されているものも多かったが改定理由に
示されている「事務改善、事業効率化を進める」の具体的内容や「下水道収入の伸び悩み傾向」に関
する具体的な原因が記載されていないことは説明資料不足と思われる。
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（イ）旧清水市

財政計画に関しては収益的予算（3条予算）のみで資本的予算（4条予算）に関する資料が存在しな
い。急激な企業債残高の増加と将来における多額な修繕費の拡大が大きな問題となっていることから
資本的予算も十分検討すべきであり、作成すべきものであると考える。
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１０．予算

（１）実施した監査手続

① 市議会議案書を入手し、補正予算の状況を検討した。
② 決算書及び決算審査資料を入手し、最終予算額と実績を比較し、予算執行の状況を検討した。
③ 弾力条項の適用に関し、議会への報告資料を入手するとともに、実際工事実績等と比較することによって翌年度
繰越額の妥当性を検討した。

④ 費目流用の存否及び処理の妥当性を検討した。
⑤ 平成14年度最終予算額編成の妥当性を検討した。
⑥ 過年度における当初予算と補正予算の関係を検討した。

（２）結果

ア．概要

（ア）地方公営企業予算の特徴
ａ．作成権限

予算の原案の作成権限は地方公営企業管理者にあり、地方自治体の長は地方公営企業管理者が作成した予算原
案に基づいて予算を調整して年度開始前に議会の議決を受ける（地方公営企業法第24条第2項）。

ｂ．弾力的予算
収益の増加に対して予算超過の支出を認める弾力的条項が存在する。（地方公営企業法第24条第3項）収益の
増加に対して予算超過の支出を行った旨を管理者が遅滞なく地方自治体の長に報告し、長が次の議会においてそ
の旨を報告する。

ｃ．予算の繰越
予算に定めた建設改良費に関し、年度内で支払義務が発生しなかった場合、管理者が地方自治体の長に報告し、
長が議会に報告すればその額を翌年度の予算に繰越すことが認められている。（地方公営企業法第26条第1項）

ｄ．費目流用禁止項目の存在
流動的な予算執行がとられる仕組みとはなっているものの、不適当な経費は議会の承認がなければ流用できな
いこととなっている。
地方公営企業においては、予算様式の中で職員給与費及び交際費が当該経費として指定されているが、これ以
外の項目を設定することもできる。（地方公営企業施行規則 予算様式）

（イ）予算に記載すべき事項
地方公営企業の予算は地方公営企業の毎事業年度における業務の予定量並びにこれに関する収入及び支出の
大綱を定めるものとされており（地方公営企業法第24条第1項）予算に記載すべき事項は地方公営企業法施行
令第17条で以下のとおり定められている。また、予算様式に関しては地方公営企業法施行規則別表第5号に定
められている。
①業務の予定量
②予定収入及び予定支出の金額
収益的収入及び支出と資本的収入及び支出に大別して作成
・収益的収入及び支出予算（地方公営企業法施行規則別表第5号の第3条）
いわゆる「3条予算」といわれるものであり、当年度の企業の経営活動に伴い発生すると予定されるす
べての収益と対応する費用が計上される。一般事業会社でいう損益計算書に対応するものといえる。
・資本的収入及び支出予算（地方公営企業法施行規則別表第5号の第4条）
いわゆる「4条予算」といわれるものであり、将来の経営活動に備えて建設改良と現在の経営活動に利
用されている施設・設備を取得するために借入れた企業債や長期借入金の元金償還金等、収支の予定を示
すものである。
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内部に留保された資金からの収入が計上されないため資本的支出を資本的収入では補い切れないのが通
常である。
この補填財源が予算書に種類別に注記されることによって資本的支出が資金的に可能であることが判明
するのである。
補填財源の種類としては
・消費税及び地方消費税資本的収支調整額
・損益勘定留保資金
・利益剰余金処分額
・各種積立金
・繰越工事資金がある。

③継続費
④債務負担行為
⑤企業債
⑥一時借入金の限度額
⑦予定支出の各項の経費の金額の流用
⑧議会の議決を経なければ流用することができない経費
⑨一般会計又は他の特別会計からの補助金
⑩利益剰余金の処分
⑪たな卸資産購入限度額
⑫重要な資産の取得及び処分

（ウ）予算編成
予算編成事務の流れは概ね以下のとおりである。
9月中旬に下水道部各課が予算要求書を作成し、10月末までに部内でヒアリング及び査定を実施した後、調

整・復活要求書を各課が作成し最終査定を経て企業局側の当初予算が作成される。
11月初旬に財政課のヒアリング及び査定を受けた後、1月中旬、財政課から内示を受け、各課は調整復活要

求書を再度作成する。企業局の復活査定・財政課の復活査定を経て当初予算が各課へ内示される。
2月、下水道各課は議案を作成し、3月の委員会審議、市議会議決をもって最終的に当初予算が決定する。
その後補正予算が年4回組直され、議会の承認を経て決定する。

（エ）金額表示
予算は地方自治法第210条「総計予算主義の原則」に基づき消費税及び地方消費税を含んだ金額で編成され
ている。これに対し、決算書は実質的経営成績及び財政状態を表示するため税抜表示がなされている。
したがって予算実績差異分析での実績数値は決算書数値とは異なることとなる。

イ．補正

平成14年度旧静岡市の場合の主な補正は以下のとおりであった。
6月補正（4月5日～7月1日）
国庫補助認証関係（5月に国及び県からの当年度内示があるため、主に補助事業関係での補正）
合併準備費関係

9月補正（7月1日～10月11日）
前年度決算・繰越による修正
7月1日現在の現員現給による人件費（当初予算は前年度の10月1日での人員を基準として作成されてい
るための補正）

11月補正（9月17日～12月17日）
国庫補助認証関係（11月頃国より追加内示があるため６月同様の必要性からの補正）
人事院給与改訂に伴う人件費に関する補正

2月補正（11月25日～2月28日）
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仮科目から正当科目への振替（変動要素が大きく当初予算化しにくい時間外手当等の支出計上を仮科目で
行っていたための正当科目への補正）

旧清水市も旧静岡市と同様、6月、9月、11月、2月で補正が組まれた。

ウ．業務の予定量達成状況

（ア）平成14年度旧静岡市主要業務の予定量達成状況

排水設備設置戸数・水洗便所設置戸数の達成率は概ね良好である。年間総処理水量の達成度合も若干低いもの
の概ね良好である。

（イ）平成14年度旧清水市主要業務の予定量達成状況

予算 実績 達成率
水洗便所設置戸数 47,000戸 47,020戸 100.0%
年間総処理水量 22,500千? 21,038千? 93.5%

水洗便所設置戸数の達成率は100％を超えており良好である。年間総処理水量の達成度合も若干低いものの概ね
良好である。

予算 実績 達成率
排水設備設置戸数 135,248戸 133,530戸 98.7%
水洗便所設置戸数 135,021戸 133,305戸 98.7%
年間総処理水量 98,082千? 91,155千? 92.9%
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エ．平成14年度3条予算及び4条予算の執行状況

（ア）平成14年度旧静岡市収益的収入及び支出予算の執行状況
（単位：百万円）

予算額 決算額 予算－決算 執行率
営業収益 10,663 10,478 184 98.3%
営業外収益 2,978 2,856 122 95.9%
特別利益 74 83 △9 112.1%
事業収益計 13,716 13,418 298 97.8%

営業収益の予算未達の主要因は下水道料金にかかわる差異である。営業外収益の予算未達の主要因は一般会計
補助金であり好ましいともいえる。全体的には事業収益に関して概ね良好な予算執行状況といえる。

（単位：百万円）
予算額 決算額 予算－決算 執行率

営業費用 8,546 8,278 267 96.9%
営業外費用 5,056 4,914 142 97.2%
予備費 1 - 1 -
事業費用計 13,604 13,192 411 97.0%

営業費用の予算未達の主要因は建設改良工事の繰り越しで本勘定への振替が予定を下回ったことによる減価償
却費の減少と入札差金等による委託料、修繕費等の減少である。
営業外費用の予算未達の主要因は予算時設定金利より低利で企業債を発行できたほか、建設事業の繰越に伴い
企業債収入も翌年度に延伸されたことによる企業債関係費用の減少と消費税処理関係によるものである。
全体的には事業費用に関して概ね良好な予算執行状況といえる。

（イ）平成14年度旧静岡市資本的収入及び支出予算の執行状況
（単位：百万円）

予算額 決算額 予算－決算 執行率
企業債 6,081 4,436 1,644 73.0%
出資金 736 736 - 100.0%

固定資産売却 0 0 △0 109.6%
国庫支出金 3,433 3,476 △42 101.2%
県支出金 26 25 1 96.2%
他会計補助金 148 104 43 70.5%
工事負担金 122 127 △4 104.0%
受益者負担金 278 276 1 99.3%
資本的収入計 10,826 9,183 1,643 84.8%

企業債の減少は翌年度建設改良事業への繰越分（895百万円）と国庫補助金増額等による起債許可額確定による
起債減少差額等（749百万円）によるものである。
他会計補助金の主な減少は翌年度建設改良繰越事業への充当部分である。
翌年度繰越改良事業関係要因が多く、全体的には資本的収入に関して概ね良好な予算執行状況といえる。

（単位：百万円）
予算額 決算額 予算－決算 執行率

建設改良費 13,065 10,057 3,008 77.0%
企業債償還金 4,359 4,359 0 99.9%
受益者負担金返還金 0 - 0 -
予備費 1 - 1 -
資本的支出計 17,426 14,417 3,009 82.7%

建設改良費の予算未達の主要因は翌事業年度への繰越額（2,318百万円）と予定された工事が施工されなかった
こと等による減少額（359百万円）さらには入札差金等による工事請負費の減少額（150百万円）である。
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企業債償還金の資本的支出に関しては良好な予算執行状況といえる。

（ウ）平成14年度旧清水市収益的収入及び支出予算の執行状況
（単位：百万円）

予算額 決算額 予算－決算 執行率
営業収益 4,614 4,609 5 99.9%
営業外収益 2,569 2,642 △73 102.9%
特別利益 - - - -
事業収益計 7,184 7,252 △68 100.9%
営業費用 4,332 4,307 25 99.4%
営業外費用 2,826 2,821 5 99.8%
予備費 1 - 1 -
事業費用計 7,160 7,128 31 99.6%

事業収益、事業費用ともに良好な予算執行状況といえる。

（エ）平成14年度旧清水市資本的収入及び支出予算の執行状況
（単位：百万円）

予算額 決算額 予算－決算 執行率
企業債 3,288 2,977 311 90.5%
出資金 561 561 - 100.0%
固定資産売却 - 0 △0 -
国庫支出金 1,395 1,068 326 76.6%
県支出金 28 28 - 100.0%
工事負担金 88 96 △7 109.0%
受益者負担金 233 233 △0 100.0%
資本的収入計 5,595 4,966 629 88.8%

企業債及び国庫支出金の減少は主に工事の繰越に伴う翌年度への繰越額であり、決算審査資料内「平成14年度
資本的支出財源充当額一覧表」の「財源残高」と一致していることより資本的収入は概ね良好な予算執行状況と
いえる。

（単位：百万円）
予算額 決算額 予算－決算 執行率

建設改良費 5,598 4,817 781 86.1%
流域整備事業費 82 82 - 100.0%
企業債償還金 2,579 2,579 0 99.9%
受益者負担金返還金 0 - 0 -
資本的支出計 8,260 7,479 781 90.5%

建設改良費の予算未達の主要因は予定された工事の繰越額（777百万円）である。
資本的支出は概ね良好な予算執行状況といえる。

オ．翌年度繰越額の妥当性

（ア）旧静岡市
平成14年度資本的収入及び支出予算実績差額分析の中に示されている企業債の減少に相当する翌年度建設改
良事業への繰越分（895百万円）は決算書附属書類内、借入明細中の平成14年度未借入額と一致していた。
さらに建設改良費の予算未達主要因に相当する翌事業年度への繰越額（2,318 百万円）は決算書内、資本的支
出中の翌年度繰越額と一致していた。翌年度繰越工事明細は附属書類の工事明細から主要な工事を把握すること
ができ、平成14年度においては34件2,275百万円と金額比にして98.1％が開示されていた。
さらに担当課より翌事業年度への工事別繰越額明細を入手し繰越合計額及び附属書類への記入の正確性を検討
した結果、問題はなかった。



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 82

平成13年度の資本的支出予算の繰越工事について繰越額と実際支払額との関係等予算繰越の妥当性を検証し
たが、平成13年度繰越額は平成14年度で工事完了により解消されているとともに、繰越額と実際支払額との整
合性に関して一部の工事を工事変更契約等で内容の検討を行った結果、指摘すべき問題点は発見されなかった。

（イ）旧清水市
平成14年度決算書、資本的収入及び支出内、予算額支出額欄での繰越額（1,871百万円）は平成13年度決算
書類、資本的収入及び支出内、翌年度繰越額と一致していた。
さらに建設改良費の予算未達主要因に相当する翌事業年度への工事請負費の繰越額（777百万円）は資本的支
出中の翌年度繰越額と一致していた。
平成13年度の資本的支出予算の繰越工事について工事別繰越明細を入手し、繰越額と実際支払額との関係等予
算繰越の妥当性を検証したが、平成13年度繰越額は平成14年度で工事完了により解消されているとともに、繰
越額と実際支払額との整合性に関しても指摘すべき問題点は発見されなかった。

カ．補正予算等の検討

（ア）旧静岡市平成14年度3条予算関係
（単位：百万円）

当初予算額 補正予算額 財源充当額 最終予算額
下水道使用料 7,322 - - 7,322
雨水処理負担金 3,292 - - 3,292
受託工事収益 43 - - 43
他営業収入 0 5 - 5
受取利息 0 - - 0
他会計負担金 352 - - 352
他会計補助金 2,489 85 - 2,575
国庫補助金 40 - - 40
雑収益 9 - - 9
固定資産売却益 0 74 - 74

収入計 13,551 165 - 13,716

（単位：百万円）
当初予算額 正予算額 費目流用等 最終予算額

管渠費 363 △0 - 362
ﾎ゚ﾝﾌ゚場費 109 △1 - 108
高松浄化ｾﾝﾀー費 574 △1 18 590
城北浄化ｾﾝﾀー費 591 1 △18 574
中島浄化ｾﾝﾀー費 755 7 - 763
長田浄化ｾﾝﾀー費 168 3 - 172
受託工事費 43 - - 43
流域下水管理費 220 - - 220
業務費 267 31 - 299
総係費 498 38 - 536
減価償却費 4,844 - - 4,844
資産減耗費 30 - - 30
企業債支払利息等 4,890 - - 4,890
消費税等 65 - - 65
雑支出 101 - - 101
予備費 1 - - 1

支出計 13,526 78 - 13,604
補正予算額修正額の当初予算額に対する影響たる補正増減率は収益的収入1.2％収益的支出0.6％と非常に良
好といえる。
減価償却費、企業債利息に関し補正予算での修正はなく、かつ実績執行率も減価償却費が98.1％企業債利息は

98.4％と良好であった。
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費目流用に関しても、禁止されている流用項目はなく問題はなかった。

（イ）旧静岡市平成14年度4条予算関係
（単位：百万円）

当初予算額 補正予算額 財源充当額 最終予算額
企業債 4,493 30 1,556 6,081
出資金 736 - - 736
固定資産売却代 - 0 - 0
国庫支出金 2,929 34 470 3,433
県支出金 10 - 16 26
他会計補助金 66 - 82 148
工事負担金 92 - 29 122
受益者負担金 278 - - 278
収入計 8,607 65 2,154 10,826

（単位：百万円）
当初予算額 補正予算額 繰越額 最終予算額

増補改良事業 8,004 37 3,214 11,256
管布設･施設改良 1,089 △4 400 1,485
流域下水道事業 198 - - 198
負担金徴収費 116 △5 - 110
器具機械費 14 - - 14
企業債償還金 4,359 - - 4,359
予備費 1 - - 1

支出計 13,784 28 3,614 17,426

補正予算額修正額の当初予算額に対する影響たる補正増減率は資本的収入0.8％資本的支出0.2％と非常に良
好といえる。
財源充当額は平成13年度から繰越された企業債、補助金等であり、平成14年度において全額、最終予算額に
組み込まれている。
繰越額は平成13年度決算書の資本的支出「翌年度繰越額」と一致しており、平成14年度において全額、最終
予算額に組み込まれている。
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（ウ）旧清水市平成14年度3条予算関係
（単位：百万円）

当初予算額 補正予算額 財源充当額 最終予算額
下水道使用料 2,014 △32 - 1,982
雨水処理負担金 2,636 △7 - 2,629
他営業収入 0 3 - 3
受取利息 0 - - 0
他会計負担金 219 △3 - 215
他会計補助金 2,291 37 - 2,328
雑収益 0 - - 0
消費税還付金 0 24 - 24

収入計 7,162 21 - 7,184

（単位：百万円）
当初予算額 補正予算額 費目流用等 最終予算額

管渠費 221 19 - 240
ﾎ゚ﾝﾌ゚場費 399 △1 - 397
南部浄化ｾﾝﾀー費 591 △5 - 586
北部浄化ｾﾝﾀー費 348 0 - 348
流域下水管理費 379 0 - 380
総係費 245 3 - 248
減価償却費 2,119 △37 - 2,082
資産減耗費 13 33 - 46
企業債支払利息等 2,718 △17 - 2,701
利子補給金 5 - - 5
負担金 117 - - 117
雑支出 2 - - 2
予備費 1 - - 1
支出計 7,162 △2 - 7,160

補正予算額修正額の当初予算額に対する影響たる補正増減率は収益的収入0.3％収益的支出△0.03％と非常に
良好といえる。
減価償却費と企業債支払利息等に関する当初予算設定の精度が若干悪いのは工事の繰越による影響が関係して
いると思われる。
費目流用等はなかった。
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（エ）旧清水市平成14年度4条予算関係
（単位：百万円）

当初予算額 補正予算額 繰越額 最終予算額
企業債 1,923 184 1,181 3,288
出資金 693 △132 - 561
国庫支出金 651 176 567 1,395
県支出金 20 8 - 28
工事負担金 80 8 - 88
受益者負担金 212 21 - 233

収入計 3,580 266 1,748 5,595

（単位：百万円）
当初予算額 補正予算額 繰越額 最終予算額

公共事業費 1,363 347 1,514 3,224
単独事業費 1,932 26 356 2,315
負担金徴収費 44 8 - 53
固定資産購入費 5 - - 5
流域整備事業費 84 △2 - 82
企業債償還金 2,579 - - 2,579
受益者負担金 0 - - 0

支出計 6,009 379 1,871 8,260

補正予算額修正額の当初予算額に対する影響たる補正増減率は資本的収入7.4％資本的支出6.3％と若干高い
といえる。
資本的収入の繰越額は平成13年度から繰越された企業債、補助金等であり、平成14年度において全額、最終
予算額に組み込まれている。
資本的支出の繰越額は平成13年度決算書の資本的支出「翌年度繰越額」と一致しており、平成14年度におい
て全額、最終予算額に組み込まれている。
流用は公共事業費と単独事業費の間で211千円行われているが、職員給与費間の科目間流用であり問題はない。
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キ．補正予算増減率過年度推移

（ア）旧静岡市補正予算等年度別検討
（単位：百万円）

当初予算額 補正予算額 補正増減率
平成14年度
収益的収入 13,551 165 1.2%
収益的支出 13,526 78 0.6
資本的収入 8,607 65 0.8
資本的支出 13,784 28 0.2

平成13年度
収益的収入 13,671 600 4.4%
収益的支出 13,504 477 3.5
資本的収入 8,872 303 3.4
資本的支出 13,660 794 5.8

平成12年度
収益的収入 13,247 135 1.0%
収益的支出 12,993 135 1.0
資本的収入 9,038 758 8.4
資本的支出 13,684 830 6.1

平成11年度
収益的収入 12,810 279 2.2%
収益的支出 12,740 30 0.2
資本的収入 9,601 1,513 15.8
資本的支出 14,319 1,591 11.1

平成10年度
収益的収入 12,908 195 1.5%
収益的支出 12,775 195 1.5
資本的収入 10,186 5,860 57.5
資本的支出 15,033 5,912 39.3

資本的収支の補正予算増減比率の増大が目立つもののここ数年度は非常に低い増減率となっている。
収益的支出の補正予算増減比率は各年度とも非常に低く望ましい状況といえる。
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（イ）旧清水市補正予算等年度別検討
（単位：百万円）

当初予算額 補正予算額 補正増減率
平成14年度
収益的収入 7,162 21 0.3%
収益的支出 7,162 △2 △0.0
資本的収入 3,580 266 7.4
資本的支出 6,009 379 6.3

平成13年度
収益的収入 7,036 40 0.6%
収益的支出 7,036 △15 △0.2
資本的収入 3,943 644 16.4
資本的支出 6,364 644 10.1

平成12年度
収益的収入 7,028 20 0.3%
収益的支出 7,028 △55 △0.8
資本的収入 4,208 544 12.9
資本的支出 6,636 514 7.8

平成11年度
収益的収入 6,971 51 0.7%
収益的支出 6,971 △35 △0.5
資本的収入 4,442 426 9.6
資本的支出 6,503 416 6.4

平成10年度
収益的収入 6,913 △139 △2.0%
収益的支出 6,913 △271 △3.9
資本的収入 4,858 729 15.0
資本的支出 6,578 785 11.9

全体的に補正予算増減比率は低く当初予算からの増減差額は少なくなっている。
特に収益的支出の補正予算増減比率は各年度とも非常に低く望ましい状況といえる。

（３）監査結果結論

監査の結果、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を別冊「『包括外部監査
の結果に添えて提出する意見』１０．予算」に述べているので参照されたい。
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１１．事業計画と評価

（１）実施した監査手続

① 事業計画について質問等により概況を把握した。
② 浄化センターの当初計画と実績比較を行った。
③ 事業評価の状況を質問等により把握した。
④ 評価調書を入手し評価内容について検討した。

（２）結果

ア．概要

（ア）事業計画
下水道事業は長期の建設期間と多額の設備投資を必要とするものが多く、大規模修繕を含む建設投資を含む事
業は計画的に行なわれる必要がある。旧両市においてはそれぞれ以下の総合計画の中で下水道事業計画を策定し
ている。

旧静岡市第8次総合計画（第2期実施計画・平成13～15年度）
水洗化の促進
勧奨強化・キャンペーン・フェア

公共下水道の整備
下水管渠整備（中島・高松・城北・長田・静清）303ha
水処理・汚泥処理施設の建設・増設・改修等（高松・中島・城北・長田）

静清流域下水道の整備
流域下水道幹線の整備
静清浄化センターの建設

合流式下水道の改善
雨水浸透井 74箇所

下水道管渠の維持管理
取付管布設及び管路網図の修正

既設浄化センターの整備
汚泥脱水機・沈砂池設備改修他（高松・城北・中島）

旧清水市第4次総合計画（2002年～2011年）
公共下水道（汚水）の整備推進
合併処理浄化槽設置の推進
農業集落排水の普及と適正管理
処理水、汚泥等の有効利用
水洗化普及活動の推進
浄化センター、管渠等の適正管理の推進
下水道台帳のマッピング化の推進

合併後の静岡市は「静岡市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例」第4条において下水道事業の経営
の基本を次のように定めている。

予定処理区域及び予定排水区域
下水道法第4条第1項の規定による認可を受けた静岡市区域
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予定処理区域面積 9,055．7ｈａ

計画処理人口 609,782人
予定排水区域面積 6,596.7ｈａ

（イ）事業評価
過去において行った事業の評価が実施されている。国（当時の建設省）が平成10年3月、公共事業の効率性及
び実施過程の透明性を図るため各都道府県知事に公共事業の再評価を実施するよう指導したことを受けて平成
10年度に事業採択後10年以上経過した事業について自己評価を実施し、静岡県の事業評価監視委員会で当該再
評価につき審議を受けた結果、旧静岡市においては高松処理区、城北処理区、中島処理区が、旧清水市において
は南部処理区、北部処理区、静清処理区が評価を受け、事業継続の対応方針について妥当である旨の回答を得て
いる。
その後、旧静岡市及び旧清水市はそれぞれ公共事業再評価実施要綱を策定し、平成12年度には旧静岡市の公共
事業評価委員会で静清処理区が再評価され、事業継続の対応方針について妥当である旨の回答を得ている。
旧両市の合併に合わせ平成15年度には新市の再評価実施要綱を策定し、静岡市公共事業評価委員会が発足した。
さらに平成15年11月、長田処理区が再評価され、事業継続の対応方針について妥当である旨の回答を静岡市公
共事業評価委員会より得た。
なお、評価委員会は各分野の専門委員7名から構成されている。商工会議所、大学、研究所に所属している委
員が多い。
イ．浄化センターの当初計画と実績比較

浄化センターの建設時に計画された内容と現在の状況との比較の説明を担当課に求めるとともに各種資料で計画
値との比較を試みた。ただし事業認可計画数値の最終年度は旧両市とも平成17年度である。

高松浄化センター （全系列完成）
事業認可計画 平成14年度末実績 整備率

晴天時日最大処理能力 206,000? 206,000? 100.0%
汚水管渠整備 705 ha 704 ha 99.9%
処理人口 70,200人 67,269人 95.8%
日平均汚水量 173,900? 133,561? 76.8%

城北浄化センター（全系列完成）
事業認可計画 平成14年度末実績 整備率

晴天時日最大処理能力 55,800? 55,800? 100.0%
汚水管渠整備 984 ha 924 ha 93.9%
処理人口 81,200人 79,046人 97.3%
日平均汚水量 44,500? 45,185? 101.5%

中島浄化センター（8系列中5系列完成）
事業認可計画 平成14年度末実績 整備率

晴天時日最大処理能力 118,200? 84,400? 71.4%
汚水管渠整備 2,378 ha 2,281 ha 95.9%
処理人口 151,200人 145,851人 96.5%
日平均汚水量（現有） 61,250? 53,067? 86.6%

長田浄化センター（11系列中4系列ただし、躯体は6系列まで完成）
事業認可計画 平成14年度末実績 整備率

晴天時日最大処理能力 46,800? 17,000? 36.3%
汚水管渠整備 1,031 ha 432 ha 41.9%
処理人口 63,300人 24,509人 38.7%
日平均汚水量（現有） 13,700? 949? 6.9%
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南部浄化センター（５系列中４系列完成）
事業認可計画 平成14年度末実績 整備率

晴天時日最大処理能力 68,000? 58,000? 85.3%
汚水管渠整備 1,225 ha 1,002 ha 81.8%
処理人口 86,000人 64,277人 74.7%
日平均汚水量（現有） 48,750? 29,947? 61.4%

北部浄化センター（3系列中2系列完成）
事業認可計画 平成14年度末実績 整備率

晴天時日最大処理能力 30,200? 20,000? 66.2%
汚水管渠整備 435 ha 302 ha 69.4%
処理人口 24,000人 18,529人 77.2%
日平均汚水量（現有） 16,700? 9,689? 58.0%

旧静岡市では高松浄化センター、中島浄化センターが処理能力及び汚水管渠整備率に比較し日平均汚水量の整備率
が低い。
長田浄化センターは平成14年６月に一部供用を開始しているため日平均汚水量及び整備率が低くなっている。
旧清水市では南部浄化センター、北部浄化センターともに処理能力及び汚水管渠整備率に比較し日平均汚水量の整
備率が低い。
日平均汚水量の整備率が低い主な理由としては将来処理人口及び将来一人当たり排出汚水処理水量に予見不可能
要因が存在したためと考えられる。
旧両市とも上記のような事業認可変更後の目標年度での計画数値に対する達成度合たる整備率の分析の他に各年
度での計画値との比較を行うことも有意義ではないかと思われる。

ウ．事業評価結果

（ア）平成10年度事業評価結果
平成10年度事業評価結果の要約は以下のとおりであった。評価段階はＡＡ・Ａ・Ｂ・Ｃの4段階である。

旧静岡市

路線名 高松処理区 城北処理区 中島処理区

事業の進捗状況 Ａ Ａ Ａ
社会経済情勢等の変化 Ａ Ａ Ａ

費用対効果分析等の要因変化 評価なし 評価なし 評価なし
対応方針等 事業継続 事業継続 事業継続

県事業評価監視委員会意見 評価適切 評価適切 評価適切

コスト縮減及び代替立案の可能性に関する意見は3処理区ともすべて同一であり、「管種・管径の見直し、マン
ホール間隔の見直し、リサイクル材の活用、建設発生土の利用」であったのでその内容について質問を行った結
果、平成10年度の実施結果として縮減総額379百万円、縮減率3.5％との回答を得た。

旧清水市
路線名 南部処理区 北部処理区 静清処理区

事業の進捗状況 Ａ Ａ ＡＡ
社会経済情勢等の変化 ＡＡ ＡＡ ＡＡ

費用対効果分析等の要因変化 評価なし 評価なし 評価なし

対応方針等 事業継続 事業継続 事業継続
県事業評価監視委員会意見 評価適切 評価適切 評価適切
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コスト縮減及び代替立案の可能性に関する意見は3処理区ともすべて同一であり、｢道路埋没基準の見直し（土
被り・埋戻し材等）、設計基準の見直し（人孔間隔・最小管径・流速・勾配等）等｣であったのでその内容につい
て質問を行った結果、平成13年度の実施結果として縮減総額84百万円、縮減率3.4％との回答を得た。

（イ）平成12年度事業評価結果
平成12年度事業評価結果の要約は以下のとおりであった。評価段階は平成10年度同様ＡＡ・Ａ・Ｂ・Ｃの4
段階である。

旧静岡市

路線名 静清処理区
事業の進捗状況 ＡＡ

社会経済情勢等の変化 ＡＡ
費用対効果分析等の要因変化 ＡＡ

対応方針等 事業継続
静岡市公共事業評価委員会意見 対応方針妥当

コスト縮減及び代替立案の可能性に関する意見は「リサイクル材の活用及びマンホールの小型化等により、コ
スト縮減を図っている。」とあったのでその内容について質問を行った結果、平成12年度の実施結果として縮減
総額271百万円、縮減率3.26％との回答を得た。

（ウ）平成15年11月実施の事業評価結果
平成15年11月実施の事業評価結果の要約は以下のとおりであった。
評価段階は平成14年7月の国からの通知により変更され、評価方法も従来に比較し、詳細に定められた。

静岡市

路線名 長田処理区

事業の必要性 継続が妥当
今後の事業の進捗の見込み 継続が妥当

対応方針案 継続
静岡市公共事業評価委員会意見 対応方針妥当

新たなコスト縮減・代替案立案等の可能性としては「策定作業中である、全体計画において、人口フレーム等
の検討・見直しを行い、施設規模等の適正化を図り、コスト縮減を実現する。」の記載とともに、「平成16年度か
ら、静岡市のゴミ焼却施設の溶鉱炉が稼動するため、発生する溶触スラグを管渠周りの埋め戻し材として有効利
用し、コスト縮減を図る。」の記載があった。

（３）監査結果結論

監査の結果、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を別冊「『包括外部監査
の結果に添えて提出する意見』１１．事業計画と評価」に述べているので参照されたい。
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１２．人件費に関する管理

（１）実施した監査手続

平成14年度の旧静岡市、旧清水市の給与計算に関して、規定どおりの支給がなされているか否かを確認するため、
給与台帳からランダムに抽出した職員の給与明細に記載されている支給金額（基本給及び諸手当の金額）について、
その根拠資料（行政職給料表や時間外勤務命令簿等）と給与計算規程を照し合せながら、担当者に質問しつつ確かめ
た。

（２）結果

ア．概要
下水道事業会計に属する職員の給与の主な内訳は次のとおりである。

（ア）給料
職員の受ける給料は、職員の職務の内容、責任の軽重その他勤務に関する条件に基づいたものであって、かつ、
職員相互の間の権衡を考慮したものであり、市で定める給料表に基づき支給される。

（イ）扶養手当
扶養親族のある職員に対して支給される。

（ウ）住居手当
職員が居住する住宅の区分（賃借、持家等）、家賃の額、借入金の償還額、世帯の主たる生計の維持者かどうか
等の条件に応じて支給される。

（エ）通勤手当
通勤手段、通勤に要する運賃、自動車の使用距離等の条件に応じて支給される。

（オ）時間外勤務手当
正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員には、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対し支
給される。

（カ）休日勤務手当
休日又は代休日において正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた職員に対して当該勤務した全時間に対
し支給される。

（キ）夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務することを命ぜられた職員に対して、その
間に勤務した全時間について支給される。

（ク）宿日直手当
宿日直勤務を命ぜられた職員に対して、当該勤務について支給される。

（ケ）管理職手当
管理又は監督の地位にある職員の職のうち、その特殊性に基づき管理者が指定するものについて支給される。

（コ）調整手当
民間における賃金、物価及び生計費が他の一般の地域より高く、かつ、管理者が給料で考慮することが不適当と
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認める場合に支給される。

（サ）期末・勤勉手当
期末手当は、6月、12月に職員の在職期間に応じ、かつ、企業の経営状況を考慮して支給される。また、勤勉手
当は、職員の勤務成績に応じ、かつ、企業の経営状況を考慮して支給される。

（シ）管理職特別勤務手当
管理職手当支給対象の職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により週休日、休日又は代休日に勤
務した場合に支給される。

（ス）退職手当
職員が勤続期間6月以上で退職した時に支給される。

（３）監査結果結論

監査の結果、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を別冊「『包括外部監査
の結果に添えて提出する意見』１２．人件費」に述べているので参照されたい。
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１３．外部委託（建設業関連業務を除く）に関する管理

（１）実施した監査手続

① 契約の方法・手続及び契約代金の支払いが、規則等に基づき適正に行われているかどうかを確かめるため、主な
委託業務について
・委託事務の一覧表を入手して、委託契約書、見積書、委託業務仕様書、起案書等一連の委託事務手続に必要
な証憑書類等と照合し、委託事務手続が規則等に準拠しているかどうかについて検討した。
・競争入札、随意契約の契約方法が法令、規則等に準拠しているかどうか検討をした。
・委託先の選定方法、委託料の算定根拠・算定方法等が要綱、要領等に準拠して行われているかどうかについ
て検討した。
・委託した事務事業が適正に履行されたかどうか、担当者に質問するとともに成果物その他実績報告書等で確
認しているかどうかについて検討した。

② 検針事務の委託（私人及び法人）について担当者から関連資料(委託契約書等)を入手するとともに、その状況に
ついて担当者に質問をして内容を検討した。

（２）結果

ア．概要

（ア）委託
委託とは、本来市がなすべき法律行為又は事実行為を、契約という法形式により、他の機関や人に依頼するこ
とである。委託は、公法上の委託と私法上の委託とに分けられる。
公法上の委託とは、市が法令に基づき、その機関の権限に属する事務又は業務につき、対等な関係に立って他
の機関又は一般人に依頼して行わせることをいう。地方公共団体相互間の事務委託（地方自治法第252条の14）、
歳入の徴収又は収納の委託（地方自治法施行令第158条）、支出事務の委託（地方自治法施行令第165条の3）な
どがある。
私法上の委託とは、市が一個の私的な法主体として、相手方と対等な立場で委託契約を締結することをいう。
この契約は、民法の請負・委任・準委任の混合的な要素を持つ契約と解され、契約の効力、その他契約の実体に
ついては、私人の場合と同じくすべて民法が適用される。
委託の対象範囲や方法等については、公権力の行使に関わるものや、行政に固有の判断作用を伴うもの等は、
法律で特に認められた場合を除き、委託することはできない。
委託に適するのは、次のような場合である。
①市が直接実施するより他の者へ委託し、実施させる方が効率的なもの。
②高度又は専門的な知識、技術、技能及び経験を必要とするもの。
③特殊な設備、装置等を必要とするもの。
④多量の事務を短期間に処理しなければならないもの。

また、委託する場合の必要条件は以下のとおりである。
①法令等により、その業務の民間委託について禁止されていないこと。
②委託することにより、市民サービスの低下を招かないこと。
③その業務が、委託に適するものであること。
④経費の節減や事務の効率化等について、あらゆる角度から検討し、委託が妥当であると判断できること。
⑤個人情報の保護に万全を期すること。ここでいう個人情報とは、個人に関する情報で、特定の個人が識別
され、又は識別されうるものをいう。

受託者の選定要件として以下のものがある。
①受託者が、受託業務を能率的に処理する能力を持っていること。
②受託者に対する市の管理、監督を十分に行いうるものであること。
③選定にあたっては、競争契約の原則に立ち、候補となる者（入札・見積参加者）を複数選定すること。
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なお、適正な履行が確保されるよう必要な措置（指示・調整等）を講じることが求められる。

（イ）競争入札
契約方法は、大きく競争入札と随意契約とに区分できる。このうち、競争入札とは、契約の内容について多数
の人を入札の方法によって競争させ、そのうち最も有利な条件を提供する者との間に締結する契約方法をいう。

ａ．旧静岡市
旧静岡市において入札は、入札参加資格認定制度と積算標準がある以下の７業務で実施されている。入札参
加資格認定制度とは、競争入札を行う場合には、競争性確保とともに適正な履行の確保が必須条件であるので、
あらかじめ入札参加資格を告示し資格要件を満たす業者のみを入札に参加させる制度である。
また、競争入札があらかじめ決定された予定価格を基準として、入札金額により自動的に契約相手方を決定
するので、対象業務に係る経費の積算基準は、予定価格決定の根拠として重要な意味をもつ。

競争入札業務の種類
①建築物環境衛生管理監督業務
②建築物清掃業務
③建築物空気環境測定業務
④建築物飲料水貯水槽清掃業務
⑤建築物ねずみ・こん虫等防除業務
⑥警備業務（機械警備業務を除く）
⑦消防用設備等保守点検業務

ｂ．旧清水市
旧清水市においては、委託業務について旧静岡市のような入札参加資格認定制度はない。また入札制度を統
括する課がなく、各課においてその業務が行われてきた。その方法として、発注予定の委託業務の業者選定は
業者選定部会を開いて決定し、指定した日時にそれらの業者を招き、それぞれの業者に入札書を提出させ、業
者一同のもとに開封し請負業者を決定していた。これらの手続による契約の方法を入札と称しているが、これ
は地方自治法上の競争入札には該当せず、業者を本庁に招いて行われる見積執行である。委託業務については
平成15年4月に旧静岡市と旧清水市が合併し事務手続きは旧静岡市のものを基に新市に適合したものを作成し
たが、すり合せの結果、旧清水市においては平成16年4月より実質的に静岡市の制度を適用することとなる。

（ウ）随意契約

随意契約とは、競争の方法によらないで、任意に特定の者を選定してその者と売買、賃借、請負その他の契約
を締結することをいう。この方法は、競争入札と比べその性質及び手続がまったく異なり、公正かつ適切な契約
を確保するための競争がない。そのため、地方自治法施行令第167条の2、静岡市契約規則第28条、旧静岡市財
務規則別表第７及び旧清水市契約規則第20条において、この方法によることのできる契約の範囲を厳格に定め、
以下の場合に限って認めている。

①次の表に掲げる契約の種類に応じ、それぞれの右欄に定める金額を超えない契約をするとき。
契約の種類 金 額

工事又は製造の請負 130万円

財産の買入れ 80万円

物件の借入れ 40万円
財産の売払い 30万円

物件の貸付 30万円
その他の契約 50万円
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②不動産の買入れ又は借入れ、市が必要とする物品の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な物品
の売払いその他の契約で、その性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき。
「その性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき」とは、一般的に以下の契約が該当する。
ｷ 契約の目的物が特定の者でなければ納入できないものであるとき。
ｷ 特殊な性質を有する物品の買入れ、あるいは契約について特別の目的があることにより物品の買入
れ先が特定化されているとき。

ｷ 契約の目的物が特別の技術を必要とするとき。
ｷ 市の行為を秘密にする必要があるとき。

③緊急の必要により、競争入札に付することができないとき。
④競争入札に付することが不利と認められるとき。
この場合「不利と認められる」としては、以下のものが考えられる。

ｷ 入札の価格が入札に要する経費に比較して得失相償わないとき。
ｷ 関連工事等を履行させるとき。
ｷ 契約時期を失するとき。

⑤著しく有利な価格で契約できる見込みのあるとき。
⑥入札者がないとき又は再度の入札に付しても落札者がないとき。
⑦落札者が契約を締結しないとき。

なお、旧両市ともに随意契約であっても、競争性を確保するため、なるべく2人以上の者から見積書を徴する
ものとしている。
静岡市の委託の事務処理の流れは以下のとおりである。
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１ 委託業務等の検討・決定（静岡市）

・契約方法 区分 各主管課長 業者選定 業者選定 業者選定
・予算要求額 業務 決定 小部会決定 部会決定 委員会決定

・仕様書ほか
←

①建築物
清掃業務
委託

10 万円以下
（10 万円超
50 万円以下
は自由参加
型見積執行）

50 万円超
1,000万円以
下
（指名競争
入札）

2,000万円以
下

（指名競争
入札）

2,000万円超

（指名競争
入札）

２予算措置（要求から
成立）

←

②その他
競争入札
業務委託

50万円以下 同上 同上 同上

３ 事業決裁（仕様書
案、契約書案、積算
金額等決定）

←

③①②以
外の委託
等

50万円以下 50 万円超
5,000万円以
下

2億円以下 2億円超

４ 業者選定

←

④施設の
修繕

130万円以下 130 万円超
5,000万円以
下

同上 同上

５ 執行通知
←

⑤物件の
借入れ

40万円以下 40 万円超
5,000万円以
下

同上 同上

６ 予定価格の決定
←

⑥その他 50万円以下 50 万円超
5,000万円以
下

同上 同上

７ 入札（見積）執行
←

８ 支出負担行為伺・決
定

←
９ 契約の締結

10 業務の実施

←
11 検査・検収

業者選定委員会で決定するものは、事前に部会で審議する。

ａ．旧静岡市

旧静岡市においては、（業者選定は仕事の流れが現在の事務所制ではなく部制であったため）、現在のような小
部会制度がなく、部会のみが存在していた。そのため業者選定は、次のようになる
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区分 各主管課長 業者選定 業者選定

業務 決定 部会決定 委員会決定

①建築物清掃業務委
託

50万円以下は
自由参加型見積執
行

50万円超
1,000万円以下
（指名競争入札）

1,000万円超

（指名競争入札）

②その他競争入札業
務委託

50万円以下 同上 同上

③ ①②以外の委託等 50万円以下 50万円超
5,000万円以下

5,000万円超

④施設の修繕 130万円以下 130万円超
5,000万円以下

同上

⑤物件の借入れ 40万円以下 40万円超
5,000万円以下

同上

⑥その他 50万円以下 50万円超
5,000万円以下

同上

業者選定委員会で決定するものは、事前に部会で審議する。

ｂ．旧清水市

旧清水市の委託の事務処理において旧静岡市と異なる主なところは、業者の選定基準であり、以下のとおりで
ある。

区分 各主管課長 業者選定 業者選定

業務 決定 課長決定 部会決定

①委託 50万円以下
(見積徴取及び見積
合せ)

50万円超
500万円以下
「指名競争入札」
(見積徴取及び見積
合せ)

500万円超
「指名競争入札」
(見積徴取及び見積
合せ)

②施設の修繕 130万円以下 130万円超
500万円以下
設計書作成
「指名競争入札」
(見積徴取及び見積
合せ)

500万円超
設計書作成
「指名競争入」
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イ．委託料の状況について

旧静岡市における過去5年間の委託契約の支出状況は以下のとおりである。
（単位：千円）

項目 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

総額 412,457 355,642 331,096 346,482 335,292

委託料 141,390 93,630 74,803 80,525 73,959

管渠費

割合(%) 34.3 26.3 22.6 23.2 22.1

総額 61,844 102,948 103,579 101,526 98,579
委託料 21,166 38,084 37,563 39,202 40,004

ﾎ゚ﾝﾌ゚場費

割合(%) 34.2 37.0 36.3 38.6 40.6
総額 671,044 620,942 565,116 574,575 563,459

委託料 136,206 119,861 89,280 90,029 87,254

高松浄化
ｾﾝﾀー

割合(%) 20.3 19.3 15.8 15.7 15.5

総額 611,226 575,598 573,008 585,545 531,907
委託料 133,520 129,802 128,466 136,330 130,053

城北浄化
ｾﾝﾀー

割合(%) 21.8 22.6 22.4 23.3 24.5

総額 706,633 712,874 759,469 761,003 719,867
委託料 169,607 167,879 176,329 177,888 259,160

中島浄化
ｾﾝﾀー

割合(%) 24.0 23.5 23.2 23.4 36.0
総額 ― ― ― ― 153,787

委託料 ― ― ― ― 72,236

長田浄化
ｾﾝﾀー

割合(%) ― ― ― ― 47.0

総額 702,233 642,553 759,763 962,613 999,572
委託料 65,621 67,082 61,016 7,083 40,067

その他

割合(%) 9.3 10.4 8.0 0.7 4.0
総額 3,165,438 3,010,559 3,092,034 3,331,746 3,402,467

委託料 667,512 616,340 567,460 531,058 702,736

営業費用（減
価償却費及
び資産減耗
費は除く） 割合(%) 21.2 20.5 18.4 15.9 20.7

（注）
１．ポンプ場 平成12年度より下川原雨水ポンプ場が稼動。
２．その他 平成13年度より検針業務を個人から法人に一部委託。

平成14年度は公共下水道使用状況調査委託費29,715千円含む。
３．長田浄化センターは平成14年6月より供用を開始。

旧清水市における過去5年間の委託契約の支出状況は以下のとおりである。
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（単位：千円）
項目 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

総額 124,182 144,870 181,421 200,227 233,776
委託料 9,968 5,754 10,309 7,708 7,604

管渠費

割合（％） 8.0 4.0 5.7 3.9 3.2
総額 387,435 379,605 345,333 373,748 380,282

委託料 135,807 133,756 128,645 130,937 130,602

ﾎ゚ﾝﾌ゚場費

割合（％） 35.1 35.2 37.3 35.0 34.3

総額 577,692 578,700 543,840 553,377 561,442
委託料 311,427 322,230 303,854 304,925 304,918

南部浄化
ｾﾝﾀー

割合（％） 53.9 55.7 55.9 55.1 54.3

総額 287,171 324,941 322,089 326,425 333,802
委託料 164,709 182,911 164,064 161,331 159,267

北部浄化
ｾﾝﾀー

割合（％） 57.4 56.3 50.9 49.4 47.7
総額 273,376 440,935 515,172 503,749 590,000

委託料 9,898 10,960 11,164 11,480 12,598

その他

割合（％） 3.6 2.4 2.1 2.2 2.1

総額 1,649,858 1,869,053 1,907,856 1,957,527 2,099,303

委託料 631,811 655,611 618,038 616,383 614,990

営業費用（減
価償却費及び資
産減耗費は除
く）

割合（％） 38.2 35.0 32.3 31.4 29.2

（注）私人の検針事務の委託料は、負担金の中に含まれている。

旧静岡市においては、平成14年6月に長田浄化センターが供用開始したことにより委託料が大きく増加した。旧
両市ともに、ポンプ場及び浄化センターの委託割合が大きなものとなっている。

平成14年度のポンプ場及び浄化センターの委託内容は次のようになっている。

（単位：千円）

旧静岡市 旧清水市
委託内容 ﾎ゚ﾝﾌ゚場 浄化ｾﾝﾀー 計 ﾎ゚ﾝﾌ゚場 浄化ｾﾝﾀー 計

2件 6件 8件 1件 2件 3件運転管理
業務 32,620 398,479 431,099 86,600 275,430 362,030

1件 7件 8件 1件 3件 4件廃棄、
運搬業務 834 60,442 61,276 3,240 148,612 151,852

6件 37件 43件 40件 18件 58件設備点検、保
守業務 6,486 60,944 67,430 37,279 34,227 71,506

1件 13件 14件 2件 1件 3件
清掃業務

64 14,690 14,754 1,220 3,350 4,570
― 5件 5件 1件 4件 5件

検査業務
― 4,574 4,574 212 913 1,125
― 13件 13件 3件 3件 6件

その他
― 9,573 9,573 2,050 1,652 3,702

10件 81件 91件 48件 31件 79件
合計

40,004 548,705 588,709 130,602 464,186 594,788
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ウ．委託先の選定状況について

平成14年度における旧静岡市と旧清水市の委託先の選定方法は、以下のとおりである。
（ア）旧静岡市

（単位：千円）

項目 選定方法 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

入札 ― ― 90 124 86

見積随意 115,691 78,389 58,515 67,411 55,665

単独随意 25,699 15,241 16,198 12,989 18,207

管渠費

計 141,390 93,630 74,803 80,525 73,959

入札 ― ― ― 735 729

見積随意 609 35,079 845 386 32,826

単独随意 20,557 3,005 36,717 38,081 6,448

ﾎ゚ﾝﾌ゚場費

計 21,166 38,084 37,563 39,202 40,004

入札 677 690 687 1,113 1,137

見積随意 4,741 7,452 3,111 3,368 2,851

単独随意 130,787 111,719 85,481 85,548 83,266

高松浄化

ｾﾝﾀー

計 136,206 119,861 89,280 90,029 87,254

入札 2,169 2,173 2,182 3,984 3,972

見積随意 7,301 22,025 5,640 5,137 8,299

単独随意 124,049 105,603 120,643 127,209 117,781

城北浄化

ｾﾝﾀー

計 133,520 129,802 128,466 136,330 130,053

入札 3,053 3,036 3,026 4,663 4,743

見積随意 9,111 30,478 7,905 7,939 95,371

単独随意 157,442 134,363 165,398 165,286 159,045

中島浄化

ｾﾝﾀー

計 169,607 167,879 176,329 177,888 259,160

入札 ― ― ― ― 2,004

見積随意 ― ― ― ― 68,934

単独随意 ― ― ― ― 1,297

長田浄化

ｾﾝﾀー

計 ― ― ― ― 72,236

入札 ― ― ― ― 0

見積随意 478 699 ― ― ―

単独随意 ― ― ― ― ―

受託工事費

計 478 699 ― ― ―

入札 ― ― ― ― ―

見積随意 2,221 915 67 717 ―

単独随意 57,226 58,520 56,922 484 31,860

業務費

計 59,447 59,435 56,990 1,201 31,860

入札 ― ― ― ― ―

見積随意 888 376 388 1,919 944

単独随意 4,805 6,571 3,638 3,962 7,261

総係費

計 5,694 6,947 4,026 5,881 8,206

入札 5,900 5,900 5,985 10,619 12,674

見積随意 141,043 175,416 76,474 86,877 264,892

単独随意 520,568 435,024 485,001 433,561 425,169

合計

計 667,512 616,340 567,460 531,058 702,736
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旧静岡市の委託の選定方法の推移

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

年度

（単位：千円）

入札 見積随意 単独随意

平成14年度の見積随意契約が大きく増加したのは、長田浄化センターの供用開始によるものである。単独随意
契約は減少傾向にあり、入札は僅かであるが毎年増加している。

（イ）旧清水市
（単位：千円）

項目 選定方法 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

入札 7,317 5,064 7,336 4,648 91,414

見積随意 1,190 1,190 1,084 1,084 1,690

単独随意 127,300 127,502 120,225 125,205 37,497
ﾎ゚ﾝﾌ゚場費

計 135,807 133,756 128,645 130,937 130,602

入札 2,771 5,140 2,883 5,135 166,715

見積随意 534 594 279 279 ―

単独随意 308,122 316,496 300,692 299,511 138,203

南部浄化

ｾﾝﾀー

計 311,427 322,230 303,854 304,925 304,918

入札 9,608 5,686 4,744 4,647 114,378

見積随意 537 455 455 455 ―

単独随意 154,564 176,770 158,865 156,228 44,889

北部浄化

ｾﾝﾀー

計 164,709 182,911 164,064 161,331 159,267

入札 ― ― ― 740

見積随意 ― ― ―― ― ―

単独随意 9,140 10,660 10,360 11,180 11,070

流域下水道

管理費

計 9,140 10,660 10,360 11,180 11,810

入札 ― ― ― ― 488

見積随意 458 ― ― ― ―

単独随意 300 300 804 300 300
総係費

計 758 300 804 300 788

入札 19,692 15,890 14,964 14,431 373,736

見積随意 2,719 2,239 1,811 1,818 1,690

単独随意 599,428 631,728 590,946 592,426 231,960
合計

計 621,839 649,857 607,729 608,675 607,386

（注）
１．管渠費は平成13年度以前において契約方法別に集計できなかったため除いて集計している。
２．旧清水市の「入札」は地方自治法上の入札ではなく、入札形式による見積執行である。
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旧清水市の委託の選定方法の推移
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（単位：千円）

入札 見積随意 単独随意

平成14年度において単独随意契約が激減し入札が激増しているのは、旧清水市は5年間に一度維持運転管理業
務についての入札形式による見積執行を行っており、平成14年度がその対象年度にあたるためである。

エ．検針事務委託について

旧両市ともに水道の検針事務を外部に委託している。旧清水市においては、私人に委託しており、旧静岡市において
は、私人に委託していたものを平成14年度から一部法人に切り替えている。
旧静岡市と旧清水市の過去5年間の検針事務の委託料の推移は以下のとおりである。

（単位：千円）

項目 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

私人

（内退職金）

38,491

(3,883)

37,876

(2,549)

35,909

(－)

49,898

(13,495)

55,032

(23,741)検針単価 115.67 116 116 116 116

集中検針単価 98.32 98.6 98.6 98.6 98.6

法人 ― ― ― ― 4,788

旧静岡市

検針単価 ― ― ― ― 97.65

私人 5,398 4,053 4,484 5,185 5,637

検針単価 57 65.28 65.28 65.28 65.28

旧清水市

集中検針単価 43 49.41 49.41 49.41 49.41

（注）集中検針とは、マンションなどのように集中検針盤が設置されている場所で検針を行うことである。
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旧静岡市と旧清水市における下水道事業会計検針事務支出の報酬
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（単位：千円）

旧静岡市 旧清水市

静岡市の平成13年度及び平成14年度の私人に対する委託料増加は、多額の退職金が発生したことによる。
また、検針業務の内容は、以下のとおりである。

検針業務 旧静岡市 旧清水市

検針方法 隔月・委託 隔月・委託

委託人員（平成14年度）
39 名（水道ﾒーﾀー検針分、法
人を含む）

37名（水道ﾒーﾀー検針分）

1人1ヶ月平均受持件数 2,320件 1,512件

旧静岡市においては、平成14年度から検針業務の一部を法人であるＪ社へ委託している。これは、検針員（私人）
の欠員（65歳定年）が出たため法人への移行がなされたものである。

私人検針員の過去５年間の推移は、以下のとおりである。
（単位：人）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

旧静岡市 38 36 37 37 31
旧清水市 39 38 37 37 37

私人検針員の人数は過去５年間、ほとんど増減がみられない。ただし、平成14年度の旧静岡市の人数が減少したの
は、法人へ検針業務を一部委託したことによる｡
私人への解約報奨金（退職金）は平成14年度まで支払われていたが、今後は委託契約において支給されないことに
なった。
私人の検針員は65歳をもって退職することとなっており、過去5年間における旧静岡市と旧清水市の解約報奨金（退
職金）の推移は以下のとおりである。
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（単位：千円）
項目 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

件数 2件 1件 ― 6件 18件旧
静
岡
市 金額 12,943 8,497 ― 44,986 79,137

件数 12件 ― ― ― ―旧
清
水
市 金額 18,151 ― ― ― ―

旧清水市においては、解約報奨金（退職金）は平成8年度に廃止することが決定され、平成10年度を最後に支払い
が終了した。
解約報奨金（退職金）は、上水道と下水道とで負担している金額の合計である。解約報奨金（退職金）の算定基準は、
前6ヶ月の月平均支払委託料に年数及び支給率を乗じた額によっている。

（３）監査結果結論

監査の結果、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を別冊「『包括外部監査
の結果に添えて提出する意見』１３．外部委託」に述べているので参照されたい。
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１４．工事請負契約に関する管理

（１）実施した監査手続

① 工事請負契約について、聴取及び関係資料閲覧により概要を把握した。
② 契約変更について
・旧静岡市及び旧清水市で変更金額が1,000万円以上の設計変更の工事を抽出し、工事契約の変更の手続が静岡
市設計変更事務取扱要領等に準拠してなされているかを確かめた。

平成14年度における1,000万円以上の設計変更工事

旧静岡市 6件 92,371千円
旧清水市 5件 71,962千円
合計 11件 164,334千円

・設計契約金額の範囲（30％）を超える工事契約の変更については、その理由を吟味し、また別途契約等が適正
になされているかどうかを確かめた。

③ 入札の状況について
・平成14年度における入札の状況について担当者から状況を聴取するとともに、予定価格と入札金額との対比表
を入手してその分析検討を行った。
・請負率（入札率）について他の自治体と比較して分析検討を行った。
・一部の工事契約について、入札結果表を閲覧し検討を行った。

（２）結果

ア．請負工事の状況

請負契約とは、当事者の一方（請負人）が、ある仕事を完成することを約し、相手方（発注者）が、その仕事
の結果に対して報酬を支払うことを約することによって成立する契約をいう（民法第632条）。
請負契約は、建設工事請負契約書及び建設工事請負契約約款並びに仕様書、設計書及び図面により、その内容
を明らかにして締結しなければならない（旧静岡市建設工事執行規則第11条、旧清水市建設工事執行規則第10
条）。
工事請負費の推移は以下のとおりである。



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 107

（ア）旧静岡市
（単位：千円）

項目 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度
増補改良下水道事業費
(A)

7,616,513 9,613,533 8,910,396 7,703,244 7,417,012

取付管布設及び下水道
施設改良事業費(B)

227,902 357,109 204,961 387,096 535,039

工事請負費計(C=A+B) 7,844,415 9,970,642 9,115,357 8,090,340 7,952,051

資本的支出(D) 15,855,451 16,410,599 14,042,074 13,575,790 13,988,589
比率(C/D)（％） 49.5 60.8 64.9 59.6 56.8

（イ）旧清水市
（単位:千円）

項目 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

公共事業費(A) 3,506,258 3,732,830 4,016,996 3,440,195 3,027,142
単独事業費(B) 1,842,769 1,172,042 926,855 1,141,367 639,370

工事請負費計(C=A+B) 5,349,027 4,904,872 4,943,851 4,581,562 3,666,512

資本的支出(D) 7,906,611 6,884,509 6,721,807 6,633,214 7,479,437
比率(C/D)（％） 67.7 71.2 73.5 69.1 49.0

イ．工事契約の変更について

平成14年度における工事契約の変更は以下のとおりである。
（単位：千円）

変更件数 変更金額 工事請負費 変更割合
旧静岡市 151件 217,517 7,952,051 2.7%
旧清水市 144件 229,284 3,829,546 6.0%

（注）変更件数には、金額は変更せず工期の変更をしたものも含まれる。
変更金額には、平成13年度からの繰越工事の変更も含まれる。

下水道工事に関しては、入札等によりいったん契約した内容、期間等を変更することが多く見受けられる。設計
変更は、施工工事中予期せぬ事態に遭遇し、当初の設計・施工を見直さざるを得ない場合や、賃金又は物価の変動
により請負代金が不適当と認められる場合等に行われる。下水道事業においてはほとんどが地下工事であり、ガス
管・水道管等の地下埋設物等の対応から予見不能な事象が多く設計変更が生じる場合が多い。
静岡市設計変更事務取扱要領によると設計変更の基準は以下のようになっている。

設計変更の基準
①条件変更に伴う処理によるもの
②発注後発生したもので、次に掲げる外的条件によるもの
・天然現象その他の不可抗力によるもの
・他事業との関連によるもの
③発注時において確認困難なもので、次に掲げるもの
・推定岩盤線の確認によるもの
・地盤支持力の確認によるもの
・土質の確認によるもの
・地下埋設物等によるもの
・その他確認が困難であったもの
④予算処理に基づくもの
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契約変更の手順
①変更後の設計書を作成し、変更についての事業決裁を受ける。

設計変更の必要が生じたときは、監督員は、その変更内容を掌握し、予算を確認したうえ、設計変更指示書に
より、所属長の承認を得て行うものとする。
その設計変更の内容が以下に該当するときは、あらかじめ所属長に報告し、その指示を受けなければならない。
・変更による増減額が100万円を超えるとき
・計画の変更又は工法の変更が重要な内容であるとき
・国庫補助事業の変更をしようとするとき
・設計変更後の契約額が1,000万円を越える見込みのあるとき

②変更後の積算は、積算標準等明確な積算根拠があればそれにより、なければ参考見積等により、適正に行う。原契
約に係る積算を、建設工事に準じた設計等により行った場合には、原契約における請負率（積算金額と契約金額の
比率）に基づいて、積算金額を定める方法もある。
③設計変更に伴う契約変更の手続は設計変更施行伺書（支出負担行為伺）により、その必要が生じた都度行う。ただ
し、軽微な設計変更については、工事完成のときまでに行うことができる。
④軽微な設計変更とは、以下のものをいう。
・構造、工法、位置及び断面等の変更で重要でないもの
・変更見込額が請負代金の10％以内で、かつ、300万円を超えないもの

⑤設計変更の決定をしたときには、工事担当課長は変更契約を契約担当課長に依頼しなければならない。

設計変更による契約変更の範囲
変更見込額が請負代金額の30％を超える工事は、現に施工中の工事と分離して施工することが特に困難なものを
除き原則として別途の契約をするものとする。

ウ．工事請負率

平成14年度における工事請負率（当初契約金額÷設計金額）は以下のとおりである。

内訳 契約金額（千円） 設計金額（千円） 工事請負率（％）
旧静岡市
公共事業 3,474,333 3,834,919 90.6
単独事業 1,784,391 1,944,543 91.8
合計 5,258,724 5,779,462 91.0
旧清水市
公共事業 2,450,700 2,530,300 96.9
単独事業 704,970 731,840 96.3
合計 3,155,670 3,262,140 96.7

なお、平成14年7月より予定価格の事前公表に伴い、設計金額の部切りが廃止され、その結果、設計金額が予定
価格と同額となった。
工事請負率は落札率ともいわれ、発注者側が設計金額に基づいて設定した上限の予定価格と下限の最低制限価格
の間で争われる公共工事の入札で、設計金額と実際の落札価格の比率を示す。業者間の競争が激しいほど低下する
とされ、入札で競争原理が働いているかどうかのバロメーターとされている。

これを請負工事物件ごとに示すと以下のとおりである。
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旧静岡市 平成14年度工事請負費（入札）

(単位:千円)

名称 当初契約金額 設計金額 工事請負率

公共事業

瀬名1号幹線及び瀬名地区下水道築造その2工事 106,050 108,013 98.2%

上川原1号雨水幹線築造その8工事 112,035 149,098 75.1%

下川原2号雨水幹線築造その1工事 107,184 142,201 75.4%

下川原2号雨水幹線築造その2工事 113,085 149,967 75.4%

下川原2号雨水幹線築造その3工事 104,867 139,113 75.4%

長田2号幹線下水道築造工事 1,197,000 1,249,039 95.8%

長田1号幹線下水道築造その15工事 93,450 97,821 95.5%

長田2号幹線下水道築造その2工事 169,050 173,344 97.5%

長田1号幹線下水道築造その16工事 183,750 191,984 95.7%

(瀬名地区)下水道築造その3工事 87,465 89,251 98.0%

(瀬名地区)下水道築造その4工事 68,145 69,389 98.2%

(瀬名地区)下水道築造その11工事 54,054 71,373 75.7%

(瀬名地区)下水道築造その12工事 57,330 75,779 75.7%

(瀬名地区)下水道築造その9工事 50,715 51,728 98.0%

(向敷地地区)下水道築造その3工事 68,250 69,647 98.0%

(向敷地地区)下水道築造その4工事 52,500 53,673 97.8%

(向敷地地区)下水道築造その5工事 55,314 73,189 75.6%

(向敷地地区)下水道築造その8工事 50,400 51,626 97.6%

(向敷地地区)下水道築造その1工事 66,255 88,695 74.7%

(向敷地地区)下水道築造その3工事 101,850 104,136 97.8%

(向敷地地区)下水道築造その4工事 48,300 49,266 98.0%

(向敷地地区)下水道築造その10工事 72,975 75,400 96.8%

(向敷地及び用宗地区)下水道築造工事 76,650 78,768 97.3%

(用宗地区)下水道築造その2工事 37,485 50,502 74.2%

(下川原地区)下水道築造その2工事 56,778 75,413 75.3%

(下川原地区)下水道築造その13工事 49,665 50,927 97.5%

高松送泥管その1工事 57,015 58,628 97.2%

高松送泥管その2工事 124,950 128,556 97.2%

中島浄化ｾﾝﾀー重力濃縮槽築造工事 51,765 68,380 75.7%

計 3,474,333 3,834,919 90.6%

単独事業

(中島地区)下水道築造その1工事 46,200 47,405 97.5%

(中島地区)下水道築造その2工事 49,665 50,675 98.0%

(瀬名地区)下水道築造その8工事 79,485 81,132 98.0%

(瀬名地区)下水道築造その14工事 48,510 49,500 98.0%

(瀬名地区)下水道築造その15工事 82,950 84,939 97.7%

(瀬名地区)下水道築造その16工事 63,210 64,579 97.9%

(瀬名地区)下水道築造その19工事 72,975 74,662 97.7%

(瀬名地区)下水道築造その21工事 59,829 79,788 75.0%

(瀬名地区)下水道築造その25工事 50,799 67,396 75.4%

(瀬名地区)下水道築造その27工事 70,140 71,489 98.1%

(瀬名地区)下水道築造その28工事 85,050 87,106 97.6%

(瀬名地区)下水道築造その31工事 50,841 67,462 75.4%

(瀬名地区)下水道築造その32工事 104,475 107,055 97.6%

(瀬名地区)下水道築造その33工事 60,616 79,363 76.4%

(瀬名地区)下水道築造その1工事 92,400 94,366 97.9%
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(向敷地地区)下水道築造その2工事 48,195 49,175 98.0%

(向敷地地区)下水道築造その7工事 50,190 51,320 97.8%

(向敷地地区)下水道築造その8工事 61,950 63,815 97.1%

(用宗地区)下水道築造その3工事 114,817 151,070 76.0%

(用宗地区)下水道築造その7工事 51,030 53,874 94.7%

(用宗地区)下水道築造その1工事 52,500 53,493 98.1%

(用宗地区)下水道築造その2工事 63,735 65,123 97.9%

(下川原地区)下水道築造その8工事 51,450 52,966 97.1%

(下川原地区)下水道築造その10工事 48,720 49,725 98.0%

(下川原地区)下水道築造その3工事 62,895 64,170 98.0%

(下川原地区)下水道築造その4工事 60,900 62,141 98.0%

(下川原地区)下水道築造その6工事 49,665 51,795 95.9%

(下川原地区)下水道築造その8工事 51,198 68,946 74.3%

計 1,784,391 1,944,543 91.8%

合計 5,258,724 5,779,462 91.0%

旧清水市 平成14年度工事請負費（入札）

(単位:千円)

名称 当初契約金額 設計金額 工事請負率

公共事業

(第1工区)駒越地区汚水管下水道築造工事 130,200 133,455 97.6%

(第3工区)折戸1号幹線･地区汚水管下水道築造工事 186,900 191,940 97.4%

(第20工区)神明川雨水1号幹線築造工事 119,385 122,640 97.3%

(第21工区)神明川雨水1号幹線築造工事 82,950 85,050 97.5%

(第30工区)中之郷地区汚水管下水道築造工事 152,250 162,645 93.6%

(第32工区)長崎地区汚水管下水道築造工事 286,650 292,530 98.0%

(第35工区)押切地区汚水管下水道築造工事 200,550 206,745 97.0%

(第37工区)庵原飯田幹線下水道築造工事 290,850 304,500 95.5%

(第38工区)飯田1号幹線･地区汚水管下水道築造工事 128,100 131,565 97.4%

(第42工区)長崎地区汚水管下水道築造工事 123,375 125,160 98.6%

(第43工区)高部地区汚水管下水道築造工事 120,750 123,795 97.5%

(第44工区)興津幹線下水道築造工事 208,950 223,860 93.3%

(第45工区)興津地区汚水管下水道築造工事 49,770 50,190 99.2%

(第1工区)駒越1号幹線･地区汚水管下水道築造工事 59,325 60,312 98.4%

(第2工区)駒越地区汚水管下水道築造工事 44,520 45,969 96.8%

(第31工区)高部1号幹線･地区汚水管下水道築造工事 141,750 143,325 98.9%

(第33工区)押切地区汚水管下水道築造工事 65,100 66,297 98.2%

(第34工区)飯田地区汚水管下水道築造工事 59,325 60,322 98.3%

計 2,450,700 2,530,300 96.9%

単独事業

(第31工区)草薙地区下水道築造工事 74,025 76,252 97.1%

(第32工区)長崎地区下水道築造工事 30,870 31,311 98.6%

(第34工区)渋川地区下水道築造工事 60,900 62,538 97.4%

(第35工区)渋川地区下水道築造工事 66,570 67,567 98.5%

(第37工区)高部地区下水道築造工事 46,200 46,326 99.7%

(第38工区)飯田地区下水道築造工事 47,775 48,804 97.9%

(第40工区)興津地区下水道築造工事 43,995 44,320 99.3%

(第41工区)興津地区下水道築造工事 34,650 34,975 99.1%
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緊急下水道整備特定事業船越地区下水道築造工事 83,370 84,052 99.2%

国道1号CCBOXに伴う下水道管移設工事 22,260 22,596 98.5%

(純単)静清浄化ｾﾝﾀー上部利用施設整備工事 39,900 54,799 72.8%

(純単)長崎地区枝線築造工事 42,000 42,682 98.4%

(純単)長崎地区枝線築造工事(その2) 30,975 31,605 98.0%

中田川都市下水道築造工事 81,480 84,010 97.0%

計 704,970 731,840 96.3%

合計 3,155,670 3,262,140 96.7%

旧清水市の公共事業18件のうち7件が工事請負率98％を超える契約となっている。
エ．入札契約の適正化について

（ア）入札談合事件とその対応

入札談合とは、公の競争や入札で、公正な価格を害して又は不正な利益を得る目的で事業者が他の事業者と共
同して対価を決定し、維持し、引き上げ等を話し合うことをいう。その結果、相互にその事業活動を拘束し、公
共の利益に反して、一定の取引分野における競争を実質的に制限することになる。入札談合は、私的独占の禁止
及び公正取引の確保に関する法律第3条及び刑法96条の3により厳格に禁止されている。
旧清水市で発注の土木・舗装工事をめぐる入札談合事件があり、公正取引委員会から独占禁止法違反（不当な
取引制限）で排除勧告を受け、静岡市はこれらの業者（26業者）を6ヶ月の指名停止とした。この土木工事の中
には下水道築造工事も含まれているが、どの下水道工事が談合の対象となったのかは現時点では明らかにされて
いない。違反行為の概要は、以下のとおりである。
旧清水市がＡの等級に格付けした者のみを対象として制限付一般競争入札又は指名競争入札の方法により土
木一式工事として発注する工事について、遅くとも平成11年6月以降平成15年2月にかけ、受注価格の低落防
止等を図るため共同して、事前に電話やメモで相互に連絡しあって、受注予定者を決定し、受注予定者が受注で
きるようにすることにより、公共の利益に反して、同工事の取引分野における公正な競争を実質的に制限してい
たものである。
平成11年6月1日から平成15年2月24日までの間に、旧清水市が発注した特定土木工事の発注件数と発注
金額は以下のとおりである。

特定土木工事（制限付一般競争入札及び指名競争入札）
発注件数 発注金額（百万円）

全体 105 9,630
うち被勧告人 96 9,108
割合 91.4% 94.6%

旧清水市が発注する土木一式工事の発注基準
土木一式工事については、登録業者のうち旧清水市に本店又は支店・営業所等を有する事業者をＡ、Ｂ又はＣ
等級に格付けし、等級に応じた工事の金額を設け、原則として、以下の区分に対応した等級に格付けした者を入
札参加者としていた。

土木一式工事
等級 土木一式工事 うち下水道開削工事 格付業者
Ａ 4千万円以上 7千万円以上 30社
Ｂ 8百万円以上

4千万未満
1千万円以上
7千万円未満

94社

Ｃ 8百万円未満 1千万円未満 60社

静岡市としては、談合が発生しにくいシステムを構築し、さらに談合に関する情報を入手したときの迅速な対
応が必要になるものと思われる。旧静岡市、旧清水市ともに談合情報を得た場合のマニュアルを作成している。
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（イ）入札契約の適正化に関する法律等

全国的に談合が蔓延してきたことから、談合の防止等を図るため、平成12年11月に「公共工事の入札及び契
約の適正化の促進に関する法律」が制定され、入札に関する情報公開等が義務付けられた。さらに「公共工事の
入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」が公表され、公表又は措置に努力することが求められて
いる。
「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」は、地方公共団体が行う公共工事の入札及び契約に
ついて、その適正化の基本となるべき事項を定めるとともに、情報の公表、不正行為等に対する措置及び施工体
制の適正化の措置を講じ、併せて適正化指針の策定等を整備すること等により、公共工事に対する国民の信頼の
確保とこれを請け負う建設業の健全な発達を図ることを目的として制定されたものであり、「公共工事の入札及
び契約の適正化を図るための措置に関する指針」においては公表又は措置に努力することが求められている事項
が記されている。

旧静岡市及び旧清水市における本法律・指針の適用状況は次のとおりである。

ａ．旧清水市では採用していなかったが、旧静岡市及び新静岡市において採用されているもの。
①入札参加資格について
競争参加者の主観点数の公表
競争参加者の合計点数（客観点数＋主観点数）の公表

②施工体制把握のための要領の公表
③不良・不適格業者の排除のため、発注者支援データベース・システム（工事実績情報サービスと企業情報
ネットワーク）の活用
④最低制限価格制度を採用した場合の最低制限価格の公表（旧清水市では最低制限価格制度は採用していな
かった。）

ｂ．旧静岡市においては採用されていなっかたが、新静岡市となって新たに採用された事項
①入札・契約の過程、内容について意見具申等を行う第三者機関等の設置状況について
第三者機関等の設置
第三者機関等の設置運営要領の公表
審議の議事の概要の公表
入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性を確保するためには、第三者の監視を受けることが有
効であることから、競争参加資格の設定・確認、指名の経緯等について定期的に報告を徴収し、その内
容の審査及び意見の具申等ができる入札委員会等の第三者機関の活用を適切に反映する方策を講じるも
のとした。

②苦情処理方策の策定及び公表
入札及び契約に関し、透明性を高めるとともに公正な競争を確保するため、入札及び契約の過程につ
いての苦情に対し適切に説明するとともに、さらに不服のある場合には、その苦情を受け付け、中立・
公正に処理する仕組みを整備した。

③工事の監督・検査基準の公表
公共工事の品質を確保し、目的物の整備が的確に行われるようにするためには、工事の施工段階にお
いて契約の適正な履行を確保するための監督及び検査を確実に行うことが重要である。特に、監督業務
については、管理技術者の専任制等の把握の徹底を図るほか、現場の施工体制が不適切な事案に対して
は統一的な対応を行い、その発生を防止し、適正な施工体制の確保が図られるようにすることが重要で
ある。
このため、監督及び検査についての基準を策定し、公表するとともに、現場の施工体制の把握を徹底
するため、要領の策定により統一的な監督の実施が可能となった。

④工事成績評定要領の公表
契約の適正な履行の確保、給付の完了の確認に加えて、受注者の適正な選定の確保を図るため、その
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発注に係る公共工事について、工事の施工状況の評価（工事成績評定）を行うようになった。

ｃ．旧清水市、旧静岡市及び新静岡市においても採用されていない事項
①入札時ＶＥ、契約後ＶＥの導入

ⅤＥ（Ⅴalue Engeering）とは、１つの目的を達成するために手段は数多くあるとの前提に立ち、機
能を低下させずにコストを低減できる手段が他にあれば、その手段を積極的に採用していく価格低減手
法である。
入札時ⅤEとは、入札段階で見積者独自の効率化を織り込んだ仕様に基づく見積の提出を受ける方式
であり、契約後ⅤEとは、契約締結後、受注者が自主的に工事内容を見直し、工事目的物の機能等を低
下させずに契約金額の低減を可能とする代替案を作成、提案する方式である。
尚、通常、コスト低減額に応じて報奨が支払われる。
この新たな契約方法により発注者側は、コスト削減効果の定量的な把握、民間の技術やノウハウの有
効活用及び最新技術情報の蓄積が効率的に行われるとともに、受注者側においても独自の技術やノウハ
ウの有効活用、生産性の向上や工期の短縮及び発注者が低減額の一部支払いなどがあり、この契約方法
の導入が期待されるところである。

②電子入札システムの導入
入札及び契約のＩＴ化については、図面や各種情報の電子化、通信ネットワークを利用した情報の共
有化、電子入札システム等により、各種情報が効率的に交換できるようになり、また、ペーパーレス化
が進むことから、事務の簡素化や入札に係る費用の縮減が期待される。確かに、静岡市においては平成
15年度より郵便による入札は実施していたが（旧清水市においては平成14年度より実施）、インターネ
ット上で、一元的に発注の見通しに係る情報、入札公告、入札説明書等の情報を取得できるようにする
ことにより、競争参加資格を有する者が公共工事の入札に参加しやすくなり、競争性が高まることも期
待されるのである。

オ．競争入札制度についての検討

工事請負に関しては、旧静岡市、旧清水市ともに指名競争入札を主として、一部に制限付一般競争入札を実施し
ている。
静岡市においては、｢静岡財政事務所契約課が発注する建設工事に係る制限付一般競争入札実施要領｣第3条によ
ると工事の種類ごとに発注件数のうち格付け工種を対象とした制限付一般競争入札の占める割合の目安を定めてお
り、それは以下のとおりである。

土木一式工事及び建築一式工事 年間発注予定件数の30％程度の数
電気工事 年間発注予定件数の20％程度の数
舗装工事 年間発注予定件数の10％程度の数

旧清水市においては静岡市のような明文化された要領は定めていないが、年間発注予定件数の50％以上を制限付
一般競争入札とするようにしている。

一般競争入札と指名競争入札について

公共工事の入札及び契約は、その目的物である社会資本等の整備を的確に行うことのできる施工能力を有する受
注者を確実に選定するために行われる必要があり、その目的を達成するためにも、不正行為を排除し、公正な競争
が行われるよう適正な入札及び契約の方法が選択されなければならない。公共工事の入札及び契約に関し不正の起
きにくいものとするには、手続きの客観性が高く発注者の裁量の余地が少ないこと、手続きの透明性が高く第三者
による監視が容易であること、入札に参加する可能性のある潜在的な競争参加者の数が多く競争性が高いことが求
められる。
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一般競争入札には、これらの点で大きなメリットを有しているが、一方、不良・不適格業者の排除が困難であり、
施工能力に欠ける者が落札し、公共工事の質の低下をもたらすおそれがある。また、個別の入札における競争参加
資格の確認に係る事務量が大きいこと等に問題がある。
指名競争入札については、信頼できる受注者の選定、入札及び契約や監督に係る事務の簡素化等の利点を有する
一方、指名が恣意的に行われないようにする観点から、指名に係る手続の透明性を高め、公正な競争を促進するこ
とが要請される。このため、各省各庁の長等は、公正な競争の促進を図る観点から、指名基準を策定し公表した上
で、これに従い適切に指名を行うものとしている。
競争参加資格者の設定は、対象工事について施工能力を有する者を適切に選別するとともに、ペーパーカンパニ
ーや暴力団関係企業等の不良・不適格業者を排除するために行うものであり、これによりいたずらに競争性を低下
することのないようにしなければならない。近隣地域内における事業所の所在や工事実績等を競争参加資格や指名
基準とする、いわゆる地域要件は、地域の中小・中堅建設業者の育成のほか、将来における維持・管理を適切に行
いうる観点から合理性を有する場合もあるが、過度に競争性を低下させるような運用にならないように留意しなけ
ればならない。

一般競争入札制度と指名競争入札制度の比較表は以下のとおりである。

長所 短所

一
般
競
争
入
札

①一定の資格要件を備えた建設業者が、広
く契約の相手方となりうる機会を与え
られ、「機会の均等」の趣旨の徹底が図
られる。
②入札参加者が外部から事前に把握され
にくいため、建設業者間の事前調整を防
ぎ、入札の正当性を担保することが可能
となる。

①不誠実あるいは施工能力が劣る建設業者
を排除することが現実では困難な場合も
あるため、本制度を実施する結果、疎漏
工事や工期の遅延等の事態をもたらす可
能性がある。
②建設業者が入札の価格競争に勝とうとす
るあまり、過当競争やダンピングを行う
風潮が生じる可能性がある。また、元請
業者が下請業者に対して、低価格請負の
形で負担を強いる可能性がある。
③一般的には入札参加者の数が相当程度増
大するため、それに伴い発注者の資格審
査、施工監督等の事務量が増大する。

指
名
競
争
入
札

①「指名」という行為を通して不誠実ある
いは施工能力が劣る建設業者を入札参
加者から除外することが可能となる。
②特定の建設業者への受注の偏りを防止
することが可能となる。

①指名業者が固定化してしまう事態が生じ
た場合には、建設業者の新規参入が困難
になり、公共工事に係る建設市場が閉鎖
的となる可能性がある。
②発注者による指名に際して、不透明ある
いは恣意的な制度の運用が行われるおそ
れがある。

工事請負に関して旧清水市、旧静岡市及び静岡市の採用している一般競争入札はすべてが制限付一般競争入札で
ある。

制限付一般競争入札

発注者が定める資格要件（実績、経営状況等）及び当該入札を適正かつ合理的に行うために特に必要があると認
められたときに定める「経験、技術的適正の有無等」の資格要件を条件として設定する一般競争入札を「制限付一
般競争入札」という。
この制度も、「契約の相手方の履行能力を担保する」という目的は指名競争入札と同じである。この制度と指名競
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争入札制度の違いは、発注者が「資格要件の設定」により目的を実現するか、あるいは「指名」という行為を通じ
て実現するかという過程の相違である。

制限付一般競争入札の概要

一般競争入札参加希望者
←

資格制限
（消極的要件）

当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を
得ない者を参加させることはできない。
不正不当行為があった者等は2年間参加させないことができる（地方
自治法施行令167条の2）。

←

資格要件 必要があるときは「契約の種類及び金額に応じ」資格を定めること
ができる（地方自治法施行令167条の5）。
①工事・製造・販売等の実績
②従業員の数
③資本の額その他の経営の規模及び状況

←

加重しうる資格要件 当該入札を適正かつ合理的に行うために特に必要があると認められる
ときに制限を付すことができる（地方自治法施行令167条の5の2）
①事業所の所在地
②工事等の経験の有無
③技術的適正の有無等

旧静岡市、新静岡市においては「静岡財政事務所契約課が発注する建設工事に係る制限付一般競争入札実施要綱」
によると以下のように発注工事の選定を行っている。

種類 要件
技術資料提供型制限付一般競争
入札

①同種・同規模工事の施工実績を有すること
②配置予定技術者の資格及び経験が適正であること

格付等級指定型制限付一般競争
入札

①静岡市内の区域内に本社、本店等建設業法上の主た
る営業所を有していること
②建設工事の請負契約及び建設業関連業務の委託契約に係
る競争入札参加者に必要な資格を定めた告示に基づく入
札参加資格の認定の際に付される格付等級が、発注工事
ごとに選定委員会が指定する等級に該当していること

技術的難度の高い工事や、特定建設工事共同企業体に発注する工事には技術資料提出型制限付一般競争入札を採
用しており、今後この方法を大幅に増やす方針である。また旧静岡市の区域においては来年度からは、一般競争入
札を全体の5割程度実施することを検討している。
技術資料提出型制限付一般競争入札は、技術的難度の高い工事や、特定建設工事共同企業体に発注する工事等、
比較的規模の大きい建設工事を対象とするものであるが、平成15年7月１日からは一般競争入札のメリットを生か
すために、予定価格が1億5,000万円未満の工事にあっては、施工実績を入札参加資格要件としない「簡易な技術
資料提出型制限付一般競争入札」を導入し、成果をあげている。
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またこれら以外の中小工事にあっては、市内業者を対象に格付けだけを指定する格付等級指定型制限付一般競争
入札が適用されることとなる。
旧清水市の制限付一般競争入札についても旧静岡市の格付等級型ではあるが、その細部においてはいくつか異な
った点がある。
旧静岡市、旧清水市及び合併後の静岡市においても工事請負に関しては無条件な一般競争入札は採用しておらず、
指名競争入札と制限付一般競争入札とを併用しているものといえる。

（３）監査結果結論

監査の結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認められなかった。なお、監査の結果に関連した意見を
別冊「『包括外部監査の結果に添えて提出する意見』１４．工事請負契約」に述べているので参照されたい。

（４）指摘事項

ア．契約変更
旧清水市の工事契約の変更について、変更の理由が当初の契約を締結する時点で予測可能ではないかと疑義がも
たれるものが見受けられた。

（単位：千円）
工事名 変更金額 変更理由

A工事 13,650 地元説明会で、大型車両の通行確保が必要と判明したが、迂回路の
確保ができないため、夜間工事を施工した。

B工事 16,481 推進工事における立杭及びプラント用地を道路上に放置して、通行
止めにより施工する予定としていたが、説明会で地元住民の理解を
得られなかったため、立杭位置の変更に伴い長距離推進可能な泥濃
工法に変更した。

C工事 12,587 当初枝線の合流点まで工事を完成する予定であったが、事業効果を
高めるため、幹線に接続する枝線水路を増工した。

旧清水市の建設工事執行規則第29条においても「設計図表で明示されていない施工条件について予期することが
できない特別な状態が生じたとき」に工事契約の変更が認められるとされている。地元説明会で工事のことについ
て地域住民に説明したことが、後日になって理解を得られず工事計画を変更することはないこともない。しかしな
がら、上記の工事契約の変更理由は地下埋設物の遭遇などのように予期することができない場合には該当しないも
のと考えられる。工事契約を締結する場合において十分な注意を払えば予期できることであり、このような事態は
工事契約に事前におりこむべきものともいえる。
契約変更は、当該契約の目的を変更しない限度において、特に必要な場合又はやむを得ない場合に限り行うもの
であるので、契約変更について客観的かつ合理的な必要性が認められるかどうかを十分検討し、その結果によって
は、契約変更にはよらず、別途新たな契約を締結すべきである。
特に、当初の契約を競争（競争入札、見積合せ）によった場合の契約の変更は、軽微な事項を除いては、安易に
行うべきではない。競争によった契約の場合、契約のすべての事項は入札等の条件となったものであり、もし当初
の入札等の時に変更を加えていたならば、他にもっと有利な入札（見積）金額を提示した者があったかもしれない
可能性があるからである。変更は競争の公平性確保の意義を失わせることとなるおそれがある。
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第３．利害関係

監査の対象とした事件につき、地方自治法第252条の29の規定により記載すべき利害関係はない。

包括外部監査の結果に添えて提出する意見

平成15年度の「包括外部監査の結果に関する報告書」に関連し、以下のとおり意見を申し述べます。

１．債権管理

（１）不納欠損処理について

旧静岡市、旧清水市ともに未収金について、消滅時効である5年を経過した時点で機械的に不納欠損処理を行っている。
会計的には、発生から5年間経過していなくても徴収の見込みが確実にないもの（資産としての価値を失ったもの）は、
特別決裁等の手続をとって不納欠損処理（若しくは貸倒引当金（徴収不能引当金）処理）すべきであるが、このような
制度は導入されていない。
また、時効期間を断ち切って振り出しに戻すという時効の中断（民法第157条）という手続もなされていない。民法に
おいては、中断事由として①請求、②差押及び仮処分、③承認、をあげている。承認とは、時効の利益を受ける者の側
から、権利者に対してその権利を進んで認めるような行為をすることである（民法156条）。
債務者が債務の一部を弁済した（承認にあたる）場合には時効が中断されることとなるが、電算システム上は時効の中
断に対応できていないため、機械的に滞納債権を発生から5年間が経過した時点で不納欠損処理されるおそれがある。
そのままでは消滅時効が経過していない債権を放棄することになるので人間の目によるチェックを確実に行い十分に注
意されたい。

（２）上下水道料金の徴収業務委託について

旧静岡市では、平成14年度より、それまで市の職員及び嘱託員で行っていた収納業務をJ社社に委託した。これに伴
うコスト削減効果は以下のように推定される。

内容 金額

Ａ 人件費等の節約額 69,152千円
Ｂ 徴収委託料等 44,334千円

Ｃ 電算委託料 8,017千円
コスト削減額（Ａ－Ｂ－Ｃ） 16,800千円

旧静岡市としては、未納料金の収納業務について、法人に外部委託したことにより、年間16,800千円のコスト削減が
実現できたことになる。
旧清水市では徴収に関して外部委託の検討が十分には行われていないが、旧静岡市の徴収委託においてこのようなコス
ト削減が達成されたことから検討すべきであろう。効率性を含めた諸点から検討したうえで、外部委託するか、現行の
ままいくのか意思決定することが必要と考える。
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（３）給水停止について

水道の給水停止の運用基準は旧静岡市と旧清水市とでは異なっており、現在も二制度のまま運用されている。滞納者に
とって、給水停止は極めて厳しい措置であり、一般的には給水停止の措置をとると、短期間のうちに未納分の使用料の
全額もしくは一部は納付されている。そのため給水停止の運用基準が厳しい旧清水市のほうが収納率は高くなっている
ともいえる。給水停止は直接的には水道事業の問題ではあるが、下水道料金の徴収にも関連があるので、運用基準の統
一にあたっては下水道事業としての見解を明らかにした上で水道事業に意見を提言することも必要と考える。

（４）収納率を向上させる取り組みについて

下水道使用料の収納率の状況は、平成14年度において他の自治体と比較すると以下のようになる。

中核市の平均 旧静岡市 旧清水市

現年度分 98.56% 98.12% 98.72%
過年度分 53.87% 79.77% 95.16%

（注）旧静岡市と旧清水市の平成15年5月末の数値である。

収納率については中核市平均と比較して旧静岡市、旧清水市両市ともに、現年度についてはそれほど相違はなく、過年
度分の収納率は高い。しかし、現状でよいというわけではなく、より収納率の向上に努めることは必要であり、その方
法としては以下のものが考えられる。

① コンビニエンスストアでの下水道使用料の支払い
現在、静岡市の下水道使用料は金融機関では納付が可能であるが、コンビニエンスストアでの納付はできない。
東京都では下水道使用料をコンビニエンスストアで納付できるシステムとなっている。仕事の都合上、金融機関
の営業時間に納付したくてもできない市民も多い。コンビニエンスストアで下水道料金を納付できるようにして
欲しいという要望も市民からあがっている。ライフスタイルの変化に伴う納付機会の拡充として、今後コンビニ
エンスストアでの納付も検討に値するものと考える。これにはバーコード化等納付書の改良や支払手数料の負担
増が生ずるが、それは未納者の収納率の向上（早期化含む）とそれに伴う事務作業の軽減の効果により吸収でき
ると思われ、また納付書がバーコード化されることにより、滞納者が本庁へ来庁した際にも集計等において有効
に活用することが期待できるであろう。

② 口座振替の促進
下水道使用料の納付には金融機関への直接納付と口座振替とがある。平成14年度の口座振替の割合は、旧静岡
市は85.94％、旧清水市は86.6％となっている。口座振替になると、下水道使用料が指定された日に下水道使用
者の金融機関の口座から自動的に引落され、市の口座に入金されることとなる。下水道使用者は、請求書が送ら
れてくる都度金融機関に出向く必要はなく、下水道使用者の金融機関の口座に一定の預金残高がある限りは滞納
となることはない。市としても、下水道利用者へ金融機関への振込依頼書を送付する必要がなくなるばかりでな
く、収納率が向上すれば、督促状を発送、催促の電話、臨戸等の時間とコストが節約されることとなる。このた
め、静岡市としては口座振替を下水道利用者へ勧誘しているが、この割合をさらに高めるためには、電気料金の
ように口座振替を行った利用者には料金の一部を減額することも考えられる。

③ 徴収業務の効率化
旧静岡市において徴収業務は外部委託されているが、旧清水市においては市の職員が行っている。両市合併後
も徴収業務は以前のまま二制度で現在に至っている。旧清水市では滞納者に対しての電話催告、督促状の発送、
臨戸などによって回収に努めており、特にボーナスの時期に回収の強化を行う等の対応もとられている。しかし、
どの滞納者から取り組んでいくのかといった回収方針等は、職員の判断に委ねているものが多い。局としての方



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 119

針を定め、これに従って担当者に実施させ、実施した結果については局として管理していく必要がある。
また、不納欠損の理由として最も多いのは居所不明である。旧清水市においては市民課から転居先の住所のデ
ータを入手して電話催告、督促状の発送等を行って回収にあたっているが、旧静岡市においては個人情報の保護
という観点から市民課からの情報を利用していない。静岡市の判断としては、下水道料金納付義務違反者の義務
履行と個人情報保護の要請とを比較した場合には後者の方が優先されるとの見解である。
住民本人から提供された住民情報等市が業務上知り得た情報の利用は制限されるにしても、市の各部課が徴収
を目的として臨戸等を実施し、独自の調査で入手した情報の共有は考えられないであろうか。上下水道料金を滞
納している者は、市民税、固定資産税及び国民健康保険料等も滞納している可能性が高い。これらの担当部課が
情報を共有する、あるいはさらに進めて、市の債権として徴収の一元化による効率的な徴収業務の実施も検討の
余地があるものと考える。

（５）滞納整理について

下水道使用料の滞納債権に関しては、延滞加算金及び延滞利息は条例により生じないとされている。これは上下水
道の公共性が高いという理由からであるが、電気料金等は延滞加算金及び延滞利息を課している。サービス提供主体
が民間事業者と公共という相違はあるが、条例改正も含め、検討の余地はあるものと考える。
また、下水道使用料が滞納すると、回収のために電話催告、督促状の発送等の時間とコストがかかっている現状を
踏まえると、滞納している下水道利用者に督促手数料(たとえば、一件につき50円程度等)を負担してもらうことも
考えられる。
公共性という観点からは生活困窮者を手厚く保護しなければならないが、それは別途保護の方法として定めるべき
である。

（６）徴収不納引当金について

下水道使用料債権に対する徴収不納引当金が制度上定められていないため、旧静岡市、旧清水市ともにこれを計上
していない。消滅時効（5年）に伴い不能欠損処理は行っているが、会計上は、消滅時効を待たずしても回収不能と
思われるものについては、当該回収不能見込み額を見積もって徴収不納引当金を計上した方が、貸借対照表は財政状
態を、損益計算書は経営成績をより的確に表すことができる。
ちなみに、平成14年度の徴収不納引当金を過去3年間の不納欠損の実績率によって算定すると以下のとおりとな
る。

（単位:千円）

項目 旧静岡市 旧清水市
? 平成11年度から平成13年度までの
不納欠損額の合計

48,696 1,755

? 平成11年度から平成13年度までの
収入未済額の合計

2,544,034 961,669

?貸倒実績率（?÷?） 1.9% 0.2%

?平成14年度の収入未済額 957,011 353,057
?平成14年度の徴収不納引当金の見積
額（?×?）

18,183 706
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２．有形固定資産の管理

（１）固定資産台帳等の整理方法について

旧清水市において、複数の固定資産を取得した場合に、本来それぞれ個別に固定資産台帳等に記載して管理すべき
ところ、一体のものとして同一の資産名及び整理番号で記載されていたものがある。一体のものとして記載する場合、
取得登録時の作業は容易であるが、現物照合にあたって資産を特定しにくく、また異動、除却等の際にも資産の特定
及びその金額算定等に手間がかかり、管理が効率になる。

（２）固定資産の一時異動について

固定資産の現物確認実施時、精密騒音器が固定資産整理簿上の保管場所である高松浄化センターから中島浄化セン
ターを経て長田浄化センターに異動（貸出）していたことが判明した。この状況については担当者以外には知られて
いなかった。このように他の場所へ一時貸出する場合の手続は規則上定められていないが、現物がどこにあるか明確
にしておくことは固定資産管理の基本である。この場合、最低限、固定資産台帳等に貸出先、貸出日及び貸出目的等
を記載しておくことが必要と考える。

（３）固定資産の無償譲受

無償譲受もひとつの会計取引であるため、資産を評価して受入れる必要がある。下水道事業において布設下水道管
のうち個人の所有に属しているものを、以後の維持管理等のため無償で譲り受ける場合が多いが、このような場合ど
のように資産評価するかが問題となる。地方公営企業法上は適正な見積価額によるとされている（地方公営企業法施
行規則第3条1項但書）が、適正な見積価額の算定には困難が伴う。
旧静岡市及び旧清水市ともに、明確な規定はないが、無償譲受の資産の評価は以下のように行っている。

ア．土地
固定資産税評価額をもって取得価額としている。ただし、国や県の所有する土地を無償で譲り受けた場合などの
ように固定資産税評価額が存在しない場合においては、土地の路線価をもって評価している。これは、固定資産を
有償で取得する場合は不動産鑑定士による評価額としているが、無償譲受の場合は、金額的に多額となる場合が少
なく、また、不動産鑑定士への鑑定料も考慮して簡便的に固定資産税評価額をもって評価しているものである。

イ．布設下水道管（償却資産）
当初の工事費から減価償却累計額（定額法）を控除した金額、すなわち簿価をもって評価額としている。ただし
減価償却累計額の算定における経過年数においては、1年未満の年数は切り捨てて計算している。

上記評価の方法は実務上合理的な方法と考えられるため、マニュアル等に規定し標準化しておくことが望ましい。

（４）南部浄化センターにおける耐震設備

平成7年1月の阪神・淡路大震災より大きな被害が発生したことから、平成9年に耐震基準が見直された。南部浄
化センターにおいて、平成13年度に管理棟及び旧系水処理施設の耐震判断を実施した結果、耐震設備に問題がある
ことが判明したため、平成16年度の設備計画において新系水処理施設の上部操作室を最優先として耐震補強工事を
実施していくこととなった。また、旧系水処理施設は建て替え、新系水処理は機械・電気設備更新時に補強予定とさ
れている。
耐震基準が見直されてから3年以上経て、ようやく耐震設備に関する取り組みを開始したのは、予算の制約がある
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ためと思われる。南部浄化センターは昭和47年に処理を開始して30年以上が経過しているとともに、その立地場所
が海岸に面しており地盤が弱いところにある。また、10 年後に静岡市が管理運営することとなっている静清浄化セ
ンター(現在静岡県で管理運営している)がすぐ近くにあり、この浄化センターを将来増設すれば南部浄化センターに
依存する必要がなくなるという見方もある。
耐震補強を速やかに行うということは、維持管理の安全面で重要なことではあるが、経済性の視点からは、将来の
清水地区の下水道事業をどのように展開していくかという長期的な計画のもとに投資の経済性も考慮したうえで慎
重に行っていくことが必要であろう。

（５）休止固定資産

ア.高松浄化センターの焼却施設及び城北浄化センターの汚泥処理施設
高松浄化センターの焼却施設及び城北浄化センターの汚泥処理施設は、汚泥の焼却を中島浄化センターで行うこ
とになったために休止した固定資産であり、将来中島浄化センターの汚泥焼却が軌道に乗ったあと計画的に廃棄す
るとのことである。このような休止固定資産に関しては、廃棄等をしていない場合であっても、その使用を廃止し、
今後事業の用に供する可能性がないと認められれば、貸借対照表上資産性があるものとはいえないので、当該資産
の帳簿価額を除去損として損失計上する（有姿除却）会計処理方法も考えられる。

イ.城北浄化センターの汚泥処理施設
城北浄化センターの汚泥処理施設は、平成14年7月以前には汚泥を処理していたが、老朽化しており、さらに
ダイオキシン規制もあって焼却炉の改良が必要になった。しかし、焼却炉の改良には多額のコスト増加が見込まれ
た。そこで、動力費等のコスト削減のため、最終沈殿池から送られた汚泥を重力式濃縮槽等で前処理し、直接脱水
方式（高分子凝縮剤により凝縮させる。）により処理したうえで、中島浄化センターに運搬して焼却処理すること
となり、当該施設は休止となった。
休止設備となった分離液処理棟は、現在倉庫として使用しているが、機械及び装置については、現在まったく使
用されていない。
城北浄化センターの休止設備についても有姿除却として処理することが会計上考えられる。

ウ.南部浄化センター汚泥処理施設脱水機
南部浄化センターでは、汚泥処理施設のうち縦型フィルタープレス脱水機が休止設備となっており、休止設備と
なってから10年以上が経過している。
南部浄化センターの汚泥脱水設備は、昭和47年の供用開始当初から脱水機2台で操業していたが、その後昭和

51年に1台増設して脱水機3台による本格的な汚泥処理体制に入った。
昭和52～53年頃、当時清水市に多く存在した缶詰工場にとって水質汚濁防止法に基づく排水基準を遵守するこ
とは、排水処理施設設置の負担が大きく経営上厳しい状況であり、缶詰工場を中心に公共下水道の利用要望が非常
に強く、工場廃水を受入れることとなった。
このため、2～3年間の短期間に流入水量が急激に増加し、その結果、脱水機の運転時間の大幅な延長が余儀なく
された（昭和47年の供用開始当時の脱水機運転時間は、週6日、8時間/日で設計されていたが、昭和54年から脱
水機運転時間を実情に合わせて延長し、昭和56年には週6日24時間運転となっている。）。この状態は、平成元年
の新系ラインの供用に伴い横型脱水機が増設されるまで続いた。
休止している旧脱水機は、新たな脱水機が増設されたときには既に耐用年数が経過し、稼働時間も1日24時間
運転を長期間続けたことにより正常な運転を続けるためには相当な修繕費が必要であり、また効率も悪いため、平
成元年に新脱水機の増設を機に運転を控えるようになった。そして平成4年に新系の横型脱水機をさらに1台増設
してから旧脱水機の使用は完全に取りやめ休止状態となっている。当該休止施設である脱水機を処分するためには
多額の費用がかかり、また一般会計への負担も増大することから10年以上も除去されていなかった。
会計上有姿除却として処理することが考えられる。

エ.南部浄化センター消化タンク及び消化関連設備（ガスタンク）
旧清水市の南部浄化センターの休止固定資産である消化タンク及び消化関連設備（ガスタンク）は事業の用に供
さなくなってから25年以上経過している。南部浄化センターにおいては、流入汚水を活性汚泥の働きにより浄化
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し、公共用水域へ放流している。汚水浄化の際に副産物として汚泥が発生するため、汚泥脱水機で減量化、固形化
し、産業廃棄物として最終処分している。
南部浄化センターの消化タンクは、汚泥脱水工程の直前の工程である汚泥消化のための施設である。当該施設は、
汚泥浄化の際に発生した汚泥中の有機物を微生物の働きにより分解し、汚泥の減量化と質の安定化のために設置さ
れたものである。
当該消化タンクは、昭和47年の供用開始時から設置されており、供用開始から2年間は汚泥発生量が少なかっ
たため使用せず、昭和49年から昭和54年まで5年間使用した。
運転状況は、当初の半年位はそれなりの結果は得られたが、以降は汚泥発生量が多く、消化タンクの規模が相対
的に小さすぎたことから消化時間（30日間）が取れなかったため、十分な効果が得られなかった。この間、数々 の
改善を試みたが効果は出ず、かえって消化タンク加温用のボイラーの燃料費（重油）が嵩んだため、昭和54年消
化タンクの使用を取りやめた。
この結果、消化工程を省略し、汚泥濃縮工程から直接汚泥脱水工程で処理する方法に切替えたことにより、現在
休止状態となっている。
なお、汚泥消化の副産物として発生するメタンガスを、消化タンク加温用ボイラーの燃料として使用することを
予定していたが、消化が不十分なためメタンガスが発生せず、ボイラー燃料としては重油を使用していた。
当該消化タンクを除去する場合には、多額の費用がかかるため、除却の手続をとられないままとなっていた。
会計上、有姿除却として処理することが考えられる。
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３．無形固定資産の管理

（１）施設利用権の耐用年数の検討
静清流域下水道建設費負担金は、流域下水道を管理する静岡県が、当該流域下水道により利益を受ける旧静岡市と
旧清水市に対し、その利益を受ける限度において、その設置、改築、修繕、維持その他の管理に要する費用を負担さ
せたものである（下水道法第31条の2第1項）。
したがって、当該負担金は理論的には旧静岡市と旧清水市が流域下水道から利益を受ける期間で償却を実施すべき
であり、地方公営企業法施行規則別表第三号に規定するダム使用権の耐用年数55年を準用することは、以下の理由
からあまり合理的でないものと思われる。
・施設使用権ということで準用したものと考えられるが、ダム事業と下水道事業もしくはダムと下水道とでは、
事業内容、設備内容等において類似していると思われず、企業実態を考慮したものではない。
・流域下水道から利益を受ける期間は、建設費用を負担にした施設の供用期間内である。したがって、最大下水
道管渠の耐用年数50年であろう。
・年間の減価償却費は償却期間が長いほうが少額になり、当該負担金の効果が消滅した時に一時に費用認識しな
ければならないことを考えると、費用の先送り的な結果になるおそれがある。

よって、静清流域下水道建設費負担金については、耐用年数は最長でも50年とするのが適当と考える。
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４．たな卸資産及びたな卸資産以外の物品の管理

（１）物品管理体制の見直し

旧静岡市、旧清水市ともに下水道事業の会計規程の中で、物品について規定している。そこでは、貯蔵品は受払簿
により受払いの管理を行い（旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第123条、旧清水市企業局会計規程第111条）、
毎事業年度少なくとも1回現品検査を行うこと（旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第128条～第131条、旧
清水市企業局会計規程第115条～第118条）、また、簿外物品（消耗物品を除く。）についても整理簿等により整理す
べきこと（旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第138条、旧清水市企業局会計規程第118条の4）が定められ
ている。
ところで、簿外物品については、常に良好な状態においてこれを保管しその目的に応じて最も効果的に使用しなけ
ればならないとも規定されており（旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第141条）、ここでいう簿外物品には、
消耗物品も内包される。つまり、簿外物品のうち、消耗物品に関しては、現行規程上は整理簿等の作成こそ要求され
ていないものの、良好な管理状況を保つこと自体は求められているのである。したがって、消耗物品に関して適切な
管理を行うためには、規定上の要請は無くても、現品検査を行うとか、物品の特性を踏まえ、必要ある場合には現場
に整理簿等を自主的に備置して、受払い記帳することが効果的であり、実践すべきであると考える。
現場での管理方法のポイントを整理すれば、以下の諸点を挙げることができる。

① 使用済みの物品と未使用のものとは明確に区分し、各々 の置場を整理整頓する。その際、不要品等
今後使用する見込みのないものについては廃棄処分することが管理効率を高める。

② 未使用の物品（未開封の瓶試薬や今後使用する鋼材等）については現品検査を行って残高を確定す
る。受払簿を現場に備置し、今後使用にあたっては担当者が記録する。年度末には必ず現品検査
を行い、現品残高と帳簿残高と突合する。

③ 使用済みの物品（開封済の瓶試薬や一部切出し後の鋼材の残材等）については、特に受払管理は要
しないものと思われる。ただし、その前提として、在庫量が増加して無管理状態とならないよう
に在庫管理をする配慮が求められる。使用中のものから優先的に消費し、安易に新品を購入して
物品を増やさないように管理することが求められる。

④ 簿外物品の受払や現品検査の結果等は現場担当者任せにせず、適時、上位者が確認する。
⑤ 物品の管理体制を効率的に統一するには、各施設の経緯等個別事情を考慮した上で、管理帳簿の様

式の統一を図る。
⑥ 物品管理が厳格に行われるためには、これに関わる人の意識が最も重要である。各人に物品管理の

重要性を理解し、管理意識を向上させることが必要である。

（２）貯蔵品会計実施の適否について

平成14年度末の各施設に所在する物品の在庫額を試算した結果は以下のとおりである。



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 125

（単位：千円）

汚水処理用の薬

品・重油類
消耗資材

水質検査用の薬品・

機械調整用の試薬
合計

(旧静岡市)

高松浄化センター 3,414 6,513 405 10,333

城北浄化センター 2,932 1,354 502 4,789

中島浄化センター 3,883 1,699 1,132 6,715

長田浄化センター 761 ― 194 956

小計 10,991 9,568 2,234 22,794

(旧清水市)

北部浄化センター 1,366 16,242 63 17,673

南部浄化センター 875 18,261 ― 19,136

小計 2,242 34,503 63 36,809

合計 13,233 44,072 2,298 59,604

計算の前提

① 品目ごとに在庫数量に購入単価を乗じた金額を施設別、分類別に集計した。
② 在庫数量は、業務日誌や現品検査にかかる資料等の記録から平成14年度末日現在の残数量が集計

できるものはこれにより、集計できないものは平成14年度末日直近の日付での計測資料から集計
した数量を用いた。したがって、一部、平成14年度末現在の残数量に基づかない金額も含まれて
いる。

③ 購入単価は、平成14年度末日の直近の納付書、請求書などから判明した購入単価を用いたが、品
目によっては、1年以上も購入実績のない品目もあり、これについては、平成13年度以前の古い
単価を用いた。

上表のとおり、平成14年度末に各施設に存在する物品の在庫額は、旧静岡市の4施設で約2千3百万円、旧清水
市の2施設で約3千7百万円、計約6千万円になる。
ところで、貯蔵品会計とは、物品購入時にこれを貯蔵品として資産認識し、払出す都度簿外物品として処理してい
く会計処理を採用することである。旧清水市、旧静岡市ともに従来から、上記表に記載する品目を貯蔵品とはとらえ
ずに、購入時に簿外物品として処理する方法を採っていた。
その根拠は、本来なら貯蔵品に該当する品目であっても、購入後直ちに使用する物品については、購入時に全額簿
外物品として処理することが容認されるところにある（旧清水市企業局会計規程第118条の2第2号、旧静岡市水道
事業及び下水道事業会計規程第132条第１項第2号）。
平成14年度末の簿外物品の評価額は、旧静岡市で2千3百万円、旧清水市で3千7百万円、合計で6千万円程度
に試算された。この金額を多額と判断するならば、これら物品を資産認識せずに簿外処理したままで良いのかという
疑問が生じる。多額であるか否かを判断する絶対的な尺度はないが、平成14年度末の旧両市の貸借対照表に記載さ
れている項目には、この金額よりも少額のものもあるので、相対的な金額を見れば、貸借対照表に資産計上してもお
かしくない水準にあるものと思われる。
しかし、これまで継続的に簿外物品として処理してきた品目を、今後貯蔵品認識して資産計上するとなると、①予
算編成時に貯蔵品と簿外物品の購入限度額を区分して決議する必要が生じること（貯蔵品と簿外物品の範囲区分の決
定が実務上困難な面がある。）、②物品を一括購入し各施設への払出しを担当する職員を１名程度配置する必要がある
こと等の課題が生じることになる。
したがって、経済性・効率性の視点からは、貯蔵品会計を採用することが必ずしも不可欠であるとは考えない。要
は、簿外物品の金額と数量の管理の問題であり、この双方を現状より圧縮し、無駄・非効率を排除して、簿外物品と
して処理したままでも不自然でない在庫水準を維持管理できる体制を確立できればよいのではないかと思われる。そ
のための努力は必要であると考える。
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５．企業債

地方公営企業法第22条では企業債の起債については行政庁の許可は不要とされているが、附則第2項において、一般
の地方債と同様、当分の間、総務大臣又は都道府県知事の許可が必要であることとされている。また、企業債の充当対
象としては、建設投資に限られるものではなく、建設投資以外の特定の場合に該当すれば運営費等にも広く充当できる
こととされているが現在、静岡市においては建設投資以外の起債は行われていない。
民間企業の資本金に相当するものがほとんどない公営企業においては設備投資財源としての企業債の果たす役割は大
きいといえるが、起債と同時にそのほとんどの償還元金と償還利息は償還満了期間まで長期にわたり固定化してしまい、
民間企業のように積極的に資金運用益を獲得しようとする企業行動をとれない自治体にとっては近年、起債での金利支
払方法の自主裁量の余地、さらには繰上償還の可能性も広げられてきてはいるものの、起債後において経費縮減努力等
の経営努力を発揮する可能性は極めて低い。
したがって、起債時での地方債計画は特に重要であり、慎重かつ正確に策定される必要がある。
起債発行額は減少傾向にあるものの、営業収益に対する支払利息及び企業債取扱費割合は高水準であり、利息を含め
た未償還残高も多額となっており、憂慮すべき事態である。
発行側の自主裁量の枠を広げるため、市中金融機関からの借入枠の拡大を県に対し積極的に要求する必要もあると考
える。特に補正予算に係る下水道事業債の起債の場合に際しての自主裁量枠の拡大を期待したい。
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６．引当金

適正な会計を実施して下水道事業会計の財政状態と損益状況の実態を把握するためには、引当金の計上が必要である。
しかし、下水道事業会計が実質赤字であり一般会計から赤字補填を受けている現状では、下水道事業会計独自で引当金
を計上することは困難であり、引当金を計上する場合には繰入額相当を一般会計からの補助で賄わざるを得なくなる。
それは単なる赤字補填額の積み増しになることから見送られている。

（１）貸借対照表計上金額の修正（退職給与引当金計上不足額の試算）
旧静岡市は旧静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第207条において、旧清水市は旧清水市企業会計規程第149
条において、退職給与引当金の計上が要求されている。しかし、平成14年度末の貸借対照表において、旧静岡市で
部長クラス1人の要支給額相当額プラスアルファ程度の金額を計上しているに過ぎず、旧清水市においては、計上し
ていない。
旧静岡市は「静岡市職員退職手当支給条例」（昭和27年3月26日条例第13号）他の規程により、旧清水市は「清
水市職員退職手当支給条例」（昭和58年9月30日条例第23号）他の規程により、職員に対して勤続年数に応じた退
職給与を支給することになっている。これは退職給与が、職員の在職期間中に企業に対して提供してきた労働サービ
スに対する対価の後払いの意味を持つものであると考えられ、職員が既に提供済みの労働サービスに対しては企業の
債務として発生しているものと考えるのが妥当である。よって、企業としては現時点における勤務状況から算定され
る退職給与債務を退職給与引当金として計上すべきである。
旧静岡市、旧清水市それぞれの下水道事業会計における退職給与引当金額を、期末時点で職員全員が自己都合退職
した場合に必要とされる金額（要支給額）として捉えると、平成14年度末日現在、旧静岡市が2,441,458千円（対
象者数：174人）、旧清水市が992,868千円（対象者数：73人）の退職給与引当金が計上されるべきである。

（２）修繕費引当金
修繕引当金は旧両市共に計上されていないが、将来の特定事業年度において大規模修繕の計画がある場合や修繕費
が将来の特定事業年度に偏って発生することが予想される場合に、当該修繕費を修繕の実施される事業年度のみに負
担させることは、期間損益計算上適当ではない。
このような大規模もしくは一時期に偏る修繕を実際に行うのは将来の特定の事業年度であっても、その修繕の原因
は、資産を毎期使用してきたことにあると考えられる。そこで、将来年度におけるこのような大規模修繕等に要する
費用をその将来の修繕実施年度に至るまでの各事業年度において負担させることが合理的であり、修繕引当金を計上
することになる。
各事業年度に修繕引当金として負担すべき金額（繰入額）の算定方法としては、将来発生する特定の修繕費につい
て発生金額及び発生時期が明確であるのであれば、その金額を、通常の修繕費予算金額とは区別して、当事業年度か
ら発生する事業年度までの各事業年度に均等に割当てることが考えられる。この場合には、通常の予算金額プラス特
定の修繕費の年度割額が、各年度の修繕費予算計上金額になり、修繕費予算金額が必ずしも均等にはならない。
そこで、もし、各事業年度の修繕費の予算額の均等化を望むなら、過去数年間の平均修繕費実績額を基準に将来の
予想を加味した金額を定額と定め、これを各事業年度の修繕費予算とし、予算執行額がこれを下回れば、残余を修繕
引当金に計上する。上回れば、修繕引当金を取崩して処理することで、修繕費として計上される予算金額を均等化で
きる。このようにして各年度の修繕引当金の繰入額を設定することも実務上は容認されるものと考える。
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７．経営分析

（１）過去5年の決算書数値推移

旧静岡市、旧清水市の過去5年間における財政状態、経営成績及び各指標の推移は次のとおりである。

ア．旧静岡市

平成10年度から平成14年度の旧静岡市下水道事業会計の貸借対照表及び損益計算書は以下のとおりである。

（ア）貸借対照表
（単位：百万円）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

資産の部

固定資産 189,582 198,539 204,489 209,108 214,031

有形固定資産 185,663 194,365 200,228 204,836 209,714

うち構築物 123,929 123,720 128,846 128,064 152,698

うち機械及び装置 17,764 20,777 22,008 20,725 25,733

うち建設仮勘定 21,621 26,067 25,744 32,428 6,176

無形固定資産 3,918 4,173 4,260 4,271 4,316

投資 0 0 0 0 0

流動資産 5,468 6,444 6,547 7,089 4,001

うち現金預金 3,020 3,730 4,043 4,131 2,000

資産合計 195,050 204,983 211,037 216,198 218,033

負債の部

固定負債 30 30 6 36 36

流動負債 2,796 3,558 3,259 3,976 1,123

うち未払金 2,304 3,077 2,582 3,239 395

負債合計 2,826 3,589 3,266 4,012 1,159

資本の部

資本金 112,455 116,874 120,490 121,310 122,122

うち借入資本金 108,753 113,022 116,046 116,646 116,723

剰余金 79,769 84,520 87,281 90,875 94,750

資本剰余金 79,370 84,125 86,866 90,366 94,257

うち受贈財産評価額 11,861 11,882 11,886 11,946 12,015

うち国庫補助金 60,461 64,833 67,253 70,371 73,685

うち受益者負担金 5,616 5,849 6,105 6,350 6,613

利益剰余金 398 394 415 508 493

資本合計 192,224 201,394 207,771 212,185 216,873

負債資本合計 195,050 204,983 211,037 216,198 218,033

5年間の推移を見ると、まず有形固定資産の構築物、機械及び装置がそれぞれ28,769百万円、7,969百万円増加
しており、減価償却費を上回る設備投資を行っていることがわかる。特に平成14年度には長田浄化センターの供用
開始があったことから、構築物、機械及び装置ともに大幅に増加している。
流動負債では未払金が平成13年度から平成14年度にかけて2,844百万円の減少となっている。これは平成15

年度の合併を控え、工事の工期を早めたことにより、工事請負費の未払が減少したためである。このことは、現金
預金も平成13年度から平成14年度にかけて大幅に減少していることからも裏付けられる。
資本の部においては、借入資本金及び国庫補助金が平成10年度から平成14年度にかけてそれぞれ7,970百万円、

13,224百万円増加している。
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また、構成比について見ると、資産の部においては有形固定資産が大半を占めており、その割合は平成14年度
で96.2％である。負債の部及び資本の部においては借入資本金が53.5％を占めており、これに国庫補助金を加える
と87.3％を占めることになる。
上記のことから、設備投資に必要な資金の調達は、大半が企業債の起債と国庫補助金の受入れにより行われてい

ることがわかる。

（イ）損益計算書
（単位：百万円）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

営業収益 8,687 8,675 10,123 10,238 10,141

うち下水道料金 5,615 5,610 6,693 6,786 6,715

うち雨水処理負担金 3,071 3,048 3,430 3,418 3,390

営業費用 7,328 7,393 7,679 8,133 8,177

うち管きょ費 412 355 331 346 335

うちポンプ場費 61 102 103 101 98

うち浄化センター費 1,988 1,909 1,897 1,921 1,969

うち流域下水道事業維持管理費 20 59 106 165 210

うち業務費 227 222 226 220 283

うち総務費 453 345 426 544 472

うち減価償却費 4,147 4,382 4,579 4,757 4,754

営業利益 1,358 1,281 2,443 2,104 1,963

営業外収益 3,848 3,753 2,743 2,917 2,856

うち他会計補助金 3,778 3,700 2,340 2,518 2,469

営業外費用 5,221 5,159 5,166 5,021 4,918

うち支払利息及び企業債取扱諸費 5,120 5,067 5,030 4,922 4,812

経常利益（△損失） △ 14 △124 20 0 △ 98

特別利益 - 120 - 491 83

うち固定資産売却益 - 120 - 92 83

特別損失 - - - 399 -

当年度純利益（△純損失） △ 14 △ 4 20 93 △ 15

前年度繰越利益剰余金（△欠損金） 0 △13 △18 2 91

当年度未処分利益剰余金（△未処理欠損金） △ 13 △ 18 2 96 76

営業収益については、使用料の改定を行ったことにより下水道料金が平成11年度から平成12年度にかけて、
5,610百万円から6,693百万円へと増加しているが、それを除けばほぼ横ばいである。
営業費用では、減価償却費が営業費用に占める割合が最も大きく、また、貸借対照表で見た通り有形固定資産が

増加していることから、それに伴い減価償却費も5年間を通じて増加傾向にある。
営業外収益については、大半が他会計補助金により占められている。他会計補助金は減少傾向にあり、平成10

年度と平成14年度の金額を比較すると1,309百万円減少していることがわかる。
これらの結果として算出される最終損益は、黒字の年度と赤字の年度があるが、5年間を通じて見ると未処分利

益剰余金が△13百万円から76百万円に増加している。
構成比について見ると、収益においては下水道料金が総収益の半分を占めており、平成14年度では51.3％であ

る。費用においては平成14年度で減価償却費が総費用の36.3％、支払利息及び企業債取扱諸費が36.8％を占めて
おり、両者をあわせると73.1％にもなる。
以上より次のことがわかる。
① 大幅な赤字を回避するために、他会計からの補助金に頼っていること。
② その他会計補助金の額は年々 減少しており、営業収益についてはほぼ横ばいの状況にあることから、今後

はさらに費用の削減が求められることが予想されること。
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③ その費用の大半を占めるのが減価償却費と支払利息であるため、これらの費用の削減について検討する必
要があること。

（ウ）各種指標

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

人口・普及率

行政区域内人口（人） Ａ 475,746 475,233 474,302 473,671 473,888

現在処理区域内人口（人） Ｂ 322,142 322,504 327,115 329,050 345,515

現在水洗便所設置済人口（人） Ｃ 284,590 290,791 290,967 298,062 309,318

普及率（％） Ｂ／Ａ×100 67.7 67.9 69.0 69.5 72.9

水洗化率（％） Ｃ／Ｂ×100 88.3 90.2 88.9 90.6 89.5

処理水量

年間雨水処理水量（千m3） 15,946 7,197 8,245 6,642 6,702

年間汚水処理水量（千m3） Ｄ 77,080 78,214 86,993 82,655 84,453

うち年間有収水量（千m3） Ｅ 42,712 42,982 43,289 43,051 42,927

有収率（％） Ｅ／Ｄ×100 55.4 55.0 49.8 52.1 50.8

人口・普及率については、行政区域内人口は若干の減少傾向にあるが、処理区域内人口は下水管布設延長が伸び
ていることなどにより、増加していることから、普及率は平成10年度と平成14年度を比較して5.2%増加している。
処理水量では、有収率が5年間で見ると減少傾向にある。有収率とは、処理場で処理した汚水のうち、下水道使

用料徴収の対象となる水量の割合である。有収水量は横ばいであるものの汚水処理水量は増加傾向にあることから、
減少している理由としては、管渠に流入し汚水処理されている地下水や雨水が増加していることなどが考えられる。
これは管渠の老朽化によるところが大きいと考えられるため、施設の効率性の観点から施設の修繕や更新が求めら
れている。

施 設については長
田浄化 センターが平成
14年度に供用を開始している。下水管布設延長は平成10年度から平成14年度の増加分のうち96%が汚水管である。
平成14年度においては合流管が増加しているが、これは主に民間からの受贈によるものである。
職員については一貫して削減がなされており、平成10年度と平成14年度を比較すると25人の減少である。

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

施設

終末処理場数（ヶ所） 3 3 3 3 4

ポンプ場数（ヶ所） 2 2 2 2 2

下水管布設延長（km） 1,242 1,267 1,291 1,301 1,363

うち汚水管（km） 936 961 983 993 1,052

うち雨水管（km） 44 44 45 46 47

うち合流管（km） 261 261 261 261 263

職員

損益勘定所属職員（人） 122 124 123 120 113

資本勘定所属職員（人） 79 77 74 66 63

合計（人） 201 201 197 186 176
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10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

使用料

使用料単価（円／m3） 131.47 130.54 154.61 157.63 156.44

汚水処理原価（円／m3） 206.33 209.58 209.22 217.21 217.27

内訳 維持管理費分（円／?） 55.36 52.80 52.49 55.98 59.47

資本費分（円／?） 150.97 156.78 156.73 161.23 157.80

汚水処理原価に対する使用料の割合（％） 63.7 62.3 73.9 72.6 72.0

維持管理費に対する使用料の割合（％） 237.5 247.2 294.6 281.6 263.1

資本費に対する使用料の割合（％） 87.1 83.3 98.6 97.8 99.1

受益者負担金

m2当たり単価（円／m2） 258 258 258 375 375

当年度徴収額（千円） 194,629 243,046 268,014 257,047 276,480

使用料単価は、下水道料金収入を年間有収水量で除した数値であり、1 ?の汚水を処理することにより、どれだ
けの収入を得たかをあらわしたものである。また汚水処理原価は、汚水処理原価を年間有収水量で除した数値であ
り、1?の汚水を処理するために、どれだけの費用を要したかをあらわしたものである。
使用料単価については、料金改定のあった平成12年度の増加を除くと、下水道料金収入、年間有収推量ともに

大きな増減がないことから、ほぼ横ばいとなっている。汚水処理原価については年度により増減はあるものの、平
成10年度と平成14年度を比較すると、維持管理費分、資本費分ともに増加している。これは負担金及び減価償却
費が増加していることによる。

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

財務比率

自己資本構成比率 42.8 43.1 43.5 44.2 45.9

固定資産対長期資本比率 98.6 98.6 98.4 98.5 98.7

流動比率 195.6 181.1 200.9 178.3 356.3

総収支比率 99.9 100.0 100.2 100.7 99.9

営業収支比率 118.5 117.3 131.8 125.9 124.0

利子負担率 4.7 4.5 4.3 4.2 4.1

企業債償還額対減価償却比率 61.9 70.5 76.6 80.2 91.7

料金収入に対する比率

企業債償還元金 45.7 55.1 52.4 56.2 64.9

企業債利息 91.2 90.3 75.2 72.5 71.7

企業債元利償還金 136.9 145.4 127.6 128.8 136.6

職員給与費 23.1 21.5 19.9 20.3 18.8

自己資本構成比率は、自己資本を構成する国庫補助金の増加額が自己資本を構成しない企業債の純増加額を上回
っているため、増加傾向にある。流動比率は平成14年度において、現金預金と未払金が大幅に減少していることか
ら、比率が大きく上昇している。営業収支比率は平成12年度において、使用料の改定が行われたため、平成11年
度と比較して14.5%上昇している。
また、後述するキャッシュ・フロー分析からもわかる通り、企業債の償還額が大きく増加しているため、企業債

償還額対減価償却比率や料金収入に対する企業債償還元金の比率が上昇している。特に企業債償還額対減価償却比
率については100%近くまで達している。現状では100%以下であるため企業債の償還額を減価償却費で賄うことがで
きているが、今後、100%を上回り、賄うことができなくなることも予想される。
一方で、企業債の償還額が大きくなっていることから、料金収入に対する企業債利息の比率は減少傾向にある。
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イ．旧清水市

平成10年度から平成14年度の旧清水市下水道事業会計の貸借対照表及び損益計算書は以下のとおりである。

（ア）貸借対照表
（単位：百万円）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

資産の部

固定資産 119,547 122,721 125,320 127,428 130,001

有形固定資産 113,264 116,145 118,683 120,847 123,479

うち構築物 85,135 88,785 91,390 94,129 97,926

うち機械及び装置 14,998 14,551 14,257 13,795 13,882

無形固定資産 6,282 6,576 6,637 6,580 6,522

投資 - - - - -

流動資産 3,463 3,074 3,333 2,156 736

うち現金預金 2,778 2,536 2,803 1,657 125

資産合計 123,010 125,796 128,653 129,585 130,738

負債の部

固定負債 - - - - -

流動負債 2,189 1,965 2,489 1,589 465

うち未払金 2,184 1,962 2,484 1,585 453

負債合計 2,189 1,965 2,489 1,589 465

資本の部

資本金 73,308 74,651 75,558 75,958 76,918

うち借入資本金 68,578 69,901 70,636 70,722 71,120

剰余金 47,512 49,178 50,605 52,037 53,354

資本剰余金 47,441 49,116 50,607 52,056 53,419

うち受贈財産評価額 5,215 5,224 5,247 5,264 5,275

うち国庫（県）補助金 38,315 39,655 40,834 41,964 43,009

うち受益者負担金 3,397 3,562 3,801 4,049 4,262

利益剰余金 70 62 △ 2 △ 18 △ 65

資本合計 120,820 123,830 126,164 127,995 130,272

負債資本合計 123,010 125,796 128,653 129,585 130,738

まず固定資産を見ると、有形固定資産において構築物が平成10年度と平成14年度を比較すると12,791百万円
増加しており、継続して設備投資がなされていることがわかる。流動資産においては現金預金の変動が大きいが、
これは未払金と連動していることがわかり、平成14年度において減少しているのは旧静岡市と同様、平成15年度
の合併を控え、工事の工期を早めたためである。ただし旧静岡市と異なり、現金預金の金額の規模と未払金の金額
の規模が同程度であることから、資金の面で厳しい状況にあることがわかる。
資本の部においては、借入資本金、国庫（県）補助金が平成10年度と平成14年度を比較して、それぞれ2,542

百万円、4,694 百万円増加しており、設備投資のための資金調達手段として用いられていることがわかる。そして
利益剰余金は一貫して減少しており、平成12年度にはマイナスに転じている。
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（イ）損益計算書
（単位：百万円）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

営業収益 3,849 4,127 4,323 4,440 4,515

うち下水道料金 1,271 1,479 1,732 1,845 1,885

うち雨水処理負担金 2,578 2,647 2,590 2,595 2,629

営業費用 3,542 3,831 3,906 4,025 4,228

うち管きょ費 124 144 181 200 223

うちポンプ場費 387 379 345 373 380

うち浄化センター費 864 903 865 879 895

うち地域下水道管理費 108 232 288 324 362

うち総務費 164 208 226 179 227

うち減価償却費 1,892 1,961 1,998 2,047 2,082

営業利益 307 296 417 414 286

営業外収益 2,731 2,753 2,526 2,507 2,543

うち他会計補助金 2,543 2,580 2,285 2,275 2,324

営業外費用 3,056 3,057 3,008 2,938 2,876

うち支払利息及び企業債取扱諸費 2,855 2,863 2,826 2,761 2,699

経常損失 △ 17 △ 7 △ 64 △ 16 △ 46

当年度純損失 △ 17 △ 7 △ 64 △ 16 △ 46

前年度繰越欠損金 △19 △36 △44 △109 △126

当年度未処理欠損金 △ 36 △ 44 △ 109 △ 126 △ 172

営業収益については水洗便所設置済人口の増加に伴い、下水道料金が増加傾向にあり、また平成12年度におい
て料金の改定も行っていることから、平成10年度から平成14年度にかけて614百万円増加している。
営業費用は旧静岡市と同様、減価償却費が大半を占めており、平成14年度での営業費用に占める減価償却費の

割合は49.2%である。また地域下水道管理費が平成10年度から平成14年度にかけて254百万円増加しているが、
これは静清浄化センターの維持管理負担金の増加によるものである。旧静岡市でも同様に負担金が増加しているが、
旧静岡市と比較すると旧清水市の規模が小さいため、より重い負担となっている。
このように下水道料金収入は増加しているが、営業費用も増加しているため、他会計からの補助金を受けている

ものの、毎年度赤字を計上している状態が続いている。これにより、毎年度欠損金は増加している。

（ウ）各種指標

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

人口・普及率

行政区域内人口（人） Ａ 240,214 239,448 238,750 237,572 236,850

現在処理区域内人口（人） Ｂ 114,805 119,928 124,450 127,291 129,106

現在水洗便所設置済人口（人） Ｃ 89,270 95,788 101,437 105,264 106,757

普及率（％） Ｂ／Ａ×100 47.8 50.1 52.1 53.6 54.5

水洗化率（％） Ｃ／Ｂ×100 77.8 79.9 81.5 82.7 82.7

処理水量

年間雨水処理水量（千m3） 4,194 2,388 2,703 2,368 2,567

年間汚水処理水量（千m3） Ｄ 17,657 18,528 18,299 17,571 18,471

うち年間有収水量（千m3） Ｅ 12,765 14,442 14,667 14,850 15,198

有収率（％） Ｅ／Ｄ×100 72.3 77.9 80.2 84.5 82.3

人口・普及率については、行政区域内人口が減少傾向にあるとともに、処理区域内人口が増加していることから、
普及率は平成10年度と平成14年度を比較して6.7%増加している。
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処理水量では、有収率が5年間で10%上昇している。これは有収水量が普及率、水洗化率の向上により増加する
一方で、汚水処理水量がほぼ横ばいであるためである。そのため旧静岡市とは異なり、施設の効率性が高まってき
ていることがわかる。

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

施設

終末処理場数（ヶ所） 3 3 3 3 3

ポンプ場数（ヶ所） 7 7 7 7 7

下水管布設延長（km） 445 462 472 489 516

うち汚水管（km） 324 341 351 368 395

うち雨水管（km） 18 18 18 18 18

うち合流管（km） 103 103 103 103 103

職員

損益勘定所属職員（人） 46 46 45 43 43

資本勘定所属職員（人） 31 31 31 30 30

合計（人） 77 77 76 73 73

下水管布設延長の増加を見ると、ほぼ全てが汚水管に対するものであり、合流管の布設延長は行っていない。
職員については削減がなされているものの、旧静岡市と比較するとその割合は小さいといえる。

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

使用料

使用料単価（円／m3） 99.57 102.46 118.14 124.25 124.07

汚水処理原価（円／m3） 294.40 277.10 274.02 273.80 275.14

内訳 維持管理費分（円／?） 82.32 86.25 88.72 90.46 95.76

資本費分（円／?） 212.08 190.85 185.30 183.34 179.38

汚水処理原価に対する使用料の割合（％） 33.8 37.0 43.1 45.4 45.1

維持管理費に対する使用料の割合（％） 121.0 118.8 133.2 137.4 129.6

資本費に対する使用料の割合（％） 46.9 53.7 63.8 67.8 69.2

受益者負担金

m2当たり単価（円／m2） 460 460 460 460 460

当年度徴収額（千円） 377,589 273,831 248,148 258,738 233,588

使用料単価については、年間有収水量が増えているものの、それ以上に水道料金収入の増加率が高いため、高く
なる傾向にある。また、汚水処理原価については維持管理費をみると修繕費及び負担金が増えているため、高くな
る傾向にあるが、逆に資本費をみると企業債利息が減っているため、低くなる傾向にある。結果として汚水処理原
価全体としては低くなっており、汚水処理原価に対する使用料の割合は増加している。
受益者負担金については、賦課面積が減少したため、平成10年度から平成11年度にかけて大幅に減少している。
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10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

財務比率

自己資本構成比率 42.5 42.9 43.2 44.2 45.2

固定資産対長期資本比率 98.9 99.1 99.3 99.6 99.8

流動比率 158.2 156.4 133.9 135.7 158.0

総収支比率 99.7 99.9 99.1 99.8 99.4

営業収支比率 108.7 107.7 110.7 110.3 106.8

利子負担率 4.2 4.1 4.0 3.9 3.8

企業債償還額対減価償却比率 63.8 77.7 97.6 111.8 123.9

料金収入に対する比率

企業債償還元金 95.0 103.0 112.5 124.0 136.8

企業債利息 224.6 193.5 163.1 149.7 143.2

企業債元利償還金 319.6 296.5 275.7 273.7 280.0

職員給与費 32.6 32.4 29.0 24.6 26.5

自己資本構成比率は、旧静岡市と同様、国庫補助金の増加額が企業債の純増加額を上回っているため、高くなる
傾向にある。
また、これも旧静岡市と同様に、企業債の償還額が大きく増加しているため、企業債償還額対減価償却比率や料

金収入に対する企業債償還元金の比率が上昇している。企業債償還額対減価償却比率は平成13年度に100%を超え、
企業債の償還額を減価償却費で賄うことができない状態となっている。一方で、料金収入に対する企業債利息の比
率が減少傾向にあることも旧静岡市と同じである。ただし、いずれも旧静岡市より悪い数値であり、企業債の償還
及び利息の支払の負担が大きいことがわかる。

（２）他都市との比較（出典：平成13年度地方公営企業年鑑）

次に、財政状態、経営成績及び各指標について他の都市と比較することにより、旧静岡市、旧清水市に

おける特徴を把握する。比較する都市は、地方公営企業法を適用している中核市と政令市とする。地方公

営企業法を適用している中核市、政令市それぞれの平均と比較した結果は以下のとおりである。なお、中

核市は旭川市、宇都宮市、富山市、金沢市、長野市、岐阜市、浜松市、豊橋市、堺市及び鹿児島市の各市、

政令市は札幌市、仙台市、千葉市、川崎市、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北九

州市、福岡市の各市である。

なお、各市で行っている数値の集計・算定方法と地方公営企業年鑑作成にあたっての集計・算定方法に

は若干の相違があることから、旧静岡市と旧清水市の平成13年度の数値については、「（１）過去5年の

決算書数値推移」と「（２）他都市との比較」で必ずしも一致しない。

ア．施設及び業務概要



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 136

団体名
項目

旧静岡市 旧清水市 静岡市
中核市
平均

政令市
平均

人口・普及率

行政区域内人口（人） Ａ 473,671 237,572 711,243 466,401 1,637,672

現在処理区域内人口（人） Ｂ 329,050 127,291 456,341 371,546 1,596,220

現在水洗便所設置済人口（人） Ｃ 300,741 105,264 406,005 328,814 1,571,671

普及率（％） Ｂ／Ａ×100 69.5 53.6 64.2 79.7 97.5

水洗化率（％） Ｃ／Ｂ×100 91.4 82.7 89.0 88.5 98.5

処理水量

年間雨水処理水量（千m3） 6,642 1,523 8,165 3,800 33,175

年間汚水処理水量（千m3） Ｄ 80,982 19,939 100,921 50,577 264,030

うち年間有収水量（千m3） Ｅ 43,051 14,850 57,901 43,691 203,659

有収率（％） Ｅ／Ｄ×100 53.2 74.5 57.4 86.4 77.1

普及率については、旧静岡市、旧清水市ともに中核市平均、政令市平均を下回っており、特に政令市平均との乖離

は大きい。また、旧静岡市と比較して有収率の高い旧清水市であっても、有収率は中核市平均、政令市平均に及ばな

い。

団体名
項目

旧静岡市 旧清水市 静岡市
中核市
平均

政令市
平均

施設
終末処理場数（ヶ所） 3 3 6 3 7

ポンプ場数（ヶ所） 2 7 9 21 46

下水管布設延長（km） 1,408 489 1,897 1,707 5,306

うち汚水管の占める割合（％） 77.6 75.3 77.0 83.7 44.3

うち雨水管の占める割合（％） 3.8 3.7 3.8 7.8 20.5

うち合流管の占める割合（％） 18.6 21.1 19.2 8.4 35.2

職員

損益勘定所属職員（人） 120 43 163 100 521

資本勘定所属職員（人） 66 31 97 47 155

合計（人） 186 74 260 147 676

施設面においては下水管布設延長に占める合流管の割合が、政令市平均と比較すると低いが、中核市平均

と比較すると高くなっている。これは、以前は合流管を用いた合流式が主流であったが、現在では汚水管

と雨水管を用いた分流式が主流となったため、歴史のある都市ほど合流管の占める割合が高いことをあら

わしている。

職員数については、静岡市で比較すると政令市平均よりは少ないが、政令市よりも規模の面で近似する

中核市の平均と比較すると多くなっている。
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団体名
項目

旧静岡市 旧清水市 静岡市
中核市
平均

政令市
平均

使用料

使用料単価（円／m3） 157.63 124.25 149.07 130.06 129.44

汚水処理原価（円／m3） 216.64 273.82 231.30 146.36 149.70

内訳 維持管理費分（円／?） 55.98 91.24 65.03 43.93 56.68

資本費分（円／?） 160.66 182.57 166.28 102.43 93.02

汚水処理原価に対する使用料の割合（％） 72.8 45.4 64.4 88.9 86.5

維持管理費に対する使用料の割合（％） 281.6 136.2 229.2 296.1 228.4
資本費に対する使用料の割合（％） 98.1 68.1 89.6 127.0 139.1

受益者負担金

m2当たり単価（円／m2） 375 460 418 316 199
当年度徴収額（千円） 257,048 258,738 515,786 453,978 254,276

汚水処理原価に対する使用料の割合は、旧静岡市、旧清水市ともに中核市平均、政令市平均を下回って

いる。理由としては、旧静岡市は資本費分の汚水処理原価が高いことに、旧清水市は維持管理費分及び資

本費分の汚水処理原価が高いことにある。平成14年度の旧静岡市と旧清水市の汚水処理原価の内訳は下

記のとおりであり、維持管理費については旧清水市で委託料及び負担金の負担が大きく、資本費について

は減価償却費、企業債利息のいずれも負担が大きいことがわかる。

汚水処理原価の内訳
（単位：円/?）

旧静岡市 旧清水市 静岡市

維持管理費

職員給与費 18.67 16.76 18.17

委託費 13.18 29.94 17.56

修繕費 6.61 13.06 8.30

動力費 5.56 5.51 5.55

負担金 8.24 25.62 12.78

その他 7.21 4.87 6.60

維持管理費合計 59.47 95.76 68.96

資本費

減価償却費 78.92 82.39 79.83

企業債利息 78.89 96.98 83.62

資本費合計 157.81 179.37 163.45

合計 217.27 275.14 232.40

イ．財務比率
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（単位：％）

団体名
項目

旧静岡市 旧清水市 静岡市 中核市
平均

政令市
平均自己資本構成比率 44.2 44.2 44.2 44.5 47.3

固定資産対長期資本比率 98.5 99.6 98.9 99.1 99.2

流動比率 178.3 135.7 166.1 147.7 140.5

総収支比率 100.7 99.8 100.4 101.1 99.7

営業収支比率 126.0 110.3 120.7 115.1 142.9

利子負担率 4.2 3.9 4.1 3.8 4.2
企業債償還額対減価償却比率 80.2 111.8 89.7 110.3 104.3

料金収入に対する比率

企業債償還元金 56.2 124.0 70.7 60.5 81.0

企業債利息 72.5 149.7 89.0 77.0 76.7

企業債元利償還金 128.8 273.7 159.8 137.5 157.7

職員給与費 20.3 24.6 21.2 18.2 22.2

前述したとおり、旧静岡市、旧清水市ともに企業債償還額は増加傾向にあるが、中核市平均や政令市平

均と比較すると、旧静岡市は企業債償還額対減価償却比率は良好な水準にあり、料金収入に対する企業債

償還元金の比率も同等の水準にあることがわかる。一方、旧清水市においては、企業債償還額対減価償却

比率は中核市平均や政令市平均と同等の水準にあるが、料金収入に対する企業債償還元金と企業債利息の

比率が高くなっており、企業債の負担が重くなっていることがわかる。

（３）キャッシュ・フロー分析

ア．旧静岡市

平成11年度から平成14年度の旧静岡市におけるキャッシュ・フロー計算書を作成すると以下のとおりである。
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（単位：百万円）

11年度 12年度 13年度 14年度

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△純損失） △4 20 93 △19

減価償却費 4,382 4,579 4,757 4,754

固定資産除却損 0 8 44 20

未収入金の増減（△は増） 62 △52 △704 809

前払金の増減（△は増） △329 262 250 148

退職給与引当金の増減（△は減） 0 △23 29 0

未払金の増減（△は減） 772 △494 656 △2,843

未払費用の増減（△は減） △2 229 0 △213

前受金の増減（△は減） △3 △35 58 208

預り金の増減（△は減） △4 1 1 △4

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,874 4,495 5,187 2,859

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,085 △10,451 △9,411 △9,653

有形固定資産の売却による収入 0 0 1 0

無形固定資産の取得による支出 △255 △87 △10 △44

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 13,340 △ 10,538 △ 9,420 △ 9,697

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

国庫補助金の増加額 4,402 2,465 3,158 3,436

受益者負担金の増加額 233 255 244 263

自己資本金の増加額 150 591 220 736

企業債の起債による収入 7,360 6,531 4,415 4,436

企業債の償還による支出 △3,091 △3,507 △3,815 △4,359

その他剰余金の増加額 119 19 97 194

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,174 6,355 4,320 4,707

Ⅳ現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 709 313 88 △ 2,130

Ⅴ現金及び現金同等物期首残高 3,020 3,730 4,043 4,131

Ⅵ現金及び現金同等物期末残高 3,730 4,043 4,131 2,000

営業活動によるキャッシュ・フローについては、非現金支出費用である減価償却費が多額であることから、毎年
度およそ5,000百万円のキャッシュ・フローが生じている。ただし平成14年度については、貸借対照表のところで
も述べた通り未払金が減少していることから、他の年度と比較して営業活動によるキャッシュ・フローの金額は小
さくなっている。
投資活動によるキャッシュ・フローにおいては、有形固定資産の取得に毎年度10,000百万円前後の資金を投じ

ている。これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを足したフリー・
キャッシュ・フローは、毎年度大幅なマイナスとなっている（平成14年度で△6,838百万円）。フリー・キャッシ
ュ・フローがマイナスの場合、財務活動によるキャッシュ・フローにおいて、そのマイナスを埋めるだけの資金調
達をする必要がある。
そのため財務活動によるキャッシュ・フローで、主に国庫補助金の受け入れ及び企業債の起債により資金が調達

されている。
また最終的な資金の増減は、平成14年度においては未払金の減少が多額であったことから資金が減少している

が、その他の年度については資金が増加している。そのため基本的には、有形固定資産の取得による支出を減価償
却費、国庫補助金の増加額及び企業債の起債による収入により賄っているといえる。



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 140

イ．旧清水市

平成11年度から平成14年度の旧清水市におけるキャッシュ・フロー計算書は以下のとおりである。
（単位：百万円）

11年度 12年度 13年度 14年度

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △7 △64 △16 △46

減価償却費 1,961 1,998 2,047 2,082

固定資産除却損 0 0 20 46

未収入金の増減（△は増） 145 10 43 △11

その他流動資産の増減（△は増） 1 △2 △13 △99

未払金の増減（△は減） △222 522 △899 △1,131

預り金の増減（△は減） △1 0 0 7

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,876 2,466 1,181 847

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,718 △4,405 △4,099 △4,624

有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0

無形固定資産の取得による支出 △417 △192 △78 △78

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,136 △ 4,597 △ 4,176 △ 4,702

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

受贈財産評価額の増加 9 23 16 11

国庫(県)補助金の増加 1,340 1,178 1,130 1,045

工事負担金の増加 159 51 52 92

受益者負担金の増加 165 238 248 213

繰入資本金の増加 19 172 314 561

企業債の起債による収入 2,846 2,685 2,374 2,977

企業債の償還による支出 △1,524 △1,949 △2,288 △2,579

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,017 2,398 1,847 2,322

Ⅳ現金及び現金同等物の増加額（△減少額） △ 242 267 △ 1,146 △ 1,531

Ⅴ現金及び現金同等物期首残高 2,778 2,536 2,803 1,657

Ⅵ現金及び現金同等物期末残高 2,536 2,803 1,657 125

基本的には旧静岡市と同じような傾向にある。すなわち、営業活動によるキャッシュ・フローでは減価償却費の
金額が大きいことから、毎年度プラスとなっている。また、未払金の増減が営業活動によるキャッシュ・フローに
与える影響は旧静岡市よりも大きく、毎年度の未払金の増減の金額により、営業活動によるキャッシュ・フローの
金額が大きくぶれることになる。
投資活動によるキャッシュ・フローにおいては、有形固定資産の取得に毎年度4,000百万円から4,700百万円を

投じている。これによりフリー・キャッシュ・フローは、旧静岡市と同様に毎年度大幅なマイナスとなっている（平
成14年度で△3,855百万円）。
そして財務活動によるキャッシュ・フローでは、フリー・キャッシュ・フローのマイナスを埋めるため、国庫補

助金の受け入れ及び企業債の起債により資金調達がされている。一方で、企業債の償還は平成10年度と平成14年
度を比較すると1.7倍にもなっており、これが一因となって、減少傾向にあった企業債の起債が平成14年度に増加
に転じている。
最終的な資金の増減については、平成12年度においては未払金の増加の影響もあり資金が増加しているが、そ

の他の年度については資金が減少し、その減少額も増加する傾向にあり、資金面で厳しい状況にあるといえる。

（４）無収水について
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浄化センターで処理される公共下水道の下水処理水量は雨水処理水量と汚水処理水量とから構成され、雨水処理費
用は一般会計（公費）から賄われ、汚水処理費用の一部が汚水処理使用料たる下水道料金等によって賄われている。
汚水処理使用料を徴収して処理する汚水処理水量を有収水量といい、汚水処理水量から有収水量を控除した水量が
無収水量となる。無収水量は下水道料金の徴収対象とならない水量であり多量の無収水量の存在は経費回収の観点か
らは望ましくないものといえる。
したがって一般的には汚水処理水量に対する有収水量の割合たる有収水率が100％に近いほど回収割合が高く、望
ましいといわれている。有収水率の反対の概念すなわち100％に満たない部分は使用料で回収できない割合たる無収
水率となり、この割合が高いほど回収率の観点からは望ましくないといえる。
経営分析表の有収水率を見ると、中核都市平均は平成13年度83.5％、平成14年度81.7％に対し、旧清水市は平
成13年度84.5％、平成14年度82.3％と中核都市平均値を上回っているが旧静岡市は平成13年度52.1％、平成14
年度50.8％と異常に低い数値となっている。
この点につき旧静岡市側に質問をし、説明を受けた。なお、これに関しては議会からも過去において質問を受けて
おり、議会に対しても説明をしている事項でもあるということであったので議会での質疑応答内容も検討した。
旧静岡市側の説明内容の要旨は以下のとおりである。

・合流式の場合は雨水処理水量の算出過程に、みなし計算が導入されている他、一定量の雨量が発生した場合には
直接放流も行っており正確な雨水処理水量を算出できない。

・「無収水」の発生原因は地下水の流入、マンホールからの雨水の自然流入、定額徴収となっている井戸水との想
定水量差によるもの等様々 であるが最大の原因は地下水である。

・高松地区は大正時代からの下水管が約120㎞程度現存しており老朽箇所が多く、中には地方公営企業法で定めら
れている導水設備の耐用年数である50年をはるかに超えている管も存在している。また整備当初は雨水排除が
主目的であったため、下水管の品質精度自体も高くはなく、地下水の浸入割合が高いと予想される。

・旧静岡市は安倍川の伏流水（河川の河床下の砂れき層などを流れる潜流）による地下水が豊富であり、その水位
は高く、高松地区以外の地域においても老朽化した管等から多量の地下水が浸入しているものと予想される。

・中心街に存在するビルの地下や地下街にも地下水が浸透しており無収水が拡大する要因となっていると思われる。

以上が市側の説明概要であるが、内容は抽象的な部分が多く、客観的な数値等に基づいた科学的な判断はほとんど
不可能であった。
しかし、中核都市平均値と比較した場合での著しく低い有収水率数値の最大の要因が地下水の浸入による影響であ
ることは、平成14年度において地区別での有収水率が供用開始まもない長田処理区を除き、高松処理区28.2％・城
北処理区70.8％・中島処理区89.9％・静清処理区82.7％と高松処理区が圧倒的に低くなっている点、さらには高松
浄化センターが高速エアレーション沈殿法という旧タイプの処理方法を採用している中で良好な水質基準を満たし
ている現状から推察すると、地下水の浸透度合が高く汚染度合が低い結果であるためともみることができる点等から
推測できる。

有収水率は有収水量を汚水処理水量で割って求めるため、まず汚水処理水量の影響を受ける。汚水処理水量は、あ
る一定の基準で雨天日と晴天日を定め、晴天時一日平均処理水量を求め、これを年間換算して合流式の場合の年間汚
水処理水量を算出している。
合流式施設（高松・城北浄化センター）の場合、年間総処理水量から上記晴天時汚水処理換算水量を差し引いたも
のが雨水処理水量とみなされる。したがって、この汚水処理水量の妥当性が立証される必要があり、晴天日、雨天日
定義及び測定の妥当性の検証と総処理水量測定の妥当性の検証等が必要になる。
次に上記基準及び測定が妥当であるとなると有収水率を向上させるには無収水量を減少させる努力をすべきこと
となる。しかし、無収水の発生原因の分析が不十分である点は否めない。原因分析がしっかりできなければ、おのず
と結果判断及びその後の対策も効果の少ないものとならざるを得ないと考える。
駅前及び呉服町地下街からの地下水量、さらに減免水量は把握しているものの、原因不明の水量たるいわゆる不明
水も相当水量存在している。また計画地下水量の妥当性に関しても客観的な根拠資料に基づく判断ができない状況で
あった。
ちなみに平成14年度の旧静岡地区の各処理区での無収水量のうち地下街排水量、減免水量、計画地下水量等ある
程度、原因の特定可能な水量を除いた、原因が不明である不明水は水量で高松処理区が27,344千?・城北処理区 1,463
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千?・中島処理区 0 ?・静清処理区 0 ?・長田処理区 0 ?とのことであり不明水量を汚水処理水量で割った不明水率
は高松処理区56.1％・城北処理区10.8％・中島処理区0％・静清処理区0％・長田処理区0％と不明水割合において
も高松地区が非常に高くなっている。
本来、利用者が負担すべきであるのに下水道使用料として回収されない無収水は問題であるが、そうではない無収
水を不特定多数の一般市民が負担することには問題がないと考えられる。実際に計画地下水量をこえる無収水に相当
する下水処理費用は公費（一般会計）で負担することになってしまう点からすると、問題の焦点は無収水の量又は率
ではなく、不明水量が多いこと、さらには不明水率が高いことにある。不明水の発生原因を客観的に明らかにし適切
な対応をとる必要があるといえる。そのためには各処理地域別の無収水率又は不明水率さらには無収水量又は不明水
量が減少したことを示す数値を明らかにし、各年度の業績評価の一指標として当該数値の向上をかかげ、達成率の分
析と今後の改善策を検討し実行することが大切であると思われる。
無収水の発生原因は様々 なものがある中で、地下水の侵入の問題は原因追究上、避けて通れない問題であり、地下
水と雨量又は季節との関係を分析するとともに、地下水の発生度合を何らかの形で計量、数値化し、有収水率が低い
客観的な証拠作りに努めるべきであると思われる。
具体的指標として何がもっとも妥当であるかは現時点においては不明であるが、以下の観点等からデータ分析を行
うことも有意義ではないかと思われる。
・管渠補修距離数と有収水率改善率との関係値
・ビルの地下等から汲み出している地下水量と処理区別無収水との関係値
・雨の降り方と地下水量又は地下水位との関係値
・地下水以外の理由による原因の特定と数値分析
・井戸利用者のみなし使用水量と実際使用水量の関係値
さらに、一歩進み、合流式排除施設のみの高松処理区、一部合流式排除方式を採用している城北処理区が他の処理
区の有収水率より低いことや分流式排除施設たる中島・静清・長田処理区においては不明水の発生がないとの報告に
着目すれば、すべて分流式へ切り替えるという考えも無収水発生原因の明確化に寄与するものと予想される。
ただし、切り替え工事に関しては莫大な設備資金（資本的支出）が必要となり、普及率の向上を最優先としている
現状、さらには財政面、経営基盤等を考慮すると、短期的な実現可能性は非常に低いと予想される。当面は効率的・
経済的な下水道の補修整備等による有収水率の増加と他都市と比較した場合の低有収水率に対する客観的説明資料
の整備が当面の重要施策とならざるを得ないであろう。
市側では合流式排除施設の改善計画に関しては現在未策定であるが平成15年度でモニタリング調査を行い、平成

16 年度に合流改善計画を策定、さらにこれに基づき緊急改善計画を策定予定とのことである。高松処理区をはじめ
緊急改善が必要と思われる地域は多く、いずれ直面する大きな問題であり、合流式排除施設改善の検討は早急に行う
べき課題であると思われる。
市の対応は国の合流式下水道緊急改善事業計画に対応しているものと思われるが国の合流式下水道緊急改善事業
計画は平成16年度から5年間と限られており、この期間において相当多額の改善事業費を効率的に支出するために
は思い切った予算編成が必要ではないかと考える。市全体の事業を抜本的に見直し、事業の優先順位を明確にし、今
後5年間での合流式下水道緊急改善事業費の拡大を吸収できるような予算編成を希望する。

（５）汚水処理費算出方法について

旧静岡市と旧清水市では汚水処理費の算出方法において一致していない箇所がある。旧両市の平成14年度損益計
算書内における営業費用と営業外費用の合計額すなわち管理維持費と資本費の合計額と汚水処理費の関係は以下の
とおりである。
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（単位：千円(税抜金額)）
旧静岡市 旧清水市

汚水処理費 9,326,943 汚水処理費 4,181,637
雨水処理費 3,390,185 雨水処理費 2,610,678

受託工事費 32,607 不明水対応処理費 15,696
水質規制費 19,324 水質規制費 42,546

水洗便所普及費 21,010 水洗化 14,142
繰入対象企業債利息 305,923 繰入対象企業債利息 67,153

福祉施設事業費負担金 117,382
消費税等会計処理差額 55,770

計 13,095,994 計 7,105,008

汚水処理費が総費用（営業費用と営業外費用の合計）に占める割合は旧静岡市71.2％に対し旧清水市は58.9％と
なっているが、汚水処理費の具体的算出方法に若干の違いがあるため分析諸数値の比較上、問題を生じる可能性があ
る。
まず、旧清水市は消費税等会計処理差額を別途把握し、当該金額には汚水処理に関係する費用はないとの仮定にた
ち、汚水処理費への配賦は行っていないが旧静岡市は一定の比率で汚水処理費に配賦している。
さらに営業費用に属する科目の配賦基準も旧両市で異なっている。たとえば減価償却費の配賦基準については旧静
岡市が汚水処理施設と雨水処理施設の建設費の割合、又は当初計画処理水量比率を主な基準として配賦しているのに
対し、旧清水市は各項目の減価償却費を雨水、汚水別に加重平均した割合で主に配賦しており、結果として減価償却
費のうち汚水処理費用として把握されている割合は旧静岡市70.9％に対し、旧清水市は58.9％に、また、企業債利
息のうち汚水処理費用として把握されている割合は旧静岡市70.2％に対し、旧清水市は54.6％となっている。
静岡市として合併を契機に最も合理性のある汚水処理費の算出基準を明らかにし、今後、原則として毎年度継続し
て当該基準を採用すべきである。
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８．一般会計の経費負担

公営企業は一般に公共性が強いとともに、地方公共団体が一般行政事務を処理しながら経営している面はあるとはいえ
独立採算制の考え方が根本にある。
よって地方公営企業法（17条の2第1項）で示されている「その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充
てることが適当でない経費」及び「当該公営企業の性格上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって
充てることが客観的に困難であると認められる経費」を明らかにし一般会計が負担しなければならない経費を厳格化する
必要がある。一般会計が意図して負担するものと結果として負担するものは明確に区分すべきであり、安易な損失補填的
な考え方からの一般会計からの負担方法は好ましくない。
一般会計が負担すべき基準は繰出基準によって定められているが、実際には繰出基準を根拠とする負担金及び出資金と
繰出基準を根拠としない補助金及び出資金が混在している。これらは一般会計側の歳出科目である「負担金補助及び交付
金」と「投資及び出資金」に一括計上されるため、一般会計側では繰出し基準を根拠とするものとしないものとの区分が
なされない。
また、受入側の下水道事業会計においても収益的収入において「雨水処理負担金」は営業収入で処理されているものの、
損失補填の要素が強い「他会計補助金」と本来一般会計が負担すべき「他会計負担金」とがともに営業外収益に計上され
るため、営業利益及び経常利益数値のあらわす意味が民間の企業会計と比較すると不明瞭であるといえる。
損益計算書の雛形に関しては昭和38年自治省財政局通知当時においては「他会計負担金」に関し繰出基準が存在してい
なかったため「雨水処理負担金」は営業収入「他会計補助金」は営業外収益と指示されていた。その後昭和56年に繰出基
準が改正された際、負担金収入の内容を検討し営業外収益と処理することとしたとの説明を受けた。確かに他都市の損益
計算書も営業外収益処理が多いものの、負担金支出基準は繰出基準で定められていること、及び支出の内容は雨水処理に
は直接関係しないものの、水質規制費、水洗便所普及費及び4条予算で出資金収入とされた特定の元金に対応する利息で
あり、損失補填の要素が強い「他会計補助金」と比較すると「雨水処理負担金」に性格が近いと思われ、営業収益処理と
する理論づけも可能と思われる。
資本的収入についても平成14年度決算では次のような事象が生じている。
旧静岡市においては、繰出基準によって計算された出資金の金額は833百万円であるところ、実際に一般会計から出資
金として受入れた金額は736百万円であり、基準額より97百万円少なかった。他方、旧清水市においては、繰出基準に基
づいて算出された出資金以外に177百万円を建設事業債充当分として一般会計から出資を受けている。これは資本的支出
に対し、資本的収入及び補填財源を充当してもなお不足する部分（4条財源の不足額）である。
これは、旧静岡市では一般会計の財源に制約があるなか、平成14年度の下水道事業会計における資本的収支の資金繰り
に余裕があるため、繰出金を削減したものと考えられる。しかし、短期的に資金繰りがつくことで繰出金を削減すると、
長期的に見た場合、将来資金が不足するおそれがある。事実、旧清水市においても過去は旧静岡市同様出資金の繰出が基
準を下回っていたこともあり、現在資金不足が生じているはその影響もあると分析されている。下水道事業に公営企業法
を適用した以上、下水道事業会計と一般会計は明確に区分しなければその目的は達成できず、安易な繰出金の増減はすべ
きではないと考える。
繰出基準の妥当性を再検討し、本来一般会計が負担すべき繰出金を明らかにするとともに、市民に対してはわかりやす
い形での開示が求められる。損失補填の要素が強い補助金及び出資金についても市独自の補助基準を作成して管理してい
くことも有用ではないかと考える。
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９．使用料と処理原価

（１）使用料について

旧静岡市と旧清水市の料金改定時期は同じであるものの、使用料体系は相違しているといえる。
旧清水市の回収率は他都市との比較でも非常に低い数値となっており、普及率向上による収入の増加、汚水処理費
の見直しによる支出の縮減を検討した後においても大幅な回収率の向上が見込めない場合は下水道料金の増額改定
が早晩課題とならざるをえないと予想される。
現在の静岡市は合併協議会の決定どおり1市2制度となっているものの、下水道法及び地方公営企業法での「差別
的な料金の設定はしてはならない」との趣旨より、速やかなる解消が必要となることも予想される。
本来、利用者負担の原則を貫けば汚水処理費のうち一般会計が繰出基準により負担すべき額以外の金額は下水道料
金で全額回収すべき性格であるともいえるが、現実は全国的にみても100％受益者負担となっていない。これは下水
道事業のインフラがあまりにも大きすぎるため利用者負担の原則を貫いて収支均衡を確保することが非常に難しい
ことのひとつのあらわれとも受取ることができる。公共下水道事業が地方公営企業法の強制適用事業となっていない
のもこの点にあるのではないかと思われる。
このような現状においては適正使用料水準の概念を明確化する必要があると考える。これに関し、静岡市側から「現
在は、維持管理費については100％回収しているものの、支払利息・減価償却費等の資本費が一部回収にとどまって
いる。最終的には資本費も100％回収することが目標であり、徐々 に資本費の回収率を高めている。」との説明を受
けている。
今後は改定の際、この考え方明確にし、市民にわかりやすく説明して理解を求めながら適切な計画の下、最終目標
水準にむけて努力すべきである。適正使用料実現のため、使用料金は増加の方向で検討すべき事となると思われるが、
改定時期、改定幅において旧両市間での調整は慎重に行われるべきである。また、改定時における今後の収益的収支、
資本的収支見込は実現可能性を十分に考慮し、当初見込みと比較し、一般会計からの支出増加、企業債の増加となら
ぬよう確実に達成していく姿勢が必要であると考える。また、原価回収率を高めるためには目標回収率の設定を行い、
収入の増加策とともに支出の削減策を実行すべきことも必要である。
収入の増加策として安易に下水使用料の値上げを実施するのは好ましくなく、接続率の向上による使用水量の増加
策や人員・委託費等支出の減少等、最大限の汚水処理原価の効率化策を図った上で市民の理解の下、改定時点におい
て最も適切な使用料を設定する必要があると考える。

（２）処理区別汚水処理原価計算について

旧両市ともに下水道事業会計全体の汚水処理原価は算出しているものの、各処理区別の汚水処理原価は把握できて
いない。確かに使用料は下水道法及び地方公営企業法での「差別的な料金の設定はしてはならない」との趣旨からも
市全域で同一水準にて設定され、処理区ごとのは設定されておらず、たとえ処理区別に汚水処理原価が相違しようと
も全体として回収するわけであるから算出する必要性はないとする見解もうなずける。さらに、現状においては管渠
及び企業債利息が処理区又は処理施設単位で把握されておらず、計算しようにも簡単には計算ができない状況にある。
しかし、浄化センターは大きなコストセンターと見ることができ、浄化センターを中心に各処理区単位で汚水処理
原価を算出することは、経営管理（原価管理）上重要な意義を有すると思われる。
浄化センターごとに年度目標を設定し、実績を集計、分析することにより、他浄化センター又は処理区との比較も
可能となり、業績評価にも連動させることも可能であると考える。つまり、合理的な計算方法により各処理区へ集計
し、汚水処理原価を明らかにし、これに処理区からの使用料収入を対応させて処理区別の回収率を算出するとともに、
今後の回収率向上策を検討し、計画又は予算化していくのである。
古い設備又は処理区に関しては、集計に困難な状況もあろうかと思われる他、作業自体に膨大な時間を費やすこと
は賢明ではないが、少なくとも新しい処理区である長田処理区に関しては処理区単位での経営指標が計算できるよう
な体制づくりが望まれる。
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１０．予算

公営企業会計は発生主義に基づく決算重視の考え方に特徴があるが、旧清水市は一般会計からの受入金額すなわち「雨
水処理負担金」「他会計負担金」「他会計補助金」に関しては2月最終補正での数値で繰出基準に基づき金額を算出して
決定しており、最終精算を実施していない点等から鑑みると2月最終補正を極力実績数値に近い数値で組み直しており、
どちらかというと予算重視の考え方にたっているように思われる。
予算準拠性も必要な側面もあるものの、公営企業会計の特徴のひとつである発生主義による経営実態の把握及び弾力
的予算執行の観点からすると、当初想定事象以外の事象発生による予算修正以外は原則として当初予算のままとし、実
績と比較検討することのほうが有用な場合もあるのではないかと考える。合併後は旧静岡方式となり改善される方向に
ある。
また、既述したように旧両市とも予算編成を一年中行っているといっても過言ではない状況にあるといえる。これは
年4回行われる補正予算編成は議会開催時とリンクしており、議会の議決を尊重している点は理解できるものの、予算
上の科目区分は款・項までであり、それ以下の目・節の部分の予算執行については、予算書に「議会の決議を経なけれ
ば流用できない経費」として記載された科目以外は管理者が機動的な経営を行うことができることからすると、議案書
作成等の段階で改善余地もあるものと思われる。地方公営企業法を適用することによって得られる予算上のメリットは
下水道会計上、有用である部分はできうる限り採り入れるべきであると思われる。
さらに、予算編成においては限られた収入の中で、最大の効果をあげるべく支出が決められる必要が単年度ベースの
効果重視の観点から必要であることはもちろんであるが、中長期の観点から最も効果的な事業に予算づけすることも重
要であると考える。
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１１．事業計画と評価

（１）計画について

浄化センターの建設時に検討される内容について担当課に質問を行ったところ、基本的に市街化区域は公共下水道
区域とし、市街化区域周辺家屋は合併浄化槽とのコスト比較に基づき、一定の距離の家屋まで公共下水道区域に取り
込むという方針の下、処理区域、処理人口、汚水量が見積もられ、最適規模の浄化センター及び管渠整備計画に着手
するとのことであった。
事業計画は通常5～7年以内の工事期間で立てられるが、その法手続は事業着手以前に行われ、公共下水道全体計
画区域内で効果的かつ効率的な整備が図れる市街化区域を主な区域として、事業計画地内の整備が概ね完了する計画
期限の1～2年前に次期事業計画地を拡張していく手続きを順次繰り返すという。その際、工事費予定額、予定財源
を認可申請書に示し、バランスを考慮した事業計画としているが、この事業計画は処理区単位ではなく、単独公共下
水道と流域関連公共下水道の二本柱となっているとのことであった。
浄化センター計画に際しては、既述したとおり、主として処理面積、処理人口、処理能力、処理方式、排除方式、
事業費等が計画されているが、認可申請の際の事業計画が処理区単位となっていない事もあってか浄化センター等の
施設ごと、又は処理区ごとの建設後の事業計画、特に収益計画、資金計画は立てられていない。
確かに公共下水道整備には、非常に長い年月と資金がかかり、供用開始後又は整備完了後50年間の事業計画の作
成は仮定に基づくものが多すぎ、机上の空論になる恐れも多分にある。使用料が完全受益者負担となっていない現状
では収入計画にすら、不確定要素が多すぎることも理解できる。しかし、一方で公共下水道の整備には多額の先行投
資がなされ、企業債の返済コストを含め、後年にわたりその投下コストを回収していかなければならないこともまた、
事実である。
計画に際しては長期的な収益的収支、資本的収支を立て、毎年度の実績、内外環境の変化を検討し、随時長期計画
を変更、更新していくことが有用であると思われる。

（２）評価について

国（当時の建設省）が平成10年度に作成した再評価実施要領では再評価の実施にあたっての視点として以下の4
点の視点を示している。
・事業の進捗度合
・事業を巡る社会経済情勢等の変化
・事業採択時の費用対効果分析の要因の変化
・コスト縮減や代替案立案等の可能性
その後、平成14年度に国の実施要領の改訂を受けて、静岡県が要綱等を改定し、平成15年度に合併後の静岡市の
再評価実施要綱が整備された。
当該最新の再評価実施要綱では再評価の視点として大きく以下の3点を示している。
・事業の必要性に関する視点

事業を巡る社会経済情勢の変化
事業の投資効果
事業の進捗状況

・事業の進捗状況の見込みの視点
・コスト削減、代替案の立案等の可能性の視点
さらに平成14年7月の国の再評価手法の改定は事例としながらも以下のように詳細に定められている。
・事業の進捗に関する指標

進捗度
処理場用地の取得状況
処理施設の供用状況
予定処理区内の面整備状況
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供用開始区域の接続状況
地元情勢等

・事業を巡る社会経済情勢等の変化に関する指標
社会経済情勢
自然環境条件
計画変更の有無及びその程度

・費用効果分析
コスト縮減や代替案立案等の可能性に関する検討

平成14年度での再評価基準の見直しは相当詳細かつ踏み込んだものとなっている点は評価できる。特に費用効果
分析は当該事業に投下される費用（C）と、その投資によってもたらされる便益（B）を比較し、費用便益比(B/C)が
１を下回った場合は事業見直しについて検討するものである。
具体的に長田処理区が今回評価されたわけであるが、生活環境の改善効果、便所の水洗効果さらには公共水域での
水質保全効果の合計便益の現在価値（B）が76,239百万円、建設費、用地費、維持管理費の合計投下費用の現在価値
（C）が64,744百万円と計算され、費用便益比(B/C)は1.178と1を上回っている。
費用便益比分析は一定の評価方法として有用ではあるものの、便益測定、割引率にある一定の仮定が存在している
点、利息負担額が考慮されていない点、さらには評価期間が事業年度着手年度から整備完了後50年目まで（長田処
理区の場合、実に77年）と超長期である点など、当該分析方法のみでは不十分であると思われる。
上記の視点は事業の継続性を判断する上では重要な視点であり、他の浄化センターも評価を行って比較検討を行う
ことは有意義であると思われ、実施すべきであるが、投資効果分析をさらに押し進めて、毎年度ベースの収益的収支、
資本的収支状況からの費用効果分析も重要ではないかと思われる。
静岡市公共事業評価委員会において企業局に割り当てられた長田処理区再評価検討時間は20分間であった。委員
へは一週間前に資料が配布され、実際に委員会において議論及び検討がなされていることは議事録で確認できるもの
の、10年に一度の再評価検討時間としては、いかがなものかとも思える。
下水道事業は建設完了までに長期間を要するとともに多額の設備資金を必要とするため、重要性を充分検討しなが
ら計画的に実施される必要がある。また、巨額な設備投資がなされた後は、固定費の回収が長期間にわたるため、計
画どおりの経費回収が図られていく必要もある。
したがって、事業計画は綿密に計画され、確実に実行され、厳しく評価され、適切な事後対策がとられていかなけ
ればならない。
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１２．人件費

（１）合併に係る月額基本給の改定について

旧静岡市、旧清水市及び静岡市の下水道事業会計に帰属する職員の基本給を比較して示せば、次のようになる。

職務 旧静岡市 職務 旧清水市 職務 静岡市 差額：Ａ

の級 （１４年度末） の級 （１４年度末） の級 （１５年度期首）静岡市－旧静岡市（静岡市－旧清水市） 人数

1 11 185,600 1 12 185,600 1 11 185,600 0 0 0 ％ 1
3 11 286,400 3 9 283,900 3 11 286,400 0 2,500 0.9 ％ 1
3 12 295,600 3 10 295,600 3 12 295,600 0 0 0 ％ 4
3 13 305,000 3 11 305,000 3 13 305,000 0 0 0 ％ 1
3 14 314,400 3 12 314,400 3 14 314,400 0 0 0 ％ 1
3 25 400,700 3 24 399,500 3 25 400,700 0 1,200 0.3 ％ 1
4 10 347,100 4 13 347,100 4 10 347,100 0 0 0 ％ 1
4 11 356,700 4 14 356,700 4 11 356,700 0 0 0 ％ 1
4 14 383,900 4 17 383,900 4 14 383,900 0 0 0 ％ 1
4 15 392,400 4 18 392,400 4 15 392,400 0 0 0 ％ 1
4 16 399,400 4 19 399,400 4 16 399,400 0 0 0 ％ 1
4 17 409,100 4 20 403,300 4 17 409,100 0 5,800 1.4 ％ 1
4 17 409,100 4 21 406,500 4 17 409,100 0 2,600 0.6 ％ 1
4 17 409,100 4 22 409,000 4 17 409,100 0 100 0 ％ 3
4 18 417,900 4 23 410,900 4 18 417,900 0 7,000 1.7 ％ 1
4 19 425,800 4 23 410,900 4 19 425,800 0 14,900 3.6 ％ 1
4 18 417,900 4 24 412,800 4 18 417,900 0 5,100 1.2 ％ 3
4 19 425,800 4 26 419,700 4 19 425,800 0 6,100 1.5 ％ 2
4 20 431,700 4 26 419,700 4 20 431,700 0 12,000 2.9 ％ 1
4 22 441,200 4 30 433,800 4 22 441,200 0 7,400 1.7 ％ 1
4 22 441,200 4 31 437,400 4 22 441,200 0 3,800 0.9 ％ 2
4 22 441,200 4 32 441,000 4 22 441,200 0 200 0 ％ 1
4 23 445,000 4 32 441,000 4 23 445,000 0 4,000 0.9 ％ 1
5 16 437,400 5 22 430,400 5 16 437,400 0 7,000 1.6 ％ 1
5 20 452,500 5 27 447,100 5 20 452,500 0 5,400 1.2 ％ 1
5 21 456,200 5 28 450,800 5 21 456,200 0 5,400 1.2 ％ 1
5 51 459,900 5 29 454,500 5 51 459,900 0 5,400 1.2 ％ 1
6 14 473,100 6 21 472,000 6 14 473,100 0 1,100 0.2 ％ 1
6 15 479,700 6 22 476,300 6 15 479,700 0 3,400 0.7 ％ 1

（注） 平成１４年度、平成１５年度ともに、下水道事業会計に帰属する旧清水市職員６６人中、昇任や昇給等による基本給引上げの無かった職員３８人の状況を基に
作成している。

比較対象：下水道事業会計従事者 単位：円
号
給

号
給

号
給

差額：Ｂ

増加率

本表は、月額基本給の一覧表（行政職給料表）を基にして、静岡市下水道事業会計に帰属する職員の基本給について、合併
前後の金額を比較したものである。その際、合併に関係しない昇給や昇任等があった旧清水市職員は除外し、また、一部職
員について実際の給与明細を合併前後で突合して本表の記載内容の事実確認をしている。
合併による旧両市職員の基本給のすり合わせ方は、旧静岡市の行政職給料表をそのまま静岡市に引き継ぐものとし（したが
って、旧静岡市職員については合併による基本給の変動はない。）、旧清水市職員の基本給に関して、静岡市の行政職給料表
に規定されている基本給の水準を基準にして、合併前にこれと同水準の基本給を付与されていた旧清水市職員の「職務の級」
及び「号給」を静岡市のものに統一するというものである。その際、完全に基本給が一致しない旧清水市職員に関しては、
最も近接する静岡市職員の基本給（ただし、下がらない）の水準に微調整している。
本表から、合併による静岡市職員の基本給の変動傾向を見れば、旧静岡市職員に関しては変化が無く、旧清水市職員に関し
ては最高14,900円（3.6％）までの増額がみられる。
本表の作成の基礎とした旧清水市職員38人のうち増額となったのは12人である。ただし、その大半が8,000円以内の増額
であり、10,000円を越えた職員は２人に過ぎない。この程度の増額であれば、総じて、合併による基本給の大きな変化はな
いものといえるが、基本給は人件費の核となるものであり年間の費用総額に占める固定費の主要部分である。後述するよう
に、基本給の増減に比例して金額が変動する手当（時間外勤務手当等）も存在するため、基本給の変動は他の手当の増額も
もたらす。

（２）諸手当について

ア．給与体系の比較
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旧静岡市、旧清水市、静岡市の給与体系を示せば、以下のとおりである。

内容 旧静岡市 旧清水市 静岡市
給料 ○ ○ ○
給料調整額（教職員、病院等勤務の看護師） ○ ○ ○
扶養手当 ○ ○ ○
調整手当 ○ ○ ○
初任給調整手当 ○ × ×
住居手当 ○ ○ ○
通勤手当 ○ ○ ○
単身赴任手当 ○ ○ ○
特殊勤務手当 ○ ○ ○
時間外勤務手当 ○ ○ ○
休日勤務手当 ○ ○ ○
夜間勤務手当 ○ ○ ○
宿日直手当 ○ ○ ○
管理職手当 ○ ○ ○
勤勉手当 ○ ○ ○
期末手当 ○ ○ ○
定時制通信教育手当（教職員） ○ × ○
義務教育等教員特別手当（教職員） ○ ○ ○
教育業務連絡指導手当 × ○ ×
管理職員特別勤務手当 ○ ○ ○

在職者の給与

災害派遣手当 ○ ○ ○

一般職の給与

退職者の給与 退職手当 ○ ○ ○
報酬（非常勤職員） ○ ○ ○
給料（常勤職員） ○ ○ ○
期末手当（議会の議員及び常勤職員） ○ ○ ○
調整手当（常勤職員 ○ ○ ○

特別職の給与

退職手当（常勤職員） ○ ○ ○
旅費又は費用弁償 ○ ○ ○給与以外の給付
児童手当 ○ ○ ○

該当件数 28 27 27
注１．旧静岡市、旧清水市は平成15年3月末定例改定後現在、静岡市は平成15年4月１日現在の状況である。
２．○は該当項目があるもの、×は該当項目がないものを示している。
３．網掛け部分は、旧静岡市、旧清水市、静岡市の３市間で、該当項目の有無にばらつきがみられる項目である。

本表を見る限り、総じて、3市間で給与体系に大きな相違は見られず、諸手当の内容、項目件数共に静清合併前後で、大きく変わ
ったものはない。

イ．主な手当の内容比較（特殊勤務手当は除く。）
旧静岡市、旧清水市、静岡市の3市について、主な手当項目を比較して示せば以下のとおりである。なお、特殊勤務手当について
は、内容が多岐に及び複雑であるため、企業局職員に関するものを（３）において別途検討する。
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要件等

① 配偶者
・満22歳未満
の子、孫及び
弟妹

・60歳以上の
父母及び祖父
母

・重度心身障
害者

②

持ち家

世帯主

その他（上記
に該当しない
もの）

③ 　１ｋｍ～２ｋｍ
未満
　４ｋｍ～６ｋｍ
未満
　７ｋｍ～８ｋｍ
未満
１２ｋｍ～１３ｋ
ｍ未満
　１５ｋｍ～１６
ｋｍ未満
　１８ｋｍ～２０
ｋｍ未満
　２５ｋｍ～３０
ｋｍ未満
　３５ｋｍ～４０
ｋｍ未満

　４０ｋｍ超

④ 時間外

勤務手当

勤務時間1時
間当りの給与
額の算定式

勤務時間1時
間当りの給与
額の算定式

⑥

⑦ 宿日直手当 一般の宿日直
勤務

⑧ 管理職手当
月額基本給×
支給率 職名 給料表の級 職名 給料表の級 支給率 職名 給料表の級

部長級 ８級 部長級 ８級 16/100部長級 ８級

次長級 ７級 次長 ７級 15/100次長級 ７級

参与 14/100

課長級 ６級 課長級 ６級 14/100課長級 ６級

参事級 統括参事 12/100参事級

参事級 ５級 11/100副参事級 ５級

⑨ 調整手当

⑩
期末・勤勉手
当

職務に応じた
加算がある場
合
（職務加算率
又は役職加算
分）
部長級、次長
級
課長級、参事
級
課長補佐級
係長級（旧静
岡市は、３級
の一部も含
む）
（各年度の支
給率）
（支給率の減
率）
職務に応じた
加算がない場
合

期末・勤勉手
当

（各年度の支
給率）
（支給率の減
率）

⑪ 管理職特別 12,000円 月額　12,000
円 12,000円

勤務手当 10,000円 月額　10,000
円 10,000円

8,000円 月額　8,000
円

8,000円

8,000円 月額　6,000
円 6,000円

⑫ 退職手当

⑬ 特殊勤務手当

主な手当の概要比較
手当種類 旧静岡市 旧清水市 静岡市

扶養手当

月額　14,000円 月額　14,000円 月額　　14,000円

配偶者がいる職員： 配偶者がいる職員： 配偶者がいる職員：

2人まで　　　　月額　各6,000円 2人まで　　　　月額　各6,000円 2人まで　　　　月額　各6,000円

3人目以降　　月額　各5,000円 3人目以降　　月額　各5,000円 3人目以降　　月額　各5,000円

配偶者がいない職員： 配偶者がいない職員： 配偶者がいない職員：

１人目　　　　　月額　11,000円 １人目　　　　　月額　11,000円 １人目　　　　　月額　11,000円

２人目　　　 　月額　　6,000円 ２人目　　　 　月額　　6,000円 ２人目　　　 　月額　　6,000円

3人目以降　　各月額　　5,000円 3人目以降　　各月額　　5,000円 3人目以降　　各月額　　5,000円

住居手当

家賃23,000円
以下

家賃月額－10,500円 家賃月額－12,000円 家賃月額－10,500円

下限金額：月額　7,500円 下限金額：月額　5,000円 下限金額：月額　7,500円

家賃23,000円
超

（家賃月額－23,000円）× １/２+12,500円 （家賃月額－23,000円）× １/２+11,000円 （家賃月額－23,000円）× １/２+12,500円

上限金額：月額　30,000円 上限金額：月額　27,500円 上限金額：月額　30,000円

月額　7,500円 月額　5,000円 月額　7,500円

月額　7,500円 月額　5,000円 月額　7,500円

月額　1,700円 0円 0円

通勤手当

月額　4,800円 月額　2,000円 月額　　4,800円

月額　7,200円 月額　7,500円 月額　　7,200円

月額　9,400円 月額　8,400円 月額　　9,400円

月額　11,500円 月額　12,400円 月額　11,500円

月額　14,800円 月額　13,800円 月額　14,800円

月額　16,600円 月額　16,600円 月額　16,600円

月額　20,000円 月額　20,000円 月額　20,000円

月額　23,400円 月額　22,000円 月額　23,400円

月額　25,100円 月額　23,000円 月額　25,100円

通常の時間外
手当

勤務1時間当りの給与額× 1.25× 時間数 勤務1時間当りの給与額× 1.25× 時間数 勤務1時間当りの給与額× 1.25× 時間数
深夜時間の場合：1.50 深夜時間の場合：1.50 深夜時間の場合：1.50

週休日等の時
間外手当

勤務1時間当りの給与額× 1.35× 時間数 勤務1時間当りの給与額× 1.35× 時間数 勤務1時間当りの給与額× 1.35× 時間数

深夜時間の場合：1.60 深夜時間の場合：1.60 深夜時間の場合：1.60
時間給の額は、住居手当（一律1,700円）を含んで算定す
る。

時間給の額は、住居手当を含まずに算定す
る。 住居手当（一律1,700円）は廃止された。

【月額基本給＋これに対する調整手当＋月額特殊勤務手
当＋一律住居手当（1,700円）】÷ 【1週間の勤務時間（40時
間）× 52週－152時間（19日× 8時間）】

【月額基本給＋これに対する調整手当＋月
額特殊勤務手当】÷ 【1週間の勤務時間（40
時間）× 52週－152時間（19日× 8時間）】

【月額基本給＋これに対する調整手当＋月額特殊勤務手
当】÷ 【1週間の勤務時間（40時間）× 52週－152時間（19日
× 8時間）】

⑤

休日勤務手当

勤務1時間当りの給与額× 1.35× 休日等の正規の勤務時間
中に勤務した時間数

勤務1時間当りの給与額× 1.35× 休日等の
正規の勤務時間中に勤務した時間数

勤務1時間当りの給与額× 1.35× 休日等の正規の勤務時間
中に勤務した時間数

時間給の額は、住居手当（一律1,700円）を含んで算定す
る。

時間給の額は、住居手当を含まずに算定す
る。

住居手当（一律1,700円）は廃止された。

時間外勤務手当に準じる。 時間外勤務手当に準じる。 時間外勤務手当に準じる。

夜間勤務手当
勤務時間1時
間当りの給与
額の算定式

勤務1時間当りの給与額× 0.25× 深夜勤務時間数 勤務1時間当りの給与額× 0.25× 深夜勤務
時間数

時間外勤務手当に準じる。 時間外勤務手当に準じる。

勤務1時間当りの給与額× 0.25× 深夜勤務時間数

時間給の額は、住居手当（一律1,700円）を含んで算定す
る。

時間給の額は、住居手当を含まずに算定す
る。 住居手当（一律1,700円）は廃止された。

時間外勤務手当に準じる。

1回：6,000円 1回：4,300円 1回：6,000円

支給率 支給率

16/100 16/100

14/100 15/100

14/100 14/100

12/100 12/100

11/100

（月額基本給＋月額管理職手当＋月額扶養手当）× 7/100 （月額基本給＋月額管理職手当＋月額扶養
手当）× 6/100

（月額基本給＋月額管理職手当＋月額扶養手当）× 6/100

【月額基本給＋月額扶養手当＋これらに係る調整手当＋
{（月額基本給＋月額基本給に係る調整手当)× 職務加算
率}】× 各年度の支給率

【（月額基本給＋月額扶養手当）× 1.06＋
（役職加算分）】× 時間率× 支給率（勤勉手
当の場合は成績率）

【月額基本給＋月額扶養手当＋これらに係る調整手当＋
{（月額基本給＋月額基本給に係る調整手当)× 職務加算
率}】× 各年度の支給率

20% 20% 20%

15% 15% 15%

10% 10% 10%

5% 5% 5%

平成14年度：4.65ヶ月 平成14年度：4.3～5.0ヶ月 平成15年度：4.40ヶ月

在職期間又は勤務期間に応じて、規定に従い減ずる。 在職期間又は勤務期間に応じて、規定に従
い減ずる。

在職期間又は勤務期間に応じて、規定に従い減ずる。

【月額基本給＋月額扶養手当＋これらに係る調整手当】×
各年度の支給率 ― 【月額基本給＋月額扶養手当＋これらに係る調整手当】×

各年度の支給率

平成14年度：4.65ヶ月 ― 平成15年度：4.40ヶ月

在職期間又は勤務期間に応じて、規定に従い減ずる。 ― 在職期間又は勤務期間に応じて、規定に従い減ずる。

部長級の8級： 部長級： 部長級の8級：

部長級の７級： 次長級： 部長級の７級及び次長級：

次長級及び課長級： 課長級： 課長級及び参事級：

企業局（下水道事業会計）職員について別紙

参事級： 参事級： 副参事級：

退職時月額基本給×支給率 退職時月額基本給×支給率 退職時月額基本給×支給率
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① 扶養手当
配偶者手当、配偶者手当以外の扶養手当ともに、旧静岡市、旧清水市で同一水準に規定されており、静岡市に
おいたはそのまま維持されている。よって、扶養手当については、合併による影響はない。

② 住居手当
月額1,700円一律支給されていた手当が廃止されたこと以外は、相対的に高額な旧静岡市の規定をほぼそのま
ま静岡市の規定としている。このため、旧清水市の職員は、合併により、より有利な手当支給を受ける結果とな
っている。

③ 通勤手当
旧静岡市と旧清水市とでは、通勤圏距離と支給金額の組合せの設定が多岐に区分されているので、その全部の
比較ではなく、一部を抽出して載せている。
これを見た限り、通勤手当に関しては、旧静岡市職員と旧清水市職員とで、高低まちまちであることがわかる。
静岡市は、旧静岡市の規定をそのまま採用しており、結果、合併により旧清水市職員の通勤手当は、増額された
者、減額された者、不変の者がそれぞれ存在することになる。

④ 時間外勤務手当
勤務１時間当りの給与額の算定にあたり、旧静岡市においては一律1,700円の住宅手当を含めて計算しており、
旧清水市においてはこのような手当を含まずに計算していた。静岡市においては、この一律1,700円の住宅手当
を廃止したことに伴い、これを含まない計算方法に改定した。つまり、旧清水市の方式に合わせる形になった。
「（１）合併に係る月額基本給の改定について」において記載のとおり、旧清水市職員の月額基本給が合併によ
りある程度の増額改定がみられるため、時間外勤務手当は、これに比例して増額する。
ただし、旧静岡市における一律1,700円の住宅手当が廃止されたことによる時間外勤務手当の減少に加えて、
合併による作業効率の向上等で時間外勤務時間数が減少し、時間外勤務手当の減少額が基本給の引上げによる時
間外勤務手当の増加額を上回るようであれば、合併により、時間外勤務手当を減額させる結果を得られる可能性
もある。

⑤ 休日勤務手当
旧静岡市、旧清水市、静岡市共に算定式は同一のものである。勤務1時間当り給与額の算定の方法は、時間外
勤務手当と同じであるから、基本給の増加は休日勤務手当を比例的に増加させる。旧清水市の職員の基本給が引
上げられれば、これに比例して勤務1時間当りの給与額が増加し、その分、旧清水市職員の休日勤務手当の単価
が上昇するが、合併により作業効率が向上し、休日勤務時間数が減れば休日勤務手当の減額要因になる。そのバ
ランスにより、合併後の休日勤務手当の増減が決まると考えられる。

⑥ 夜間勤務手当
休日勤務時間数を夜間勤務時間数に置き換えれば、⑤休日勤務手当に記載した内容と全く同様のことがいえる。

⑦ 宿日直手当
一般の職員について旧静岡市が1回につき6,000円と規定されていたものを、静岡市においてもそのまま採用
している。結果、旧清水市職員は、従来の1回4,300円に比して、1,700円の増額支給となる。

⑧ 管理職手当
管理職職員の月額基本給に支給率を乗じて算定される。旧静岡市の場合には、管理職名を４区分し、これに行
政職給料表の級数を加味して、支給率を4区分に規定していた。旧清水市の場合も支給率の区分規定の考え方は
同様であるが、管理職名、級数共に旧静岡市のそれよりもより細分化して規定していた。合併後は次のようにな
っている。
部長級の支給率は、旧静岡市も旧清水市も共に同水準の16/100であり、そのまま静岡市に引き継がれているた
め合併による変動はない。
次長級の支給率は、旧静岡市が一律14/100であるのに対して、旧清水市は同級を次長と参与に２分し、次長の
支給率を15/100、参与の支給率を14/100に定めていた。静岡市においては、同級の管理職名として旧静岡市と
同様に次長級を採用し、支給率は15/100としている。よって、旧静岡市の次長級、旧清水市の参与の職にあった
者は、合併により支給率が、14/100から15/100へ１ポイント増額されたことになる。
課長級及び参事級は同じ６級であるが、その支給率は異なる。静岡市の支給率は、課長級が14/100、参事級が

12/100である。これは旧静岡市の規定をそのまま引き継いだものである。旧清水市の同級の管理職の支給率も同
様であるが、旧清水市の統括参事の呼称が静岡市になって参事級に改められている。合併による実質的な変動は
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ない。
なお、副参事級の支給率は11/100であるが、これは旧清水市に存在した職であり、旧清水市の当職にあった者
にのみ適用される過渡的なものである。合併にあたり呼称が旧清水市の参事級から副参事級に変更されている。

⑨ 調整手当
支給割合を旧静岡市の7/100を改め、より低い旧清水市の6/100を採用し、支給率については減額改定となっ
ている。
しかし、旧清水市職員の基本給にある程度の増額がみられるため、これが調整手当を比例的に増加させる。よ
って、支給率の減額による支給減少額を、基本給の増額のよる支給増加額が上回るようだと、調整手当は増額さ
れることになってしまう。

⑩ 期末・勤勉手当
いわゆる「ボーナス」である。その算定式は旧静岡市と旧清水市とで多少の相違が見られたが、静岡市におい
ては、旧静岡市の算定式をそのまま採用している。職務加算率又は役職加算分に変更は無く、各年度の支給率は
新年度（平成15年度）になってから、旧静岡市の4.65ヶ月が4.40ヶ月に減額改定された。これは、人事院勧告
により、支給率の改定があった場合に、これに準じて市も改定されたものであり、合併による減額ではない。
旧清水市職員の基本給がある程度増額改定されていることは、期末・勤勉手当を比例的に増加させる要因であ
るから、今後の各年度の支給率の減額程度といずれが大きいかにより、期末・勤勉手当が増加するか減少するか
が決まる。

⑪ 管理職特別勤務手当
旧静岡市の場合、部長級を行政職給料表にある職務の級により8級と7級に2分し、それぞれ月額12,000円、
同10,000円と規定し、次長級、課長級及び参事級に対しては、月額8,000円と規定していた。
旧清水市の場合、部長級、次長級、課長級、参事級に対して、それぞれ月額12,000円、10,000円、8,000円、

6,000円と規定していた。
静岡市においては、部長級の8級に12,000円、部長級の７級及び次長級に10,000円、課長級及び参事級に8,000
円、副参事級に6,000円支給する旨規定されている。支給金額は、旧静岡市の次長級が、静岡市においては管理
職手当の支給率が14/100から15/100に引上げられたことに伴い、8,000円から10,000円に増額された他は、変
化はない。旧清水市の参事級は、静岡市の副参事に改名され、従前からの6,000円の支給を受ける。

⑫ 退職手当
算式にあるように、退職時の月額基本給の額に支給率（月数）を乗じて計算される。月額基本給は旧清水市の
職員について増額されている。
一方、支給率は、旧静岡市、旧清水市各々 が別途定めている退職手当支給条例に基づいている。この条例にお
いては、退職手当の支給率を、退職理由を4区分に大別し、退職理由の区分ごとに勤続年数と組み合わせること
で退職手当の支給率を決定している。
旧静岡市、旧清水市共に退職手当の支給率は、国家公務員退職手当法による支給率を基礎として各市で作成し
ているが、旧静岡市においては全体的に国家公務員退職手当法の規定よりも多少高く支給率を定めていた感があ
るのに対し、旧清水市の場合には同法規定の支給率をそのまま使用してきた。よって、退職手当の支給率は、旧
清水市の方が旧静岡市よりも、全体的に低く設定されている。
静岡市は、合併後の退職手当支給率を旧清水市に合わせていることから、合併により、退職手当の支給率は旧
静岡市職員について減額の方向にあるといえる。
このように、静岡市において、退職手当の支給率は引下げられているが、退職手当の総額が減額になるか増額
になるかは、退職手当の支給率の引下げによる減額効果と旧清水市職員の基本給引上げによる増額効果のいずれ
が大きいかにより決まることになる。

（３）特殊勤務手当について

旧静岡市、旧清水市及び静岡市の企業局職員に関係する特殊勤務手当を比較すると以下のとおりである。旧静岡市
と旧清水市とでは、特殊手当の体系が必ずしも同じものではないため、単純比較が難しく、旧両市間で比較表を作成
するにあたっては、手当の種類の名称は旧静岡市のものを用い、比較の便宜上、内容をおおまかな区分で仕分けし直
している。
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また、旧両市の規定が下水道部と水道部とを区分せず、企業局職員に対する特殊勤務手当として一括規定している
ので、以下の比較作業も企業局職員全体に対する手当の比較になっている。
企業局員職員の特殊勤務手当

静岡市
手当の種類 支給の範囲及び要件 旧静岡市 旧清水市静岡下水道

事務所職員
清水下水道
事務所職員

① 現場
手当

ⅰ取水場、浄水場又は配水場の業務に従事する
職員

月額
3,300円

取水場、浄水場又は配水場の業務に従事する
職員

月額
3,500円

夜間勤務手当 1回
2,200円

夜間巡視手当 1夜
780円

取水場、浄水場又は配水場の業務に従事する
職員

月額
3,300円

月額
3,500円

ⅱ下水道工事等に従事する水道指導員及び技手
職員

月額
3,300円

道路作業の現業従事者 日額
250円

道路作業の現場監督者 日額
330円

下水道工事等に従事する水道指導員及び技手
職員

月額 3,300円

ⅲ資材事務所の業務に従事する職員 月額
1,600円

ⅳ浄化センター業務に従事する職員 月額
5,600円

下水道浄化センター又はポンプ場で現場作業
に従事する職員

月額
4,000円

浄化センター職員 月額 5,600円
下水道ポンプ職員 月額 4,000円
その他職員 月額 4,000円

②水量点検
手当

検針又は下水廃水量の調査に従事する職員月額
2,900円

日額 150円

③事故整理
手当

転居による料金等の精算及び事故処理又は滞
納整理に従事する職員

月額
2,900円

④現金取扱
手当

現金収納及び支払業務に従事する職員 月額
500円

⑤水洗便所
取扱手当

水洗便所改造の勧誘又は検査に従事する職員月額
2,300円

⑥ ⅰ電気主任技術者等法令による管理者 月額
2,000円

ⅱ電気主任技術者 月額
3,000円

（第３種以上の電気主任技術者） （5,000円）
自動車整備管理者 月額

1,000円
ⅲ電気主任技術者 月額 3,000円

主
任
者
手
当

ボイラー取扱作業主任者等 月額 2,000円
⑦用地買収
折衝手当

用地買収折衝事務に従事した時 日額
250円

日額
300円

日額 300円
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企業局員職員の特殊勤務手当

静岡市
手当の種類 支給の範囲及び要件 旧静岡市 旧清水市静岡下水道

事務所職員
清水下水道
事務所職員

⑧ 浄化センターの交替勤務に従事する職員 月額
6,900円

下水道ポンプ場に交替勤務に従事する職員 月額
3,500円

浄化センター職員 月額 6,900円

交替勤務
手当

下水道ポンプ職員 月額 3,500円
⑨ 浄化センターの交替勤務に従事する職員が深

夜5時間以上勤務した時
1回

1,120円
下水道ポンプ場に夜間勤務した時 1回780円
浄化センター職員 月額 1,120円

夜間運転
作業手当

下水道ポンプ職員 月額 780円
⑩ 下水管渠の作業に従事した時 日額

620円
日額

250円
日額 620円

不快作業
手当 汚水等に直接接触する作業に従事した時 日額

470円
日額

250円
日額 470円

⑪ 水道及び下水道の不正使用者の発見摘発、停
水処分、滞納処分に従事した時

1件510円 1件(新名称：停水処分手
当) 510円

水道・下水道使用料及び受益者負担金の滞納
徴収に従事した時

日額
300円

日額（新名称：滞納整理
手） 400円

処分
手当

給水停止処分の執行に従事した時 日額
400円

日額（新名称：停止処分
手当） 400円

⑫ 出勤
手当

時間外勤務、休日勤務の命を受けて、業務に
従事した時

1回
1,120円

1回(新名称：緊急出動手
当) 1,120円

⑬ 地上又は水上の高層建築等工事現場における
監督、測量等の作業に従事した時

日額
200円

日額（新名称：危険作業
手当） 200円

建築物基礎工事等地下又は水面下の工事現場
における監督、測量等の作業に従事した時

日額
200円

日額（新名称：同上）
200円

高所深所
作業手当

増水時の取水口の保守点検等の作業に従事し
た時

１回300円１回（新名称：同上）
300円

⑭
年末年始
手当

年末年始等の期間中の勤務の命を受けて、事
務作業に従事した時

管理者が
決定する
金額

管理者が
決定する
金額

管理者が決定する金額

上表に基づき、企業局勤務の職員に関係する特殊手当を個別に比較検討する。
① 現場手当は、4区分に分けて比較した。
「ⅰ．の区分」に関しては、取水場、浄水場又は配水場の業務に従事する職員に係る手当が、基本手当部分とし
て旧静岡市職員に月額3,300円、旧清水市職員に月額3,500円支給されており、旧清水市職員については、更に、
別途夜間勤務手当が１回につき2,200円、夜間巡視手当１夜につき780円支給されていた。静岡市においては、旧
清水市における夜間勤務手当等2項目が廃止され、旧両市の基本手当部分がそのまま各市職員別に引き継がれる形
になっている。このため、旧両市のいずれの職員であるかにより、合併後において受取る手当の額が2本立てにな
っている。
「ⅱ．の区分」に関しては、旧静岡市職員の場合には、下水道工事等に従事する水道指導員及び技手職員に係る
手当が月額3,300円支給され、旧清水市職員の場合には、道路作業の現場従事者に対する手当が日額250円、同現
場監督者に対する手当が日額330円支給されていた。静岡市においては旧静岡市の規定が生きる形になり、旧清水
市の規定は、これに内包される形で消滅したと考えられる。旧静岡市職員については影響ないが、旧清水市職員の
関しては、日額支給が月額支給に変わったことで、支給額に増減がみられることになる。
「ⅲ．の区分」に関しては、旧静岡市職員に対して資材事務所の業務に従事する職員に係る手当が月額1,600円
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支給されていた。旧清水市職員に関してはこのような手当はない。この手当は、静岡市においては、廃止された。
「ⅳ．の区分」に関しては、旧静岡市職員の場合、浄化センター業務に従事する職員に対する手当が月額5,600
円、旧清水市職員の場合、下水道浄化センター又はポンプ上で現場作業に従事する職員に対する手当が月額4,000
円支給されていた。静岡市においては、旧両市におけるこの手当について、支給対象者を浄化センター職員、下水
道ポンプ職員、その他職員の3者に区分し、それぞれ、月額で5,600円、4,000円、4,000円を支給する形になっ
た。実質的には、変化なしと考えられる。
② 水量点検手当は、旧静岡市職員の場合は、検針又は下水廃水量の調査に従事する職員に対する手当が月額2,900
円、旧清水市には該当する手当はない。
静岡市においては、該当者に対して日額150円を支給することになった。月額が日額に変更になったことと旧清
水市職員には新たな手当として支給される点が改定点である。
③ 事故整理手当は、旧静岡市においてのみ要件該当者に対して月額2,900円の支給があり、旧清水市においては存
在しない手当である。静岡市は、これを廃止した。
④ 現金取扱手当は、③事故整理手当と同様である。旧静岡市においてのみ要件該当者に対して月額500円支給され
ていた。旧清水市においては存在せず、静岡市はこれを廃止した。
⑤ 水洗便所取扱手当も③事故整理手当と同様である。旧静岡市においてのみ要件該当者に対して月額2,300円支給
されていた。旧清水市においては存在せず、静岡市はこれを廃止した。
⑥主任手当は、都合3区分に分けて比較した。
「ⅰ．の区分」は、旧静岡市の規定による手当であり、電気主任技術者等法令による管理者に対する手当を月額

2,000円支給していた。
「ⅱ．の区分」は、旧清水市の規定による手当であり、電気主任技術者に対する手当として月額3,000円を、自
動車整備管理者に対する手当として月額1,000円を支給していた。更に、前者に関しては、第3種以上の電気主任
技術者の場合には月額5,000円に増額される。
「ⅲ．の区分」は、静岡市が採用する手当の内容であり、電気主任技術者に対する手当を月額3,000円、ボイラ
ー取扱作業主任者等に対する手当を月額2,000円支給する。この内容は、資格の内容により、旧静岡市、旧清水市
各市の手当のうち、より高い金額を選択しており、合併により増額になっていると考えられる。
⑦ 用地買収折衝手当は、旧静岡市は日額250円を、旧清水市は300円を支給していた。静岡市は、より高額な旧清
水市の規定を採用しているので、合併により旧静岡市職員に対しては、増額支給になる。
⑧ 交替勤務手当については、旧静岡市の場合、浄化センターの交替勤務に従事する職員に月額6,900円を、旧清水
市の場合、下水道ポンプ場に交替勤務する職員に月額3,500円を支給していた。
静岡市における手当は、旧両市の内容を単純に引き継いだだけであり、変化はない。

⑨ 夜間運転作業手当については、旧静岡市の場合、浄化センターの夜間勤務1回につき1,120円を、旧清水市の場
合、下水道ポンプ場の夜間勤務1回につき780円を支給していた。
静岡市における支給内容は、⑧交替勤務手当と同様で、旧両市の内容を単純に引き継いだだけであり、変化はな
い。
⑩ 不快作業手当については、2つの内容からなる。
下水管渠の作業従事者に対する手当を旧静岡市職員に日額620円、旧清水市職員に日額250円、汚水等に直接接
触する作業従事者に対する手当を旧静岡市職員に日額470円、旧清水市職員に日額250円を支給していた。
静岡市は、旧静岡市の規定をそのまま引き継いでおり、結果、旧清水市職員の手当がいずれも増額支給になる。

⑪処分手当は、3つの内容からなる。
水道及び下水道の不正使用者の発見摘発等に従事した職員に対する手当については、旧静岡市においてのみ該当
者に1件510円支給し、旧清水市においては支給されない。
水道・下水道使用料等の滞納徴収に従事した職員に対する手当及び給水停止処分の執行に従事した職員に対する
手当は、旧清水市においてのみ該当者にそれぞれ日額300円、同400円支給されている。
静岡市は、この3つの内容をそのまま受入れ、かつ、旧清水市の水道・下水道使用料等の滞納徴収に従事した職
員対する手当は、日額400円に増額している。結果、合併によりこの手当は増加したことになる。
⑫出勤手当は、時間外勤務、休日勤務の命を受けて、業務に従事した職員に対する手当として、旧静岡市においての
み1回1,120円支給されており、旧清水市には存在しなかったものである。
静岡市は、この規定をそのまま引き継いでおり、結果、合併により旧清水市職員は、この手当支給を新たに受け
ることになり、手当支給額は増加する。



号 外 静 岡 市 報 平成16年4月15日 157

⑬高所深所作業手当は、3つの内容からなる。
地上又は水上の高層建築等の工事現場における監督等に従事した職員に対する手当及び建築物基礎工事等の地
下又は水面下の現場監督等に従事した職員に対する手当は、旧静岡市においてのみ各手当いずれも日額200円支給
されており、旧清水市には存在しないものである。
増水時の取水口の保守点検等の作業に従事した職員に対する手当は、旧清水市においてのみ1回300円支給され
ており、旧静岡市においては存在しないものである。
静岡市は、この3つの手当をそのまま引き継いでおり、結果、旧両市職員は、合併により、相互に新たな手当が
付くことになる。
⑭年末年始手当は、合併による変化はない。

以上、合併により、基本給と諸手当がどのように改定されているかを検討してみたが、合併初年度ということもあ

り、人件費の大きな抑制がみられたとはいえない。

（４）職員給与費の削減可能性の検討

旧静岡市、旧清水市ともに総費用の大半は減価償却費と企業債利息で占められており、これが両市の財政状態を厳
している大きな要因となっている。そのため、まず初めにこれらの費用についての削減を検討する必要がある。これ
らの費用は長期的にはコスト削減を図ることが可能であると考えられるが、短・中期的には所与のコストであるとい
える。したがって、当座の財政状態の悪化を避けるために、短・中期的に効果の見込めるコスト削減策を講ずる場合
には、減価償却費や企業債利息に続いて金額的重要性のある職員給与費について検討する必要があると考える（なお、
減価償却費及び企業債利息を除いた総費用に占める職員給与費の割合は、旧静岡市が35.7%、旧清水市が21.5%であ
る（平成14年度））。また、両市は平成15年4月1日をもって合併しており、合併により期待される効果の一つとし
て組織のスリム化がある。この点からも職員給与費の削減は期待されるところである。
そこで、職員給与費の削減可能性について、他の都市と比較することにより試算する。試算は「地方公営企業年鑑」

の数値に基づいて行った。年鑑に記載されている数値・金額の算出方法は、厳密に定められたものではないため、地
方公営企業法を適用している自治体同士であっても、直接比較できない場合もあることは否めない。しかし、他の自
治体との比較により人件費の比較を行うことも、人件費額の多寡についての目安をつかむ上で意義のあることと考え、
また、現状では「地方公営企業年鑑」がもっとも統一的なデータであるためこれを使用した。
よって、これにより得られる数値は、あくまで目安であり、必ずしも削減可能であることを保証するものではない。

ア．中核市平均との比較による適正人員数の検討

適正人員算定にあたって、比較対象とする都市は、地方公営企業法を適用しており規模の面で旧静岡

市、旧清水市と比較的近似している中核市とする。なお、静岡市が移行を目指している政令市について

は、現状では近似しているとは言い難いが、参考までに数値を併記している。

また、下水道事業に関わる職員は、主として維持管理業務に携わる損益勘定所属職員と主として建設

業務に携わる資本勘定所属職員とに区分される。それぞれ従事する業務の性質は異なるため、適正人員

数の検討にあたっては、損益勘定所属職員、資本勘定所属職員それぞれについて検討することとする。

なお、旧静岡市及び旧清水市については平成12年度から平成14年度の決算書の平均値を、中核市平
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均及び政令市平均については「平成13年度地方公営企業年鑑」の数値を採用している。

（ア）損益勘定所属職員

損益勘定所属職員については、職員数と相関係数の高い項目として処理区域内人口及び年間有収水
量をあげることができる。処理区域内人口については損益勘定所属職員数との相関係数が中核市平均
0.92、政令市平均0.75であり、年間有収水量については中核市平均0.77、政令市平均0.93である。
相関係数については、一般的に0.7以上であれば強い正の相関関係があるといえるため、上記の2つ
の項目は強い相関関係があるといえる。損益勘定所属職員数と各項目の関係を示した下記の散布図か
らも確認できる。
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これらの項目について損益勘定所属職員1人当りの数値を求めると以下のとおりである。

旧静岡市 旧清水市
中核市
平均

政令市
平均

損益勘定所属職員1人当り
処理区域内人口 2,820 2,909 3,708 3,065

年間有収水量（千?／人） 364 342 436 391

中核市を100とすると

処理区域内人口 76.1 78.5 100.0 82.7
年間有収水量 83.5 78.4 100.0 89.7

損益勘定所属職員数（人） 119 44 100 521
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職員1人当りの数値は、数値が大きいほど効率的であるといえる。そのため中核市平均と比較する
と旧静岡市、旧清水市ともに、いずれの項目においても効率的でないといえる。
ここで、中核市平均の数値を基準として、各項目ごとに適正人員数を求めると以下のとおりである。

（単位：人）
旧静岡市 旧清水市

損益勘定所属職員の適正人員数
処理区域内人口 90 35

年間有収水量 99 34
平 均 値 95 35

平成14年度の損益勘定所属職員数は旧静岡市が113人、旧清水市が43人であるため、上記の結果
より、削減可能な人員数は旧静岡市で18人、旧清水市で8人となる。

（イ）資本勘定所属職員

資本勘定所属職員においては、建設改良費との相関係数が中核市平均で0.82、政令市平均で0.85
であり、これが資本勘定所属職員数と相関係数の高い項目であることがわかる。
なお、建設改良費については年度により、その金額が大きく変わってくるため、中核市平均及び政
令市平均を算定するにあたっては、平成11年度から平成13年度の平均値を用いることとする。
資本勘定所属職員数と各項目の関係を示した下記の散布図からも一定の相関関係が確認できる。
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資本勘定所属職員1人あたりの建設改良費を求めると以下のとおりである。

（単位：千円）

旧静岡市 旧清水市
中核市
平均

政令市
平均

資本勘定所属職員1人当り 154,394 150,034 238,289 243,876

中核市を100とすると 64.8 63.0 100.0 102.3

資本勘定所属職員数（人） 68 30 47 155

上記より、旧静岡市、旧清水市いずれも中核市平均と比較して非効率的であるといえる。中核市平
均の数値を基準として、適正人員数を求めると旧静岡市で44人、旧清水市で19人となる。
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平成14年度の資本勘定所属職員数は旧静岡市が63人、旧清水市が30人であるため、上記の結果よ
り、削減可能な人員数は旧静岡市で19人、旧清水市で11人となる。

イ．中核市平均との比較による1人当り職員給与費の検討

次に職員1人当りの職員給与費について中核市と比較することにより、職員給与費の削減可能性を検

討する。

損益勘定所属職員及び資本勘定所属職員の職員給与費、職員1人当り職員給与費は以下のとおりであ

る。

（単位：千円）

旧静岡市 旧清水市 静岡市
中核市
平均

政令市
平均

損益勘定所属職員
職員給与費 1,376,597 453,261 1,829,858 1,033,297 5,854,778

職員1人当り職員給与費 11,472 10,541 11,226 10,312 11,243
資本勘定所属職員

職員給与費 618,802 193,378 812,180 401,412 1,496,969

職員1人当り職員給与費 9,376 6,238 8,373 8,504 9,653

中核市平均とを比較すると、上記のとおり、静岡市の損益勘定所属職員の職員給与費は高いことから、

静岡市の職員1人当り職員給与費と中核市平均の職員1人当り職員給与費の差額914千円を削減可能額

とする。一方、資本勘定所属職員については、ほぼ同じ水準にあることから、職員1人当り職員給与費

の削減は考慮しないこととする。

ウ．職員給与費の削減可能額の算定

以上を踏まえ、職員給与費の削減可能額を算定する。

まず、職員1人当り職員給与費については、損益勘定所属職員で中核市平均の職員1人当り職員給与

費を採用すると、静岡市と中核市平均との差額914千円に平成14年度の損益勘定所属職員数156人を

乗じた142,584千円を削減可能額として試算することができる。
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次に、削減可能職員数については、損益勘定所属職員が26人、資本勘定所属職員が30人であること

から、これにそれぞれの職員1人当り職員給与費10,312千円、8,504千円を乗じた268,112千円、255,120

千円が削減可能額として試算することができる。

したがって上記の合計金額665,816千円が職員給与費の削減可能額となる。

また、合併による組織スリム化の点で見ると、合併直後ということもあり平成14年度の旧静岡市及び

旧清水市の職員数の合計と平成15年度の静岡市の職員数を比較すると、7人の減少に留まっている。た

だし、平成16年度において組織の見直しが予定されており、現状、下水道総務課を除く課について静

岡事務所と清水事務所にそれぞれ設けられているが、これをサービス課（下水道維持課より分離）を除

く全ての課について静岡と清水で統合する予定である。これにより、平成15年度においては静岡と清

水でそれぞれ行っていた業務を、一括して行うことが可能となるため、順次、適正な人員数としていく

ことが期待される。
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１３．外部委託

（１）浄化センターの運転委託について

外部委託業務中、ポンプ場及び浄化センターにおける運転管理業務及び廃棄、運搬業務の委託がかなり大きな割合
となっている。旧静岡市より旧清水市のほうが委託料の割合が高いのは、旧清水市は浄化センターにおいて維持運転
業務を全面的に委託しているのに対し、旧静岡市は汚泥処理運転管理業務など一部の業務を委託しているためである。
これは、旧清水市のほうが委託の推進状況が高いといえる。10 年後に静岡県で現在管理運営されている静清浄化セ
ンターが静岡市で管理運営することとなっている点も視野におき、今後の浄化センターの維持運転業務委託の方法に
ついて、効率性、経済性の視点から検討していく必要があると思われる。

（２）検針事務委託について

ア．旧静岡市の私人の検針業務委託料について

昭和45年から46年頃、水道局の委託集金員及び検針員は、「静岡市水道局検針労働組合」を組織し、団体交渉を
行ってきた経緯がある。したがって、旧静岡市は当該労働組合に対して対等な立場として過去32年余りの間労働組
合と団体交渉を行い、現在に至るまで労使合意による条件等を示しながら、検針員と年度当初に検針単価について個
別契約をしている。その結果、検針単価は過去32年間一度も下がったことはなく、上昇し続けた。また、経済の高
度成長や人件費的性格も重なり、検針単価の増額が決定されてきたものと思われる。
旧静岡市において、検針員の1人1ヶ月平均受持件数は2,320件（10日から15日程度の業務）であり、委託料単
価が116円だとすると一人あたりの委託料は269千円／月となる。
平成14年度から検針委託の一部が私人から法人へと移行したことにともない、平成15年度より私人の検針単価は
法人と同様に97.65円となり、過去32年間経てはじめて下落した。集中検針単価も廃止され検針単価はひとつとな
った。また、解約報奨金（退職金）についても、平成15年度から支払わないこととなり、経済性の視点からの見直
しが行われているといえる。
旧清水市の検針単価は65.28円とさらに低いものとなっている。下水道使用料の統一にあたっては検針単価の統一
も行われることになろうが、旧清水市地区がこの単価で実施できている現状から、経済性の視点からはこの単価がひ
とつの目安になるものと考える。
なお、旧静岡市においては、検針等上下水共通経費である業務費は水道部と下水道部とが負担している。その負担
割合は、水道部7に対して下水道部3となっており、この負担割合の見直しが行われたことはない。負担割合を決定
するにあたって、下水道部のほうが収益性は低いとの理由で決定されたとのことである。検針業務の内容からみて調
定件数の割合で按分することも考えられる。下水道事業の原価を正しく算定するためには、両者の負担割合を見直す
ことも必要と考える。
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１４．工事請負契約

（１）工事請負率について

平成14年度における旧静岡市と旧清水市における工事請負率の分布は以下のとおりである。

70%～ 75%～ 90%～ 95%～ 96%～ 97%～ 98%～ 99%～ 合計

件数 3 14 1 4 1 19 0 15 57

件数割合 5.3% 24.6% 1.7% 7.0% 1.7% 33.3% 0 26.3% 100%
当初契約金
額(百万円)

154 1,049 51 1,523 72 1,456 0 949 5,254

旧
静
岡
市

金額割合 2.9% 19.9% 1.0% 29.0% 1.4% 27.7% 0 18.1% 100%

件数 1 0 2 1 1 11 5 11 32

件数割合 3.1% 0 6.3% 3.1% 3.1% 34.4% 15.6% 34.4% 100%
当初契約金
額(百万円)

39 0 361 290 44 1,233 257 928 3,152

旧
清
水
市

金額割合 1.3% 0 11.4% 9.2% 1.4% 39.1% 8.2% 29.4% 100%

工事請負率は、契約金額を設計金額（予定価格）で除して算定するものであるから、市としてはこれが低いほど低
価格で契約することができたことになる。
予定価格とは、地方公共団体が契約を締結する場合に、契約することができる最高限度額として設定された金額で
あり、この予定価格を基準として自動的に相手方が決定されることとなる。すなわち、担当者の恣意性を排除し、競
争の公正性に対する信頼を確保する機能を有するのみならず、予算の制約のもとにおいて不当な価格による入札を排
除する基準を予め定める点でも、重要な意味を持つものである。そのため、原則として公正な競争入札執行の確保の
ため予定価格は公表されていないが、例外として建設工事及び建設業関連業務委託については事前公表している。（た
だし、旧清水市においては建設工事に限って事前公表している。）予定価格は旧静岡市においては平成14年7月より、
旧清水市においては平成14年6月から事前公表することとなった。予定価格を事前に公表すると予定価格が目安と
なって競争が制限され、落札価格が高止まりになること、建設業者の見積努力を損なわせること、談合が一層容易に
行われる可能性がある。しかし、入札・契約制度の透明性、公平性及び競争性を確保するために予定価格を事前に公
表することが近年求められてきた。予定価格の一部を事前に公表する自治体は最近増加傾向にある。
工事請負率について旧静岡市と旧清水市とを比較すると98％以上の工事の件数割合が旧静岡市が26.3％であるの
に対して旧清水市は50％となっており、旧清水市の工事請負率が高い水準となっている。一般には工事請負率が95％
以上であると高いと言われている。
平成14年度の工事請負率の比較からは、旧静岡市のほうが低く、入札によるコスト削減効果が高いものと推定さ
れる。
なお、請負率（落札率）の全国の平均数値は以下のとおりである。

内 訳 工事請負率（％）

都道府県の平均 95.27

政令指定都市の平均 95.12
県庁所在地市の平均 91.32

静岡市 90.68
宮城県 86.77

上記のデータは、平成14年度に発注された工事について、都道府県及び政令指定都市については１億円以上の工
事から算定し、県庁所在地市については5,000万円以上の工事から算定したものである。下水道工事のみを対象にし
たデータではないが、このデータと比較検討してみると、静岡市の工事請負率は、他の県庁所在地市よりも低い。
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仮に旧清水市が旧静岡市と同一の工事請負率であるとした場合のコスト削減額は、以下のように算定される。
（単位：千円）

内訳 予定価格 契約金額実績
旧静岡市の
工事請負率

左の工事請負率
による契約金額

コスト
削減額

公共事業 2,530,300 2,450,700 90.6％ 2,292,451 158,249
単独事業 731,840 704,970 91.8％ 671,829 33,141

合計 3,155,670 2,964,280 191,390

参考までに、旧清水市及び旧静岡市ともに宮城県の工事請負率であるとした場合のコスト削減額は以下のようにな
る。

（単位：千円）

内訳 契約金額実績
宮城県の工事請負率
による契約金額

コスト削減額

旧静岡市

公共事業 3,747,333 3,327,559 419,774
単独事業 1,784,391 1,687,280 97,111

計 5,531,724 5,014,839 516,885

旧清水市

公共事業 2,450,700 2,195,541 255,159

単独事業 704,970 635,017 69,953

計 3,155,670 2,830,559 325,111
合計 8,687,394 7,845,398 841,996

宮城県は、平成14年度から1千万円以上の公共工事について指名競争入札を廃止し、原則的に一般競争入札とし
た。これが多額のコスト削減効果となってあらわれてきている。
旧静岡市と旧清水市の工事請負率の差異は、指名競争入札から生じるものが主なものと考えられる。旧静岡市と旧
清水市の指名競争入札における入札参加において異なっているところは発注基準金額にあり、以下のとおりとなって
いる。

旧静岡市の発注基準

請負工事の種類及び予定価格等

級 土木工事 建築工事 電気工事 管工事 舗装工事

A級 3,500万円以上 12,000万円以上 1,500万円以上 1,500万円以上 1,500万円以上

B級 1,000 万円以上

3,500万円未満

3,000 万円以上

12,000万円未満

400 万円以上

1,500万円未満

400 万円以上

1,500万円未満

500 万円以上

1,500万円未満

C級 400万円以上1,000

万円未満

600 万円以上

3,000万円未満

400万円未満 400万円未満 500万円未満

D級 400万円未満 600万円未満 ― ― ―
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旧清水市の発注基準

請負工事の種類及び予定価格等級

土木工事 建築工事 電気工事 管工事

A級 4,000万円以上 8,000万円以上 1,000万円以上 1,000万円以上

B級 4,000万円未満800

万円以上

8,000万円未満1,000

万円以上

1,000万円未満

300万円以上

1,000万円未満

C級 800万円未満 1,000万円未満 300万円未満 ―

等級による格付けは、安定した工事の供給と高度な技術を受けることなど確かに必要な基準である。しかし、等級
による格付けを厳しい条件にすればするほど、選定業者の数が制限されることになる。
下水道事業に関しては、土木工事が主なものであり、しかも金額的にも多額になるため、ほとんどの土木工事は等
級でいくとＡ級に該当することになる。土木工事のＡ級の要件は清水市のほうが厳しい。さらに指名業者の選定にお
いて地理的な条件を考慮すると選定業者数もより制限されてくることとなる。静岡市としては現在発注基準が2つ存
在していることになるが、将来統合するにあたっては、旧両市の経験を踏まえ、安定した工事の供給や高度な技術の
要請と競争の促進による経済性の要請のバランスを十分に検討する必要があるものと思われる。

（２）入札契約の適正化について

「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」においては「公表又は措置に努力することが
求められている事項」があるが、その達成度合は一般的に市区町村よりも都道府県、政令指定都市のほうが進んでい
るものといえる。これは、自治体の規模が大きくなるにつれて巨額な工事契約が増加し、そのために入札及び契約の
適正化を図る社会的責任が増してくるためであるといえる。平成17年4月からの政令指定都市に向けて、いまだに
達成できていない指針に関して十分に検討を行い、達成可能なものから実行していくことが望まれる。

（３）競争入札制度について

談合の防止策としては、入札をなるべくオープンにして談合組織に入っていないアウトサイダーの参入を促進する
ことがある。制限付一般競争入札の条件を緩和して一般競争入札を促進し、他地域の企業の参入を図ることなどが有
効と考えられるが、それには事務コストの増加を伴い、また、工事の質低下の懸念がある。
事務コストについては実施回数を重ねることにより漸減すると思われ、一般競争入札の促進により発注価格の低下
も期待できることからこれによる吸収も図られるものと思われる。経済的視点からはトータルでコスト増になるかコ
スト減になるかが重要である。また、品質低下の懸念を払拭するためには、企業の技術力や工事の品質を評価するシ
ステムの精度をより高めていく工夫が求められよう。
なお、静岡財政事務所契約課発注工事においては、中小工事について単なる格付けだけを入札参加資格要件としな
い「簡易な技術資料提出型制限付一般競争入札」を導入し、一定の成果をあげている。
現在、契約については、旧静岡市分については静岡財政事務所契約課が、旧清水市分については清水財政事務所契
約課がそれぞれ行っている。また、工事入札に関する方法、規程等については両者完全に一致しておらずでいくつか
の相違点がある。統一するにあたっては、両者の相違点についてメリット・デメリットを十分に検討することが必要
と考える。
今回の旧清水市における談合事件を教訓として、より適正な契約事務が実施されるべく体制構築を検討していただ
きたい。
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１５．建設費

（１）施設の建設・更新費用の削減についての検討

旧静岡市、旧清水市ともに下水道事業は財政的に厳しい状態にあるが、その理由の一つとして、施設の建設や更新
に係る費用が巨額となっていることがあげられる。このことは損益計算書においては「減価償却費」が、キャッシュ・
フロー計算書においては「有形固定資産の取得による支出」が、いずれも大きな割合を占めていることから理解でき
る。
減価償却費は過去に行われた施設の建設・更新に要した支出に基づいて算定されたものであることから、短期的に

は削減を図ることが困難であるといえる。下記の推移から、総費用に占める減価償却の割合は一貫して増加している
ことがわかる。

（単位：千円）

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

旧静岡市

減価償却費 Ａ 4,147,303 4,382,040 4,579,298 4,757,495 4,754,354

総費用 Ｂ 12,549,791 12,553,157 12,846,197 13,553,809 13,095,994

総費用に占める

減価償却費の割合Ａ／Ｂ
33.0% 34.9% 35.6% 35.1% 36.3%

旧清水市

減価償却費 Ａ 1,892,958 1,961,995 1,998,691 2,047,595 2,082,525

総費用 Ｂ 6,599,261 6,889,018 6,914,798 6,964,543 7,105,008

総費用に占める

減価償却費の割合Ａ／Ｂ
28.7% 28.5% 28.9% 29.4% 29.3%

合計

減価償却費 Ａ 6,040,261 6,344,035 6,577,989 6,805,090 6,836,879

総費用 Ｂ 19,149,053 19,442,174 19,760,995 20,518,353 20,201,002

総費用に占める

減価償却費の割合Ａ／Ｂ
31.5% 32.6% 33.3% 33.2% 33.8%

しかし長期的な視点に立てば、今後生じる建設・更新費用の削減に努めることで、減価償却費の負担を軽くしてい
くことは可能となる。このため建設・更新費用の削減について検討する必要がある。
また、キャッシュ・フローから見ても、建設・更新費用を賄うために企業債の起債額が償還額を上回る状態にあり、

今後、限られた財源の中で社会資本の整備を最大限推し進めるためにも、これらの費用の削減に努めることが不可欠
である。
そこで建設・更新費用削減のための方策の一つとして、ＰＦＩ等民間の資金や経営ノウハウ等を活かす手法につい

て検討することも考えられる。

（２）ＰＦＩについて

ア．ＰＦＩとは

ＰＦＩ（Private Finance Initiative）とは、従来公的部門によって行われてきた社会資本の整備・運営等の分
野に、民間事業者の資金、経営ノウハウ等を導入し、民間主導で効率的・効果的な社会資本の整備等を行おうとす
る手法である。
その目的は、民間事業者の資金や経営ノウハウ等を最大限に引き出し、当該事業により提供されるサービスにつ
いてＶＦＭ（Value For Money＝税金などを原資として供出される一定の支払に対して、最も価値の高いサービス
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を提供していくという考え方）を最大化することにある。裏を返せば、一定のサービスを提供するにあたり、それ
にかける費用の削減を図り､財政資金を効率的に利用することにある。
したがって、ＰＦＩを活用する場合には、まず同様の公共サービスを提供するために公共事業による手法を用い
た場合と比較して、より効率的・効果的に財政資金を活用できるか否かについて十分検討を行ったうえで実行する
必要があるといえる。
また、ＰＦＩは民間事業者の資金や経営ノウハウ等を最大限に引き出すことを目的としているため､その適用範囲
は、資金の調達から施設の設計、建設さらにはその施設の維持管理、運営にいたるまで、その事業一体に渡ってい
ることが特徴である。

イ．事業の類型

事業の類型としては以下の3つに分類することができる。なお、いずれの事業の類型においても原則として民間
主導で行われることにかわりはない。

① 独立採算型
民間事業者が資金を調達し、その回収は受益者からの利用料等により行われる。（ex.有料橋、ターミナ

ル施設等）
② サービス提供型

民間事業者が資金を調達し、その回収は公的部門によるサービスの購入により行われる。（ex.学校、美
術館、病院等）

③ 官民協調型
公的部門と民間事業者の両者が資金を用いることにより行われる。（ex.有料道路､鉄道等）

下水道は社会資本の中でも根幹をなすものであり、市民に過重な負担をかけないために利用料金は政策的に低く
抑えることが求められる。そのため下水道事業においてＰＦＩを活用する場合には、公的部門が一部資金を補助す
る必要が生じ､官民協調型に分類されることになる。

ウ．事業の形式

事業の形式は以下の5つに分類することができる。

① ＢＯＴ（Build Operate Transfer）：建設－運営－譲渡
民間事業者が資金調達して建設し、一定期間運営を行うことにより資金を回収した後、公的部門に施設

の所有権を移転する方式。
② ＢＴＯ（Build Transfer Operate）：建設－譲渡－運営

民間事業者が資金調達して建設した後、公的部門に施設の所有権を移転し、その代わり施設の運営権を
得る方式。

③ ＢＯＯ（Build Own Operate）：建設－所有－運営
民間事業者が資金調達して建設し、公的部門に施設の所有権を移転することなく、運営を行う方式。

④ ＢＬＯ（Build Lease Operate）：建設－リース－運営
民間事業者が資金調達して建設した後、公的部門が施設を買い取り、その施設を民間事業者にリースす

ることにより､民間事業者が運営を行う方式。
⑤ ＢＬＴ（Build Lease Transfer）：建設－リース－譲渡

民間事業者が資金調達して建設した後、公的部門に施設を一定期間リースし、リース料により資金を回
収した後、公的部門に施設の所有権を移転する方式。

下水道事業においてＰＦＩを活用する場合、下記の事例からもわかる通り②ＢＴＯの採用が一般的となっている。
理由としては、①ＢＯＴなどを採用すると、施設を所有することにより発生する税金などの費用を民間事業者が負
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担することになるため、ＶＦＭの最大化を考えた場合、ＢＴＯには劣るためである。

エ．上下水道事業におけるＰＦＩ活用の事例

下水道事業では設備の更新･建設に相当規模の投資が行われ、その後に維持・運営活動が必要とされることから、
ＰＦＩが活用される主要な事業の一つになっている。上下水道事業における主なＰＦＩ活用事例は以下のとおりで
ある。

事業名称 都・県名 事業形式

大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業 埼玉県 ＢＴＯ
(仮称)江戸川浄水場排水処理施設整備等事業 千葉県 ＢＴＯ

森ヶ崎水処理センター常用発電事業 東京都 ＢＴＯ
寒川浄水場排水処理施設更新等事業 神奈川県 ＢＴＯ

事業形式を見ると全てＢＴＯとなっているが、いずれの事業も民間事業者の収入は建設時、運営時ともに都県か
らの支払いだけである。そのため資金調達は民間事業者が行っているものの、それは全て公的部門により賄われて
いることがわかる。

（３）ＰＦＩ以外の手法について

平成11年のＰＦＩ法施行に伴い、上記のようにＰＦＩの活用が図られているが、これとともにＰＦＩ法に基づ
かないが、ＰＦＩの考え方を活かした手法も行われている。すなわち、現在のＰＦＩ法では、民間事業者による資
金の調達が行われ、施設が新設される事業を適用される事業の前提としていることから、これにとらわれずにＶＦ
Ｍの最大化を達成するために様々 な手法がとられている。

ア．ＤＢＯについて

ＤＢＯ（Design Build Operate）とは、資金調達及び施設の所有は公的部門が行い、民間事業者は施設の設計、
建設、運営を行う方式である。ＰＦＩの事業の形式と比較すると、資金調達を公的部門が行うところに最大の特徴
がある。公的部門の資金調達能力を活かし、民間事業者が資金調達した場合よりも調達金利を低くすることにより、
ＢＴＯを採用した場合よりも少ない費用で事業を行うことができるのである。

イ．包括的民間委託について

前述したＰＦＩやＤＢＯといった手法は、主に施設の新設を対象として考えられているものであるが、静岡市で
は、中期的には処理場のポンプ増設や管渠の延伸は予定されているものの、処理場やポンプ場の新設は、当面のと
ころ予定されていない。そこで、当面の問題としては既存施設の維持管理業務への対応が求められるものと思われ
る。
包括的民間委託は既存施設の維持管理業務にＰＦＩの考え方を取り入れたものである。今までの委託契約は個別

の業務に対する単年度の契約であり、発注は仕様を基準として行われてきたが、包括的民間委託では修繕などを含
む施設の包括的な業務に対する複数年にわたる契約であり、発注は仕様ではなく性能に基づき行われる。
包括的に委託することにより民間事業者に突発的な修繕の発生などのリスクが移転され、公的部門としては費用

の平準化を図ることができる。また民間事業者はそのリスクを最小限に抑えようとし、これにより業務全体での費
用の最小化が図られることになる。そして契約年数を複数年とすることにより、長期的な視点から効率化を図るこ
とについて民間事業者のノウハウが活かされることになる。最後に性能発注とすることにより、使用発注の場合と
は異なり民間事業者のノウハウや自由な発想が活かされることになる。
なお、静岡市においても､包括的民間委託については検討する予定であるとのことである。
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１６．浄化センターに設置されている自動販売機（飲料）について

清涼飲料水の自動販売機が中島浄化センターに2台、城北浄化センターと長田浄化センターに各１台設置されている。
いずれも自動販売機の設置場所については公共性等の利用観点から使用料を減免し徴収していない。なお、電気使用料に
ついては実費負担とし毎月徴収している。また、清涼飲料水の販売単価は、城北浄化センターが120円、中島浄化センタ
ーと長田浄化センターは100円である。
設置場所の使用料を減免することについては、下水道用地の使用許可手続がとられ、その中で減免についても決裁され
ていることから手続上の問題はなく、また、販売単価についても業者が決定していることであり、市は一切関与していな
いとのことであるから、特に問題となる事項はないかもしれない。しかしながら、下記懸念が生ずることから、使用料を
減免する根拠を明確にしておく必要があるものと考える。
使用料減免の根拠について、平成14年度の下水道用地の使用許可についての伺い書には、「公共性等の利用観点から使
用料を徴収することが適当でないと思われるため」との記載がある。ここで、公共性の意味するところは、施設に来場す
る一般市民の便宜を図る意図との回答を得ている。しかし、このことが本当に公共性ということで根拠付けられるのであ
ろうか。公共施設に訪れる人の便宜を図ることが即公共性のあることとはいえないだろう。浄化センターに自動販売機を
設置しても採算が成り立たたないため設置してくれる事業者が存在せず、それでも施設に来場する一般市民のために必要
なものと判断されれば、使用料を減免する根拠となるかもしれない。現状においては販売単価が100円でも飲料販売事業
が成り立つとすれば、使用料を払っても設置する事業者があるのではないかと思われる。このような場合に使用料を減免
するためには、使用料を徴収することが適当でない理由を明確にすることが求められるものと考える。行政財産の目的外
使用は使用料を取ることが原則である。
また、そもそも自動販売機設置の理由自体が明確でない。口頭では「施設に来場する一般市民の便宜を図る意図」と聞
いているが、中島浄化センターに初めて設置されたと思われる昭和61年5月の伺い書には「現在処理場内に自動販売機が
設置されておらず職員が不便をきたしており、職員の福利厚生目的のため」と記載されている。また、自動販売機の設置
台数の検討にあたっては職員数を主要考慮要因としていることからは、職員の福利厚生目的が主ではないかと考えられる。
そうであるならば、現状は、職員が使用料を減免して価格の低い飲料を入手しているという現象が生じていることになる。
換言すれば、本来使用料として市が収受できる収入（その分税金が節約できる）を放棄して、職員が利益を享受している
ことになる。
自動販売機設置理由と使用料を減免する根拠について再確認し、これらについて伺い書（決裁書）上明確に記載してお
く必要があるものと考える。
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１７．課題

公衆衛生が向上し、公共用水域の一定の水質が確保され、市民が衛生的で安心して暮らせるためには下水道の整備は
必要欠くべからざるものである。このことは旧清水市が平成12年度に実施した市民アンケート結果にも示されており、
上下水道の整備の今後の重要度は高水準に位置している。
しかし、一方で「下水処理には莫大なインフラコストが投入されている。」又は「下水道事業からうけるサービスは高
度なサービスであり相当する対価も安くはなく、受益者負担を徹底すれば本来負担すべき額は増大せざるを得ない」と
いう認識が低いのも事実といえる。
公共下水道事業は先行投資による新規設備資金が膨大であるばかりでなく下水管等の施設は地下に埋設されており補
修工事コストも多額となる。これらの建設改良費は受益者からの直接負担額及び自己資金の一部から等では賄いきれず、
企業債の起債によっているのが現状である。
このような現状において、経営基盤の強化は将来、ますます重要な課題とならざるをえず、経営基盤を強化する最大
の要因たる事業利益をより多く獲得するために事業収入の増加と事業経費の縮減の組合せが必要となる。
また、経営基盤強化のため、経済性を発揮し、事業利益の最大化を図るよう努力する一方、その他にも地方公営企業
として公共の福祉を増進するための経営課題も数多く存在する。
以下いくつかの課題について意見を述べる。

（１）公共下水道普及率の向上

ア．公共下水道普及状況

（ア）旧静岡市
旧静岡市公共下水道普及状況は以下のとおりである。（「市政のあらまし」より）

(戸数) 10年度 11年度 12年度 13年度

行政区域(a) 190千戸 191千戸 193千戸 195千戸
市街化区域(b) 170 173 172 176

処理区域(c) 132 134 138 141
排水設備設置済(d) 116 120 124 129

排水設備設置率(d)/(c) 87.7% 89.8% 90.2% 91.2%
普及率(c)/(a) 69.7% 70.1% 71.6% 72.5%

(人口) 10年度 11年度 12年度 13年度

行政区域(a) 475千人 475千人 474千人 473千人

市街化区域(b) 425 425 420 423

処理区域(c) 322 322 327 329

排水設備設置済(d) 285 291 296 301
排水設備設置率(d)/(c) 88.6% 90.4% 90.7% 91.6%

普及率(c)/(a) 67.7% 67.9% 69.0% 69.5%

排水設備（汚水を排除するために宅地内に設置される配水管などの設備）が処理区域（市側の公共下水処理
設備の設置が終了している区域）に占める割合はここ4年間、戸数及び人口基準とも毎年度増加し、14年度末
においては90％を超えている。
しかし、戸数においては、ここ4年間の処理区域の増加率6.65％に比較し、排水設備設置率の増加率は3.99％
と低くなっている。
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（イ）旧清水市
旧清水市公共下水道整備状況は以下のとおりである。（「清水市統計書」等より）

10年度 11年度 12年度 13年度

認定区域(a) 2,431ha 2,431ha 3,101ha 3,101ha
整備区域(b) 1,666 1,749 1,785 1,860

処理区域 1,664 1,744 1,784 1,859
整備率(b)/(a) 68.5% 71.9% 57.6% 60.0%

10年度 11年度 12年度 13年度

行政区域人口(c) 238千人 237千人 236千人 235千人
処理区域人口(d) 114 119 124 127

水洗化済(e) 89 95 101 105
普及率(d)/(c) 48.2% 50.5% 52.6% 54.1%

水洗化率(e)/(d) 77.8% 79.9% 81.5% 82.7%

平成12年度において静清処理区域の認可区域が拡大したため整備率は一時的に減少しているが普及率、水洗
化率ともに年々 増加している。

イ．普及促進策に対する基本認識

静岡市において処理区内の排水設備設置率を100％に一日も早く近づける必要があることは公共下水道布設の
趣旨からしていうまでもない。
旧静岡市作成の「市政のあらまし」においては水洗便所の普及奨励策として毎年度「水洗便所のＰＲ方法」と
「水洗便所改造資金融資あっ旋について」の項を設けている。
水洗便所のＰＲ方法として以下の内容がほぼ毎年度同様の内容で記載されている。
・ 町内会に対する説明会
・ 「下水道の日」等のイベントによる啓発事業の実施
・ パンフレットの配布
・ 市の広報紙に掲載
・ 水洗化普及促進嘱託員５名の戸別訪問による切替勧奨
普及促進策に対する基本認識を静岡市側に質問したところ、以下のような趣旨の回答を得た。
下水道整備事業は住民の理解と協力のもと水洗化により生活環境の改善等に役立つものであり、水洗化率の普
及率の向上が下水道経営の健全化につながる。
水洗化普及促進嘱託員による戸別訪問、留守宅への電話依頼と日曜訪問により一戸でも多くの接続を目指して
いる。戸別訪問により下水道の理解を深めてもらい協力を得ることが地道ではあるが重要との観点から平成14
年度より1名増員し戸別訪問対策を強化している。
過去3年度の旧静岡市での平均切替実績は年間4,300戸であり、（2ヶ月平均排水量に対する下水道料金6,400
円×6回×4,300戸）約1億6,500万円の下水道料金収入の増加が見込まれる。これに対する汚水処理原価の大
部分が固定費である点を考慮すれば、水洗化促進事業費4,515万円は十分回収でき、経済性及び有効性の観点か
らも有意義である。

ウ．公共下水道への接続義務

下水道法第10条第1項おいて「公共下水道の供用が開始された場合においては、当該公共下水道の排水区域内
の土地の所有者、使用者又は占有者は、遅滞なく、排水設備を設置しなければならない。ただし、特別の事情に
より公共下水道管理者の許可を受けた場合、その他政令で定める場合においてはこの限りでない。」との内容の規
定があるものの罰則条項はない。
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これを受けて静岡市下水道条例第3条では「法第10条第1項の規定による排水設備の設置義務者は、公共下水
の供用が開始された日から3月以内に排水設備を設置しなければならない。ただし、管理者が特別の理由がある
と認めるときは、この期間を延長することができる。」と規定している。
静岡市は下水道法に規定されている「遅滞なく」の時間的許容範囲を原則3ヶ月と定めている。また、条例、
但書「管理者が特別の理由があると認めるときは、この期間を延長できる。」については下水道法第11条の3第
１項で、汲み取り便所の水洗便所への改造命令の猶予が3年となっていること準用し、事実上3年を接続義務期
限と位置づけているとの回答を得た。このことは水洗化普及のための助成制度の対象を供用開始後3年以内とし
ている点とも整合する。
罰則規定に関しては下水道法48条で「汲み取り便所を水洗便所に改造すべきとの命令に違反した者は30万円
以下の罰金に処する」旨の記載がなされているのみであり、上述のとおり排水設備設置義務違反に対する罰則は
規定されていない。
処理区内未接続者の把握は旧静岡市においては「未水洗家屋一覧表」において旧清水市においては「未水洗カ
ード」にて管理がなされている。
未接続者の状況は以下のとおりである。

旧静岡市
処理区 義務期限3年超 義務期限内

高松 228戸 0戸
城北 1,635 26

中島 4,151 7
静清 2,489 4,366

長田 0 8,918

計 8,503 13,317

このうち汲み取り戸数は高松87戸・城北390戸・中島1,106戸・静清275戸・長田589戸である。
上記未接続者中、市役所職員の占める割合について質問したが個人データ保護の観点から把握不可能との回答
を得た。ただし、平成10年度には平成9年度に人事課資料をもとに未接続者職員を戸別訪問し切替勧奨を行って
いる他、個人データの入手が不可能となってからも市役所内部での全体部長会を通し、配布資料内において「市
の職員は地域の模範となるよう、率先して下水道への接続をされると同時に地域の皆様にも水洗化のＰＲをお願
いします。」という啓発文を掲載している。

旧清水市
処理区 義務期限3年超 義務期限内

南部 2,463戸 741戸
北部 537 6

静清 4,049 2,105
計 7,049 2,852

このうち汲み取り戸数は南部686戸・北部202戸・静清471戸である。
長期未接続の主な理由は以下のとおりである。
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旧静岡市
改造資金の不足 2,687 31.6%

家屋取壊予定 1,535 18.1%
借地･借家問題 628 7.4%

浄化槽設置後経過短期 558 6.5%
その他 3,095 36.4%

計 8,503 100.0%

旧清水市
改造資金の不足 1,538 21.8%

家屋改築期 755 10.7%
改造工事予定 371 5.3%

施行困難(地形等) 313 4.4%

その他 4,072 57.8%
計 7,049 100.0%

処理区内での公共下水道の普及が進まない最大の理由は改造資金の不足、すなわち、水洗化への切り替え工事
代金の負担がある。
これに対し、旧静岡市、旧清水市両市は資金融資制度を実施し普及に努めている。
合併直前の旧両市における水洗便所改造資金融資制度の主な概要は以下のとおりである。

旧静岡市
（融資斡旋条件）
・ 市民税、固定資産税、下水道事業受益者負担金を完納していること
・ 確実な連帯保証人を有すること
（融資額）
・ 工事費の範囲内で、限度額は200万円
（融資利率）
・ 無利子
・ ただし、処理区域となってから3年を経過した場合は利息を徴収
（償還期間・償還方法）
・ 融資を受けた月の翌月から元金均等償還
・ 償還期間は12ヶ月・24ヶ月・36ヶ月の3通り

水洗便所改造資金の融資斡旋状況は「市政のあらまし」で以下のように開示されている。
利用率を検討してみた。

6年度 7年度 8年度 9年度
設置戸数 7,113 7,290 6,271 6,659

斡旋戸数 298 269 255 242
一戸平均 355千円 319千円 310千円 350千円

利用率 4.2% 3.7% 4.1% 3.6%

10年度 11年度 12年度 13年度

設置戸数 4,567 4,504 4,097 4,193
斡旋戸数 254 143 90 96

一戸平均 257千円 290千円 267千円 269千円
利用率 5.6% 3.2% 2.2% 2.3%
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過去8年間推移を見ると設置戸数が減少傾向にあるものの、利用率も非常に低調である。

旧清水市
（融資斡旋条件）
・ 市民税、固定資産税、国民健康保険税及び下水道事業受益者負担金を滞納していないこと
・ 確実な連帯保証人を有すること
（融資額）
・ 工事費の範囲内で、限度額は80万円
（融資利率）
・ 無利子
（償還期間・償還方法）
・ 融資を受けた月の翌月から元金均等償還
・ 償還期間は12ヶ月・24ヶ月・36ヶ月・48ヶ月の4通り

水洗便所改造資金の融資斡旋状況は「清水市の概要」で以下のように開示されている。

10年度 11年度 12年度 13年度

設置件数 2,688件 2,108件 1,625件 1,535件

融資件数 611 297 164 86
一戸平均 511千円 506千円 504千円 455千円

利用率 22.7% 14.1% 10.1% 5.6%

過去4年間推移を見ると設置戸数が減少傾向にあるものの、利用率も非常に低調である。
一戸当たり平均も年々 減少傾向にあるものの旧静岡市に比較すると高額である。

エ．利用強制について

生活排水処理施設の整備、特に公共下水道の普及率の向上が非常に重要な課題のひとつであることはいうまで
もないことである。既述のとおり下水道法上は排水設備の設置義務は規定しているものの、義務違反に対し罰則
規定は設けていない。これは下水道法が接続義務違反に対する罰則は不要と判断しているものと理解できる。一
方下水道法では水洗便所改造義務を別途規定しており、これに対しては罰則規定（30万円以下の罰金）を設けて
いる。
法律たる下水道法より下位の条例で罰則を設けることは条例の所轄事項を越えることとなるため、法律で罰則
は不要と考えられている以上、法律の改正を要求する以外に自治体としては手がないのが実情である。しかし、
罰則のない状況で本当に排水設備の設置は急速に進むのであろうか。
条例で排水設備の設置に関して罰則を設ける事のできない静岡市は条例で3ヶ月以内での接続義務を規定して
いるが、水洗化普及のための融資斡旋制度の対象期間（供用開始後3年以内）と整合性を欠いており、3ヶ月と
いう接続義務期間は実質形骸化しているといえるのではないかと思われる。接続義務違反者に対しては条例違反
である旨の告知を積極的に行い、早期段階での設置実現を図る必要があると思われる。
広報活動、普及指導員活動、さらには未水洗化者に対しては戸別訪問を実施し強く切替勧奨を行う等徹底した
対策が求められる。自主的に排水設備を設置し水洗化を行なった誠意ある市民との公平性の観点からも積極的な
対応を期待したい。

オ．水洗便所斡旋資金融資制度について

静岡市においても当該融資制度は継続の方針であるが、過去の両市における平均利用額、利子補給金他制度維
持管理費を考慮すると現状のままでの当該制度の存在意義には疑問が生じる。下水道法第11条の3第6項で資金
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の融通又は斡旋をなすべき努力義務を課しているため制度そのものの撤廃には無理があることも理解できるが資
金支援対象住民をより限定し、実質的には制度を縮小する方向で検討すべきではないかと思われる。
より積極的な利用促進策を導入することも既存導入者との均衡の兼ね合いがあり、調整が難しいとは思われる
が、最大の未接続理由が改造資金の不足である。それにもかかわらず融資斡旋制度の利用率が低下している以上、
現状の制度の利用率が低い理由を解明して改善策を講じる必要がある。場合によっては、現状融資制度を限定し
つつ、助成金制度の採用等新制度の採用も検討すべきではないかと思われる。
助成金制度としては供用開始後一定期間内での早期改造工事に対し一定の金額の助成を行う方法が一般的であ
ると思われる。具体的に「一定期間」の定義や「一定金額」の算出方法、さらには対象者等、詳細な内容決定に
は難しい問題も生じると思われるが、いずれにしても効率的かつ有効な制度の整備運用が望まれる。

カ．生活排水処理施設の一部としての公共下水道

政令指定都市の公共下水道普及率約90％であるのに対し静岡市の公共下水道普及率は約66.8％の現状である。
公共下水道普及率の増大は急務とはいうものの既設公共下水道処理区内での排水設備設置率100％を早期に実現
させるべきであると考える。普及しない原因分析と適切な対応、さらには職員からの率先垂範的行動が必要であ
ると考える。
また、公共下水道以外の代替施設の普及との兼ね合いも重要であると考える。確かに公共下水道普及率の向上
は環境面等から好ましいもののコスト面からみると必ずしも公共下水道の整備が必要とも限らない場合も充分に
想定されるからである。
こうした中、汚水処理の整備にあたり、効率的な整備手法を選定するため静岡市は静岡県生活排水処理長期計
画に基づき、公共下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽について、各汚水処理施設の設置適所の検討を行って
いる。また公共下水道区域へ取り込むべき距離基準も合併浄化槽設置コストとの比較を行うことにより作成して
いる。
生活排水処理施設は多種多様な施設が存在し、それぞれが特色ある効果を有しており、環境面、経済面、地域
の特性にあったもっとも効率的な処理施設を設置し生活廃水処理施設普及率向上により一定の水質を維持すべく、
過大投資を避け、ある一定水準の環境水準を維持しながら最適な設備整備を行っていくという考え方は重要であ
り、大変有意義であると思われる。
ちなみに平成12年度末の静岡県の生活排水処理施設整備率は52.5％（全国32位）であり、全国平均71.4％に
比較し低い水準である。
また、外部監査中に入手した直近の整備状況は以下のとおりである。

旧静岡市 12年度末 13年度末 14年度末
処理人口 普及率 処理人口 普及率 処理人口 普及率

公共下水道 327,115人 69.0% 329,050人 69.5% 345,515人 72.9%
農業集落排水 1,029 0.2 1,008 0.2 1,271 0.3

合併浄化槽 2,776 0.6 3,352 0.7 3,897 0.8

旧清水市 12年度末 13年度末 14年度末

処理人口 普及率 処理人口 普及率 処理人口 普及率
公共下水道 124,450 人 52.6% 127,291人 54.1% 129,106人 54.5%

特定環境保全 44 0.0 44 0.0 44 0.0
農業集落排水 519 0.2 507 0.2 502 0.2

合併浄化槽 5,316 2.2 6,320 2.7 7,352 3.1

ただし、この指標は現在、具体的に集計、公開されておらず各担当部署で処理施設ごとに資料を作成、保存し
ているに過ぎない状態であり、また合併浄化槽処理人口も正確性に関し疑問が生じる状態でもあった。
市民の視点からの行政をより推し進めるためには生活給排水全体を統括するセクションの設置と情報公開が必
要であると思われる。
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（２）リスク対応の現状と課題

ア．地震リスク

（ア）現状
管路に関しては「重要な幹線等」と「その他の管路」の住み分けを行い、新設管については平成10年度より一
定の地震対策を実施している。
静岡地区の処理場に関しては昭和56年以前に設計及び建設された既存建築施設は平成9年度に耐震診断を行い、
優先順位を定め平成16年度完了のもと、平成12年度より順次耐震補強工事がなされている。
清水地区においては平成13年度、14年度に耐震診断を実施し、優先順位を決定し順次対策を講じる予定とのこ
とであった。

（イ）課題
管路に関しては未整備地区からの公共下水道に対する要望が強く、優先的に整備を進めている関係上、平成9
年度以前に布設した管渠の耐震診断及び対策が図られていないため、当該整備を急ぐことである。
処理施設に関しては耐震診断の手法はあるものの抜本的な補強工事は難しく、また膨大な経費を伴うため設備
の改築・更新に支障をきたしており財源確保が課題である。

（ウ）意見
地震発生の可能性が高い静岡市においては、ある程度、小規模の地震に耐えられる施設整備は必要と思われる
が、厳しい財政事情を考えると、下記、水害リスクへの対策が優先すると考える。

イ．水害リスク

（ア）現状
雨水対策は市街地の雨水排除を目的として、旧両市で策定済みあるいは策定中の「雨水総合排水計画」にそっ
て国の指導による整備水準（5～10年確率）に基づき5～7年確立（1時間雨量50ミリ～67ミリ）の降雨に対処
できる施設整備を推進している。
雨水対策整備率 静岡地区 55.8％ 清水地区32.9％である。

（イ）課題
財政逼迫下で事業の予算化は難しい状況にあるが、市街化区域の半分以上が未整備の状況であり、汚水整備と
平行し、漸次整備事業を進める必要がある。

（ウ）意見
平成15年7月4日、1時間雨量112ミリの降雨が静岡市内各地に浸水の被害をもたらした。これは上述の予定
整備水準をはるかに越えるものであり、まさしく天災といえる被害であったが浸水予想区域の再認識と当該地区
への水害対策の強化は必要不可欠な事業と考える。

ウ．環境リスク

（ア）現状
静岡市の公共下水道区域内には合流式を採用している処理区が存在しており、雨天時、一定の雨量を超えた場
合、汚水に雨水が混合した状態で未処理下水が雨水吐き口から河川、海域など公共用水域に放流されているため、
水質汚濁上、衛生上等の悪影響が懸念されている。水質汚濁が進行すれば上水道、漁業、農業用水等にも悪影響
を及ぼすことから汚水処理の重要性は今後も増大するものと思われる。
浄化センターにおいてもISO14001を取得し、各種規制項目を遵守すべく検査、監視を行い環境への負荷削減に
努めている。
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（イ）課題
平成16年度を目途に国の合流式下水道緊急改善事業実施要領の運用に基づく合流式下水道の改善計画を策定す
る。さらに今後は、ISO14001の継続とともに、より良好な水環境の整備や有効利用のための高度処理も必要な課
題として認識されている。

（ウ）意見
ａ．合流式排除施設の改善について

合流式の管渠は建設から長い年月を経過し、老朽化が著しく地下水の流入も相当量あると思われ、合流式から
分流式への切り替えは環境リスク対策のみだけではなく重要な課題であるといえる。
しかし、主要道路下に存在する管渠の改築費用は多くの時間と膨大なコストが必要となる上に緊急改善事業の
期間が5年間と限られていることから、単年度事業費が今後5年間増加することが予想され、合流式排除施設以
外の汚水管渠の整備普及度合が停滞することが懸念されるものの、優先順位を明確にし、計画的に実行する必要
があると考える。
高度処理の必要性も課題とはしているものの、多額の支出を伴うものであり、投下コストと獲得される効果と
の検討、資金繰り、採算性等、充分に検討する必要があると思われる。

ｂ．水質保全と処理設備について
下水道事業の役割のひとつに公共用水域の水質保全があげられる。
水質の指標としては様々 な指標が用いられるがその代表指標がＢＯＤである。
ＢＯＤとは有機物が微生物の働きにより分解されるときに消費される酸素量であり、大きな値ほど汚れがひど
いことを意味する。魚が住みやすいとされる値は5mg/?程度といわれている。
平成13年度静岡県公共用水域測定結果からの年平均のＢＯＤ( mg/?)値は以下のとおりである。

河川名 測定地点 10年度 11年度 12年度 13年度

巴川 巴川橋 5.1 7.0 5.4 3.7
大谷川 大谷川橋 4.6 4.1 3.9 -

浜川 浜川新端 2.9 3.2 2.0 1.3

丸子川 ぺったん橋 7.6 7.1 8.4 6.3

小坂川 小坂川新橋 10.2 8.7 8.9 7.0
安倍川 安倍川橋 0.5 0.7 0.8 0.6

藁科川 牧ヶ谷橋 0.5 0.5 0.6 0.5

いずれの河川も年々 、減少傾向となっており良好な結果となっている。

さらに平成14年度水質検査実績おいて処理場でのＢＯＤ値は以下のとおりである。

年間平均 最大 水域基準(日平均) 水域基準(最大)

高松浄化ｾﾝﾀー 2.1 5.3 20 25
城北浄化ｾﾝﾀー 4.4 8.8 20 25

中島浄化ｾﾝﾀー 3.3 8.0 20 25

長田浄化ｾﾝﾀー 4.0 11.5 20 25

南部浄化ｾﾝﾀー 4.6 11.6 清水港に対するBOD基準なし

北部浄化ｾﾝﾀー 1.6 4.7 清水港に対するBOD基準なし

水域基準は充分満たしており良好な検査結果となっている。

以上のような良好な結果は品質の高い汚水処理施設と処理技術によるところが大きいと思われるが経済性の観
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点からの検討も時として必要と思われる。
一方では水処理の高度処理を進め、よりきれいな環境づくりが叫ばれる中、他方、経済性を問題視されるとい
う状況ではあるが、両者の接点を見出す努力を行わなければならないと思われる。浄化センター単位で処理水準
に変化を持たせること等により高度な下水処理水準を若干低下させコストをおさえながら一定の水質基準を維持
する方針もやむをえないのではないかとも考える。

エ．業務リスク

（ア）現状
① 下水道施設課においては設備の修繕や保守点検を業者に発注しているが、これらの業務を厳正に行うため、
設計業務や業者との打ち合わせ、対応などは複数で行う体制をとっている。

② 下水道建設課においては業者に対する安全講習会及び現場安全パトロールによって業務上の事故の発生を防
止する体制がとられている。

③ 旧静岡市下水道維持課においては、職員による水道管路内作業及び調査が年間150件以上存在するが、この
際、酸欠や硫化水素ガス等による健康被害が発生しないよう安全作業を徹底している。

（イ）課題
① 職員意識の向上を図る。
② 下水道維持課において旧静岡市が作成したマニュアルを見直し、静岡市として「下水道管路内作業事故防止
マニュアル」を作成する。

（ウ）意見
発注権者は様々 な憶測をもたれがちであり、また、誘惑等も想定されることから、複数の人間による相互牽制
及び定期的な担当替え等の人事又は職務移動は内部統制上、有意義であると思われる。
また、各種マニュアルの整備も好ましい事ではあるが、良好な運用が大切であるとともに、やはり、基本は市
職員一人一人の問題意識の向上と問題解決に向けた実践である。

（３）汚泥処理と資源・エネルギーのリサイクル

ア．現状
旧静岡市での処理地区においては従前、各施設単位で行なわれていた焼却処理から中島浄化センターでの一括集

中処理を目指している。
高松浄化センターは平成12年1月より脱水した汚泥（脱水ケーキ）をトラック搬送していたが、平成14年度か

ら圧送施設の建設に着手した。
長田浄化センターは平成14年6月供用開始以来、バキューム搬送を行っているが平成14年度に圧送方式の事業

認可計画を策定し、平成15年度当初予算に申請し事業化の予定である。
城北浄化センターは平成14年7月から脱水ケーキでトラック搬送を行っている。
中島浄化センターで焼却灰とされた汚泥は一般ゴミの焼却灰とともに最終処分場で埋め立て処理を行っている。
旧清水市の処理区においては南部北部浄化センターとも、脱水ケーキまで処理を行った後、民間に委託し最終処

分場にて焼却処分されている。
また、現在、中島浄化センターにおいては汚泥焼却処理段階で発生する熱の一部をバラ園に、また過去において

処理水の一部を自然生態観察園の水として再利用を行っていた。城北浄化センター、長田浄化センターにおいても処
理水の一部を施設内の水洗便所の水や修景（植栽緑化）施設用の水として再利用を行っている。

イ．今後の計画
高松浄化センターからの送泥は平成17年度からの供用開始を目指している。
長田浄化センターからの送泥は平成19年度からの供用開始を目指している。
城北浄化センターからの送泥に関しては今後も脱水ケーキ状態でのトラック搬送を予定している。
中島浄化センター汚泥処理施設を平成14年度に引き続き行うとともに、汚泥量増大に伴う焼却処理施設の増設設
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計計画を作成する予定である。
旧清水市の処理区においては静清浄化センターの汚泥も含め、汚泥処理の集約化を検討し、汚泥処理施設の新設

を目指している。
エネルギーのリサイクルに関する計画は現状では具体化されていない。

ウ．設備の状況
中島浄化センター内の汚泥焼却施設は2基存在している。
2基とも脱水ケーキを約800℃に熱した砂に混ぜ瞬間的に焼却する流動床式汚泥焼却炉であり、焼却能力は1号機

が40ｔ/日、2号機が100ｔ/日である。
現在の稼動状況は２号焼却炉が日最大焼却能力に対し８０～１００％の焼却量で連続運転を行っており、1号機は

各浄化センターの搬出状況に応じて焼却量を調整しつつ運転を行っている。平成14年実績では2号機の稼働率は約
79％、1号機は約18％である。
今後の2号機の稼動見込みは現状どおり80～100％の焼却量を目指し、保守点検による停止期間を考慮し、年間平

均では85％を計画している。一方1号機は主として長田、中島浄化センターの汚泥量の増加にあわせ、順次稼動率
を高め、平成22年度においては97％の稼動率を計画している。
さらに、将来においては2号機同様100ｔ/日の処理能力を有する3号機を増設する計画もあるとのことである。

エ．意見
焼却施設もまた、多額の投下資金を必要とする。現状の稼動状況と将来の稼動計画を見ると慎重な対応が望まれ

る。将来処理予定量と処理能力、保守点検修理又は事故等による操業停止時のバックアップ体制への配慮、無理のな
い資金繰り又は資金回収予測等、経済性、効率性等さまざまな角度から増設に対する検討が必要である。
焼却後の汚泥処理に関しては、これを焼いてレンガとする方法、灰にしてセメント製品として再利用する方法な

ど各自治体等で検討考案されているが、最終的には廃棄コストとリサイクルコストと環境保全との関係で検討される
性格のものであると思われる。
現状は普及率向上が重要課題であり、資源としてのリサイクル事業はコスト負担が少ない範囲にとどめるべきで

あるが、将来においては環境に配慮しながら、経済的、効率的に汚泥処理の過程で生じる副産物を積極的に利用する
必要があり、デモンストレーション的な再利用の域に留まるべきではないと考える。
現段階から、来るべき将来に対し、事前に十分な検討を行っておく必要があると考える。
また、リサイクル事業自体を事業の効率性も加味し、業績評価システムの中で検討すること、さらには環境会計

を導入することも検討してはどうかと考える。

（４）組織統合について

ア．現状
地方公共団体が経営する企業のうち特定の事業を行う企業の運営規定等を定めた法律が地方公営企業法及び地方

公営企業法施行令等であるが公共下水道事業は地方公営企業法の規定が当然には適用されない事業すなわち任意適
用事業とされている。
静岡市は強制適用である水道事業の他、下水道事業に地方公営企業法の規定の全部を適用する旨を「静岡市水道

事業及び下水道事業の設置等に関する条例」第3条において規定している。
平成15年4月1日の静岡市の誕生に伴い、公営企業管理者を筆頭に水道部と下水道部が企業局として組織化され

ている。
旧静岡市の下水道部と旧清水市企業局の下水道担当課が統合され、新企業局内に新組織が誕生している。組織体

制は下水道総務課と静岡下水道事務所が静岡市庁舎内に、清水下水道事務所は旧清水市庁舎内に存在している。担当
課としては下水道総務課、下水道建設課、下水道維持課、下水道施設課が設けられている。職員数は平成15年度末
で総勢236人であり平成14年度末人員旧静岡市171人と旧清水市72人の合計243人を7人下回っている。
下水道部同様、水道総務課と静岡水道事務所が静岡市庁舎内に清水水道事務所は旧清水市庁舎内に存在している。

担当課としては水道総務課、営業課、水道建設課、水道維持管理課、水道施設課、簡易水道課が設けられている。職
員数は平成15年度末で総勢215人であり平成14年度末人員旧静岡市145人と旧清水市78人の合計223人を8人下
回っている。
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会計は水道事業会計と下水事業会計はそれぞれ独立した会計がなされている。ただし、水道部内に下水道関連業
務が存在している等の理由から水道事業会計と下水道事業会計間において会計取引が存在している。
平成14年度における会計間取引と基準は以下のとおりであるが一部、人件費の負担基準に関し合理的な根拠を聴

取できなかった。

旧静岡市
・使用料徴収事務費（過去の調定件数比） 115百万円を水道部へ負担金
・使用料徴収人件費（過去の調定件数比等）126百万円を人件費処理
・水道総務課契約担当1名分 9百万円を人件費処理
旧清水市
・使用料徴収事務費（調定件数比） 30百万円を水道部へ負担金
・水質検査業務費 （前年度検体件数比） 17百万円を水道部へ負担金
・営業課・水道整備課在籍人員中３名分 24百万円を人件費処理

イ．意見
上水道も下水道も使用料は基本的に上水使用水量によって決定される仕組みとなっており、給水管、排水管は比

較的接近して地下に埋設されている事などからすれば「水」を入口と出口の視点から、つまり利用者サイドの視点か
らみれば両者を区別して認識する必要性は乏しいともいえる。
料金の徴収体系基準を変えないという前提であるならば営業課営業活動の効率化の観点同様、管の工事、修繕の

効率化の観点さらには人件費の削減の観点からも総務担当、建設担当、維持担当、施設管理担当を統合することが望
ましいと考える。
現状重複している職務及び人員が削減できるとともに、水利用コストと利用者が受けている便益とを、より利用

者サイドから捕らえることができ、組織だけでなく、会計に関しても上水及び下水事業全体での有用性の観点からの
経営が思考される可能性があるのではないかと思われる。
上水、下水全体でみれば、記述のごとき、両部門間での経費負担のやりとりの重要性は低くなると思われ、料金

設定及び徴収、設備投資及び修繕に関しても同じ方向性での議論が可能になると思われる。そして、何よりも、利用
者に対し、分かりやすい広報、及び啓蒙活動が可能になると思われる。
確かに地方公営企業法上、上水道事業と下水道事業は別々 に定義されており、現状では決算書類は事業ごとに作

成、報告されている。監査も別々 に行われ、決算審査意見書も別々 に作成されている。これは地方財政法第6条で「公
営企業で政令で定めるものについては、その経理は特別会計を設けてこれを行い」とされ、地方財政法施行令第12
条で水道事業と下水道事業は公営企業として別々 に定められていることに起因しており、収支の明確化のため別々 に
会計を行っていると思われる。
しかし、現在、上水道事業、下水道事業は地方公営企業法第7条に「2以上の事業を通じて管理者を置くことがで

きる。」の規定を受け、管理者は同一人物である。したがって企業局内で事業部別会計の概念を導入し、事業直接費
の把握、共通費の配賦等を行い、事業部別評価を行うと同時に、企業局全体での経済性の発揮度合及び福祉の増進度
合等の評価を行うことも有用であると考える。
組織及び会計を一体化することにより、情報、技術の共有化による建設改良費、人件費等共通する業務にかかる

経費の縮減がはかられるとともに、意識改革も進み、広報活動も含め、より一層、利用者と向き合った事業展開がで
きると思われる。
事業統合に関連する事項としては「新版地方財政法逐条解説（ぎょうせい）」に以下の記載がなされている。「特

別会計を設置するにあたっては、公営企業ごとに個別に設けるよう運営すべきである。公営企業についての収支の明
確化のために特別会計の設置を原則とした本条（第6条）の趣旨に添うと考えられるからである。もっとも、必要が
ある場合には二以上の公営企業を通じて一つの特別会計を設ける等の弾力的運用を行うことも差し支えない。なお、
この場合においても、できるだけ各企業ごとにその経理が把握できるように区分することが望ましい。」
また、地方公営企業法第7条関係として「地方公営企業関係法令集」にも以下の記載がなされている「二以上の

事業を通じて一人の管理者を置く場合には、法第14条に基づく組織も各事業ごとに設けるのではなく、一元的な組
織を設けるものである。」及び「会計を異にする二事業をあわせて経営する場合、設置条例・管理規程等を必ずしも
別々 に設ける必要はない。」
より一層の企業経営の効率化と市民サービスの向上を目指し、両事業の統合に関する積極的な検討を期待したい。
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静岡市監査公表第13号
地方自治法199条２項の規定による監査を行った結果は、次のとおりである。
同条第９項の規定により、これを公表する。
平成16年３月26日

静岡市監査委員 亀 山 博 史
同 大 畑 武 重
同 藤 田 卓 次
同 平 垣 陸 雄

記
監査の種別 行政監査
平成3年の地方自治法（以下「法」という。）の一部改正により、従来の「財務監査」とは別に「事務の執行について監査することが
できる。」として「行政監査」が新たに監査委員の職務権限に追加された。
財務監査が財務事務執行の適否を中心に実施するものに対して、行政監査は一般行政事務全般の事務執行について監査する
ことができ、さまざまな課題の中から適時性のある特定のテーマを設定し、これに該当する事務事業が、法第2条第14項及び第15
項の規定による能率性、効率性及び合理性並びに法施行令第140条の6の規定による適法性に準拠して執行されているかどうか
を監査するものである。
本年度は監査のテーマを定めて、独立した形での行政監査を実施したものである。

監査のテーマ
行財政改革の推進について（総務部総務課）

監査テーマ選定の理由
平成15年４月１日に旧静岡市と旧清水市は、合併し、新たに静岡市として発足した。この合併後、新市の行政全般について、大
局的視点から監査を行うため、主に行政運営、財政運営、都市経営について総括的な監査を行った。

監査の方法
監査委員による説明聴取 質疑

監査の期間
平成15年10月21日から平成16年2月27日

監査の概要
本市は、歴史、経済、文化などの異なる両市が合併し、人口71万の新しい県都としてスタートするとともに、平成17年4月１日の
政令指定都市移行に向け準備を進めている中で、「自己決定と自己責任」などによる地方分権都市の確立や少子高齢社会の到来
など時代の潮流への対応を図るため、新たな行財政改革が必要とされ、その大綱を成すものとして、行財政改革推進本部（庁内組
織）及び民間有識者10名から成る審議会を発足させ、静岡市行財政改革推進大綱（案）の審議が進められ、平成16年２月に策定さ
れた。
また、総務課を中心に民間委託可能性事業調査など様々 な検討が進められていた。

監査の結果及び意見・要望
新市における行財政改革については、合併の効果を最大限に発揮するとともに、政令指定都市を目指した簡素で効率的な行政
の実現に向けて、取り組まれているものと認められた。
監査委員の意見及び要望については、次のとおりである。
１ はじめに
現在、国においては、経済、財政の構造改革が叫ばれ、規制緩和や地方分権など、社会システムや地方自治制度や議会構造
のあり方を根本から改革する動きが加速している。
それは、わが国の中央集権体制から地方が自立して地域の実情にあった運営を行う地方分権体制への大きな転換を意味するも
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ので、言いかえれば、国と地方の役割分担を明確にするということである。
その方策のひとつとして、平成16年度、三位一体の改革による国庫補助負担金の1兆円の削減が行われる一方、その税源移譲
も示されたが、その税源移譲も十分とはいえないが、ようやくその構造改革が一歩動き出したところである。
このような時代背景の中で、合併の効果を最大限に発揮するため、本市における行財政改革を積極的、かつ速やかに実施する
ことが緊要な課題となっている。

２ 各 論
(1) 行政運営について
効率的で生産性の高い行政を行うには、事務事業の領域権限、組織機構、人事管理（給与制度、人事評価など）、人材育成な
ど庁内管理の見直しを積極的に推進し、簡素で効率的な行政運営を行う必要がある。
行政運営を進める際の基本的かつ重要なことは、意思決定の迅速化と明確化を図ることである。トップダウン又はボトムアップ
のいずれの方式に係わらず、組織内で十分に検討したうえで事業化を図ることが大切であり、併せて財源問題や法規制、運営体
制等にも検討を加えることを忘れてはならない。
そのためには組織、機構の簡素化を図り、縦割り行政から横断的で総合的な行政に移行することが重要で、政令指定都市を
目指す本市は特にこの点に配慮する必要がある。
高次の都市になるほど人材の育成と活用が重要となり、多様化する市民ニーズに応え、質の高い行政サービスを提供していく
ためには、職員一人ひとりの能力開発、意識改革に意を用いて職員のやる気を醸成し、組織の活性化に繋げていくことが肝要で
ある。
具体的には中央官庁への出向や先進都市との人事交流や諸研修会等への積極的な参加などにより、グローバル化に向けて
職員の巾広い視野を養う機会を与えることが必要である。
また、政令指定都市の移行に向けて、職員の専門的知識と技術の向上を目指し、国・県に依存しない専門分野での職員を育
成するとともに、能力主義を中心とする人事評価システム(職員の仕事に対する適正な評価)の確立を、早急に図っていくことが望
まれる。

(2) 財政運営について
わが国の経済は、デフレ傾向はなお継続するものの、明るい兆しが見えてきたが、景気回復には地域差もあり、地方公共団体
の財政状況は依然として厳しい状況に置かれている。
本市においても、歳入の大宗をなす市税がここ数年連続して前年度を下回っており、今後も厳しい状況が続くことが予測され
る。
このような中で、先に述べた三位一体の改革による３年間で４兆円の削減計画において、来年度の削減分1兆円のうち、公共
事業関連は約4,000億円削減されたところである。また、財源不足については所得譲与税が創設されることになったが、今後の
基本税での税源移譲の実現が課題となっている。一方、地方交付税についても税収不足から交付税特別会計の規模縮小は避
けられず、その見直しは急務となっていることから、今後各地方公共団体への交付額は大幅に減額になることが予測され、財政
状況はさらに厳しくなると思われる。
このように、国と地方の財源を含めた関係は、ここ数年のうちに大きく変革していくことが予測され、本市の財政運営にとって大
きな影響を及ぼすことが考えられる。
以上のことを踏まえて、財政運営における重要なことは、まず財政の弾力性を取り戻すことである。これは今後、合併による効
果を最大限に生かすため、職員数の削減による人件費や物件費を始めとする経常的経費の総額を削減し、新市建設事業を始
めとする投資的経費の総額を増加させるとともに、その枠全体を大きくすることである。このことによって、市民が要望する事業
の早期実現を図ることが可能になる。また、国の三位一体による構造改革が進むことにより、公共事業のより一層の削減が見込
まれ、その結果、補助事業が減少し単独事業が増加することが予測されるが、このことは市が主体性をもって各事業に取り組ん
でいくことが可能になるが、留意すべき点は、市民ニーズにあった真に必要な事業だけに絞り込むことである。その手法のひと
つとして総合計画に登載している各事務事業における実施時期の判断について、事務事業評価システムの実施によりその効
果を確認し、また、施策評価、政策評価についても今後実施していくべきである。なお、評価システム等の情報公開は当然であ
るが、評価を決定する際は、外部の有識者を交えた審議会を設置することが必要である。
次に重要なことは、各種事務事業の見直しを図ることであり、公共施設等の利用に際しては、利用者負担の原則を遵守する。
また各種基金は、目的が同一のものは統合し有効活用を図る。さらに市債は新規借入れの抑制を図りつつ、これまでに借入れ
た高金利のものは繰上げ償還を実施する。今後発行される合併特例債の中で、地方交付税で措置されたものは将来の負担に
備えるため、財政の弾力性を考えた中で一定額を基金に積立てをするなど、財政の健全化に向けた取り組みが必要である。
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また、国の三位一体改革により財源の不透明な面が予測される今、財政の基本となる中期財政計画(３年～５年程度)を策定し、
明示することが大事である。

(3) 都市経営について
歳入予算が毎年縮減する社会・経済情勢下にあって、行財政改革を積極的に行い、従来からの延長線上での発想ではない、
新しい時代に即応したものの考え方が求められている。
その一つとして、市税の増収に向けて土地利用計画の見直しを始め、税務部門・都市計画部門との連携を図り、道路網の整備
や市街地再開発事業等による都市基盤の再整備を有機的に行い、税に還元できるシステムづくりを考えることも必要である。
次に、予算規模が縮小する中においては、予算の集中投資をすべきである。
特に本市の都市基盤整備は大都市に比べて遅れていることから、投資効果を早期に出す必要がある。その手法の一つとして
国の特区(構造改革特別区域)のようなシステムづくりを考えてよいのではないか。また、今後、公の施設の指定管理者制度に移
行するなど管理体制を抜本的に見直す中で、職員のコスト意識を徹底させることと併せ、民間の有する能力を活用する事業手
法を取り入れた委託化を積極的に推進することが必要である。
さらに、多様化する市民ニーズをいかにして都市経営に生かした都市づくりをするのか、自治体の創意と工夫が求められてい
る。また、今後、ＮＰＯの活用がますます重要になってきており、また新しい事業手法としてのＰＦＩ導入や公営企業の地方独立
行政法人化へ移行などの検討を直ちに開始する時期に来ている。
そして、これらの活動やまちづくり等を支援する本市独自の条例等の法案づくりを考えていく必要がある。

３ ま と め
これからのまちづくりは、市民と行政が協働してそれぞれの役割分担のもと、責任を持って地域の発展に寄与すべきである。そ
れには、いかにして簡素で効率的な行政体制（小さな役所）がつくれるか行財政改革の本来のあり方が問われているところであり、
その成果が一日も早く達成できることを切に望むものである。

静岡市監査公表第14号
地方自治法第199条第７項の規定による監査を行った結果は、次のとおりである。
同条第９項の規定により、これを公表する。
平成16年３月31日

静岡市監査委員 亀 山 博 史
同 大 畑 武 重
同 藤 田 卓 次
同 平 垣 陸 雄

監査の種別 財政援助団体に対する監査
監査の対象 清水体育大会運営費補助金（清水体育協会）

少年の船実行委員会交付金（第22回少年の船実行委員会）
清水地区国道１５０号（海岸幹線）整備促進期成同盟会補助金
（清水地区国道１５０号（海岸幹線）整備促進期成同盟会）

監査の範囲 平成14年度中における財政援助に係る出納、その他の事務の執行が、
交付目的どおりに適正かつ効果的に実施されているかについて、対象団体
の事務を抽出して監査した。

監査の方法 帳票簿冊の監査
監査の期日 平成16年2月2日～3月8日
監査の結果 各団体に交付された補助金等は目的に沿って執行されており、適正に処理されているものと認められ

た。
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なお、今後の処理方法について改善が望まれる軽易な事項は、所管課から指導するよう要望した。

清水市民体育大会運営費補助金

１ 監査対象団体
清水体育協会（旧清水市体育協会）
（設立目的）
旧清水市におけるスポーツの普及と振興を図り、市民の心と心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与す
ることを目的として、昭和８年９月25日に設立された。

２ 監査対象事務事業の実施状況
平成14年度に実施した事務事業の概要は、次のとおりである。

(1) 市民体育大会の開催
ア 総合開会式

10月13日、選手・役員等3,500名が参加して、清水陸上競技場において開催した。
イ 連合体育大会

10月13日、清水辻地区等19地区の代表選手が参加し、リレー等12種目の競技を清水陸上競技場において開催し
た。
ウ 種目別競技団体への助成
陸上競技協会外36競技団体に対し、陸上競技、サッカー競技等種目別に競技を開催する経費を助成した。

３ 旧清水市からの補助金
(1) 支出科目 平成14年度 一般会計

10款 教育費 ８項 保健体育費 １目 社会体育費
19節 負担金、補助及び交付金

(2) 名 称 清水市民体育大会運営費補助金
(3) 金 額 1,710,000円
(4) 予算執行課 スポーツ振興課

４ 収支の状況
平成14年度における収支の状況は、次のとおりである。
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（単位 円）
収 入 支 出

市補助金
賛助会費充当額
メダル負担金

1,710,000
468,143
106,500

報償費（表彰状筆耕料、体育指導員
謝礼等）

需用費
印刷製本費（プログラムほか）
消耗品費（メダル購入）
食糧費（大会弁当代）
委託料 （会場テントほか）

助助成金（競技種目別、陸上競技協会
ほか36競技）

204,396

904,257
(165,007)
(525,000)
(214,250)
150,990

1,025,000

計 2,284,643 計 2,284,643
(注１) 収入のうち賛助会費充当額とは、当体育協会の趣旨に賛同した法人、個人が当体育協会へ納める賛助会費のうち

市民体育大会に充当した額である。
（注2）収入のうちメダル負担金とは、連合体育大会、競技別大会の優勝者等へのメダル授与に伴うメダル経費に対しての

競技団体からの負担金収入である。

少年の船実行委員会交付金

１ 監査対象団体
第22回少年の船実行委員会
（設立目的）
第22回少年の船実行委員会は、旧清水市、旧静岡市及び佐久市、三市の中学生が船上での共同生活やグループ活動
を行う「少年の船」事業の企画及び運営を行うことを目的として、平成14年4月１日に設立された。

２ 監査対象事務事業の実施状況
平成14年度に行った事業の概要は、次のとおりである。

(1) 洋上研修
ア 開 催 日 ８月７日～８月10日 ３泊４日
イ 出 席 者 研修生89名（旧清水市48名、旧静岡市17名、佐久市24名） 乗船運営委員14名 高校生リーダ

ー16名 計 119名
ウ 使用船 東海大学海洋調査研修船「望星丸」1,777ｔ
エ 渡航先 東京都 新島及び神津島
オ 研修内容 船上･･･海洋観測、グループワーク、釣り、星座観測、甲板みがき、洋上フェスティバル

上陸先･･･上陸地散策、上陸地の人との交流、海水浴
(2) 事前研修
ア 開 催 日 ７月28日
イ 出 席 者 研修生89名、乗船運営委員14名 高校生リーダー16名
ウ 会 場 マリンビル
エ 研修内容 少年の船活動の確認、仲間づくり

(3) 事後研修
ア 開 催 日 ８月18日、９月14日
イ 出 席 者 8/18 研修生58名、実行委員８名、高校生リーダー12名

9/14 〃 49名、 〃 ６名、 〃 11名
ウ 会 場 旧清水市役所及び旧清水市海洋活動センター
エ 研修内容 少年の船活動のまとめ、リーダー研修、以後の地域活動確認
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３ 旧清水市からの交付金
(1) 支出科目 平成14年度一般会計

10款 教育費 ６項 社会教育費 ６目 青少年育成費
19節 負担金、補助及び交付金

(2) 名 称 第22回少年の船実行委員会交付金
(3) 金 額 7,150,000円

(4) 予算執行課 青少年課

４ 収支の状況
平成14年度における収支の状況は、次のとおりである。

（単位 円）

収 入 支 出

市 交 付 金

預 金 利 子

7,150,000

6

報 償 費

（報償品費）

需 用 費

（消耗品費）

（食糧費）

（印刷製本費）

役 務 費

（保険料）

使用料及び賃借料

（自動車等賃借料）

（施設等使用料）
備品購入費

119,615

(119,615)

1,399,546

(131,566)

(694,480)

(573,500)

165,355

(165,355)

5,273,970

(5,254,670)

(19,300)

191,520

合 計 7,150,006 合 計 7,150,006

なお、旧静岡市及び佐久市からの負担金、及び研修生（旧清水市48名分）の参加費は、旧清水市に歳入されており交付

金の財源となっていた。

清水地区国道１５０号（海岸幹線）整備促進期成同盟会補助金

１ 監査対象団体

清水地区国道１５０号（海岸幹線）整備促進期成同盟会

（設立目的）

清水地区国道１５０号（海岸幹線）整備促進期成同盟会は、清水地区国道１５０号（海岸幹線）整備事業を早期かつ

円滑に促進することを目的として平成５年に設立された。

２ 監査対象事務事業の実施状況

平成14年度に行った事業の概要は、次のとおりである。

(1) 静岡県道路総室・静岡土木事務所へ事業の整備促進について要望活動を実施。
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４月15日 ７名参加
１月16日 ６名参加

(2) 国土交通省中部地方整備局へ事業の整備促進について要望活動を実施。
11月20日 14名参加

(3) 国土交通省及び財務省へ事業の整備促進について要望活動を実施。
12月３日 12名参加

(4) 総会の開催

６月５日 34名参加

（場所）ＪＡしみず市駒越支店

３ 旧清水市からの補助金

(1) 支出科目 平成14年度 一般会計

８款 土木費 １項 土木管理費 １目 土木総務費

19節 負担金補助及び交付金

(2) 名 称 清水地区国道１５０号（海岸幹線）整備促進期成同盟会補助金

(3) 金 額 255,000円

(4) 予算執行課 道路建設課

４ 収支の状況

平成14年度における収支の状況は、次のとおりである。
（単位 円）

収 入 支 出

前 年 度 繰 越 金
市 補 助 金

23,376
255,000

事 業 費（交通費、印刷

費、昼食代）
会 議 費（資料代、茶菓
子代）
事 務 費（切手代）
次年度繰越金

195,560

48,069

2,960
31,787

計 278,376 計 278,376

５ 要望事項

国道１５０号に関する整備促進期成同盟会は、現在、静岡・清水両地区にありますが、 今後、統一するよう検討され

たい。
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静岡市監査公表第15号

地方自治法第199条第12項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、これを公表する。

平成16年３月31日

静岡市監査委員 亀 山 博 史
同 大 畑 武 重
同 藤 田 卓 次
同 平 垣 陸 雄

記

指 摘 事 項 等 措 置 の 状 況

斎場売店施設使用に伴う光熱水費が使用料で収
入されていたが、斎場条例などに定めのない収入で
あるので収入科目を是正されたい。

（平成15年度第２回定期監査）

[生活環境部
静岡市民サービス事務所戸籍住民課]

斎場売店施設使用に伴う光熱水費について、衛生施
設使用料の科目で収入していたものを、平成16年１月
27日付けで適正な科目である雑収への収入金更正の手
続を行った。

（平成16年３月１日 報告）

斎場使用料収入事務において、一部に収入科目の
誤りがあり、収入金の更正手続きは行われていた
が、調定手続きが行われていなかったことにより調
定漏れが生じていたので早急に是正されたい。ま
た、斎場売店施設使用に伴う光熱水費が使用料で収
入されていたが、斎場条例などに定めのない収入で
あるので収入科目を是正されたい。

（平成15年度第２回定期監査）

[生活環境部

清水市民サービス事務所戸籍住民課]

斎場使用料収入事務において、調定もれが生じていた
ものを、平成16年１月27日付けで調定手続きを行った。
今後調定もれが生じないよう収入金更正と調定手続きを
同時に行うこととし、更に定期的に確認を行うよう職員
に徹底した。
また、斎場売店施設使用に伴う光熱水費について、
衛生施設使用料の科目で収入していたものを、平成16
年１月27日付けで適正な科目である雑収への収入金更
正の手続を行った。

（平成16年３月１日 報告）

バランス食教室等参加者負担金の収入事務にお
いて、会計規則に定めた事務処理がされていなか
ったので、チェック機能が十分発揮できるよう管
理体制の強化を図り、適正な事務処理に留意され
たい。

（平成15年度第２回定期監査）

[保健福祉部
保健所清水支所 健康づくり推進課]

バランス教室等参加者負担金の収入事務において
は、静岡市会計規則に定めた事務処理を確実に行なう
ため、収入事務担当職員を増加（２人→３人）すると
ともに、決裁区分にこれら担当職員を加えチェック機
能等管理体制の強化を図った。

（平成16年３月17日 報告）
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歳入について、重複した調定と還付等に伴う減
額調定漏れがあったので、調定のチェック体制を確
立されたい。

（平成15年度第２回定期監査）

[都市計画部
清水都市計画事務所 市街地整備課]

歳入事務において、重複した調定と減額調定もれが
あったものについては、平成15年12月15日付けで両
調定について手続きを完了した。
今後は、重複調定や減額調定もれが発生する原因と
なった事務処理方法を見直し、複数の職員による確認
を行うようにするとともに、歳入手続きの流れを確立
するために一連の事務手順のチェックリストを作成
し、これに従い事務処理を確認しながら行うことでチ
ェック体制を確立した。

（平成16年３月23日 報告）


